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平成１９年第３回香美市議会定例会会議録（第１号） 

招集年月日 平成１９年９月５日（水曜日） 

招集の場所 香美市議会議場 

会議の日時 ９月５日水曜日（会期第１日） 午前９時００分宣告 

出席の議員 

   １番  山 岡 義 一      １４番  島 岡 信 彦 

   ２番  矢 野 公 昭      １５番  依 光 美代子 

   ３番  山 﨑 龍太郎      １６番  黒 岩   徹 

   ４番  大 岸 眞 弓      １７番  竹 内 俊 夫 

   ５番  織 田 秀 幸      １８番  石 川 彰 宏 

   ６番  比与森 光 俊      １９番  前 田 泰 祐 

   ７番  千 頭 洋 一      ２０番  大 石 綏 子  

   ８番  小 松 紀 夫      ２１番  西 山   武 

   ９番  門 脇 二三夫      ２２番  西 村  成 

  １０番  山 崎 晃 子      ２３番  坂 本   節 

  １１番  片 岡 守 春      ２４番  山 本 芳 男 

  １３番  竹 平 豊 久      ２５番  中 澤 愛 水 

欠席の議員 

  １２番  久 保 信  

説明のため会議に出席した者の職氏名 

 【市長部局】 

  市 長  門  槇 夫   商 工 観 光 課 長  高 橋 千 恵 

  副 市 長  石 川 晴 雄   建 設 都 計 課 長  中 井   潤 

  収 入 役  明 石   猛   下 水 道 課 長  久 保 和 昭 

  庁舎建設担当参事  前 田 哲 雄   環 境 課 長  阿 部 政 敏 

  総 務 課 長  鍵 山 仁 志   ふれあい交流センター所長  甲 藤 みち子 

  企 画 課 長  濵 田 賢 二   健康づくり推進課長  岡 本 篤 志 

  財 政 課 長  吉 村 泰 典   地 籍 調 査 課 長  田 島 基 宏  

  住宅新築資金担当参事  奥 宮 政 水   林 政 課 長  小 松 清 貴  

  収 納 管 理 課 長  後 藤 博 明   《香北支所》  

  防 災 対 策 課 長  田 中 育 夫   支所長兼事務管理課長  二 宮 明 男  

  住 民 課 長  山 崎 綾 子   業 務 管 理 課 長  横 谷 勝 正  

  保 険 課 長  岡 本 明 弘   《物部支所》  

  税 務 課 長  高 橋   功   支所長兼参事兼事務管理課長  萩 野 泰 三  

  福 祉 事 務 所 長  法光院 晶 一   業 務 管 理 課 長  岡 本 博 臣  

  農 政 課 長  宮 地 和 彦  
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 【教育委員会部局】  

  教 育 長  原   初 惠   幼 保 支 援 課 長  山 崎 泰 広  

  教 育 次 長  福 島 勇 二   生 涯 学 習 課 長  凢 内 一 秀  

  学校教育課長兼学校給食センター  和 田   隆  

 【消防部局】  

  消 防 長  竹 村   清  

 【その他の部局】  

  農業委員会事務局長  竹 内   敬   水 道 課 長  佐々木 寿 幸  

職務のため会議に出席した者の職氏名 

  議 会 事 務 局 長  松 浦 良 衛   議会事務局書記  尾 立 陽 子  

  代 表 監 査 委 員  大 岸 啓 郎  

市長提出議案の題目 

 認定第 １号 平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第 ２号 平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認 

        定について 

 認定第 ３号 平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第 ４号 平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい 

        て 

 認定第 ５号 平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

        の認定について 

 認定第 ６号 平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第 ７号 平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（事業勘定）の 

        認定について 

 認定第 ８号 平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（保険事業勘定）の 

        認定について 

 認定第 ９号 平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（介護サービス事業 

        勘定）の認定について 

 認定第１０号 平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定について 

 認定第１１号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定について 

 議案第６５号 平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」 

 議案第６６号 平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算「第１ 

        号」 

 議案第６７号 平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２号」 

 議案第６８号 平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２号」 

 議案第６９号 平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正予算「第 

        ２号」 
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 議案第７０号 平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」 

 議案第７１号 平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１号」（事業勘 

        定） 

 議案第７２号 平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」（保険事業勘 

        定） 

 議案第７３号 平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」 

 議案第７４号 政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条例の一部を 

        改正する条例の制定について 

 議案第７５号 香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

 議案第７６号 香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す 

        る条例の制定について 

 議案第７７号 香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第７８号 香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定について 

 議案第７９号 農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正する条例の制 

        定について 

 議案第８０号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第８１号 香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一部を改 

        正する条例の制定について 

 議案第８２号 財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一部 

        を改正する条例の制定について 

 議案第８３号 財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合調整及び助成 

        に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 議案第８４号 財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一部 

        を改正する条例の制定について 

 議案第８５号 秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 議案第８６号 佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 議案第８７号 香美市営土地改良事業の施行について 

 議案第８８号 高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び高知 

        県市町村総合事務組合規約の変更について 

 議案第８９号 高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う財産処分に 

        ついて 

 諮問第 １号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 諮問第 ２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

議員提出議案の題目 

 な  し 
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議事日程 

平成１９年第３回香美市議会定例会議事日程 

                          （会期第１日目 日程第１号） 

平成１９年９月５日（水） 午前９時開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定について 

 日程第３ 諸般の報告 

   １．議長の報告 

   ２．行財政改革推進特別委員会委員長の報告 

   ３．まちづくり推進特別委員会委員長の報告 

   ３．市長の報告 

     （１）専決処分事項の報告について 

        報告第１５号 専決処分事項の報告について 

               住宅新築資金等貸付事業にかかる和解について 

     （２）行政の報告並びに提案理由の説明 

 日程第４ 認定第 １号 平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 日程第５ 認定第 ２号 平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳 

             出決算の認定について 

 日程第６ 認定第 ３号 平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認 

             定について 

 日程第７ 認定第 ４号 平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の 

             認定について 

 日程第８ 認定第 ５号 平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳 

             入歳出決算の認定について 

 日程第９ 認定第 ６号 平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定に 

             ついて 

 日程第10 認定第 ７号 平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（事 

             業勘定）の認定について 

 日程第11 認定第 ８号 平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（保険事 

             業勘定）の認定について 

 日程第12 認定第 ９号 平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（介護サ 

             ービス事業勘定）の認定について 

 日程第13 認定第１０号 平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定につい 

             て 

 日程第14 認定第１１号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定 

             について 
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 日程第15 議案第６５号 平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」 

 日程第16 議案第６６号 平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予 

             算「第１号」 

 日程第17 議案第６７号 平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２ 

             号｣ 

 日程第18 議案第６８号 平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２ 

             号」 

 日程第19 議案第６９号 平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補 

             正予算「第２号」 

 日程第20 議案第７０号 平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」 

 日程第21 議案第７１号 平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１ 

             号」（事業勘定） 

 日程第22 議案第７２号 平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」 

            （保険事業勘定） 

 日程第23 議案第７３号 平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」 

 日程第24 議案第７４号 政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条 

             例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第25 議案第７５号 香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正す 

             る条例の制定について 

 日程第26 議案第７６号 香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一 

             部を改正する条例の制定について 

 日程第27 議案第７７号 香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい 

             て 

 日程第28 議案第７８号 香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定につい 

             て 

 日程第29 議案第７９号 農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正す 

             る条例の制定について 

 日程第30 議案第８０号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第31 議案第８１号 香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例 

             の一部を改正する条例の制定について 

 日程第32 議案第８２号 財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する 

             条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第33 議案第８３号 財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合調 

             整及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

             て 

 日程第34 議案第８４号 財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する 
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             条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第35 議案第８５号 秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 日程第36 議案第８６号 佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 日程第37 議案第８７号 香美市営土地改良事業の施行について 

 日程第38 議案第８８号 高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減 

             少及び高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

 日程第39 議案第８９号 高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う 

             財産処分について 

 日程第40 諮問第 １号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 日程第41 諮問第 ２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

 

会議録署名議員 

 １１番、片岡守春君、１３番、竹平豊久君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２４人です。定

足数に達していますので、これから平成１９年第３回香美市議会定例会を開会をします。 

  議事日程に入る前に、報告をします。１２番、久保信君は病気のため欠席という連

絡がありました。 

  これから日程に入りますが、その前に平成１９年第３回香美市議会定例会開会に当た

り、一言ごあいさつを申し上げます。 

  今年の夏は猛暑が続き、異常気象の中で９月を迎えました。昨年９月１０日に合併特

例後の議会議員選挙が行われて、早くも１年がたとうとしています。合併協定書、香美

市財政計画、まちづくり基本計画等に基づいて、香美市建設の基礎がためのため議会、

執行部が一丸となって市政運営が進められておりますことをご同慶にたえません。 

この間、国政においては、小泉政権による郵政民営化の国会審議に絡んでの衆議院解

散総選挙において与党が圧勝しておりましたが、今年７月の参議院議員選挙では、都市

と地方の格差が争点となり、大きく揺り戻しされるなど地域間格差、生活格差への国民

の動きが見られます。政治は結果責任であります。高知県では、平成３年橋本県政誕生

後の平成４年を基点として闇融資事件が始まり、その後も別件闇融資事件、県警不正経

理問題、よこはま水産加工会社に対する闇保障問題等民主的な県政運営とはおよそほど

遠い不正、不祥事事件が次々に発生するとともに、県政が大きく衰退をしております。

８月２８日には闇融資事件の最高裁判決において、当時の山本副知事以下県の最高幹部

３人に背任罪による実刑判決が確定をしました。議会を無視した裁量行政が否定され、

公金支出には明確な公益性が求められると厳しく断じております。これらの事件は、他

の自治体にも警鐘を鳴らすものと重く受けとめなければなりません。 

我が香美市に目を転じますと、行財政改革推進特別委員会が執行部とともに現在とれ

る可能な対応と整理を行っておりますことは高く評価しなければなりません。また、６

月議会で設置されましたまちづくり推進特別委員会の活動も重要となってまいります。

テクノパークには４企業が立地したものの、その後の施策への積極的展開が見えません。

工科大学のある町（市）としての積極的な施策展開が求められます。せんだって行われ

た土佐経済同友会の高知県経済活性化の方向性と活性化策に関する提言には、今後の高

知県の進むべき１つの方向性が示されると考えられます。我が香美市の持つ潜在的な力

と発展の素材を最大限に生かすための知恵を使いながら、市民、執行部、議会が一致団

結のもとに一丸となって汗をかいていかなければなりません。毎回申し上げております

が、議会は住民の代表として重い職責にかんがみ、議会活動の中で議論を尽くし、議会

の位置づけと責務、議会活動についての説明責任をきちんと果たしていかなくてはなり

ません。議会には、地方公共団体の政策形成過程及び政策の実施過程に多面的にかかわ

りながら、重要な意思決定をするという責務が課せられておりますし、議会はみずから
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が議決した政策や行財政の運営、事務処理ないし事業の実施が適法、公平、効率的、民

主的に執行されているかを批判し監視する重要な責務があります。地方分権の進展、行

政に対する住民ニーズの多様化、さらには行政の複雑化等により、議会の果たす役割は

ますます重要となっており、香美市の住民福祉の向上と市政発展のため、自治体運営の

意思決定や執行機関のチェック等、議会がそれらに適切、迅速に対応し、その職責と責

務を十分に果たしていくことが重要であります。 

本議会には、報告案件として報告第１５号の１件、決算認定案件として認定第１号か

ら認定第１１号までの１１件、議案第６５号から議案第８９号までの２５議案と、議員

提出の意見書案７件が提出をされております。それぞれ慎重な審議の上、適切、妥当な

議決がなされますようお願いをいたしまして、開会のあいさつといたします。 

  なお、議運の委員長から報告がございますが、本日、本会議終了後議員協議会を開催

することにいたしておりますので、議員各位はよろしくお願いをいたします。 

議事日程はお手元にお配りをしたとおりです。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則の定めるところにより、今期定例会を通じて１１番、片

岡守春君、１３番、竹平豊久君の両君を指名します。本来の順番でありますと、１２番、

久保信君が会議録署名議員になるところですが、病気欠席のため順番を変更すること

といたします。 

  日程第２、会期決定についてを議題とします。 

本件については、９月３日の議会運営委員会で協議をいただいておりますので、委員

長から報告を求めます。議会運営委員会委員長、西村成君。 

○議会運営委員長（西村成君）   おはようございます。議会運営委員会からご報告

を申し上げます。 

本日招集されました平成１９年第３回香美市議会定例会の運営につきまして、去る９

月３日に開催をしました議会運営委員会の協議の結果を報告をいたします。 

  まず、会期につきましては、お手元にお配りをしました会期及び会議の予定表のとお

り、本日から９月１８日までの１４日間といたしました。なお、会議が順調に運んだ場

合の繰り上げての閉会と、会期の延長を必要とする場合については、議長に一任するこ

とになりました。 

  続きまして、会期中の会議ですが、本日は今期定例会に付議された提出議案の提案理

由の説明に続いて、諮問第１号及び諮問第２号を上程して、審議から採決まで進める必

要があります。この２件につきましては人事案件であり、議会運営委員会申し合わせ事

項の第４項第１号で委員会付託を省略することになっておりますので、本日、質疑、討

論を省略し、採決をいたしたいと思います。 

  会期２日目、６日から、会期６日目、１０日までは、休日並びに議案精査のため休会

といたしました。 
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  会期７日目、１１日から、会期９日目、１３日までの３日間は、一般質問を予定して

おります。 

  会期１０日目、１４日は、議案質疑の後、議案等の各案件は各常任委員会の付託とな

ります。付託となります案件は、常任委員会での質疑がありますので、所属の委員会外

の質疑を行うようにお願いをしておきます。なお、議案第６５号は本会議散会後、この

場所で連合審査会を行います。 

会期１１日目から１３日目までの３日間は、休日並びに議案審査整理のため休会とな

ります。 

会期１４日目の最終日１８日は、各常任委員会の付託案件の審査報告と採決、並びに

追加案件がありますので、委員会の付託を省略して、本会議方式で審議、採決を行いま

す。 

追加案件でありますが、議員から提出の意見書案７件が提案をされる予定であります。 

次に、一般質問の通告書の提出は会期２日目、６日の木曜日午前１０時までに提出を

お願いいたします。一般質問の通告内容でありますが、質問の趣旨が十分にわかるよう

に具体的に記入の上、提出をお願いをいたします。 

次に、議会運営委員会で協議したその他の件についてご報告いたします。 

本日、本会議終了後に議員協議会を開催することになりました。当初の予定の議員協

議会の議題については、本年度の議会議員等の県外視察研修について。 

２点目は、香南市との交流会開催についてであります。 

以上の２点でありましたが、追加で次の２点の議題が加わることになりましたので、

ご報告をいたします。 

１点目は、一般質問に係る予備通告書等の提出期限についてであります。この件は、

一昨日の議会運営委員会が開催される直前になって一般質問の予備通告があったもので

して、本来なら議会運営委員会が開催される前日の午前中までに提出することにしてあ

りますので、この点を再確認するため議題とするものであります。 

２点目は、議員提出の意見書及び議員発議等の案件で、全会一致で目指す議案等につ

きましては、議会運営委員会の開催前に議運のメンバーに事前に配付をしていただいて、

議運のメンバーは各自で研究した上で議会運営委員会に挑めば、円滑に会議が進行でき

ることになります。そこで、今後はそのように取りはからうことが得策でないというこ

とで、私の方から発議をいたしまして、追加で議題となりましたのでよろしくお願いい

たします。 

以上の４点について協議をしていただくため議員協議会を開催しますので、ご出席を

お願いいたすものであります。 

その他、議会運営につきましては従来のとおりでありますので、議員各位の格段のご

協力をお願いいたします。 

以上、議会運営委員会の報告を終わります。 
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○議長（中澤愛水君）   議会運営委員会委員長の報告を終わります。 

  お諮りをします。今期定例会の会期は、委員長報告のとおり本日から９月１８日まで

の１４日間としたいと思います。これにご異議はありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって会期は、本日から９月１８日ま

での１４日間と決定をしました。 

  なお、会期中の会議の予定につきましては、先ほど議会運営委員会委員長からも報告

がありましたが、お手元にお配りをしてあります予定表のとおりであります。 

【会期及び会議の予定表 巻末に掲載】 

  日程第３、諸般の報告を行います。 

  初めに議長の報告をします。 

  平成１９年第２回議会定例会において決定いたしました、過疎地域自立促進特別措置

法の執行後の新たな法律の制定を求める意見書、地方財政に関する意見書、地球温暖化

防止森林吸収源対策に関する意見書、以上３件の意見書は、衆・参両議院議長及び内閣

総理大臣並びに各大臣へそれぞれ送付をいたしました。 

  同じく、平成１９年第２回議会定例会において決定いたしました請願等第１号、高知

工科大学新学生寮建設反対への協力に関する陳情書については、陳情書提出者あてに採

択に決定した旨の通知をそれぞれ送付をいたしました。 

  次に、市長から地方自治法第１８０条第２項の規定により、報告第１５号の専決処分

事項について、報告書のとおり報告がありました。 

  また、香美市監査委員から例月出納検査報告書及び随時工事監査の結果に関する報告

とあわせて平成１８年度香美市一般会計及び特別会計歳入歳出決算審査意見書が提出を

されています。 

  その他の報告事項につきましては、お配りしました議長報告書のとおりであります。 

  次に、行財政改革推進特別委員会の協議の推移、進捗状況等について委員長から報告

を求めます。行財政改革推進特別委員会委員長、西山 武君。 

○行財政改革推進特別委員長（西山 武君）   おはようございます。２１番西山でご

ざいます。６月議会以来、閉会中に行財政改革推進特別委員会の審査及び協議を３回行

いましたので、その経過の結果と報告をします。 

  まず第１回目は、７月１８日、午前８時５９分から午後３時３８分まで行いました。

審査事件及び議題は、１、住宅新築資金貸付金の滞納整理の状況について、２、市営住

宅使用料の滞納整理の状況について、３、学校給食費の滞納整理の状況について、４、

保育料の滞納整理の状況について、５、市税の滞納整理の状況について、６、長期欠勤

者の現状について、７、香美市内の各施設の管理委託の現状についてを議題といたしま

した。順次報告いたします。 

  まず、住宅新築資金等貸付金の滞納整理につきましては、毎回委員会で取り上げてお
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りますが、その後の経過の中で、「平成１８年度で２１件、平成１９年度４月１７日現

在で１１件の完済となっている。」と報告がありました。その報告の後、６月以降の状

況説明を受けました。裁判等を進めている件で和解となったもの、また強制競売の申し

立てを予定しているものなど、少しずつではありますけれども確実に滞納整理が進んで

いると思われます。今後ともこの取り組みを力強く推進していきたいというふうに考え

ました。 

  次、市営住宅使用料の滞納整理につきましては、「順次法的措置をとっている件につ

き説明を受け、分納誓約をとり支払ってもらっているもの。分納誓約をしたが支払いも

ないもの。明渡し請求をしているもの等いろんな状況がある。」という説明がありまし

た。しかし、一般的には明渡し請求をすることを徹底してからは、３カ月以上の滞納は

減ってきているということです。また、「平成１９年度になり旧香北町の滞納がふえて

いるように見えるのは、旧香北町では前から滞納があったが、旧土佐山田町のようにシ

ステム化されておらず、香美市になってそのシステム化がされたことにより、滞納が目

に見えるようになった。」等の説明がありました。また、「新しい市営住宅への入居に

関しては、連帯保証人を２名用意してもらって契約している。」との説明がありました。

このようなことで、今後とも市営住宅使用料の滞納整理については、積極的に取り組ん

でいってほしいと思っております。 

  次いで保育料と学校給食費の滞納整理につきましては、「保育料は平成１８年度は現

年度分は９７.８７％の徴収率で、３５０万８,７００円が未徴収となって、滞納繰り越

し分は１,１７４万８,０００円の調定に対して３０５万５,０００円の徴収で、徴収率

は２９.８３％となりました。平成１９年度へ繰り越ししたのは計１,１２６万７,００

０円となりました。学校給食費につきましては、平成１８年度現年度分は９７.９７％

の徴収率で２０７万４,０００円が未徴収となっております。滞納繰り越し分について

は、４３８万円の滞納に対して２３０万円の徴収で、５３.４４％徴収率となり２０４

万円が未徴収となって、平成１９年度へ繰り越し滞納額は４１１万円となっています。

また、平成１３年度分で行方不明の１人と県外転出の２名に連絡も取れなくて、計５０

万４,５００円を不納欠損処理」との説明があり、審査を行いました。その中で「保育

料の滞納は固定化されてきており、面接にて納付状況を聞くなど対応している。」。

「保育料は前年度の所得により決まるので、本年度になり離婚等大きく状況が変わった

家庭など、なかなか支払いが難しくなり相談を受け、分割納付等を行っているがなかな

か進んでいない。」。「給食の滞納がふえると、材料費や献立に影響が出ないか。」と

いう心配に対しましては、「学校給食は提供しなきゃいけないので、月額で小学校は

４,１００円、中学校４,７００円の中でやりくりをしている。」等の説明、意見交換が

ありました。 

  次いで市税の滞納整理につきましては、収納管理課より市民税、固定資産税、軽自動

車税、国保税、介護保険料についての説明があり、固定資産税と国保税以外は滞納がふ
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えている。平成１９年度では合計約４億５,５００万円の滞納となっております。旧土

佐山田町では３億３,５００万円、旧香北町では約４,６００万円、旧物部村では約

１,４００万円、市外が６,０００万円という内訳になっております。滞納整理の状況で

は、平成１９年４月２０日に平成１８年度のみの方に、香美市で約７６０件、香美市以

外の方に約１７０件の催告書を出している。平成１８年には３０９名と分納誓約を結ん

でいる。また、差し押さえ予告では、予告を発送した１２件のうち差し押さえ１件、分

納制約４件、分割納付をしている者２件、交渉中２件となっている。平成１８年度中に

予告したもので、不動産を３件差し押さえている。滞納額は、それぞれ９２６万１,１

００円、８０６万７,０００円、そして２５０万２,９００円となっている。また、訪宅

は４月、５月は平成１９年度に不納欠損となる分を重点的に回り、６月、７月について

は平成１８年度のみの新たな滞納者を重点的に回り、滞納者をふやさないように努めて

いる。また、１００万円以上の高額滞納者は、平成１９年１月末時点で１０５名であっ

たが、そのうち１３名が減りましたが、またその間に新たに６名が高額滞納者となった

ので、実質７名の減となっております。「高額滞納者は差し押さえ等して収納に努めて

おりますが、差し押さえた不動産に抵当権が設定されていたり、なかなか思うようにい

かない。」等の説明があり、審査をしましたが、積極的に対応していると感じ、引き続

き積極的な、このような対応を願うものです。 

  次に、長期欠勤者については、平成１９年７月１日現在で総務課に抑うつ状態で２名、

１人は通算２年１１カ月、もう１人は休職で長期の２年４カ月、ふれあい交流センター

にうつ病で病気休暇９日経過後休職１０カ月、山田保育所で通算、休職で１０カ月の者

がおり、計４名おるということです。このうち、総務課の２年１１カ月の者が７月７日

に復職している。次に、この病気休職中の職員が下水道課で７月１日現在でうつ病で、

まだ９０日目が来ておりませんが、状態がよくなくて休職になりそうな者が１名おるそ

うです。病気休暇から復帰した者の中に不安定な職員が５名いる。半日勤務とか週２回

休暇を取るとかで、病気休暇となる可能性があります。そのほかに頻繁に病気休暇を取

る職員が１名いる。精神的なものでなく、腰痛とかいろんな病気を持っている人のよう

です。「平成１８年度病気休暇の日数が、平成１８年度で３５日、平成１９年度上半期

２７日という状況で非常に病気休暇が多い。」という説明がありました。長期休暇より

復職して３カ月以内に同じ病気で病気休暇を取る場合は、通算で休暇日数を計算するよ

うにしているそうです。また、病気休職者を生まない手だてとして香美市衛生管理委員

会がありますが、この産業医は外科医であり、専門的でないので専門医の紹介をしても

らったりしている。また、平成１９年度は、４００項目のチェックシートを全職員に配

り、個人個人の診断をするようにしている。休職時の手当につきましては、「病気にな

って９０日が１００％給料が出る。それから、それを過ぎると休職になり、給与、期末

手当、勤勉手当も８０％出る。２年目に入ると、香美市からは出ないが共済組合から１

年の短期間に給与だけの８０％が支給される。２年半を過ぎると、３年までの６カ月間
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は香美市からは出ないが互助会から給与の５０％の手当があり、３年を過ぎると無給と

なる。３年を過ぎても職務に復帰できないときはやめてもらうようにしている。」とい

う説明がありました。「３年を過ぎれば無給になるのでそれを悪用し、期限以前にまた

復職して、また休職する者がいないか。」ということに対しましては、「経験がな

い。」という答弁でした。 

  次で、香美市内の各施設の管理委託の現状につきましては、事務局の作成した調査表

が１３０件もあり、次回で各担当課より説明を求めて現状を把握することとなりました。 

また、そのほかとして、「定住人口の増加のためにも都市計画法の見直しとか、住宅

建築ができるよう検討をすべき。」等の意見が出まして、今後の委員会で取り上げて検

討することにいたしました。 

続きまして、８月９日午前９時より午後２時５９分までと、８月２８日午前８時５９

分より午後１時４３分まで開催し、また委員会の報告をします。 

香美市内の各施設の管理委託の現状に関する調査を各所管課ごとに分けて、両日に分

けて行いました。 

まず８月９日は、繁藤出張所の繁藤出張所管理委託について。香北支所事務管理課の

基幹集落センター清掃管理委託ほか４件について。香北支所業務管理課のカントリーコ

ア清掃ほか６件について。健康づくり推進課の機械警備委託ほか８件について。物部支

所事務管理課の支所管理委託ほか１件について。物部支所業務管理課の農道管理委託ほ

か１０件について。総務課の西別館整備委託について。財政課の本庁清掃委託ほか７件

について。福祉事務所の宝町老人憩の家管理ほか４件について。ふれあい交流センター

の警備事業委託ほか４件について。幼保支援課の施設警備委託、大栃保育所ほか１件に

ついてを議題としました。 

また、８月２９日は中央公民館の中央公民館夜間警備員業務委託ほか５件について。

企画課の平山親水公園管理委託ほか４件について。農政課の西又河野線管理ほか４件に

ついて。商工観光課の高知テクノパーク景観ほか１件について。建設都計課の土佐山田

町内市道草刈りほか１０件について。下水道課、マンホールポンプ維持ほか８件につい

て。環境課、市立一般廃棄物処理場管理について。学校教育課、施設警備、大栃小学校

ほか１３件について。学校給食センター、物部防犯管理委託ほか１件について。生涯学

習課、黒土集会所管理運営ほか４件について。図書館、図書館夜間警備委託について。

美術館、美術館警備業務委託ほか１件について。吉井 勇記念館、吉井 勇記念館警備

委託についての合計６４件。合計１２０億円について担当部署より説明を受け質疑を行

いました。合併直後ということもありますが、各課とも旧町村の例をそのまま適用して

いることが多く、同じような業務においても単価でばらつきが多くなる。また、所管課

が違って、同じような業務委託をしている場合でも同じ例が多くあることが判明しまし

た。また、法律上問題があると思われる委託契約もあり、早急な対応が必要と考える契

約もありました。また、黒土集会所管理運営委託につきましては、「他の公民館との整
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合性からも早急に改善するべきだ。」という意見が出るなど、２日間にわたり説明を受

け調査した中で、数多くの問題点があることが判明し、次回の委員会において議事録を

精査し、問題点を煮詰めて、その改善について市長に答申することといたしました。 

以上で行財政改革推進特別委員会の報告を終わりますけれども、当委員会は多岐にわ

たる審査を行いますので、委員長報告もまとめきれない点もあり、報告が抜かる点もあ

ります。一部の議員さんは傍聴に熱心に来てくれておりますが、他の議員さんもできる

だけ傍聴されることを希望しまして、委員長報告といたします。 

○議長（中澤愛水君）   行財政改革推進特別委員会委員長の報告を終わります。 

  ただいまの行財政改革推進特別委員会委員長の報告に対する質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  次に、まちづくり推進特別委員会の協議の推移、進捗状況等について委員長から報告

を求めます。まちづくり推進特別委員会委員長、坂本 節君。 

○まちづくり推進特別委員長（坂本 節君）   ２３番、坂本でございます。 

まちづくり推進特別委員会の会議の経過についてご報告いたします。 

先月、８月８日９時から議員控室を会議場として、本委員会を設置後第１回の委員会

を開催し、委員全員出席で会議を進行しました。本委員会は、中澤議長、山本副議長も

オブザーバーとして出席されました。協議事項は、まちづくり推進特別委員会の今後の

取り組みについてであります。 

  まず、協議に入る前に中澤議長から特別委員会発足の趣旨から基本的な点について発

言があり、その後休憩にして会議を進行し、各委員全員から発言がありました。中澤議

長の発言について紹介しておきます。「まちづくり推進特別委員会を設置した経過につ

きましては、過日の６月定例議会でいろいろ申し上げましたけれども、合併を平成１８

年３月１日にいたしました香美市として、香美市らしいまちづくり、まちづくり基本計

画も踏まえて、やはり議会としても検討していくべきではなかろうかと思います。それ

で、特に香美市として大きな課題は、合併時は３万２５０人ぐらいの人口がおりました

が、現在の人口は３万人を切った。今年７月１日現在では２万９,３１０人であります。

１年４カ月で９４０人（後に「５１０人」と訂正あり。）の減少となっている状態であ

ります。かつては、物部町、香北町にとりましても大きな人口を要しておりました。そ

ういう中でまちの衰退を食いとめて定住人口をふやし、また、香美市に一致しておりま

す産業の育成、その他観光を含めまして、やはりまちづくりを議会として積極的に進め

ていくべきであろうと思います。特に、香美市にとりましては、観光面では奥物部、ア

ンパンマンミュージアム、そして龍河洞の資源もございますし、特に橋本知事が高知に

来られてつくられました、公約としてつくられ実現しまして高知工科大学が我が香美市

には立地をしております。これらは、県下で他にはないので、特に今まで旧土佐山田町

のときも旧野市町と比べられまして、「（旧）土佐山田町には何もない。（旧）野市町
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はどんどん発展している。」という評価を一般の市民から言われました。また、香美市

になってもいろいろご意見はあろうと思いますけれども、やはり積極的にプラス思考で

議会としても検討、審議をして積極的に執行部の背中を押していくということで、今、

国の方では所得格差、地域間格差が言われ、それと同じものが高知県でも、県都高知市

は３０万を超す人口を持っていますが、ほかは衰退して一極集中となっております。香

美市におきましても、人口の集中が土佐山田町となっております。物部町においては限

界集落がだんだんとふえてきております。これをどうするのか、国に対してものも言っ

ていかなければならんけれども、やはり我々自分の責任エリアはきちっと守りながら国

にも提言していき、要望もしていくということをしていかなげればならないと思ってい

ます。そういう中で、議会として、ぜひともこの活動を活発にしていきたいと思います。

積極的な面として、まちづくり推進特別委員会の役割が非常に重要であろうと思います

し、市民からもまた期待していただけると思います。本日につきましては多くの課題も

あろうと思いますが、幾つかに絞っていただいて、今後綿密な議論をしながら、やはり

単なる議論ではなく、実践のできる議論をやっていただきたいと思いますので、十分に

議会としての機能が果たせるような委員会としての活動をお願いしたいと思います。」

以上がまちづくり推進特別委員会に対して責任のあることと期待を込めた中澤議長の発

言であったと思います。 

  まちづくり推進特別委員会としては、中澤議長の発言内容も参考として、発言、協議

に入りました。これからの各委員の発言については大変多くの意見がありまして、ここ

で短時間で集約、報告することは困難と思いますので、最終的に次の委員会から協議し

て進めていくこととなったまちづくりについての協議項目を、各委員の意見を集約して

４点の項目に絞りましたので、その項目について報告します。 

  その項目の第１が人口定住策。第２が基盤整備、これは全部の基盤整備につながるも

のでありますが、集落道、農道、林道、その他産業の基盤整備もあろうと思いますが、

それはこれからの委員会協議の中で仕分けをしていくことになろうかと思いますが。次

に産業振興、これは先ほどの基盤整備と関連することもあると思いますが、産業振興は

まちづくりには何と言っても要となるものであろうかと思います。次に、福祉の発展策、

充実策でありますが、非常に幅の広いものであり、急速に高齢化社会が広がっていく中

で、収支のバランスが不安定な状況の中でいかに充実策を講じていくか。工夫、努力は

寸時も余地はないかと思います。 

  以上、余談を少し挟みましたが、４点の項目について次回委員会から協議を進めてい

くことに決定しております。委員会開会は、当初は月１回程度でという話しもあったと

思いますが、次回については、一応１０月上旬中ということにしております。 

  まちづくり推進特別委員会として、まちづくりに民意をどのように取り入れていくか。

まちづくりとは市民に大きく広くかかわることであるだけに、深慮を要するところであ

ろうかと思います。行政は常に市民とともにあるべきものとの観点からも、また理解を
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得る上からも、出発時点から慎重に対応することが寛容かとも思われますが、この件に

ついては議会全員の意見も重要かとも思います。出発したばかりで十分整いませんが、

次回から精力的に取り組み、それぞれの項目を充実感のあるものとして結論づけて、実

行、実現へと進めていきたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。 

  以上でまちづくり推進特別委員会の報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   まちづくり推進特別委員会委員長の報告を終わります。 

  ただいまのまちづくり推進特別委員会委員長の報告に対する質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

日程第４、認定第１号、平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてか

ら、日程第４１、諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについてま

で、以上３８件を一括議題とします。 

  行政の報告並びに認定第１号から諮問第２号までの提案理由の説明を求めます。市長、

門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   おはようございます。本日、ここに平成１９年第３回香美市

議会定例会を招集いたしましたところ、議員の皆様には何かとご多忙の中をご参集いた

だきありがとうございます。 

  ８月には、４０.９度という７４年ぶりに国内最高気温を更新するなど猛暑日が続き、

大変厳しい暑さとなりましたが、議員の皆様にはお元気でご活躍のこととお喜びを申し

上げます。 

  さて、７月２９日に当開票されました参議院選挙は、自民党が惨敗をし、与党として

は参議院では過半数を割るという結果になりました。選挙中にも与党苦戦の報道もあり

一定予想もされておりましたが、予想以上の厳しい裁断がくだされました。それだけ、

今回の選挙は有権者の国政に関する関心が非常に高かったと言えます。やはり前小泉政

権による構造改革により生じた都市と地方の地域間格差問題や、判明した社会保険庁に

よる年金の管理事務のずさんな処理問題、また憲法改正論議や閣僚の不用意発言、政治

とカネの問題など国民の政府与党、また安倍内閣に対する不信、不満のあらわれである

と思われ、今回の選挙でその不信、不満が一挙に爆発、噴出した結果のものと考えるも

のであります。これを受け、先日第二次安倍内閣がスタートいたしましたが、スタート

直後から閣僚の辞任などが相次ぐ中、政局は波乱含みであります。今後、政府が地方に

対してどのような姿勢で臨むのか、国政がどのような方向に向うのか、地方行政を運営

していく上にも大きく影響されることから、今後注視していかなければならないものと

考えるものであります。 

  続きまして、今期定例会に付しております議案の提案説明と諸般の報告を申し上げま

すが、お手元にその報告書をお配りをさせていただいておりますので、ご参照いただき
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たいというふうに思います。 

  まず、各課関連の行政報告を申し上げます。 

  総務課からは、庁舎建設につきまして。昨年末から庁舎建設委員会で調査、研究して

いただいておりましたが、一定の成果がまとまったということで、去る８月２９日に中

間報告を受けました。同報告では、「現庁舎には大きく分けて事務所の分散化、事務所

の老朽化、設備の不備、セキュリティ対策の不備、時代の要請に対する不適合という５

つの問題点があるが、現在の庁舎では解決できない。また、自己決定、自己責任が求め

られる地方分権時代という今の時代に、人口減少問題を初めとする本市の重要課題に対

峙するためには、行政の中心拠点となるべき新庁舎が必要である。」と述べられ、「建

設すべき新庁舎の建設理念は、輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくりの拠

点とする。」という提案を受けました。同時にこの建設理念を具現化するために庁舎位

置、庁舎規模、地球環境への配慮、庁舎機能の充実、住民の利便性、庁舎の耐久性、庁

舎の安全性、香美市らしさの追及という８項目について指針が設定され、指針は「本市

の身の丈に合わせてデザインし、実現するもの」とされています。また、「平成２３年

３月までに新庁舎を建設するためには、円滑な事務を進めなければならない。」とし、

「基本設計の委託業者選定方式は、本市の意向の反映のしやすさを含め、時間的制約等

から勘案してプロポーザル方式が最適である。」との提案を受けました。本市としまし

ては、庁舎建設委員会の提案を尊重し、今後の事務を進めていきたいと考えております。 

  地域審議会につきましては、６月２８日に第２回香北地域審議会が、６月２９日に第

２回土佐山田地域審議会、７月６日に第２回物部地域審議会が開催されております。各

地域審議会では、合併協定書の変更についての諮問、平成１８年度地域審議会の審議概

要、平成１９年度当初予算、まちづくり計画の進捗状況、市町村合併補助金についての

報告を行っております。合併協定書の変更につきましては、協定項目７の地方税の取り

扱いに関することの前納報償金の廃止について諮問を行いました。土佐山田地域審議会、

物部地域審議会では、引き続き納税意欲の高揚と徴収強化に努めることを前提に承諾さ

れましたが、香北地域審議会におきましては、「定率減税の廃止に伴う実質的な納税額

の増額、合併後２年目での行政サービスの低下などを理由に、合併後３年間は引き続き

実施すべきである。」といった答申が得られております。また、その他の項目としまし

ては庁舎建設についての意見交換が行われ、土佐山田地域審議会では戸板島排水対策に

ついての意見交換や、商工観光振興施策についての説明が行われております。次に、７

月２日には第３回香北地域審議会が開催をされ、庁舎建設に係る候補地について意見交

換が行われております。 

  平成１９年７月２９日執行、参議院議員通常選挙につきましては、投票日が予想され

た日から１週間ずれ込むといった事情がございまして、職員の確保が大変でございまし

たが多くの協力を得て終了することができました。高知県選出議員選挙の投票結果であ

りますが、香美市男性が６４.０１％、女性が６４.７９％、全体で６４.４３％となっ
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ております。前回の参議院高知県選出議員選挙の全体は６４.３２％となっており、若

干でありますが投票率が伸びております。開票に関しましては、前回より大幅な見直し

を図り、事務改善を図っており、高知県選出議員選挙の開票は予定どおりスムーズに進

行しましたが、比例代表の開票事務に時間がかかり、終了時間は翌日の午前１時となり

ました。 

  企画課からは、集会所の整備事業につきまして、去る８月２２日に（香北町）猪野々

集会所につきましては本体工事に係る入札が執行され、平成２０年２月中の完成を目指

して事業着手をしています。また、（香北町）三谷地区集会所につきましては、昨年度

から地域住民との協議を重ね、谷相小学校及びへき地集会所を解体撤去し、新たに集会

所を建設することで合意しました。本年度は、用地関係の諸手続きと基本計画までを行

い、それをもとに来年度に解体撤去、実施設計、本体工事を行うべく、今後は予算要望

など財源確保の作業を進め、平成２１年３月中の完成を目指し取り組んでいきたいと考

えております。なお、両施設ともに基本設計から地域住民、設計士、行政とが一体とな

って施設の設計などについて協議を重ねていきました。限られた予算の中で、地域の要

望をできる限り反映した設計となっているものと考えております。こうした協働によっ

てつくられるこれからの施設が、地域活動の拠点として活用されることを期待すること

とあわせて、協働作業にかかわっていただきました関係者の皆さん方に深く感謝を申し

上げます。 

  地域交流施設ほっと平山につきましては、６月議会にて議決をいただき、地域住民を

中心に組織されたほっと平山運営委員会を指定管理者として指定をいたしました。指定

管理者として各種営業に係る許可を取得しまして、７月１日にオープンをいたしました。

現在まで合宿や研修などの団体利用や、家族単位で多くの方に利用していただいており

ます。利用者にはアンケートをお願いをいたしておりますが、おおむね好評をいただい

ているようであります。今後は、開設したホームページなどを通じ、より積極的なピー

アール活動により、地域交流の拠点として多くの方の施設の利用を期待をいたしており

ます。 

  姉妹都市交流につきましては、北海道で開催されました第１６回ＹＯＳＡＫＯＩソー

ラン祭りに本年度も６月８日から１１日までの日程で参加をいたしました。（北海道）

積丹町との合同チームは昨年度の参加をもって解散をいたしましたが、ＹＯＳＡＫＯＩ

ソーラン祭り組織委員会から、「香美市と積丹町との合同チームは祭りを通じて生まれ

た唯一の姉妹都市交流であり、ＹＯＳＡＫＯＩソーラン祭りの財産であると考えている

ので、ぜひとも参加してほしい。」との強い要請を受け、また踊り子たちの交流の輪を

途切らすことなく、そして連続出場にかける強い要望にこたえて、装いも新たに合同チ

ームを再結成することとなりました。今年は急遽の参加決定ということもあり規模を縮

小しての参加となりましたが、訪問団を含む総勢２０名が参加、積丹町と１３年連続で

合同チームを結成し交流が深められました。 



 

－19－ 

  また、６月２４日に積丹町で開催されました第２回積丹ソーラン味覚祭りに７名が参

加し、香美市の地場産品である土佐打ち刃物や、ショウガ、ゆずの関連商品を販売、姉

妹都市香美市のピーアールを行いました。また、来月２０日、２１日に開催をされます

刃物まつりには積丹町の地域特産物をピーアールするために訪問団が来市され、市民と

の交流とともに祭りをにぎわす予定になっております。 

  次に、地上デジタルテレビ放送対策でございますが、地理的、地形的な要因によりま

して、主に山間部において放送電波が弱く、テレビが見えづらい地域で難視聴解消を図

るための共聴施設が本市では約５０施設存在をしております。２０１１年７月２４日の

地上アナログテレビ放送の停波に向けて、香美市では共聴施設の改修などを行うための

予算を組んでいましたが、改修に係る国の制度などについて、いましばらく動向を見守

る必要があるという判断に立ち、共聴施設改修の前提となる現在の受信点での地上デジ

タルテレビ放送の受信の可否や、共聴施設の改修の有無などにつきまして基本調査を実

施することとし、今議会に予算の組み替えを提案をさせていただきました。可決をいた

だきますと、今後は共聴施設設置に係る状況について市広報などを通じて把握しつつ、

関係者に対して説明を行った後、基本調査の実施を希望する共聴施設の募集を行いたい

と考えております。 

  物部川ウォーキング ’０７の開催についてであります。来る１０月１４日に高知工科

大学と物部川流域ふるさと交流推進協議会の共催により、ウォーキング大会が開催をさ

れます。近年、物部川は濁水の長期化や渇水期の河口閉塞などの環境問題が出現してお

り、問題解決に向けて官・民・学一体となった取り組みが必要となっており、流域の市

民にも物部川の現状を広く理解していただくため計画されたものであります。詳細は配

付してあります資料をごらんいただければと思います。当日は関連団体等による併催イ

ベントも予定されております。議員諸氏の積極的な参加もよろしくお願いをいたします。 

  財政課から平成１８年度決算見込みにつきましてですが、概要をお知らせをいたしま

す。平成１８年度普通会計の決算見込みは、歳入合計１５０億１,７９４万７,０００円、

歳出合計１４２億１,１９６万７,０００円で、歳入歳出差し引きは８億５９８万円とな

っております。翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた後の実質収支は、７億１,５４

６万４,０００円で、全年度の実質収支を差し引くなどの後の実質単年度収支は、３億

３,６０８万円となっております。平成１７年度決算と比較しますと、歳出決算額は６

億６,２２０万４,０００円少なく、普通建設事業の減が主な原因となっております。歳

入におきましては、地方交付税が６５億３２３万円で、合併算定替えにより、平成１７

年度より６億４,７７１万６,０００円の増となっており、平成１８年度決算は合併効果

による黒字決算になっていると言えます。 

  防災対策課から防災対策につきまして、防災対策の重要課題の一環として取り組んで

おります自主防災組織の設立におきまして、物部町大北組地区に設立をされ、５７組織

となり全町（市）での設立となりました。全地域の組織化の推進及び組織の充実を図り、
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防災意識の向上の周知に努めることが不可欠であります。また、防災週間に当たる９月

２日に県内の市町村の自主防災組織が一斉に訓練を実施をいたしました。地域のみんな

で自主防災訓練が開催され、香美市においても南海地震に備えて、いざというときに迅

速に避難できる適切な行動ができるよう、「香美市自主防災組織みんなで防災訓練」を

１７防災会の参加により実施をいたしました。そのほか、防災会独自の防災訓練も適時

に実施され、地域の防災力の向上が図られております。 

  災害危険箇所点検を高知県関係機関、警察、消防関係、自治会、市の関係課によりま

して、６月２７日に物部町の７カ所、６月２８日に土佐山田町１カ所、香北町４カ所の

実施をいたしました。各種補助事業の検討、協議をして、早期の避難や予防事業など自

己負担を含め関係機関や住民との連携を図り、適切な対応をしていく必要があります。 

  地震に対して木造住宅の安全性を診断する木造住宅耐震診断調査事業を１４件、その

結果、実施する木造住宅耐震改修助成事業を３件、９月現在受け付けております。耐震

診断は１１月末、耐震改修は１２月末まで募集しておりますので、よろしくお願いをし

たいと思います。 

  次に、交通安全対策関係でございますが、８月３１日に香美市交通安全対策推進会議

を開催をし、各種交通安全施策を推進することにより交通事故の防止を図り、対策の推

進に当たっては、香美警察署その他の関係行政機関、関係交通団体等と緻密な連携をと

り推進に努め、９月２１日から９月２８日まで実施される秋の全国交通安全運動実施計

画を初め１４議案について協議しました。子どもと高齢者の事故防止、飲酒、無謀運転

の根絶、交通ルール、マナーの向上ほか事故防止対策を推進してまいります。 

保険課から物部町に建設予定の特別養護老人ホームにつきまして説明を申し上げます。

平成１９年２月及び３月に行いました近隣住民への説明会で、日照権の問題が発生をい

たしました。そのため、５階部分に予定をいたしておりました職員寮を除いた４階建て

の施設とする計画案となりました。加えて５月に厚生労働省との交付金での施設整備の

確認では、全室個室ユニット型施設を原則とすることが確認されました。５階建ての建

築確認がおりていましたが、こうしたことから設計変更の必要が生じ、建築確認の計画

変更申請を提出をしなければならなくなりました。建築確認の設計変更申請を提出後、

１カ月ぐらいで建築確認がおりれば８月中旬に建築を開始できるとのことから、６月議

会で一般質問では「８月中旬に建築開始予定」と保険課から答弁をさせていただきまし

た。しかし、６月２０日に建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改

正する法律が施行され、一定規模以上などに該当する建築物に対して大幅な改正があり、

基準が相当厳しくなりました。しかも新基準での構造計算適合性判定に係る計算プログ

ラムソフトが現在普及されておらず、８月に出る予定がまだ出ていません。今後９月に

この計算プログラムソフトが出たとして、９月中に建築確認の計画変更申請を提出して、

従来１カ月ぐらいで建築確認がおりていましたが７０日となりましたので、７０日後の

１１月下旬から１２月初旬に建築確認済証が交付されれば、工事の着工は１２月初旬と
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なり、工事の完成は早くても５月末となります。以上が経過でございます。 

一方、交付金につきましては、今年度末までに完成しなければ交付されませんが、こ

のような法改正の事情があり、竣工がおくれることについて県高齢者福祉課を通じて厚

生労働省、財務局にこのような事情になったことについての理解を求め、交付金につい

て延期を認めてくれるよう頼んでおりますが、財務省からは繰り越しの理由にならない

と断られております。厚生労働省は協議中とのことです。このようなことから、当初計

画より大幅に遅延いたしておりますことをご報告申し上げます。 

国保出産育児一時金受取代理についてであります。香美市国民健康保険出産育児一時

金受取代理実施要綱を制定し、１０月１日から施行することとなりました。これは、出

産育児一時金の受領権を世帯主が医療機関に委任することにより、保険者である市が医

療機関に出産に要する費用を直接支払いする制度であります。 

次に農政課から災害関係についてでありますが、７月１４日の台風４号において農地

災害９件、水路施設４件、合計１３件を１０月予定の査定に提案し、年度内完了に向け

準備をいたしております。さきの６月定例会で報告しました突風による園芸施設の災害

につきましては、レンタルハウス災害分枠として、すべてが復旧完了いたしました。 

土地改良事業につきましては、土地改良事業において平成１６年より計画の土佐山田

農村振興計画に基づき作成した農道、用水路の整備事業が香美市土佐山田地区におきま

して、村づくり交付金制度により平成２０年度から活用することが認められました。今

議会には、事業認定及び負担金条例の一部改正議案を提案をいたしておりますので、ご

審議よろしくお願いをいたします。 

  商工観光課からは、商工関係につきまして高知テクノパーク３号区画と６号区画に建

設中でありました株式会社ミロクとソナック株式会社の工場が完成をし、８月２９日に

株式会社ミロクの竣工式が行われました。９月１０日にはソナック株式会社の竣工式が

行われます。それぞれ１０月、１１月の操業を予定をいたしております。また、２号区

画の株式会社山崎技研の２期工事も１０月に完成する見込みであります。 

  観光関係につきましては、香美市の夏の３大祭りであります土佐山田まつり、川上様

夏まつり、湖水まつりがともに心配をされておりました天候にも恵まれまして、また関

係者のご尽力によりまして昨年を上回る人出もあり、盛況に盛況に終えることができま

した。それぞれの実行委員会に対しまして改めて御礼を申し上げます。 

  さらに１０月４日には第１４回日本観光鍾乳洞協会総会並びに第２０回日本鍾乳洞サ

ミットⅰｎ香美を香美市立保健福祉センター香北において、交流会を土佐山田ゴルフ倶

楽部、クラブハウスの方ですが、開催をいたします。有意義な大会になりますようご協

力をよろしくお願いします。 

  最後に県の花・人・土佐であい博のプレ事業として、１０月２８日に塩の道の日帰り

コースを、また１１月１２日、１３日の２日間にわたり（物部町）べふ峡温泉を利用し

た塩の道１泊２日コースの、秋の山歩きを実施いたします。詳細につきましては、県や
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関係者と協議しながら決定し、募集に入ります。来年の本事業にも生かせるよう万全を

期したいと考えております。 

  建設都計課からは、市営住宅建設関係につきまして、（土佐山田町）市営住宅黒土２

号団地Ｃブロック建設工事の実施計画、実施設計委託業務を発注いたしました。発注金

額は８９２万５,０００円、延べ面積１,１２６.４平米、鉄筋コンクリート造り４階建

てで１８戸、工期は平成２０年２月末の予定です。現在建設中の同団地Ｄブロックの工

事は順調に進んでおり、８月末時点での進捗状況は屋根工事及び外装工事がほぼ完了し、

残りの内装工事と外構工事を施工中で、１０月末完成見込みであります。 

  災害復旧工事関係につきましては、さきの台風４号などで被災した災害復旧工事は道

路が７件が被災をし、物部町の２件は査定が終わりました。残りの５件は来週に査定を

受ける予定であります。 

  林政課からは、林業振興についてであります。１－四（４～６月）半期の間伐実施各

事業で切り捨て間伐が１２８ヘクタール、搬出間伐３ヘクタールが完了し、現在２－四

（７～９月）半期を実施中であります。作業道の開設につきましては２２路線中２路線

が完了、８路線を施工中であります。 

  ７月の台風４号、５号の森林被害につきましては、被害金額が約１２０万円となって

おります。 

  農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業として、香美市まちづくり計画及び市振

興計画に基づき、今後２カ年間の高性能機械の導入計画を樹立しました。雇用による担

い手の定住化や効率的な作業システムの推進、林業生産性の向上のため、プロセッサー

やスイングヤーダ等を森林組合など林業事業体に整備し林業の活性化を図ってまいりま

す。 

  榊やしいたけ等の特用林産物につきましては、さらに協議を進め、講習会や現地見学

会などを含めた取り組みを進めてまいります。 

  緑の募金関係につきましては、７月４日、５日の両日、緑の募金を活用しました香美

市支部実施事業として、大栃小・中学校の児童・生徒を対象に体験林業教室を開催しま

した。引き続き、森林整備や緑の緑化推進につながる事業を実施をしていきます。 

  鳥獣被害対策につきましては、本年度重点施策の１つとして被害防止の取り組みを進

めております。県におきましては、６月１２日の四国知事会において橋本知事から野生

鳥獣の生息状況調査、被害防止に向けた協力体制の整備、国への取り組みへの要請が提

案をされ、被害対策の共同実施などが確認されております。市といたしましては、９月

７日開催の秋の市長会におきまして、特にニホンジカの被害対策について県へ各種要望

をする予定であります。８月１５日現在の捕獲頭数は猪２２頭、ニホンジカ２６７頭、

ニホンザル１３頭、ノウサギ１羽、カラス１羽で、昨年度と比較しますと猪は半減、ニ

ホンジカは３割増となっております。以下ご参照いただきたいと思います。 

  また、８月８日、９日の両日、ゆずのニホンジカ被害対策を目的に、徳島県那賀町と
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県境を越えて設置をいたしております阿佐地域鳥獣害防止被害対策協議会の、実施事業

としてのアドバイザーである近畿中国四国農業研究センターの上田弘則主任研究員らの

講演会と現地検討会を実施をいたしました。９月から本格的にネット牧柵の設置を行い

ます。また、同氏の呼びかけにより参加のありました中四国農政局、徳島県、高知県の

両県や近隣市町村で行政レベルの情報交換会を行い、広域連携による被害対策の必要性

が認識をされ、一定の成果が上がっております。 

  （物部町）三嶺周辺のニホンジカの被害対策につきましては、高知中部森林管理所に

おいて被害の実態や個体数の推定調査に着手し、過去のデータを踏まえ今後の対策に結

びつける取り組みが始められております。 

  森林土木事業につきましては、林道開設事業で補助営農林道の（香北町）平成１９年

度林道御在所線及び平成１８年度の（物部町）押谷線、影仙頭線は工事施工中でござい

まして、押谷線は９月末完成予定であります。（香北町）美良布岩改線は７月中旬に発

注をいたしました。物部の県営林道３線につきましては、繰り越し工事が完了した路線

及び工区から順次本年度工事を発注いたしております。 

  改良舗装工事でありますが、（香北町）１８年度西又河野線改良舗装工事は工事施工

中の７月１３日に山腹崩壊があり、路側の擁壁工、崩土の除去、仮設保護柵の設置等で

完了いたしております。平成１９年度工事として崩壊により新たに必要になった工事及

び残工事を１０月には発注をし、来春完成を図りたいと考えております。住民の皆様に

は大変ご不便をかけておりますが、今後ともご理解、ご協力をお願いを申し上げます。 

  林道施設の災害復旧工事でありますが、台風４号、５号につきまして林道施設災害は

物部町で７件発生、概算復旧事業費は８,８８２万８,０００円となっております。（物

部町）別府峡上流の大栃線４号から７号までの４カ所は８月末完成、紅麗橋を含む大栃

線３号箇所は９月中に完成の見込みであり、別府西熊間は全面復旧となります。 

  復旧治山事業でありますが、台風４号により物部村根木屋の国道１９５号線須賀井ト

ンネル上部に山腹崩壊が発生しましたが、国への要望が緊急採択となり治山事業で復旧

予定であります。また、香北町白川、物部町別府中尾谷、物部町山崎の復旧治山事業に

つきましては現在工事中であります。また、来年度の治山事業要望箇所につきましては

８月１０日に県に提出をいたしております。 

  香北支所業務管理課からは、アジサイの剪定作業につきましては、７月８日の日曜日

に道路愛護作業とアジサイの剪定作業を行いました。道路愛護作業につきましては、各

集落からの参加者が１,０７０人で、市道、農道の草刈り、溝さらい、清掃などを行い

ました。また、アジサイの選定作業では国道１９５号線沿いのアジサイの剪定を各種団

体、企業、県の参加を得て、９０人で作業を行いました。 

  物部支所事務管理課からは、大栃郵便局の物部支所内への移転につきまして、７月３

０日に大栃郵便局が物部支所に移転をされ、同日オープンセレモニーが行われた後、業

務が開始され、１カ月余りが過ぎましたが、今のところ何のトラブルもなく、１カ所で
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同時に用事が済ませるなど住民の皆さんには好評をいただいております。今後も連携を

取り合い、地域の情報を受けるなどし、住民サービス向上に努めていきたいと考えてお

ります。 

  水道課からは、水道ビジョンの策定についてであります。水道事業におきましては、

市域全体の将来的な水道のあり方や運営を具体的に示す地域水道ビジョンの作成が厚生

労働省から求められております。具体的には、簡易水道の統合や上水道に隣接する簡易

水道の併合等であり、「近い将来、水道事業はすべて上水道事業として運営していくべ

きである。」との方針が示されています。また、今後の補助事業におきましても、これ

からの統合や併合等が採択基準として設けられることも同時に示されており、当市にお

きましてもこのたび水道ビジョン策定委託業務を発注したところであります。中山間部

を多く有する当市におきまして、特に簡易水道における施設費や維持管理事業費は多大

な経費を要しますが、当該地域の給水戸数が少ないため、都市部と比較し料金収入が非

常に少ないことは明確であります。しかしながら、ライフラインとしての機能を将来に

おいても保っていくことは必須であると同時に、公営企業として運営していくには健全

な財政計画も必要であり、この水道ビジョンの中で検討を加えていきたいと考えており

ます。 

  学校教育課からは、児童・生徒におきましては特に大きな問題もなく、夏休みを過ご

し元気に２学期を迎えております。８月２５日には、初めてとなる香美市小中学校教職

員、保育所職員合同研修会を開催をしました。このような取り組みを通じて、保・小・

中の連携教育をさらに進めてまいります。 

  外国語学習への関心と意欲を高めるとともに、他国文化と自国文化への相互理解を含

め国際感覚豊かな生徒を育成することを目的に、１０月２８日から１１月６日にかけま

してアメリカ合衆国フロリダ州ラーゴ市のラーゴ中学校への短期留学を山田高校と合同

で実施をいたします。鏡野中、香北中、大栃中学生１０名と引率者２名が参加をいたし

ます。 

また、地場産物を活用した学校給食を進めるため、地域に根差した学校給食推進事業

や、当下校の確認、不審者情報など子どもの安全に関する情報を携帯電話やパソコンの

メール機能を活用し迅速に伝え合う高知県学校安全情報共有システム調査研究事業につ

きまして、高岡郡津野町の視察研修などを実施しながらさらに調査、研究を進めてまい

ります。 

幼保支援課からは、保育園建設につきましては地権者の方々のご理解、ご協力を得ま

して山田養護学校の南用地の目途がつき、今月中にも基本設計が発注できる見通しであ

ります。この保育園は、香美市すこやか子育てプランに基づき保育園を新設再編するた

めに建設する２園のうちの１つで、山田、明治、楠目の保育園が対象となっております。

今後は、年度内に保護者や住民、保育士など代表による保育園建設委員会を設置すると

ともに、再編する保育園の保護者や住民への説明会を開くなどして計画を進めていく予



 

－25－ 

定であります。 

生涯学習課からは、音楽祭につきまして、今年の秋は香美市第２回の芸術祭に加え１

１月に音楽祭の開催を予定しております。この音楽祭は土佐山田町出身の作曲家、有澤

一朗先生をしのぶとともに、合併しました香美市全体の芸術文化の発展と地域の融和を

図ることを目的として開催をいたします。内容、日程につきましては、１１月１０日に

吹奏楽演奏会、１１月１７日に市内小学生の保護者による合唱団及び文化協会合唱団に

よります合唱、１１月２４日にプロアーティストのコンサート、１１月２５日に市内小

中学校音楽発表会を予定をいたしております。 

消防課からは、平成１９年１月１日から８月２０日までの火災救急及び救助出動件数。

火災件数につきましては、６月は林野火災が１件、車両火災１件発生し、７月は車両火

災１件、建物火災１件発生をしておりまして、累計１３件となっております。救急出動

件数につきましては、一昨年の同時期とほぼ同じ件数ですが、昨年度の同時期と比べわ

ずかに増加しておりまして、累計１,０２３件となっております。救助出動件数につき

ましては、７月に交通事故による出動が１件あり、累計５件となっております。 

香美市消防団夏季訓練の実施につきまして、７月８日、土佐山田消防団が物部川の一

斉清掃を行った後に、香長小学校で礼式、ホース搬送訓練と集団献血を行いました。ま

た、７月２２日には香美市香北消防団が香美市香北町永瀬、猪野々の新神賀橋付近で消

火訓練を行い、その後分団ごとに水利の確認を行いました。 

第３６回消防救助技術四国地区指導会が、７月２６日に香川県消防学校におきまして

開催をされました。指導種目全種目におきまして、減点項目もなく標準タイム内で種目

を終え入賞をいたしました。水上の部では複合検索１名、基本泳法１名の４種目へ５名

が出場いたしました。 

続きまして、今期定例会に提案をいたしております議案について、提案理由の説明を

申し上げます。 

報告第１５号は、住宅新築資金貸付事業に係る和解についての専決処分事項の報告で

あります。 

認定第１号から認定１１号までは、平成１８年度の一般会計、各特別会計、各水道事

業会計の歳入歳出決算の認定であります。それぞれ監査委員さんの意見書を付して提出

をいたしておりますので、審査をよろしくお願いをいたします。 

次に、議案第６５号、平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」は、歳入歳出

予算の総額に２億６,７３６万２,０００円を追加し、歳入歳出それぞれ１５０億９,８

４１万２,０００円といたしました。歳出では、災害復旧費が１億８,９０４万４,００

０円の増と、今回補正の大きな部分を占めております。その他、主なものでは庁舎建設

基本設計委託料の２,０００万円などが追加補正されております。歳入では、普通交付

税額確定による地方交付税が２億１,４８３万２,０００円、平成１８年度からの繰越金

が３億５,５７８万６,０００円、それぞれ追加補正されています。これらにより、財政
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調整基金からの繰入金は、４億９,６０７万８,０００円の減となっております。 

議案第６６号から議案第７３号までは、各特別会計、水道事業会計の補正予算につい

てであります。 

議案第７４号から議案第８４号までは、条例の制定についてであります。 

議案第８５号から議案第８６号は秦山ふれあいセンター、佐古藪ふれあいセンターの

指定管理者の指定について。 

議案第８７号は、香美市営土地改良事業の施行についてであり、議案第８８号は、高

知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び高知県市町村総合事務

組合規約の変更について。 

議案第８９号は高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う財産処分

についてであります。 

諮問第１号、諮問第２号は、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることであります。 

以上、平成１９年一般会計補正予算「第２号」など、報告１件、認定１１件、議案２

４件、諮問２件の提案説明を終わります。 

なお、詳細につきましての説明は、それぞれ担当職員から行いますので、議員各位に

おかれましては、審査をいただき適切なる決定を賜りますようよろしくお願いをいたし

ます。どうもありがとうございました。 

○議長（中澤愛水君）   これで、市長の行政の報告並びに提案理由の説明を終わりま

す。 

  これから、報告第１５号の専決処分事項の報告について質疑を受けたいと思います。

質疑はありませんか。 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   １１番、片岡です。 

  この和解（報告第１５号）ですけれども、本当は１０７万２,３４６円というものを

支払ってもらわないかんけど、７２万円でということで、金額をうんと落としてるんで

すけど。これは中身があると思うんです、何かこの減額されているその根拠というか、

それをお願いをします。 

  それから、この建物は現在あるのかどうか。この２点について。 

○議長（中澤愛水君）   住宅新築資金担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   はい。今のご質問の件につきまして、ちょ

っと提訴からの流れを、そこの辺で金額の減額ということも出てきておりますので、ち

ょっと和解に至るまでの経過を報告させていただきます。 

  借受人に対しましては、昭和５７年１１月に新築６２０万円、宅地４５０万円のそれ

ぞれの金額を貸し付けをしております。平成３年になりまして、借受人の方が破産宣告

を受けております。それで、元金につきましては全額完済しております。平成４年１月

１４日、土地、建物が裁判所によりまして競売されまして、配当を受けております。そ
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れで、元金につきましては新築、宅地とも完済をしておりますが、利子につきまして、

ここに書いてある金額につきまして未納になりましたので、今回の提訴になったもので

ございます。 

競売しておりますので、第２番目の質問、建物につきましては、もうご本人のもので

はございません。 

その後、平成１６年になります。もう本人は、借受人につきましてはもう破産宣告を

受けておりますので、請求がちょっとできない関係で連帯保証人に対しまして提訴をし

ております。平成１６年になりまして、こちらから連帯保証人２名へ滞納通知を送りま

した。それで翌１月２２日と３月１１日にこの連帯保証人の１人から（旧土佐山田町）

人権対策課へ電話が入りまして、この電話の内容から債務は認められるというか、そう

いったもの、いわゆる考えられるというこちらの判断もあるんですけれども、時効が今

回の訴訟の争いになることがもうわかっておりましたので、一応流れの都合で先に申し

上げましたが、これ、この後で一応詳しくちょっと説明させていただきます。 

平成１８年になりまして何回か催告しましたけれども支払いがございませんので、昨

年９月２８日にこの連帯保証人に対しまして、この金額に対する提訴を高知地方裁判所

へ起こしております。それで、昨年１０月１２日に、１０月議会の初日にこの提訴につ

きまして専決処分事項の報告をこの場でさせていただいております。それで、１１月に

弁護士から答弁書が届きまして、１１月７日、第１回口頭弁論が行われております。原

告は、一応香美市は訴状のとおり陳述しましたが、被告につきましては、「平成４年１

月競売で弁済をしてから時効が進行しておりますので、もう被告の連帯保証債務はすべ

て消滅している。」という被告の答弁がございました。それにつきまして、一応昨年１

２月、香美市の方が「この平成１６年１月２２日及び３月１１日に、この連帯保証人か

ら当町（旧土佐山田町）人権対策課にかかってきた電話での内容から、被告は本件利息

金債務を承認したものというべきである。」という準備書面を裁判所へ提出しておりま

す。この件が結局争いになりまして、今年４月６日、原告側２名、被告側２名の証人尋

問も行われるという、ずっと訴訟の経過をたどっておりましたが、今年５月２３日にな

りまして裁判所側から和解案が提案されました。その提案事項がここに書いてあるこの

和解条項でございます。この件につきまして弁護士にちょっと相談しましたら、「判決

となりますと、この当方が主張するこの時効中断というのが完全というか、いわゆる電

話でのやりとりのことですので否定される可能性もある。」と。ほんで「裁判長は判決

ということを言っていませんので、なかなか香美市にとっては厳しい判決になる可能性

の方が大である。」というご意見をいただきました。この件につきまして、今年５月２

４日、こちらの行財政改革推進特別委員会に報告しまして、「和解もやむを得ない。」

というご意見をいただいています。６月になりまして、市長と相談しまして和解するこ

とに決定したものでございます。 

一応、この全額ではありませんけれども、７割程度の金額が裁判所から示されました。
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この金額というのは裁判長がこの被告人に対してどれくらいなら払えるという、いわゆ

る、まあ言うたらあれをしての金額でございますので、こちらも一応この和解案を受け

入れることにしたものでございます。 

○議長（中澤愛水君）   １５番、依光美代子君。 

○１５番（依光美代子君）   １５番、依光です。 

  この和解案として、平成１９年８月から支払うとなってますけど、それは納入されて

ますか。 

○議長（中澤愛水君）   住宅新築資金担当参事、奥宮政水君。 

○住宅新築資金担当参事（奥宮政水君）   第１回目は納入されております。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑がないようでありますので、これで質疑を終わり

ます。 

  暫時１０分間休憩をいたします。 

（午前１０時３１分 休憩） 

（午前１０時４３分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

次に、先ほど議題となりました認定第１号から認定第１１までの各案件は、平成１８

年度香美市一般会計及び各特別会計、水道事業会計並びに工業用水道事業会計の決算認

定であります。 

これから、認定第１号から認定第９号までの決算の認定とあわせて、認定第１０号並

びに認定第１１号について監査委員の決算審査意見の報告を求めます。代表監査委員、

大岸啓郎君。 

○代表監査委員（大岸啓郎）   皆さん、おはようございます。代表監査委員の大岸で

ございます。よろしくお願いいたします。 

決算審査につきましては、お手元に配付されております意見書の主な部分を朗読させ

ていただきまして報告にかえさせていただきます。 

  香美市各会計歳入歳出決算審査意見書 

 第１ 審査の概要 

  １．審査の対象 

    平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算 

    同じく、住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算 

    同じく、簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

    同じく、公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

    同じく、特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

    同じく、老人保健特別会計歳入歳出決算 



 

－29－ 

    同じく、国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

    同じく、介護保険特別会計歳入歳出決算 

    同じく、介護保険特別会計歳入歳出決算（介護サービス事業勘定） 

   （附属書類） 

    平成１８年度各会計歳入歳出決算事項別明細書 

    平成１８年度各会計実質収支に関する調書 

    平成１８年度財産に関する調書 

  ２．審査の期間 

    平成１９年８月１日～２日 

  ３．審査の要領 

  （１）各会計に関する会計処理が、関係法令などの規定に準拠して、適法かつ正確に

行われているかどうかを確かめ、かつ決算書及び政令で定める書類は、法令など

の定めるところにしたがって調製され、適正に表示されているかどうかを確かめ

た。 

  （２）予算は、計画的かつ効率的な執行が図られ、所期の目的達成に向け努力されて

いるかどうかを確かめるとともに、決算計数の分析を行い、財政運営の健全につ

いて考察・検討した。 

  （３）審査の方法については、各会計決算書及び政令で定める書類並びに関係諸帳簿

の閲覧、計数の突合、関係職員からの説明聴取等、通常実施すべき監査手続き及

びその他必要と認めた監査手続きを適用した。 

     なお、証拠書類については例月出納検査において精査している。 

 第２ 審査の結果 

    審査に付された各会計の歳入歳出決算書及び政令で定める書類は、いずれも関係

法令に準拠して作成されており、それらの計数は関係諸帳簿その他証書類と照合

した結果、正確であることを認めた。また、関連する事務の処理は適正に行われ

ており、予算の執行については、概ね適正に執行されたものと認められた。 

    なお、今後の執行に当たり次の事項について要望する。 

  （留意事項） 

  （１）厳しい財政状況を認識し、事務事業全般の総点検を行い事務のスリム化に努め

られたい。また、適性な人員配置を行い恒常的な超過勤務が発生しないようにす

る等、経費の削減並びに職員の健康面にも十分配慮されたい。 

  （２）市税、保育園保護者負担金、学校給食費、住宅使用料等については、引き続き

公平の原則からに収入未済額及び不納欠損額の縮減に努力をされたい。 

  （３）災害援護資金貸付金については、早期の返還を求める。 

  （４）市営住宅（黒土２号団地Ａ棟・下野尻団地・セトル成矢）水道使用負担金の収

入未済額縮減のために、徴収方法の抜本的な検討と徴収に努力されたい。 
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  （５）公共下水道事業については、受益者負担金の収入未済額の縮減に努力をされた

い。 

  （６）国民健康保険事業については、保険料の収入未済額及び不納欠損額の縮減に努

力をされたい。 

  （７）介護保険事業については、求められるサービス内容を的確に把握し、効率的な

財政運営を図られたい。また、負担公平の原則から保険料の収入未済額及び不納

欠損額の縮減に努力をされたい。 

  （検討事項） 

  （１）本年度、一般会計から簡易水道事業、公共下水道事業、特定環境下水道事業、

工業用水道事業会計へ繰入れた繰入金の総額は、約４億４,０００万円となって

いる。その内、基準外繰入金額は半額を超す約２億６,０００万円となっている。 

     特定環境下水道事業においては、分担金及び下水道使用料の収納率はほぼ完納

に近い状態となっており、数字の上からは問題はない。しかし、本年度の基準外

繰入金は、約６,４００万円となっている。また、公共下水道事業にあっては、

約１億２,０００万円もの基準外繰入金を必要とした。なぜ、これほどまでに繰

入金を必要としなければならないのか。今一度、経営という面から見直してほし

い。 

  第３ 決算の概要 

    はじめに 

    この決算は、土佐山田町、香北町、物部町（旧物部村）の合併後、１２カ月を通

したはじめての決算である。香美市の前年度は、平成１８年３月分の１カ月の決算

であり、前年度との比較をすることはできなかった。しかし、市税（町村税）や各

種使用料等の自主財源は、決算額を比較することは適当であると考えることから、

旧３町村の歳入歳出決算額と香美市１カ月の歳入歳出決算額の合計を平成１７年度

の数字として拾い出し、各会計において比較してみた。あくまでも参考の数字とし

て記載した。 

    次の１から９まで（の各会計ごとの詳細につきまして）は省略させていただきま

して、１７ページの１０から。 

  １０ 財政構造の弾力性等 

    平成１９年６月１５日、地方公共団体の財政の健全化に関する法律が成立した。

この法には、財政、健全化を判断するための４つの財政指標が盛り込まれ、地方公

共団体の新しい財政再建制度が整備されることになった。平成１８年度から地方債

の協議制度への移行により新しく導入された実質公債費比率は、前述の４つの指標

の１つに位置づけられている。本年度、香美市の実質公債費比率は、１６.０％と

なっている。 

    香美市中期財政計画（平成１８年度～平成２２年度）によると、庁舎建設を視野



 

－31－ 

に入れた平成２２年度の実質公債費比率は、１６.８％と予測されている。引き続

き、行財政改革の推進を図りながらバランスのとれた財政計画を進めていかなけれ

ばならない。 

  終わりにむすびでございますが。 

    香美市土佐山田町平山の旧平山小学校が、交流宿泊施設として生まれ変わった。

本年度、約３,６００万円をかけて改修工事を行い平成１９年７月１日にオープン

したもので、香美市の基本理念である「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くま

ちづくり」に向けての第一歩が踏み出されたといえよう。 

    平成１８年度香美市一般会計と特別会計を合わせた額は、歳入総額２７７万

６,０８５万８,０００円、歳出総額２６８万４,０１４万４,０００円で、差引９億

２,０７１万４,０００円の黒字である。地方交付税の大幅な増額が見込まれ比較的、

財政状況は豊かであった。ただ、今後においては市税、公営住宅をはじめとする各

種使用料、各種負担金などの確実な収納が重要な要素となってくる。 

    また、翌年度繰越額は約９億円にのぼり、入札の不落や失格、各事業の遅れをは

じめ、手つかずの事業もある。これらの要因には合併による事業の見通しが十分で

なかったこともあげられる。 

    香美市の重要課題である新庁舎建設を早急に推進するとともに、今後の財政運営

については施策の重要性、緊急度を的確に把握し、公正で合理的かつ効率的な行政

執行を基本に、社会情勢や多様な行政需要に迅速かつ的確に対応され、財源の効率

的、重点的な配分に努められたい。 

    限られた経費の中でより大きな効果が得られるよう、市民の目線に立ち、将来を

展望した計画的な財政運営を維持し、「市民参加による賑わいあるまち」に発展す

ることを期待して結びとします。 

  続きまして、香美市水道事業会計の方へ移ります。 

  （平成１８年度香美市水道事業会計決算報告書）２４ページでございます。 

  平成１８年度香美市水道事業会計決算審査意見書 

  地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成１８年度香美市水

道事業会計の決算について審査を実施したので、下記のとおり意見書を提出する。 

  第１ 審査の概要 

  １ 審査の対象 

    平成１８年度香美市水道事業会計決算 

  ２ 審査の期日または期間 

    平成１９年７月１８日 

  ３ 審査の場所 

    香美市役所 ２階 監査室 

  ４ 審査の手続 
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    この決算審査に当たっては、審査に付された決算書類が関係法令に準拠して作成

され、水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証する

ため、関係職員の説明を求めるとともに、会計帳簿・証拠書類との照合等通常実施

すべき審査手続きを実施した。 

  第２ 審査の結果 

  １ 決算諸表について 

    審査に付された決算諸表は、水道事業の経営成績及び財政状況をおおむね適正に

表示しているものと認める。 

    ２から省略をさせていただきまして、最後のむすびへ移りたいと思います。 

  ５ むすび 

    水道事業会計の当年度の純利益は３,９０１万２,８８８円で、対前年度１,０８

６万３７７円（３８.６％）の増益であった。本年度は、香美市全域での水道料金

の統一化が図られたことや、また、企業債の借り入れを行わず自己資金だけで事業

を行ってきたことなどから、経営が安定することがうかがえる。 

    給水人口は１７２人増加したものの、年間給水量は前年度を下回っている。節水

意識の向上や節水型社会への移行もあり、今後の収入の大幅増は期待できないこと

から、費用の削減が第一の課題と思われる。本年度、災害等非常時のライフライン

の強化・充実のため、八王子配水池遮断弁等の設置工事を行った。また、配水管等

施設の老朽化が顕著であることから、引き続き設備投資が必要となってくることは

避けられない。設備等の更新時期を的確に判断し、効率的・計画的運営の下に中・

長期的な経営の安定に努めなければならない。 

    現在、上水道の新水源地や簡易水道の統合等を含めた、平成２０年以降の「香美

市水道ビジョン」の作成が予定されており、新たな動きが見えつつある。企業債の

償還金（利子を含む）は、料金収入の１４.８％であり全体に占める割合は少ない

が、将来に向けて、負担の増加を少しでも抑える施策が必要と思われる。 

    市民に「安全でおいしい水」を安定的に供給するために、今後とも努力を期待す

る。 

  引き続きまして、認定第１１号、（平成１８年度香美市工業用水道事業会計決算報告

書、１５ページ）平成１８年度香美市工業用水道事業会計決算審査意見書 

  地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された平成１８年度香美市工

業用水道事業会計の決算について審査を実施したので、下記のとおり意見書を提出する。 

  第１ 審査の概要 

  １ 審査の対象 

    平成１８年度香美市工業用水道事業会計決算 

  ２ 審査期日または期間 

    平成１９年７月１８日 
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  ３ 審査の場所 

    香美市役所 ２階 監査室 

  ４ 審査の手続 

    この決算審査に当たっては、審査に付された決算書類が関係法令に準拠して作成

され、工業用水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検

証するため、関係職員の説明を求めるとともに、会計帳簿・証拠書類との照合等通

常実施すべき審査手続きを実施した。 

  第２ 審査の結果 

  １ 決算諸表について 

    審査に付された決算諸表は、工業用水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表

示しているものと認める。 

  途中省略させていただきまして、最後のむすびでございます。 

  ５ むすび 

    高知テクノパーク工業団地は、平成１６年４月からの供用開始を経て、当年度よ

うやく第１号の事業所への一部計画水量の販売が始まり記念すべき年となった。 

    しかし、昨今の厳しい経済情勢の中、節水型社会への移行などにより、水需要に

ついてはあまり見込めなかった。また、工業用水道を使用していた唯一の事業所が、

平成１９年度以降の供給契約を休止したことから、水需要のめどが立たなくなって

いる。 

    一方、配水管等施設の維持管理は必要不可欠であることから、本事業の経営は厳

しいといわざるを得ない。当年度工業用水道は収入の９７.０％を他会計から繰り

入れている現状から、本事業を１つの会社の経営と考えれば、非常に厳しい状態で

ある。 

    今後については、引き続き経営の合理化と事業の健全な発展に向けて十分な努力

が必要であることは言うまでもないが、方向転換も１つの視野に入れ、考慮すべき

時期にきているのではないか。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   監査委員の報告を終わります。 

  以上、複雑多岐にわたる一般会計及び特別会計決算等の決算審査意見について報告を

していただきました。そのご労苦に対しまして、一同にかわり敬意を表します。ありが

とうございました。 

  お諮りをします。先ほど議会運営委員会委員長から報告がありましたが、諮問第１号

及び諮問第２号は人事案件であるため、本日他の案件と分離し、会議規則第３７条第３

項の規定により、委員会付託を省略し本会議方式により審議・採決にしたいと思います

が、これにご異議はありませんか。 

「異議なし」という声あり 
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○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よってさよう決定をいたしました。 

  これから、日程第４０、諮問第１号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることに

ついてを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   諮問第１号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めるこ

とについて 

  下記の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定

により議会の意見を求める。 

記 

  住  所  香美市土佐山田町中野１１１番地２ 

  氏  名  井上俊一 

  生年月日  昭和１９年５月１０日 

  平成１９年９月５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案の理由といたしまして、井上俊一氏の任期が平成１９年１１月３０日をもって満

了するため、その後任を推薦しようとするものであります。 

  参考資料といたしまして、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいた

します。 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりました。 

  お諮りをします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第

４項第２号の規定により、質疑、討論を省略したいと思います。これにご異議はござい

ませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よってさよう決定をいたしました。 

  これから、諮問第１号を採決いたします。本案を原案のとおり適任とすることに賛成

の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員起立であります。よって、諮

問第１号は、原案のとおり適任とすることに決定をしました。 

  次に、日程第４１、諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについ

てを議題とします。 

  まず、執行部から提案理由の補足説明を求めます。総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めるこ

とについて 

  下記の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定

により議会の意見を求める。 

記 
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  住  所  香美市土佐山田町１９９８番地５ 

  氏  名  高橋梅尾 

  生年月日  昭和１５年６月１３日 

  平成１９年９月５日提出。香美市長、門槇夫。 

  提案の理由といたしまして、高橋梅尾氏の任期が平成１９年１１月３０日をもって満

了するため、その後任を推薦しようとするものであります。 

  参考資料として、別紙に経歴等を添付しておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりました。 

  お諮りをします。本案は人事案件でありますので、香美市議会運営申し合わせ事項第

４項第２号の規定により、質疑、討論を省略したいと思います。これにご異議はありま

せんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よってさよう決定をいたしました。 

  これから、諮問第２号を採決いたします。本案を原案のとおり適任とすることに賛成

の方の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員起立であります。よっ

て、諮問第２号は、原案のとおり適任とすることに決定をしました。 

  これで本日の日程はすべて終わりました。 

  次の会議は９月１１日火曜日の午前９時から開会をいたします。 

本日はこれで散会をいたします。 

 

 

（午前１１時１０分 散会） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２５人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  一般質問を開始する前に、今期定例会の初日にまちづくり推進特別委員会委員長から

委員長報告がありましたが、この報告の内容について委員長から発言を求められていま

すので発言を願います。まちづくり推進特別委員会委員長、坂本 節君。 

○まちづくり推進特別委員長（坂本 節君）   おはようございます。２３番、坂本で

ございます。 

  さる９月１１日の委員長報告の中の一部を訂正したいと思いますので、よろしくお願

いします。 

  訂正の箇所は、「香美市としての大きな課題は、合併時３万２５０人ぐらいの人口が

おりましたが、現在の人口は３万人を切った。本年７月１日現在では２万９,３１０人

であります。２年４カ月で９４０人の減少となっている状態であります。」と報告いた

しましたが、この合併時の人口が正確ではなく、したがって１年４カ月後の減少した人

口との差が異なってくるので訂正をするものであります。合併して市となる要件を満た

すための平成１７年の国勢調査人口が３万２５７人であり、合併時の人口は２万９,８

２９人で、本年７月１日現在では２万９,３１９人であって、実際には１年４カ月後の

減少した人口は５１０人であります。これを「９４０人」と報告してあったところでご

ざいますが、これを「５１０人」と訂正するところであります。ということに訂正した

いと思いますのでよろしくお願いいたします。 

  以上で訂正の報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   坂本議員、９月１１日ということで発表しましたが、９月５

日です。 

○まちづくり推進特別委員長（坂本 節君）   ちょっと抜かりました。９月１１日の

委員長報告一部の訂正であります。 

○議長（中澤愛水君）   ９月１１日じゃなくて、９月５日の委員長報告の訂正です。 

○まちづくり推進特別委員長（坂本 節君）   すいません。９月５日の委員長報告の

一部訂正であります。よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   まちづくり推進特別委員会委員長の発言を終了します。 

  ただいままちづくり推進特別委員会委員長から発言がありましたように、香美市の人

口の比較について発言のとおり訂正することにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。したがってそのように決定をいたしま

す。 

  議事日程は、お手元にお配りしたとおりです。 
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  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして、順次質問を許します。 

  ６番、比与森光俊君。 

○６番（比与森光俊君）   おはようございます。６番、比与森です。通告に従いまし

て一般質問を行います。よろしくお願いします。 

  初めに、教育関連について４点お願いいたします。 

  １点目に横断歩道設置についてであります。 

  山田小学校周辺通学路では、夏休み前にスクールガードリーダーのご尽力もあり、児

童の登下校における安全確保のための白いラインが商店街にもスクールゾーンとして引

かれました。現在、商店街道路を南から北に渡るための横断歩道は、小学校正門前にあ

るのみです。今回、スクールゾーンが道路北側に設けられたことにより、依光書店前と

野々下電機の前に横断歩道が必要ではないかと考えるところです。商店街より南から通

学する児童の安全を考えますと、先ほど述べました２カ所に横断歩道の設置をし、スク

ールゾーンへと誘導する気配りを求めるものであります。 

  横断歩道の設置とあわせて、依光書店の前の交差点にカーブミラーの設置を考えてい

ただきたい。このことは通告の後質問の中に入れましたので、答弁は結構ですので、言

うだけちょっと言わせていただきたいと思います。そして、頭の中に少しでも残ってい

れば対応していただきたい、そういうふうに思います。依光書店前の交差点では一昨年

前でしたか、車と児童との接触事故が続けて２件発生したことがあります。２件とも南

側から来た児童が商店街を横断しようと飛び出したことによる接触事故でした。当時、

現在は閉店していますスーパーへの商品搬入のため大型車の出入りもあり、カーブミラ

ーの適当な設置場所がなくそのままになっています。児童の安全を考えますと、この場

所にはカーブミラーが必要ではないかと思います。 

  以上のことから、通学路における安全確保のため、横断歩道の設置についてどのよう

に考えられているのか、今後の対応をお尋ねいたします。 

  教育関係の２点目にＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害児童）に対す

る特別支援教育と、その保護者からなるグループへの対応について質問いたします。 

  文部科学省の特別支援教育のあり方に関する研究調査協力者会議の、今後の特別支援

教育のあり方についての最終報告の中では次のように述べられています。「小・中学校

において体制整備を図るに当たって、小・中学校に蓄積された人物、物的な資源を効果

的に活用することに加えて、非常勤講師や特別非常勤講師、高齢者再任用制度による短

時間勤務の教員等、外部人材の積極的な活用を図るという視点が重要である。小・中学

校においては、学力の向上を目指した個に応じた指導の充実、不登校やいじめに対する

学校内や地域の教育相談体制の充実による対応と種々の取り組みが既に行われ、今後さ

らに充実が図られる予定であるが、これらとの有機的な連携に十分留意して適切な特別

支援教育体制を構築していくことが必要である。また、親の会やＮＰＯの中にはＬＤ、

ＡＤＨＤ等の理解の促進を目的に活発に活動を行っているものがある。こうした草の根
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的な活動は教育の充実、効果的な展開を図る上で重要な役割を果たし得るものと考えら

れることから、親の会等との連携、協力も図りながら取り組みを行うことも重要なこと

と考えられる。」とあります。 

  現在、香美市では学校評価事業に取り組まれていますので、整備体制に関しては事業

の結果を見守っていきたいと思いますが、親の会との連携が物心ともにさらに充実する

ことを望むところであります。親の会では、その運営に大変苦慮されています。毎月定

期的に集まり、悩み事を打ち明けたり、いじめ問題などいろんな相談をお互いに話し合

い、その打開策を検討し合っています。県内外の特別支援教育に関する講師を招き、講

演会の開催を目的とし、先月もバザーを行い２万３,０００円の収益を得たようです。

第一人者と言われるような講師の先生方を招き、小・中学校の教職員の先生方にも一緒

に講演を聞いてほしいとの準備も進めていますが、実情はなかなか大変なものがありま

す。平成１９年度、社協から６万５,０００円の援助はあったようですが、取り組む事

業、またはその活動の内容によっては教育委員会が援助すべきではないか、援助してほ

しいと思うところであります。この点、どのようにお考えでしょうか。お尋ねします。

また、文部科学省から総額２５０億円が全国の小・中学校に特別支援教育に係る補助金

として交付されていると聞いています。交付されていれば、その金額は幾らでしょうか。

そして、その使用目的は指示されているのかお尋ねいたします。 

  教育関係の３点目です。 

  ８月に開催されました教職員研修会の発表の中で気がかりな発表がありましたのでお

尋ねいたします。鏡野中学校の朝食提供についてであります。旧土佐山田町議会当時、

朝食の大切さを議会の中でも一般質問した経緯がありますが、そんなとき、地元のボラ

ンティアの方々の協力、そして食材の提供もあり、生徒、保護者の方々に朝食をとるこ

との重要性を知っていただくことを最大の目的としてスタートした事業であると私自身

は認識しています。スタート後、その取り組みはマスコミ各社から注目を集め、関西テ

レビだったと思いますが、全国に放映されたことは周知のとおりであります。先日の発

表の際、「クラブ活動の朝練があるので朝食がとれない。とれない生徒への朝食提供は

ありがたい。」との趣旨の話があったと思います。早朝より朝練に取り組む中学生に対

しては、勉学と部活、文武両道の姿には頑張れとエールを送るものでございます。私の

息子も剣道部に籍を置き３年間朝練に取り組んだ経緯がありますので、ご家庭、お母さ

ん方のご苦労はよく理解できます。そうした頑張っている、そういうふうに頑張ってい

るからこそ、先生方も保護者の方々に朝食の大切さを理解していただくよう指導する役

割を担っているのではないかと思います。先日の中学校の発表を聞いたとき、それは違

うろう、情けない気持ちにさえなりました。鏡野中学校の朝食提供の趣旨、目的は、さ

きにも述べましたが、朝食をとることの大切さを生徒、保護者に知っていただき、１軒

でも多くの家庭で朝食をとるよう指導することではなかったかと思います。各学年、毎

年ほぼ同数の生徒が朝食提供を受けているようですが、学校としてどのような指導をさ
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れているのか改めて教育長にお尋ねいたします。朝食提供の目的は何か。そして、目的

達成のため、今後どのような指導、取り組みを考えておられるのかお尋ねいたします。 

  教育の４点目に、春開催されています運動会についてであります。 

  私が保護者の方から聞く声は、「春は暑いし秋に変更してほしい。」というものです。

今年の場合はちょっと自信がないです。このまま涼しくなってくれればと思っています。

また、「新入生は入学したばかりで、学校生活にもなれないうちの運動会はとまどいが

ある。」ということです。この新入生の保護者からの声は毎年のように出ているようで

す。土佐山田町では現在２校で春の開催になっていると思いますが、保護者からアンケ

ートを取るとか、一度意見を聞き集約する時期になっているのではないかと考えます。 

  そこでお尋ねします。春の運動会開催にはどのようなメリットがあるのでしょうか。

また、今後秋に変更というより、元に戻す考えはないのかお尋ねいたします。 

  以上で教育関係を終わりまして、次に龍河洞への案内標識設置についてであります。 

  これまでも、案内標識の必要性は何度か述べてきましたが、香美市観光協会では７月

に南国市の道の駅から土佐山田町へ、土佐山田町から高知龍馬空港へ、そして龍河洞な

どのルートに関して視察を実施したわけですが、その報告を受け、担当課では現在どの

ような分析をされ、今後どのような対応、対策を進める計画でしょうか、お尋ねいたし

ます。 

  次に、暴力団関係者による行政対象暴力、不当要求防止について香美市の対応をお尋

ねいたします。 

  県内では本年、税滞納者に対し差し押さえを実行したところ、「長崎市長の二の舞に

なるぞ。」とおどす事件が発生しています。また、日高村では村営住宅に入居していた

組員が壁のクロスの張りかえにかこつけて、村に対し不当要求をする事件が起きていま

す。香美市におきましては、次のような事態が発生した場合、どのような対策・対応を

されるのかお尋ねいたします。 

  １点目に、公共事業への介入に対してですが、県内市町村ではその多くが警察と連携

を取り合っているようですけれども、本市の対応はどうなっているのでしょう。 

  ２点目に、市営住宅への入居に対してはどのような対応をされるのか。 

  そして、３点目に生活保護受給、または申請ですが、国も昨年から暴力団の資金源に

なっているとの指摘から、生活保護制度から暴力団を排除する方針を決めています。偽

装の組員脱退といったケースもあると聞いていますので、警察との連携は密にする必要

性も大切ではないかと思います。どのような対策・対応を考えているのかお尋ねいたし

ます。 

  次に、最近注目されています行政対象暴力への対策についてであります。 

  この件に関しましては、特に冷静に、そして的確に対応する必要性が求められます。

県内では、県職員を初め、国土交通省職員や市町村職員を対象に不当要求防止責任者講

習会が開催され、建設業や金融機関など民間企業を含めますと昨年度は県内で２５回開
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催され、１,１４６人が受講しています。そのうち、公務員は５９.１６％、６７８人が

受講しています。受講者の中からは、「暴力団から不当要求を受けた際の対応、要領が

わかり自信がついた。」など前向きな意見が述べられています。香美市におきましても、

安心で安全なまちづくりを目指す意味からも、正確で迅速な対応ができるよう職員が率

先して不当要求防止責任者講習を受講することが必要ではないかと思いますが、今後の

対応をお尋ねいたします。また、反社会性の理不尽な行動への対策として、高知市や安

芸市、日高村などでは条例を定めています。何か事が起きてから対策を考えるのではな

く、転ばぬ先のつえではありませんが、香美市におきましても毅然とした態度を表明す

る意味から、先進地を参考に条例でその対策を明確に定める時期ではないかと思います

が、今後の対応をお尋ねします。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   防災対策課長、田中育夫君。 

○防災対策課長（田中育夫君）   おはようございます。比与森議員の、山田小学校通

学路の横断歩道についての考えを問うについてお答えいたします。 

  さる６月２９日にスクールガードリーダーをしてくださっている方より、山田小学校

の通学路の交通安全対策としまして要望書が提出されました。道路管理者である香美市

において、点滅信号機のある高知銀行東の交差点の東側より駅前通り西側までの北側に

車道外側線を引き、歩行者の安全を図りました。横断歩道に当たりましては、交通規制

がかかりますので香美警察署を通じて高知県公安委員会へ提出をする次第であります。

この（スクールガードリーダーの）方は警察のＯＢの方ですので、手続き等を熟知され

ております。歩道の要望書について早急に香美市を通じて提出することになっておりま

す。カーブミラーを含めまして比与森議員の意見も参考にして善処していく考えであり

ますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   おはようございます。比与森議員さんの教育に関するご質

問にお答えさせていただきます。 

  まず、ＬＤ、ＡＤＨＤについての保護者グループへの支援についてでございます。 

  平成１９年度特別支援教育支援員の配置に必要となる経費にかかわる地方財政措置の

通知がありました。これは、小学校、中学校に学校生活上の介助や学習活動上の支援を

行う特別支援教育支援員を配置するための報酬として、１校当たり８４万円が措置され

るというものでございます。議員さんのご質問にありました保護者グループの方は、こ

の子どもたちが山田小学校へ入学する以前からいろいろと活動をしてくださっており、

私のところへも数回お見えにもなっております。この保護者グループへの支援というこ

とは、今申し上げましたような、現段階では制度でございますので、物的な援助という

ことは、この制度を使っては難しいのではなかろうかと考えております。なお、検討は

してみたいと思います。 
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  学校評価システム事業におきまして、昨年度「市全体としてこの特別支援教育に関す

る評価項目について、もう少し研究をするように。」というようなご指摘をいただきま

した。そういうこともありまして、また今の時代、特別支援教育が大切であるというこ

とは十分認識もしておりますので、市全体としても４月の教職員総会でも講師を招いて

研修もいたしましたし、また各学校におきましては、講師を招いたり、あるいは親たち

と話し合ったりして研修に励んでいるところであります。そういったことから、またこ

のグループの人も、そういうことは学校の方からもしておるとは思いますが、なお山田

小学校を含め学校との連携、ふれんどるーむもありますが、そういったところと連携を

取って一緒に研修をし、子どもたちの幸せのために考えていってもらいたい、取り組ん

でいってもらうことはどうだろうかと今の時点では考えております。 

  次、鏡野中学校の朝食提供についてお答えさせていただきます。 

  この制度は、２００３年、平成１５年秋から地域支援システムづくり推進事業の一環

として、議員さんもおっしゃっていただきましたように、朝食の大切さ、特に朝食と学

習活動の関係が県下的、国レベルでも言われておりますが、旧土佐山田町でも平成１４

年、平成１５年にかけて調査した結果でもきちんとそういうデータも出ましたので、そ

ういったことの朝食の大切さを認識させ、保護者の意識を向上させ、家庭のあり方を考

えてもらおうと実施しているものであります。今でも毎月１回実施していますが、１時

間目の１０分の休み時間に平均３０人の生徒が食べに来ています。ボランティアの女性

３～４人と教育委員会や学校が調理をしています。生徒は大変明るく「ありがとう。ご

ちそうさま。」とにこにこして２時間目に向っています。が、これをいつまでこのよう

な方法を続けたらいいかということは考えております。これをどのような方向に進めれ

ばいいかと思案中であります。ここへ来る子どもについてでございますが、一応は朝食

を食べそびれた子どもが来るというようになっております。事前に予告はしてございま

せん。その１時間目の終わりにそういうことを担当が言いまして、３０名近くが来てい

ます。 

ご質問にありました８月１０日の学校の教職員の研修会でございます。 

比与森議員さんを初めとしまして、学校評価システム事業にかかわる皆様にご案内を

差し上げましたところ、１７人の方が来てくださいました。どうもありがとうございま

した。そういった中で、今年は学校教育の重点目標の３本の１つに、「基本的生活習慣

の定着と家庭教育の向上」という目標を立てておりますので、各学校がそれに向かって

どういう取り組みをしているかということを発表したわけでございます。各学校の特色

がよく出ておりました。その中で、鏡野中学校がその朝食提供も含めて発表したわけで

ございますが、大変発表した教師が部活動にも、県下的にも熱心な教師でございまして、

そういうようにある部分は言ったと思いますが、今申し上げましたように、部活の子ど

もたちのためにやっておるものではございません。ただ、私自身あれを聞いておりまし

ても、学校により、結局１２校の発表でございました。繁藤が小・中１校として発表し
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ましたので。大変取り組みに特色があるという、差があるということははっきりわかり

ました。鏡野中学校の発表の仕方については、すぐ、ちょっと気にもなりましたので校

長には注意をしてあります。 

３点目、春の運動会についてお答えさせていただきます。 

今年は、楠目小学校、香長小学校、大宮小学校が春に運動会を実施いたしました。運

動会をいつするかというようなことは、教育課程との関係で計画をしております。楠目

小学校は１０年越しで、香長小学校は６年目だと聞いております。大宮小学校は改築の

関係で今年の春実施いたしました。楠目小学校は大変特色のある教育をしておりますの

で、そういったことで１０年越しに実施をしております。ただ、秋は２年に１回子ども

会主催の運動会を実施しております。今年で３回目になりますが、今年も３回目を予定

しています。香長小学校は、秋は地区の運動会を実施しております。ただ、私が直接聞

いたのは、香長地域の方から、「どうして春するろう。」というような話もありました

が、数年前に香長小学校はアンケートも取ったということをそのとき学校からは聞きま

した。修学旅行を含め、教育的行事が絡んだ教育課程との絡みでやっておりますので、

これを教育委員会が指導して、全部秋にするとかいうようなことは私はするつもりはあ

りません。学校は子どもの実態、地域の要望、数年間各学校で続けております研究、そ

ういったものも含めまして、運動会をいつするかということは決めるのではないかと思

っています。 

なお、運動会の目的はどこの学校もそうですが、運動能力を向上させるという体育的

なものと、子ども同士の交流を図ると、仲間づくりをするという２点があろうかと思い

ます。こういった面でやっております。大宮小学校につきましては、校長に学校ができ

たら秋へ戻すかどうかを確かめましたら、「修学旅行を秋にできるということは大変魅

力的なので、来年はどうするかということはまだ決めてない。」というような答えでご

ざいました。 

以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   商工観光課長、高橋千恵君。 

○商工観光課長（高橋千恵君）   比与森光俊議員の観光についてのご質問にお答えい

たします。 

  商工観光課に事務局がございます香美市観光協会の観光事業部会におきまして、７月

１０日に香美市観光案内板の設置状況の視察を部会の皆様にお願いしていただきました。

比与森議員を初め、大石議員、依光議員にもご参加いただきありがとうございました。

視察結果につきましては、協議したことを取りまとめ、写真、地図等も参加会員にお送

りしたところでございます。国道、県道、他市町村に設置することは早急には難しいた

め、まず、あけぼの街道のさくら保育所の駐車場となっております市有地や、大日遊園

地前の消防屯所地に龍河洞、アンパンマンミュージアム等の看板を早いうちに設置をす

ることを計画しております。また、高知県観光部にも近々観光案内板の要望をしていく
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予定でございます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   比与森議員の不当要求対策について、暴力団関係者によ

る下記の事態が発生した場合、本市の対応を問うというご質問にお答えいたします。 

  まず、暴力団関係者による公共工事への介入についてでございますが、香美市には香

美市建設工事指名停止措置要綱がございまして、その要綱の中に暴力団排除規定を設け

ております。また、市発注建設工事から暴力団を排除するための合意書を香美警察署と

結んでおります。指名停止を判断する場合に、香美警察署に照会をいたしまして情報を

提供してもらい、暴力団の公共工事への関与を排除するということになります。 

  次に、暴力団関係者の市営住宅への入居に関してのご質問でございますが、国におき

ましては、この６月に暴力団員に対して公営住宅への入居を認めないことなどの暴力団

排除の基本方針を定めたところでございます。全国的に公営住宅などから暴力団を締め

出そうとする動きが広がっておりまして、高知県でも今後暴力団排除に向けた条例改正

を検討することとなっております。県下でも幾つかの市や町が条例改正を行っておりま

す。香美市では今のところ対応ができておりませんが、条例改正と警察との連携を検討

しなければならないと考えております。先進市町村や県の例を参考にして考えていきた

いと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   暴力団員に関します生活保護に関してお答えをい

たしたいと思います。 

  暴力団員につきましては、反社会的な行為で市民の安全や平穏を脅かすという存在で

ございまして、これに対して生活保護費を適用するということは、市民の生活保護制度

に対する信頼を揺るがせるものだというふうに考えております。それのみならず、公費

でございます生活保護費が暴力団員の、あるいは暴力団の組織を維持存続させていくこ

とにつながるおそれもございます。そうしたことから、暴力団員につきましては保護の

適用要件はないというふうに考えまして、急迫するものを除きまして申請は却下をする

ことにいたしております。また、生活保護を受給している（方が）、暴力団員であると

いうことがわかりました場合には、廃止を検討いたします。 

また、暴力団員であるかどうか疑わしいという場合につきましては、警察署と連携を

いたしまして情報提供をいただくと。そしてまた、有事の場合には必要な支援を受けま

して、厳格な審査をするということにいたしております。本市につきましては、昨年１

１月１日に生活保護制度から暴力団を排除する確認書を交わしておりまして、今日まで

情報提供を受けておるところでございます。 

  以上でございます。 
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○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   比与森議員の不当要求対策について、全般的な不当要求

対策について総務課の方からお答えをいたします。 

  不当要求行為につきましては、平成１８年３月１日、合併時に香美市不当要求行為対

策要綱、同対策本部設置要綱を定めまして、本市の事務事業及び職員に対する不当要求

行為を未然に防止するとともに、統一的な対応方針を定めることによりまして適切に対

処し、市民及び職員等の安全並びに職務の円滑かつ適正な執行を確保することとしてお

ります。そこで、不当要求行為とは暴力行為、脅迫行為等により要求の実現を図る行為

や、正当な理由なく職員に面会を強要する行為、威圧的、粗野、乱暴な言動により恐怖

または著しい険悪の情を抱かせるなどして、正常な職務の執行または執務環境の秩序維

持を妨げる行為等であります。これらの不当要求行為が発生をしましたとき、またはそ

のおそれがあると認めたときは、対策本部が策定した対応方針、いわゆる不当要求行為

対応マニュアルに従いまして対応することとなります。所属長は職員から報告があった

ときは直ちに警告、退去命令、排除、警察への通報と必要な措置を講ずるとともに、対

策本部に報告することになっております。なお、必要と認めるときは不当要求行為をし

た者に対しまして、告訴、告発等の措置を行うということでございます。以上が一連の

流れでありまして、組織的対応をすることとしております。 

  そこで、２番目の不当要求防止責任者講習会を開催し、職員の意識向上を目指す考え

はないかというご質問でございますが、旧土佐山田町時代、平成１７年６月１日に土佐

山田町不当要求行為対策要綱、同本部設置要綱及び同対応マニュアルの制定後の平成１

７年９月５日と（平成１７年９月）７日の２日間でございますが、３時間ずつ高知県警

本部刑事部暴力団対策課と財団法人暴力追放高知県民センターによりますところの不当

要求行為防止研修会、これがいわゆる不当要求防止責任者講習会でございます。全職員

を対象に開催をいたしまして１２４名が受講しております。出席率は６８.１％という

ことで、旧土佐山田町の職員も参加しての実演も行いまして、大変参考になったことで

ございました。合併後は、この講習会は開催をしておりませんので、職員研修として来

年度以降、事業計画へ提案したいというふうに考えております。 

  それから、３点目の暴力団関係者による不当要求対策として条例で定める考えはない

かということでございます。 

  暴力団対策法は、都道府県の公安委員会が指定をしております指定暴力団の構成員に

対して一定の行為を行うことを禁止をしております。これに対しまして、刑法や暴力団

対策法に触れない形で建物・土地の不法占拠や競売妨害などの民事事案に介入してくる

ケースが他の自治体であっております。香美市庁舎管理規則や不当要求行為対策要綱で

は、不当要求行為者を対象としており、もっと幅の広い定め方をして対応しております。

全体を網羅した暴力団関係者によります不当要求対策条例等の制定については、今のと

ころ考えておりません。 
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  なお、平成１６年３月末現在で不当要求等に対する組織的対応のコンプライアンス条

例、要綱を制定しておるのは全国自治体で約３７％で、１,１６０団体であるというこ

とであります。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ６番、比与森光俊君。 

○６番（比与森光俊君）   ２回目の質問をさせていただきます。丁寧な答弁ありがと

うございました。 

  一つに教育に係ることで、ＬＤ、ＡＤＨＤの件ですが、１校につき８４万円の特別支

援教育支援員ですか、（配置するための報酬）が交付されているということですが、そ

うすると、その金額で香美市におりてくると約１,０００万円近いお金になるわけです

か。１校につき８４万円なら１,０００万円くらいになると思いますが、そのお金は支

援教育に使用されているのかどうか、どういうふうに現在使われているのかお聞きした

いと思います。今後のことになるかとも思いますけど、県内では高知市の、教育長もご

存じとは思いますけど、潮江小学校に１級、それから大篠です、南国市に１級、香南市、

野市小学校に１級と。県内で３校にそれぞれ１級ずつ他校からの児童も入れるようにし

て取り組みがされていますが、今後、香美市におきましても、人数的には香美市の方が

多いと思います。潮江小学校にありましては、潮江だけでは１名の児童ですけど他校か

ら５名受け入れをして、特別支援対策に取り組んでいます。この辺、今後この８４万円

の使途についてと一緒にちょっとお聞きしたいと思います。 

  それから、不当要求についてですが、要綱ではそれぞれ各市町村、県内も多数、ほと

んどが定めていますが、幸いなことに香美市には現在暴力団員、構成員といいますか、

は現在のところいないということですが、日高村なんかにおきましても事が起きてから

条例で定めるとかいうこともあるようですので、その辺厳しい内容、厳しい毅然とした

態度、そういうもので臨んでほしいと思います。今後、講習会も検討ということで、答

弁は構いませんけど、市民の安全・安心を守るという観点から毅然とした対応をとって

いただきたいというふうに思います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   比与森議員さんの２回目のご質問にお答えさせていただき

ます。 

  ここに書類を持っていますが、平成１９年５月２３日付けで先ほど答弁させていただ

いたような措置についての通知がありました。平成１９年度が始まってからでございま

して、文科省の５月２７日付けの県への通知と一緒になって回ってきたわけでございま

す。この（特別支援教育支援員を配置するための）８４万円につきまして、全体で香美

市でどればあきたかということは、私は、その辺はまた別の人が知っておると思います

が、年度途中でもありましたし、それからほかの地教委とも連絡も取ったりもいたしま
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した。その中で、この８４万円でぜひ学校へ特別支援教育支援員を雇いたいなと、私も

この秋、２学期から思っておりました。もう大変なミスでございまして、この議会へそ

れを計上することができませんでした。それは大変私もおくれたということでございま

す。反省をしております。ただ、生徒指導の面でふれんどるーむの方で大きな指定をこ

こ何年か続けて受けてまいりました。そういったことでお金もありまして、教育相談員

等を雇って小学校へ行くとか、それからふれんどるーむへ来る子どもたちに対応すると

かいうことはしております。 

先ほど申しましたのは、鏡野中学校へ１人支援員を置きたいと思っておったんですが、

間に合わなかったですが、別の形で鏡野中学校へはその生徒指導とかいう面もありまし

たので対応はして、９月は始まっております。ほかの小学校につきましては、特にご質

問のありました山田小学校につきましては、昨年度はそういった経費の中から市で雇っ

た相談員を１人つけてありましたけれども、今年度は多忙化と県は言っておりますが、

そういった小学校を県下で３校指定しまして、それは県下というより地教委でございま

した。香美市へも１人ということでしたので、そういったことで山田小学校へ教員は１

人つけましたので、市で雇った相談員をつけるというようなことはできておりません。

その８４万円を来年度に向けまして、どこの学校へどういうように支援をしていったら

いいかというようなことを計算をしてみますと、毎日来るわけにはいかんのですよね、

約、授業日数が今２００日ですので。どういうようにどこの学校へしていけばいいかと

いうようなことはみんなで考えて、学校の要望と親の要望も聞きまして、やっていきた

いと、来年度については思っています。本年度につきましては、ぜひまた鏡野中学校に

対して、次の議会でも提案をさせていただきたいと考えております。 

  その２点目の（ほかの）地域の者を集めて、その特別支援教室が開かれるという制度

はきちんとよう覚えてないですが、今年で３年目やないかと思うんです。確かに（香南

市）野市小学校がそういう制度を取り入れといるということはわかりました。そのとき、

旧土佐山田町でした、当時は。その旧土佐山田町でもそういうことも研究しましたが、

全体として確か１０人、よう覚えていません、すいません。１０人集まるか、１５人だ

ったか、人数は不確かで申しわけありませんが、その人数にも足りませんでした、その

当時は。そういったこともありまして、山田小学校でそういう学級ということの申請も

せずにきました。ただ、そこにもまたいろいろありまして、というのは、加配内でその

教員が配置されるというものでございます。いろいろ学びを楽しむとか、それから支援

を要するとか、それから先ほど申しました多忙化とかいうようなことで、学校の実情を

県へ報告しまして、また研究体制とかも報告しまして、いわゆる教員は定数という決ま

りもあるんですが、そのほかどこの学校へ何人もらうかということが決まってくるわけ

でございます。そういった中で今言ったようなこともありまして、そういう学級の設置

に旧土佐山田町のときから手は挙げておりませいで、現在に至っております。ただ、議

員さんもおっしゃるように、ＬＤとかＡＤＨＤとかいう子どもたちが、多少香美市にな
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りまして、そういった認定を受けてないというような学校も、去年でしたか、何か答弁

もさせてもらったと思うんですが、だれかのご質問に対してありましたけれども、香美

市のすべての学校で学校の方から親たちに連絡も取りまして、きちんとそういうしかる

べきところで診察もしていただいて、子どもたちをどういうふうにしていくかというこ

とは、学校ごとで話し合ってやっております。大変大事なことですので、どういうふう

にこの８４万円を何校へ来年はお願いして支援をするかというようなことにつきまして

は、十分に検討していき、その市当局の方にもご理解もいただいて、子どもたちのため

に進めていきたいと思っております。 

○議長（中澤愛水君）   比与森光俊君の質問が終わりました。 

  次に、７番、千頭洋一君。 

○７番（千頭洋一君）   改めまして、おはようございます。７番、千頭洋一でござい

ます。平成１９年第３回定例会での一般質問につきまして、議長より許しを得ましたの

で、通告書に従いまして質問させていただきますので、誠意あるご答弁をよろしくお願

いいたします。 

  まず第１点目でございますけれども、地区敬老会補助について法光院福祉事務所長に

お伺いいたします。 

  本件につきましては、同僚議員が平成１８年第６回定例会、１０月でございますが、

定例会。それから本年の６月定例会の平成１８年度一般会計補正予算の連合審査での質

問の中と、今定例会一般質問でも同様の質問通告がなされております。このことから考

えてみましても敬老会が各地域で自治会長さんとのご協力により開催される、（開催）

するということに非常に強い関心があり、この敬老会が実施できるということは福祉の

まちづくり、高齢者に手の届く行政としても重要な施策の１つではないかと考え再度お

伺いするものであります。この９月１５日から２５日の１週間は老人福祉法での老人週

間と定められ、９月の第３月曜日は敬老の日として国民の祝日であり、今年は本定例会

最終予定日の前日の９月１７日であり、多年にわたり社会に尽くしてきた老人を敬愛し、

長寿を祝う日であります。この敬老会の開催についてでありますが、合併後、自治会等

では補助金の減額等により開催に苦慮し、取りやめになった地域もあるやに聞きました

が、地域によっては、合併前には在宅者、入園、入院者の方々にもお祝いや紅白の長寿

のまんじゅう、赤飯等を地区役員等がお届けし長寿をお祝いしておりましたが、合併後

は７５歳以上の敬老会参加者が補助対象となりました。参加したくても参加できない、

また日ごろ交流の少ない独居老人の在宅者、入院者等こそ年に１回ではありますが、お

祝いの言葉をかけ、長寿のお喜びがなされてこそ、本当の敬老の意味があると考えます。 

  そこで、まず平成１８年度、それから今年の７５歳以上の補助対象者及び昨年度の

（敬老会）参加数、それから今年の（参加）予定者数をお伺いさせていただきます。 

  次に、戦中戦後、幾多の社会変動、混乱期をただひたすら家族のため、地域のため、

社会のため、ひいては豊かな反映ある日本の国家のためにと、長い人生を尽くされてま
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いりました方々のために、地域における支え合いを促進し、地域福祉の推進のためにも

自治会、町内会に加入、未加入にかかわらず、対象者全員を補助すべきではないかと考

えますが、その見解をお伺いいたすものでございます。 

  次に、県立大栃高校の統廃合の施設活用についてでございますが、昭和３５年、高知

農業高等学校香北分校として地域の方々の熱意と努力により設立されました大栃高校で

ございます。昭和３９年には、大栃高等学校として独立し、以来幾多の変遷を経て今日

までに２,３００余名の有為な人材を輩出してまいりました。昨年、第二次高校再編成

計画により過日の新聞報道でも平成２０年度より募集の停止が発表され、平成２１年度

末、平成２２年３月末には折りしも創立５０周年に当たるわけでございますが、このと

きが廃校と決定されました。地域住民はもとより、物部町民はもとより、本市にとって

も高等学校がなくなる、今まで２校あったわけですが、その１校の大栃高校がなくなる

ということは非常に残念なことでございます。生徒の往来やにぎやかな笑い声が聞こえ

なくなり、２０数名の教職員の勤務した職場もなくなり、人けのないがらんとした校舎、

体育館が存在することを考えただけでも、地域の過疎化が一段と進むことが懸念されま

す。少子化で入学する生徒が少なくなり、決定されたことはいかんともしがたいことで

ございますが、また、現在在校生がおいでる中このような廃校後の問題についてお伺い

するのもいかがかとちょっと思いましたんですが、あえてお伺いさせていただきます。 

  そこで、この廃校後の校舎等施設の有効な活用について検討、協議する考えはないか

ということをお伺いさせていただきます。例えば、全寮制の少数精鋭の塾として活用す

るとか、介護施設、老人グループホーム、奥物部観光拠点としての地域交流施設、宿泊

施設等と思いつくままに申し上げました。また、昭和５９年に建設されました鉄筋造り

の校舎は、耐震基準により建設されているものであり、この施設を生かして少しでも過

疎化を食いとめなければならないと考えるものであります。先人たちの大栃高校誕生ま

での並々ならぬ熱意と、それと今後廃校後の施設を有効活用し、過疎を食いとめて地域

発展のために我々が頑張っていかなければならないと考えておりますが、門市長、原

教育長のご見解、ご所見をお伺いいたしまして、第１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   千頭議員のご質問にお答えをしたいと思います。 

  地区敬老会につきましてでございますが、まず初めに平成１８年度、平成１９年度の

実績及び見込みでございますが、平成１８年度は対象者７５歳以上で５,１８７名、実

績で１,６２３名の方々がご出席をいただいております。平成１９年度の対象者は少し

多くなっておりまして、５,３１３名でございます。（出席の）見込みは２,１５７名を

見込んでおるところでございます。自治会加入にかかわらず全員を対象にすべきではな

いかというお尋ねでございますが、自治会の行う敬老会が補助対象ということでござい

まして、香美市在住の７５歳以上の高齢者の出席を要件とはしていますけれども、問わ

れております自治会への加入の有無を要件とはしておりません。ご質問の中で、その説
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明としてありましたように、地域をともに支えてきた高齢者が、その開催する敬老会に

出席ができるかできないかを要件として補助から外すのはいかがなものだろうかと。非

常に地域としてもやりづらいということの趣旨であろうかと思いますが、そのことは大

変よくわかりますが、この補助制度は自治会が開催する敬老会に対して補助をすると。

自治会の敬老会開催に対して補助をする。その要件としては自治会が開催をするか、敬

老会を開催するかどうかということです。それともう１つは７５歳以上の高齢者が参加

するかということです。補助金の計算は、そこに参加された７５歳以上の高齢者の出席

者の数ということでありまして、その７５歳（以上）の高齢者に対する補助金というわ

けではありません。ですから、補助金全体額を自治会で考えていただいて、それを配分

していただくというか、その開催の経費に配分をしていただいて使っていただくという

ことで、そこに来ない方までを排除しているという考え方ではありません。ただ、計算

の手法として出席された７５歳の高齢者の数を要件としていますということでございま

すので、そこのところをひとつご理解いただきたいと思います。地区敬老会は、おっし

ゃられるように地域にこれまでおられて、地域をこれまで支えてきたことや広く社会に

貢献してきたこと、困難の中でも頑張られてきたご労苦、また現在も現役として活躍さ

れていることに対して敬意を表して、感謝も言い、またいたわりの心を込めて催す地域

の行事であるということではありますが、ただ、香美市ではそれだけではなしに、同時

に本補助事業というのは今日の高齢者福祉の切実な課題でございます高齢者の見守り、

あるいは高齢者災害対策、高齢者の災害の弱者としてのその対策、高齢者の生きがい活

動を地域から支えていこうとする、そういう取り組みを進めていただきたい、そういう

機運を是非醸成していただきたい、盛り上げていただきたいというそういう期待を込め

てこの補助事業を開催しておるところでございますので、そうした点も踏まえて、今後

大変ご苦労が多いと思いますけれども、よろしくお願いをしたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   千頭議員さんの大栃高校統廃合後の施設活用について、私

の方からお答えさせていただきます。 

  ７月の終わりに県（教育委員会）の総務福利課の方が来庁されました。詳しいこの大

栃高校の施設、設備の地図、それから建設した当時の年とか、いろんなものが入ってお

ります。建物の様子をかいたものを持ってこられまして、教育委員会へ来られましたの

で、課長と２人で話を聞きました。市として、市の教育委員会としてどういうように考

えておるかというような質問もありましたけれども「まず県の方が方向性を示してほし

い。」というようなことをその場では私は申しました。そして、こういうことがあった

ということはすぐに市長の方にはつなげました。市長さんももちろんそうだと思います

が、私は私なりに自分の立場として、先日も学校が始まりましたのでずっと学校めぐり

をしておりました。あの大栃の橋を渡っていっておりますと、この大栃高校が廃校にな
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ったときはどうなるろうと思って、胸が痛いというかそんなふうに思いました。また、

教育委員会として今の時点で何ができるかということでございますが、力も足りません

でできませんができるだけのことはと考えまして、実は大栃小学校と大栃中学校が豊か

な体験活動推進事業というのを２年間、今年と来年受けまして体験活動をやっておりま

す。その中で、大栃中学校は全員、７月の初めに大栃高校へ行きまして、改めて学校で

勉強して、そこで一泊いたしました。すぐ隣の自分くで泊まればいいようなもんですけ

れど、高校で泊まるというようないろいろ体験もいたしました。そういうようなことも

含めまして、本当に十分なことができていませんが、どのように教育的な面で、県へも

お願いをしたらいいだろうかと模索をしております。 

土曜日に、８日の日でしたか、教育行政懇談会がありました。これは香美・香南地域

のＰＴＡや教育委員会の者が集まりまして、県の教育次長を初め各担当が来て話し合い

をするという会で、もうずっと続けておるものでございますが、その後でも高校の方も

来ておりましたので。高校教育改革課がなくなりました、今年から県には。ちょっと話

もしましたが、また皆さんのお力も借りて、どういうふうにするかということは考えて

いかなければいけないと思っております。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   千頭洋一議員の大栃高校の統廃合の件でございますが、先ほ

ど教育長の方からお話がございましたとおり、教育委員会の方へ県の方からの相談があ

っておるということを教育長から報告をお受けをしております。長い期間、高校教育の

メッカとして大栃高校、長い間の歴史をはぐくんできたわけであります。その学校が平

成２１年度末をもって統廃合をされるということは大変残念でございますけれども、し

かしながら、そうしたことが現実としてくるわけでございます。そうした中で、今のと

ころ統合後の校舎の利用については、市としましても具体的な構想、また計画等も私自

身持ち合わせてはおりません。しかしながら、先ほど教育長の話にありましたことを含

めまして、今後県あるいはまた教育委員会、そうした方たちとの協議が必要になろうと

いうふうに思っております。いずれにしましても、大変広大な敷地の中の大きな建物で

ございますので、利用するにしてもまたいろんな面で限られてくるのではないかという

ふうに思います。有効な活用方法について今後協議をすることになろうというふうに思

います。 

○議長（中澤愛水君）   ７番、千頭洋一君。 

○７番（千頭洋一君）   ７番、千頭でございます。２回目の質問をさせていただきま

す。ご丁寧なご答弁、どうもありがとうございました。 

  まず、敬老会の補助金についてでございますけれども、先ほどのご答弁いただきまし

た中によりますと、自治会開催に対する補助ということで、７５歳以上で出席者の方を

対象にするということをお伺いいたしました。ちょっとここで重ねて確認させていただ

きたいんですが、昨年、１０月第６回（定例会）の答弁ときに同僚議員ございまして同
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様の質問をしました。そのとき、後でちょっと調べてみましたら、実際にその参加をす

る方を対象にして計算上で補助を出しているということであって、この参加ということ

は出席者と見るのか。例えば、かつて旧香北町なんかでは、私の地域なんかでもそうで

したが、在宅者にもお祝いの品々、赤飯等を家庭へ役員さんが持って行ったということ

もしておりました。それが、出席者になるとそれが、できないということでございます

が、ずっと調べてみましたら何か昨年に答弁をいただいた中には「そういったことも可

能である。」というようなご答弁もいただいたように記憶しておりますが、再度そのあ

たりを確認させていただきたいと思います。 

  それと、今年の敬老会、地区敬老会の補助についてという形で各自治会長さんあてに

文書もちょっといただきまして、見させていただきましたら「地区主催の敬老会である

ことと、７５歳以上の敬老会参加者が対象です。」といった形で書いておりまして、私

どもの地域では、あくまでも参加者イコール出席者という考えを今まで持っておりまし

た。ここでちょっと改めてお伺いさせていただきたいと思います。 

  それと、平成１８年度は（対象者）５,１８７名で実際に出席した方が１,６２３名で

す。という形でございますが、半分にも足らない３０％前後ぐらいの出席者でございま

す。今年は若干対象者はふえた。それから、もちろん参加者の予定者もふえてるという

状況でございますが、そういったように在宅されておって、そういった方々も対象にな

ればもうちょっと実際の参加者がふえるんじゃないかというふうに考えておりまして、

ぜひまたそのようにお願いしたいと考えております。 

  それから、地区自治会に、町内会等に加入、未加入にかかわらず対象者を全員にすべ

きではないかということでございますが、確かに行政の方から考えてみますと、全員、

個人に渡すわけではないですので、やっぱしそうかなということも考えますが、なお一

度検討をお願いしたいと思います。 

  それと、昨年度は当初予算が約４５９万円ぐらいありましたですけど、今年は随分少

なくなっているという状況もありまして、なお、この件についても特段のまたご配慮を

いただければと思います。 

  それから、次のその大栃高校の件でございますが、確かに私も非常にこのことを質問

していいのかどうかなということでちょっと心配があり、校長先生にちょっとお話にお

伺いさせていただいたことがありますが「新聞紙上でももう既に平成２１年度末には廃

校になるということがわかっているので、もうそれはいいです。」という形で連絡、ご

答弁いただきましたのでお伺いしたものでございますが、確かに県教委さんとも、県の

教育委員会ともご相談してしなければならないことですけども、平成２２年３月になっ

てからどうしようとかいうことをしててはなかなかもう時間が相当経過してしまうとい

うことで、今から何とかこの有効な活用をお願いしたいというように考えております。

いろいろ資料を見ておりますと、さきの昭和３５年に農業高校の香北分校として設立さ

れたときには、当時の旧物部村長さん、それから（旧物部村）議会等々、並々ならぬ努
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力があったということもお聞きしましたし、もしどうしても県の許可がならなければ、

もう我々は（旧物部）村立でやってもいいというぐらいの気構えでその高校を誘致した

ということもお聞きしました。そのようなこともありますが、今度、折りしも５０周年

で廃校になるということに対しまして、また、そのような熱意を持ってひとつご検討、

ご審議をお願いできればと思いまして、これで２回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   敬老会につきまして、２回目の質問にお答えをし

たいと思います。 

  在宅で出席をされない方は対象になるのかならなのかと、こういうお話でしたけれど

も、その点について、まず補助についてもう一度お話を申し上げますと、地域の自治会

が開催する敬老会が補助の対象でありますと。その敬老会の要件というのは、７５歳以

上の高齢者に参加していただくということです。ですから、６５歳（以上）を対象にし

てやられるところ、あるいは７０歳（以上）を対象としてやられているところもあるわ

けであります。しかし、もう全然開催をしないというふうなところは対象外ですよとい

うことで、補助金の計算は、７５歳以上の出席された高齢者を対象にしてカウントさせ

ていただきますということです。したがって、在宅でおられる方で出席できないという

方につきまして、例えば地域ではその方にもということで、その補助をもらった全部の

経費のほか、補助だけでできないから大半地域の部落費を足しただとか、自費を足した

というお話を聞きます。補助金が少ないんじゃないかというご批判もそのあたりにある

わけでありますけれども、そういう経費の中からちらし寿司を在宅の方へ持っていきま

したよとか、あるいは病気で入院されているけれども、お家の方に気持ちを届けました

と、こういうお話がされています。したがいまして、その敬老会、それ自体はそういう

方を排除しているということではない。補助のカウントの中で、カウントさせていただ

くときに７５歳（以上）の出席ということを入れておるということであります。それが

７５（歳以上）がよかったのが、７０（歳以上）であるべきなのか、そこの地域の人の

数を全部、いる数を全部カウントしようとかいうことの議論があると思いますけれども、

現在のところは出席というところであります。というのは、高齢者にその敬老会に参加

をしていただいて、いろんなお話をしていただくということ。これが高齢者にとりまし

ても大変活性化にもつながりますし、またその高齢者の苦悩やあるいは喜びとか価値観

といったものを地域の人が分かち合うということも大切なことだということで、ぜひ出

席を促したいという意味から出席ということを入れておりますけれども、ただ、今ご紹

介いただきましたように、その通知文書の中に７５歳以上の出席者しか対象にしないか

のような、理解をされたというふうに言われましたので、その点では文章は今後検討さ

せていただきます。誤解のないような形にさせていただきたいというふうに思います。 

  それから、自治会に未加入、加入によってどうなんだと。行政としましては、加入、

未加入を対象にせず、すべての香美市在住の高齢者を対象にしておるわけでありますけ
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れども、自治会の実際の開催としては自治会に加入してない方で、そういう方は誘えな

いというふうなことがあるよということをお聞きをしております。特に、民生委員さん

というような立場で「すべての高齢者のことを思いながら過ごしてるんだけれども、地

域の自治会に誘いづらいと、何とかならんだろうか。」というお話があるわけですけれ

ども、そこはもう自治会の会長さんとご相談をしてくださいというふうなことで今まで

きておるところですけれども、これも大きな問題だとはいうふうには理解をしておりま

す。 

予算につきましては、昨年は随分とってたのに落としたじゃないかというお話でした

けれども、ご承知のように合併前には、７０歳以上を対象にしたり、あるいは品物を贈

ったりすることのみでも対象にしておったというふうな実績がございました。そうした

実績が非常に大きゅうございましたので、それを基礎にして計算をしたために平成１８

年度につきましては、若干数字が大き過ぎたかなというふうに思っておりまして、平成

１９年度以降は平成１８年の実績とか見込みとかいうものを見込みながら予算を立てて

おりますので、その点では実情にふさわしい予算になってきているというふうに思って

おります。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   大栃高校の廃校後の校舎利用につきましては、２回目の質問

にお答えします。 

  先ほど教育長から申し上げましたように、県の方にまず方向性を示してほしいという

申し入れもいたしております。そうした中で、また県の方からもお話があろうかと思い

ますし、また、当然協議をする場合には地元、また議員の皆さん方のお知恵も当然お借

りをして進めていかなければならないというふうに考えております。 

○議長（中澤愛水君）   ７番、千頭洋一君。 

○７番（千頭洋一君）   ３回目の質問をさせていただきます。 

  大栃高校の件でございますが、先ほど第１回目の答弁の中で原教育長さんが「７月の

終わりに県の方から市の教育委員会の方にお伺いして」というお話がありましたんです

が、その折に県の意向としてどのような考え方が、もしあったとかいうことがあればお

伺いさせていただきたいと思います。市としては、県の方向性を先に示せというふうな

ご答弁だと思いますけれども、県としてもしお考えが何かありましたらひとつお願いし

たいと思います。 

以上で質問を終わらせていただきます。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   千頭議員さんの３回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 

  県（の考え）は何もなかったんです。ただ、ここにもありますが、この地図とか敷地
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の、何ができたとかいうようなこの書類を持ってまいりまして説明がありました。この

農園は何か使う予定はないかとか、ここのハウスはどうするかとか、事細かに市として

何か考えはないかとかいうようなことでございました。また、そのちょっと県の説明も

間違ってもおった面もあったんですが、その建設の年など。その後、大栃高校の校長と

会うことがありまして、ちょっとまたその県が来たこと等を含めて話もいたしました。

何もなかって、ただ、今言ったような状態でしたので、そんなことで来られても私たち

も困りますので、県がまずいろいろ考えてきてほしいということを申しまして、その旨

のことをこの地図と一緒に市長にすぐつなげたようなことでございます。また、皆さん

も一緒になって考えていただけたらと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   暫時１０分間休憩をいたします。 

（午前１０時２３分 休憩） 

（午前１０時３４分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、１０番、山崎晃子君。 

○１０番（山崎晃子君）   １０番、くらしと福祉を守る会の山崎晃子です。私は、住

民の皆さんの声を大切にし、その思いをまっすぐ届けられるよう丁寧な質問に努力いた

します。市長並びに関係担当者から率直で明快な答弁をいただきますよう求めまして、

通告に従い質問いたします。 

  初めに、基本健診、特定健診、特定保健指導についてお伺いいたします。 

  昨年６月に医療制度改革関連法が成立し、来年度から生活習慣病対策が本格的に実施

されます。これまで４０歳以上の住民に市町村が行っていた個別疾患の早期発見、早期

治療が目的の基本健診が本年度末で終わり、かわりに来年度からメタボリック症候群の

考えを導入した予防重視の特定健診、特定保健指導が始まります。新制度は、４０歳か

ら７４歳のすべての国民に健診を受けさせるよう市町村などの健康保険運営者に義務づ

けられます。そして、受診率やメタボリック改善率などが目標に達しなければ、ペナル

ティーが課せられることになっています。特定健診への移行は糖尿病などの慢性疾患や

その予備軍を減少させ、中長期的な医療費の削減に結びつけるのが大きなねらいです。

その特徴は成果を数字で求める点で、受診率や保健指導の実施率、メタボリック症候群

の改善率が目標値として設定されています。それによりますと、５年後の受診率目標は、

全国平均が７０％と設定され市町村国保の場合は６５％、共済組合などは８０％になっ

ています。そのほかに特定保健指導の実施率が４５％、メタボリック該当者と予備軍の

減少率は１０％などとなっています。そして、これらの目標を達成するかしないか、そ

の結果次第で来年度から始まる後期高齢者医療制度に市町村国保や健保組合が拠出する

支援金が最大１０％の範囲で増減してしまいます。受診率などの目標を達成できない場

合には保険運営者の負担が大きくふえますから、その影響で健診料や保険料の引き上げ
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につながっていく可能性も危惧されます。加えて、当面の受診率が上がるほど、無料や

格安で健診を行っている市町村の財政がさらに圧迫されるという矛盾した事態になるこ

とも指摘されています。以上のことをもとにお伺いいたします。 

  １点目に基本健診受診率についてですが、本県の基本健診受診率は全国平均と比べて

２０ポイント以上低い水準で、平成１７年度は２０.８％でした。これは平成１５年度

以降３年連続で全国最下位となっています。新制度スタートで劇的に受診率が上がらな

い限りは、ペナルティーを与えられてしまうことになります。このことが市民に負担を

かける結果にならないように、受診率の向上に努めなければいけないと思います。香美

市の場合は、合併前は郵送または地域の健康推進員や地区長（自治会長）さんが各家庭

を回って、調査票の配付、回収、受診の呼びかけなどを行っていました。合併後は経費

節減などの理由から、広報での呼びかけと電話申し込みに変更されました。そして、今

年度は希望調査票を各世帯に郵送し、休日の検診日を設定しました。これらの取り組み

の見直し、改善により、受診状況はどの程度改善されてきたのかをお聞かせ願います。

また、健診費用が昨年より値上げとなったようですが、受診への影響などはないのかも

あわせてお聞かせください。 

  ２点目に、この特定健診、特定保健指導は、これまでにも国・県・市町村等で行われ

てきた健康増進計画、医療費適正化計画等に基づく健康づくり施策の延長線上にありま

す。この新たな健診保健指導は対象者が特定されていますが、行政においては住民全体

の健康づくりと一体となった取り組みが求められます。このことについての認識と対応

をお聞かせください。 

  ３点目に、香美市の健診対象者数と、特定健診から特定保健指導への具体的な流れは

どのようになるのかお伺いいたします。 

  ４点目に、特定健診の目的は糖尿病などの慢性疾患や予備軍を減少させ、医療費を削

減することにあり、その実現のため受診率や保健指導の実施率、メタボリック症候群の

改善率などに高い目標値が設定されています。これらの目標を達成するためには、市民

の協力は欠かせず、その意識や意欲を持ってもらうことが必要であると考えます。しか

し、個人それぞれの生活習慣を変えていくのは容易なことではありません。このことを

どのように認識され、今後どのように具体的に取り組んでいかれるのかお聞きいたしま

す。 

  次に、介護予防事業についてお伺いいたします。 

  介護予防事業の取り組みは、介護保険の基本理念のもとで高齢者ができるだけ自立し

た生活が送れるように支援し、要支援や要介護状態にならないように、また、重度化を

防ぎ改善を図ることを目的として実施されるものです。その内容は、すべての高齢者が

生き生きと暮らせるように、地域全体で支援していくことを目的とした一般高齢者施策

と、要支援や要介護状態よりも軽い状態の、いわゆる虚弱高齢者を対象に運動機能プロ

グラムによる通所事業などを行う特定高齢者施策があります。香美市としての取り組み
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は、健康づくり推進課が実施している運動の集いと、社会福祉協議会が実施しているい

きいき教室、保険課が中心にしている運動教室があります。これらの取り組みについて、

昨年の議会の中で、保険課長から対象者や参加者の状況から実施方法を見直す必要があ

るなど、幾つかの課題をお聞きしていました。同時に、今後介護保険の取り組みを市内

の全地区に広げていくという抱負もお聞きしておりました。このことに関し質問をさせ

ていただきます。 

  １点目に、昨年１年間の取り組み実績と本年度の介護予防の取り組み状況についてお

聞かせ願います。あわせて、自主的、あるいは事業終了後継続して取り組んでいる地域

の状況についてもお聞かせ願います。 

  ２点目に、送迎に関してお伺いいたします。市民の間からは「送迎サービスがないの

で、行きたくても行くことができない人がいる。介護予防はそんな方々に参加してもら

うべきではないのか。」との声も聞かれます。介護予防の対象者に１人でも多く参加し

ていただくため、また参加しやすくするために運動教室以外にも送迎サービスの実施を

検討するべきではないかお伺いいたします。 

  ３点目に、介護予防の取り組みを充実したものとするためには、市全体の取り組みと

することは非常に重要であり、定着、継続した取り組みとするためにも地域住民の協力

は欠かせないものだと思います。昨年、ボランティアの育成に関して１２月議会で同僚

議員の質問に対し、保険課長は多くの人に活動にかかわっていただいて、それから養成

をしていくと答えておられましたが、その後、香美市における協力者などボランティア

の養成状況はどのようになっているのかお伺いいたします。 

  次に、障害者福祉についてお伺いいたします。 

  昨年４月より障害者自立支援法が施行され、サービスの利用にも原則１割の自己負担

が課せられました。国は激変緩和措置として３年間の負担軽減策を打ち出しましたが、

根本的な改善には至っておらず、障害のある方々にとってはなお厳しい状態にあります。

また、法施行のもと、サービスの提供事業者は報酬の算定方法が月払いから日払いにな

ったことや、報酬単価の引き下げなどにより厳しい運営を余儀なくされ、人件費を削減

するなど、利用者の処遇にも影響が出てきています。このような状況の中、このほど香

美市障害者計画及び障害者福祉計画が作成されました。障害のある人もない人も、だれ

もが主体的に生き、ともに支え合う地域づくりを目指して、まさしくこのような社会が

香美市のまちづくりの基本であると考えます。障害があっても、高齢になっても、住み

なれた地域で安心して暮らし続けたいという願いは、だれもが持っている共通の願いで

す。また、現在、障害のあるお子さんを抱えておられる親御さんは、自分たち親が亡く

なった後も、子どもたちが安心して生活していけることだけを強く望んでいます。その

ような方々のためにも、この計画が絵に描いたもちにならないように、障害者のために

本当の意味で生きた計画であってほしいと心から願うものです。 

  それでは、質問に移ります。 
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  １点目に、この香美市障害者計画及び障害者福祉計画の中で、香美市の障害者福祉の

中核として位置づけられている香美市自立支援協議会についてお伺いいたします。当協

議会は、香美市の障害者福祉に関して重要な役割を果たしていくものですが、メンバー

や選定するに当たっての注意点、考慮点などがありましたらお聞かせ願います。あわせ

て、同協議会の具体的な活動などについてもお聞かせ願います。 

  ２点目は、この計画が策定されるに当たって、当事者の参加や意見集約はどのように

されたのかをお伺いいたします。 

  ３点目に、対象者へのアンケートから、市に充実してほしいこととして医療費の軽減

や年金などの経済的な支援の充実といった経済的な支援に関することが上位２位までを

占めています。このことについて、今後どのように対応していくのか具体的なお聞かせ

願います。また、ご家族の方は、精神的、経済的な悩みを病院に相談しているケースが

多いと思われますが「気軽に悩みを相談できる窓口が行政にない。行政に障害について

の専門知識を持った人がいてほしい。」という市民の声も聞かれます。障害者や家族が

相談できないまま悩みを抱え込んでいるケースも多いのではないかと危惧されますが、

香美市の相談窓口で専門的な対応は可能な状況でしょうか。また、各支所の相談窓口の

対応についてもお聞かせ願えればと思います。 

  ４点目に、雇用・就労の支援についてお伺いいたします。ある施設の職員から「まだ

まだ受け入れ態勢が整っていないためなかなか就労にまでは結びついていない。就労し

た場合でも、周囲の環境が整っていないため継続して就労することができない場合が多

く、就労支援は理想とかけ離れ、非常に難しい状況にある。」との話を聞きました。本

県の場合は、本年度から障害者の就労支援に対し専任チームが配置され、７月から障害

者の雇用率が低迷する民間企業への働きかけの強化や、福祉施設での工賃水準の引き上

げなどを重点に支援策が順次具体化されると聞いていますが、香美市では雇用・就労に

関してどのような支援を行っているのかお伺いいたします。あわせて、市職員としての

採用状況や、香美市内の企業などへの雇用・就労状況についてもお聞かせ願います。 

  最後に、庁舎建設についてお伺いいたします。 

  庁舎建設については、これまでの議会でも何度か質問がありましたが「新庁舎は合併

後おおむね５年を目途に建設する」という合併協定事項を大前提に、建設の基本構想が

打ち出され、庁舎の位置などと並行する形で検討が進められています。諸般の報告でも

お聞きしましたが、８月２９日の庁舎建設委員会の中間報告の内容では、現庁舎の問題

点として事務所の分散化、事務所の老朽化、設備の不備、セキュリティ対策の不備、時

代の要請に対する不適応などを挙げています。同時に庁舎位置、庁舎規模、地球環境へ

の配慮、庁舎機能の充実、住民の利便性、庁舎の耐久性、庁舎の安全性、香美市らしさ

の追及という８項目の指針も示されています。同指針は「本市の身の丈に合わせてデザ

インし、実現する」ものともされています。私は、老朽化して災害に絶えられず、災害

本部も設置できない状況に対応するために、庁舎の建てかえを行うことは必要であると



 

－26－ 

思います。しかし、現在までの建設に向けた取り組み方を見る限りでは、平成２３年３

月から逆算したスケジュールを最優先にし、住民との論議が十分に行われないまま、半

ば強引に推し進められている感じがしてなりません。実際に住民の方からは「新庁舎は

本当に必要なのか。一部の偉い人たちだけで進められている気がする。もう少し住民に

説明をして意見なども取り入れながら進めてほしい。」との声も聞いています。 

  そこでお伺いいたします。庁舎は香美市のシンボルでもあり、住民生活を守るための

拠点、まちづくりの拠点となる重要なものです。そのような大切な庁舎を建設するに当

たっては、住民と一緒に考え、住民とともに進めていくという姿勢が大切であると思い

ます。また、現在、新たな枠組みによる合併構想が県より提示され、県の主導で強行に

進めることを明言しています。これは、合併時の協議とは状況が明らかに違ってきてい

ます。新庁舎建設に関しては、この状況の変化も含めて改めて住民に説明をし、逆算の

スケジュールに固執することなく、十分に議論を進めてから進めるべきではないでしょ

うか。見解をお聞かせください。あわせて、これまで住民からの意見集約の場や、住民

の声をどのように反映されてきたのかもお聞かせ願います。 

  また、県が強引に進める新たな枠組みによる合併は、２０１５年までに合併すること

を前提にしています。もしこれが現実のものとなった場合には、せっかく建設した庁舎

が支所になったり、職員数も大幅に削減される可能性なども否定できないのではないで

しょうか。仮にですが、もしそのような状況になってしまった場合は、議場も必要がな

くなってしまいます。このような流動的な状況の中での庁舎建設に関しては、今後の香

美市のあり方も検証、シミュレーションし、それを住民に情報開示しながら進めること

が大切であると考えます。 

また、次の広域合併については、執行部が単独自立を宣言して進むのであれば、それ

なりの規模の庁舎を建設する必要があるかもしれません。しかし、次の広域合併を視野

に置いているのであれば、この時期の庁舎建設は、香美市の合併で物部支所や香北支所

で生じた事例のように、空室を倉庫などに利用せざるを得なくなったりする可能性も出

てきます。また、合併特例債償還のピーク時と、県が示している広域合併の時期とが前

後しているということも気がかりな点です。仮にどうしても建設が必要としても、その

規模は必要最小限の規模とし、現在の構想よりさらにスリムな形のものにしていくこと

なども検討するべきであると思いますが、見解をお聞かせください。 

  最後に、現在分散している西庁舎、ＮＴＴ、教育委員会等の借地、借家料などの維持

管理にかかる費用は年間どれぐらいの経費がかかるのか。また、新庁舎を建設すること

によりどれぐらいの経費削減になる見通しなのかお聞かせください。あわせて、新庁舎

建設により不用となる土地については、売却をする予定なのかもお聞かせください。 

  以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   健康づくり推進課長、岡本篤志君。 

○健康づくり推進課長（岡本篤志君）   １０番、山崎晃子議員の基本健診、特定健診、
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特定保健指導についてのご質問にお答え申し上げます。 

  まず、１点目の基本健診の受診状況及び健診費用値上げによる受診への影響について

のご質問にお答えをいたします。 

  基本健診を初めとする各種健診の申し込み方法を昨年度の電話申し込みによる方法か

ら、本年度は各世帯へ希望調査票を郵送し、返送していただく方法に変更をいたしまし

た。このことにより、基本健診の受診申込者数は、昨年度の３,０４０人から本年度

３,６９１人と、６５１人、２１.４％の増加となりました。受診者数につきましては現

在実施途中であり、詳しい集計ができておりませんが、各健診会場においておおむね昨

年度を上回る受診者数となっており、申し込み方法を変えたことによる効果は一定あっ

たものと考えております。本年度、基本健診及び各種がん検診がまだ多く予定されてお

りますので、より多くの住民の皆さんに受診いただけますよう今後とも努力をしてまい

ります。 

  また、お尋ねの健診費用の値上げというのは、合併前の旧物部村においては基本健診

の個人負担金が無料であったところ、合併後は１人１,０００円をご負担いただくこと

になったことについてと思われますが、旧土佐山田町と旧香北町におきまして、平成１

７年度より実施しておりました個人負担金に統一させていただいたもので、このことに

つきましてもご意見等は、私の把握している範囲では特にいただいておりません。昨年

度は全体的に受診率が低下いたしましたが、その中にありまして旧物部村での基本健診

の受診について、旧土佐山田町、旧香北町と比べて特に減少したということはありませ

んでした。 

  次に、２点目の住民全体を対象とした健康づくり施策への取り組みについてのご質問

にお答えをいたします。 

  平成２０年４月から、医療保険者の責任において特定健診、特定保健指導が実施され

ます。香美市は国保の保険者として、市民の中の国保被保険者について特定健診、特定

保健指導を実施することになります。現在の予定では保険課国保係と連携して、健康づ

くり推進課が健診事業を実施していくように協議中でございます。しかしながら、住民

の皆さんへの健康づくりについての啓蒙・啓発、健康教育等、さまざまな一般施策であ

りますポピュレーション事業につきましては、ヘルス部門としての健康づくり推進課が

行うべき大切な事業であると認識しております。基本健診は特定健診となりますが、各

種がん検診は引き続き健康増進法に基づき一般市民を対象に市が行っていくことから、

健診の待ち時間を利用しての健康教育実施や、乳幼児健診等を通じて若い世代への健康

教育を行うなど、広報紙への掲載に加えまして、さまざまな機会をとらえながら啓蒙・

啓発を行っていきたいと思います。 

また、香美市の健康課題の抽出を行い、進むべき方向を示し、行政と住民が一緒にな

って取り組む運動にしていくことも今後の健康づくりの大切な柱だと考えております。

時代や制度が変わっていく中にあっても、市民の皆さんの大切な健康づくりについて、
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健康づくり推進課として今後とも力を注いでいきたいと思います。 

  以上、どうかよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山崎議員のご質問にお答えします。 

  まず、特定健診、特定保健指導についてお答えします。特定健診の４０歳から７４歳

の対象者数は、平成２０年度推計で７,０４５人です。（後に「対象者の推計は６,８９

３人」と訂正あり） 

  次に、特定健診、特定保健指導についての具体的な流れと具体的な取り組み内容も入

れて、あわせてお答えをさせていただきます。保険課を中心に健康づくり推進課と協議

しながら、来年度からの事業について検討をしています。ほぼまとまってはいますが、

若干修正を加えるかもしれません。現段階での予定ということでお答えをさせていただ

きます。 

特定健診は、従来の集団健診も行いますが、集団健診とは別に、各個別の個人が主治

医の病院などで行う個別健診とで行う予定です。受診券を発行しますので、集団健診で

も個別健診でも、この受診券と保険証とを健診会場で提示して健診を実施していただく

方式になります。個別健診は県内の市町村の多くが取り入れようとしておりまして、県

医師会と現在協議中で、協議が整えば市町村の代表市と県医師会とが契約を結ぶことに

なり、手を挙げた医療機関で個人が好きな日に健診が行えることになります。健診項目

は、従来の項目とほぼ同じような基本的な検査と問診と腹囲測定です。この腹囲測定は

新たに加わった項目です。これらに基づいて生活習慣病、いわゆるメタボリックシンド

ロームに着目した発症リスクなどから３つのグループに分けて、個々人に合わせた保健

指導を保健師、管理栄養士が実施していきます。３つのグループは、情報提供、動機づ

け支援、積極的支援の３つでして、積極的支援は、生活習慣病の危険性が重なりだした

段階の方を対象、動機づけ支援は、生活習慣病の危険性が出現し始めた段階の方が対象、

情報提供は、健診受診者全員です。動機づけ支援、積極的支援の方々をメタボリックシ

ンドローム該当者と予備軍というように位置づけまして、これらの方々に対して保健指

導を重点的に実施して、病気にならないように事業を実施します。具体的には、健診後、

動機づけ支援、積極的支援対象者に対して、保健師などが集団指導や本人と個別対応に

よって実施していきます。動機づけ支援は、本人が自分の生活習慣の改善点や実践して

いく行動などに気づき、みずから目標を設定し、行動に移すことができるような支援を

します。動機づけ支援は、初回面接後、３カ月から６カ月後に本人と保健指導実施者と

で評価を行います。積極的支援は、健診判定の改善に向けて取り組むべき目標や実践可

能な行動を本人が選択し、継続的に実行できるような支援をします。初回面接後、３カ

月以上の継続支援を実施しますが、この継続支援というのは面接、電話、ファクス、手

紙、Ｅメールなどについて３カ月間の継続の支援を行って、その後、３カ月から６カ月

後に本人と保健指導実施者とで評価をします。こういったように特定健診を実施した後
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に、特定保健指導を実施してメタボリックシンドローム該当者あるいは予備軍を減少し

ようとするものです。 

  次に、介護予防事業についてですが、介護予防事業については、地域包括支援センタ

ーが健康づくり推進課と香美市社会福祉協議会との連携、協力のもと実施してきました。

昨年度の取り組みの実績ですが、まず特定高齢者事業については５回実施し、４８名の

参加者がありました。そのうち、特定高齢者は９名、香美市基準で３９名でした。一般

高齢者事業は、健康づくり推進課の運動の集い事業と香美市社協の交流の場づくり事業

を実施しました。健康づくり推進課のモデル事業の運動の集い事業は、月１回から２回

の定期的な運動指導、健康教育を行いながら住民の自主活動、支援を実施してきました。

場所は市内３カ所で、平均１０名から１６名の参加者がありました。今年度も自主活動

として継続して実施されています。社協の行ってきた交流の場づくり事業は、市内５地

区、６カ所でモデル事業として取り組み、月１回から２回の実施で、１回平均７名から

２０名の参加者がありました。今年度も自主活動として継続して実施されています。自

主的に活動されている地区のうち昨年度に支援を行った地区は１０カ所で、引き続き実

施されています。 

  次に、本年度の取り組み状況ですが、特定高齢者事業は昨年度参加者が少なかったこ

とや、国の基準の見直しなどによって、本年度は運動機能に加え、閉じこもり予防にも

配慮した事業としてはつらつ教室として実施をしております。４月から通年で教室を開

催をしておりますが、８月末までの参加者は２２名です。健診での選定のほか、今年度

７５歳以上に行いましたアンケート調査でも候補者を選定し、優先順位の高いと思われ

る方から順次訪問を実施し、教室への参加勧奨を行っています。運動の集い事業では、

昨年度に引き続き健康づくり推進課のモデル事業として、プラザ八王子において毎週水

曜日に運動教室を行っています。教室を利用した運動ボランティア講座も行い、現在は

講座終了のボランティアを主体とした教室になっており、健康づくり推進課が支援をし

ています。参加者は毎回５０名を超えるほどの人気となっています。健康づくり推進課

において支援している各地区の自主活動、運動の集い事業は、地域の集会所などで実施

しており、９月初旬で４７回、８４５人が参加となっています。いきいき教室は、介護

予防知識の普及啓発と交流の場づくりをあわせた目的で本年度から取り組んでいます。

今年度は、市内７７カ所で教室を実施予定で、９月初旬で３４カ所終了し、参加者は３

７７名です。開催のお知らせを老人クラブを通じて配付してもらったり、お知らせ広報

などで通知しています。議員の皆さんも近くの集会所で教室が行われるときには、ぜひ

ご参加をお願いします。昨年度、ハイリスク運動教室及び運動の集いを実施しながら香

美はつらつ体操をつくり、ＣＤ、パンフレットを作成しており、いろいろな教室などで

利用をしています。 

  次に、送迎サービスについてお答えします。 

  現在の介護予防事業は住民のできるだけ身近な場所で、住民自身が必要性や楽しさを
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感じながら取り組みを進めることができるような支援ということで取り組んでいます。

以前のように予算がなくなれば終了せざるを得ない事業の実施は、かえって住民を混乱

させると考えています。 

  次に、介護予防の取り組みで地域住民の協力についてですが、おっしゃるとおり、介

護予防事業を市全体の取り組みとするためには、地域住民の協力が不可欠です。住民の

協力、ボランティア等の要請については、ボランティア組織や広報での呼びかけ、ボラ

ンティア養成講座として介護予防ボランティア講座を４月に５回実施しました。合計で

１１０名の参加がありました。住民の協力という点では、現在、はつらつ教室やいきい

き教室などの介護予防事業は土佐山田町、香北町、物部町の各ボランティア協議会や老

人クラブなどの協力のもと実施しています。また、さまざまな場面で区長（自治会長）

さんや民生委員、健康づくり推進課のボランティアである健康づくり婦人会や健康づく

り推進員、食生活改善推進協議会などの皆様にお世話になりながら事業を実施していま

す。地域においても交流の場づくり事業を支えてくださっている多くの方々があり、各

地区で新たに運動の集いが開かれたり、旧町村時代からの活動を継続発展させているグ

ループが多くあります。市職員、社協の職員のみでは限られた事業になってしまいます。

このように多くの地域住民の方々の協力をいただきながらさまざまな事業が展開されて

おり、地域の住民の力が活動を通じて広がっており、非常にありがたく、心強く思って

おります。今後も住民の皆さんの協力をいただきながら事業を進めていきたいと思って

います。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   障害者福祉につきましてお答えをしたいと思いま

す。 

  障害者自立支援協議会の目的につきましては、国の方は、初めは個別支援ということ

を大変言われたわけですが、現在国の方は地域づくりも含めてと大変幅広い考え方にな

ってきております。しかしながら、やはり個々の方々の支援、個別支援、そしてまた計

画をきちんとその検証していくということが大変大事だというふうに考えております。

協議会につきましては、１２名の委員で、９月の早い段階に、できるだけ早く発足をさ

せたいというふうに考えております。この委員会、協議会の委員のつきましては、委員

というとこから少し議論もありましたけれども、やはり個別の支援をしていく、あるい

はその専門性が必要だというふうなことから、即対応できるような形にしないといけな

いということで代理の制度を導入することにいたしました。このことにつきましては、

７月２７日に障害者計画を策定いただきました、その構成メンバーの方々に集まってい

ただきまして、準備会として議論をいただいた中でそういうふうな方向になったわけで

あります。協議会の要綱については、もう告示も終えておるという状況でございます。 

  次に、計画策定時の当事者の意見集約はどうだったのかということでありますけれど

も、意見集約につきましては、この計画書の巻頭の市長のあいさつにもありますように、
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２,３２３名の市民の皆さんに意向をお聞きをしております。障害者の皆さんには１,３

２３名、しかも６４％という大変高い回答率で回答をいただいております。そのほかに、

市内を中心といたしまして、団体でありますとか施設、それから各職場を８８カ所お訪

ねして意向調査をいたしております。集約は、この計画書の第１章、一番最初に障害者

を取り巻く現状として掲載をさせていただいております。 

  ３番目の質問のアンケート結果だと思いますが、この計画書の中に、今言いました第

１章の中にあるわけでありますけれども、障害者が大事だと思っている問題につきまし

ては、医療費の軽減でありますとか、年金等の経済援助のことをこの３障害の方々それ

ぞれが大事だと、こういうふうに答えておるわけで、これへの具体策、市としての具体

策はということと、そしてまた、窓口の専門性の問題をお尋ねでありますけれども、こ

の医療費の軽減、年金等の経済援助というのは、障害者にとって非常に切実な課題では

あるわけでありますけれども、その問題、それ自体が国家制度であるということから、

地方自治体がどのようにしていくかということについてはおのずと限界があります。重

たい問題、中心的な問題なんですけれども、その制度的に地方自治体が対応していくと

いう点では大変限界も感じております。アンケートを取るということは、政策を展開す

るために取るのではないかというふうにお思いであろうかと思います。そのことは大変

かぎになるわけですけれども、アンケートを通じて、障害者にとってこれが切実な課題

なんだということを市民の皆さんに理解をしていただくことも大変意義が大きいという

ふうに思いますし、そしてまた、この課題自体が障害者のみならず、国民、市民の大き

な課題であります。ともに考えて、手を携えて前進するべき課題だというふうに理解を

いただけたらというふうに思っております。 

  ③の専門性のお尋ねでありますけれども、相談窓口としましては、相談支援事業とし

て育成園の方に委託をしておりまして、専門スタッフが手伝い、対応をしております。

行政としましては、その相談支援事業所を障害者の相互の窓口、相互の相談窓口だとい

うふうに位置づけをして、紹介をしております。もちろん、行政の窓口で答えられ、対

応できるものについては積極的に対応するべきだと、また対応しておるところでありま

す。この相談窓口の、やはりその専門性とか状況をきちんと把握して対応することの大

事さがあります。そういうところから、中央東福祉保健所において３市、３つの南国市、

香南市とともに、この民間の事業所も含め、行政も加わって情報交換や意見交換を現在

やっておりまして、広域的な視点にも立って取り組みを進めていくところでございます。 

  ④で就労支援のことについてお尋ねでありましたけれども、就労支援につきましては、

やはり個別支援を基本にしながら、県の障害者就労支援チームと連携しながら進めてい

くということが大切かというふうに思っております。個別支援ということで、最初にお

答えをいたしました協議会を早急に立ち上げまして、この中で個々の方々のサービスが

どうなっているのか、意向に対してどうなっているのかというようなこと。あるいは計

画に沿って就労支援がどういうふうに進んでいるのかと、このあたりをきちんとチェッ
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クをしていきたいというふうに思っております。 

  市の雇用状況でございますけれども、市長部局の職員は３０６名でございまして、障

害者の雇用率は２％でございます。教育委員会部局の職員は１２５名でございまして、

雇用率ゼロということになっています。これは、教育委員会部局がゼロとなっておりま

すが、実は昨年採用がございませんで、そういう中で退職者があったために雇用率がゼ

ロになってしまったというふうな状況もございます。あと、市内の就労の状況でござい

ますけれども、障害者が就労に至ったものとしましては、平成１７年度に２２名、平成

１８年度に１７名でございます。そして現在、平成１９年３月、この３月のハローワー

クに障害者の登録が１５０名ございまして、その内容は現在休んでおられる方が４０名

であります。就労されておる方が１０７名で、保留されている方が３名ということにな

っております。いずれにしましても計画が絵に描いたもちにならないようにしなさいと、

こういう話でございますけれども、我々もその方向に向かって一生懸命頑張ってまいり

たいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   庁舎建設担当参事、前田哲雄君。 

○庁舎建設担当参事（前田哲雄君）   山崎議員さんの庁舎建設につきまして答弁をさ

せていただきます。 

  まず、住民の意見集約のことに関しまして答弁させていただきます。 

  新庁舎の建設は、ご質問の中でもありましたように庁舎建設委員会、位置検討委員会、

庁舎建設職員チームにより庁舎検討が行われております。庁舎建設委員会の委員さんは

１２名でして、そのうち地域住民の代表である地域審議会から推薦された委員さんが６

名、住民から選挙で直接選ばれた市会議員の皆さんが３名、建築の専門家である建築士

さんが１名と、工科大で建築を専門とされている先生が１名、そして市の執行部１名を

代表しまして副市長が選任されております。こういう構成でございますので。また、位

置検討委員会は、１５名全員が地域審議会の委員さんでございます。地域審議会にはご

存じのように公共的団体、学識経験者、公募選任の３種類の委員さんがおられますけれ

ども、位置検討委員会の１５名のうち９名の方が、みずから応募されて選任されました

公募選任の委員さんです。建設委員会は今日まで９回、位置検討委員会は６回開催され、

先進地視察も１回行っております。位置検討委員会はその性格上、非公開となっており

ますけれども、建設委員会は公開で行われておりますし、市議会にも３委員会の進捗状

況を定期的に報告させていただいているところでございます。このように、住民主体の

委員会で透明性を保ちつつ協議を進めておりますので、事務局としましては住民と協働

しながら適正に作業は進んでいると、このように認識をしております。 

そして、県の新たな合併構想は今年３月に発表されましたが、５月の２０日には物部

川流域に対する知事説明会が南国市で行われました。具体的にはまだこの物部川地域に

対し、具体的な働きかけや指名された団体間での動きはありません。といいますのも、

県の合併構想は旧合併特例法のもとで合併しました市町村を否定するものではないから
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であります。県のこの構想によれば、旧法で合併して１０年間はその目標を持ってまち

づくりを進めることになっておりますので、それ以降に具体的にアクションをするよう

にというような構想になっております。確かに、地方分権というのは確実に進んでいる

わけでございますけれども、合併前に想定しました状況と、香美市の現在の状況が明ら

かに違っているというふうには認識しておりません。むしろ現在の地方自治体の置かれ

ている状況を想定できたからこそ、本市は「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くま

ちづくり」を旗印に合併したと言えるのではないかと、このように考えております。時

代はさらに厳しさを増すと思われますけれども、理想を持って合併したばかりの香美市

としましては、まずは自助自立の行政運営を施行するべきであると、このように考えて

おります。 

それから２点目の、次の広域合併に関してのことですけれども、県の合併構想は研

究・検討をすることは必要でございますけれども、香美市として具体的に行動する時期

にはまだ至っていないと、こういう認識でございます。したがいまして、新庁舎建設に

つきましては、香美市が必要とする規模、内容でなければならないと考えます。現在、

庁舎建設委員会では、香美市の身の丈に合った庁舎建設をするべく、適正地、適正規模、

必要性、時代分析、将来展望等々を勘案しながら基本構想策定作業を進めていると、こ

ういう状況でございます。 

３点目の分散している借地等の関係でございますけれども、借地に関しましては駐車

場用地としまして約３７０万円、事務所の借り上げとしましてはＮＴＴビルとか香森ビ

ルとかを含めまして９１２万４,０００円でございます。そして、事務所の電気料を含

む光熱水費は、集計できる範囲内で集計しまして約１５０万円ほどかかっております。

現在、庁舎位置検討委員会と庁舎建設委員会で建設候補地を含む建設基本構想を策定中

でありますので、まだ新庁舎の基本フレームが完成していない状態でありますので、維

持管理費以外のお答えはもう少しお時間をいただかなければお答えすることができない

と、こういう状況にございます。 

以上です。 

○議長（中澤愛水君）   １０番、山崎晃子君。 

○１０番（山崎晃子君）   １０番、山崎晃子です。２回目の質問をいたします。 

  まず初めに特定健診と特定保健指導についてですけれども、７月１１日の高知新聞の

記事に次のようなことが書かれていました。「メタボリック症候群とは、ウエストが男

性８５センチ、女性は９０センチ以上で、高血圧や高コレステロールなど複数の症状が

ある状態で、動脈硬化や糖尿病のおそれがあり、脳卒中や心筋梗塞を発症する危険性が

高いと言われている。メタボリック症候群に国が注目した大きな理由は医療費問題だっ

た。例えば、糖尿病の合併症から透析を受ける人は年々増加しているが、透析患者には

年間約６００万円の医療費がかかるという。糖尿病患者を１人でも減らすことができれ

ば、医療費削減にもつながると国は考えた。」とこのように指摘しています。また、
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「特定健診の健診項目には腹囲の測定などが追加され、メタボリックの該当者や予備軍

と判断された場合、生活改善や栄養、運動などの保健指導を受ける。健診の受診率や改

善列などが上がらなければペナルティーがかかる。とはいえ、受診率を目標値まで上げ

るのはかなり難しい。メタボ対策も唐突におりてきた印象がぬぐえない。国はお金は出

さないのに、次から次へと新しい制度をつくってくる。地域の中でメタボ対策にばかり

目がいく保健師がふえはしないか。高知の県民性を考えると、保健指導で生活習慣や行

動を変えてもらうのは難しいなど、国の制度に振り回される現場からさまざまな声が噴

出し始めている。」とも書かれていました。このように特定健診、特定保健指導につい

ては、現場からもさまざまな問題を指摘する声が出てきているようですが、その中でも

特に受診率が上がらなければペナルティーが課せられることは大きな問題です。香美市

の基本健診の受診率は、先ほどの報告から平成１８年度よりは今年度は少し改善されて

きたということでしたけれども、県内では長岡郡本山町が一番受診率はいいようです。

ここは事前調査で対象者をきちんと把握して受診を申し込んでもらった上で、町内の病

院へ来てもらう方法で、受診できなかった人には再度案内を出すなど、きめ細かな対応

で受診率を上げているということですが、今後のこの受診率の向上に関して、香美市と

しての対応策についてお伺いいたします。 

  また、そのほかにもそれぞれの保険者が健診を受けれる医療機関はどのように確保し

ていくのかという問題や、健診の充実により患者及び予備軍がふえる矛盾もあるのでは

ないかという指摘もあります。現実に保健指導に当たる保健師ら指導員の不足も懸念さ

れているところですが、これらのことについての見通しと対応策についてお聞かせ願い

ます。 

  介護予防事業についてですけれども、本年度はかなり多く取り組みをされているとい

うことで答弁がございましたけれども、このボランティアの育成に関してですけれども、

このボランティアに関しての地域的な偏りとか、そういったことはないんでしょうか。

それぞれにボランティアさんがいて、活動ができているということでしょうか。その点

をお聞きいたします。 

  それから、送迎の件ですけれども、身近な場所でということですけれども、集会所が

遠い、物部町なんかにいたしますと、遠いっていうところもあったりして、なかなかそ

こまで行くのによう行かんということで、何とかそういった送迎バスを出してもらえた

ら参加することができるんだがというようなお話も聞いておりますけれども、その辺、

再度よろしくお願いいたします。 

  それから、その介護予防事業を推進するに当たって大切なことは、特定高齢者の方の

早期発見、掘り起こしをするということが大切だと思うんですけれども、本年度は特定

高齢者の把握事業を行って、その対象者に呼びかけをしているということでした。８月

２４日付けの高知新聞に、「介護予備軍をネット判定」というような記事が掲載されて

まして、これには「厚生労働省は、放っておくと介護必要となりかねない介護予備軍か
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どうかを高齢者自身や家族が自宅のパソコンからインターネットでチェックできる事業

を、来年度から始めることを決めた。みずからが介護予備軍であることを自覚してもら

い、市町村の介護予防教室などに参加を促すのがねらい。現在は、健診などで把握する

仕組みだが、健診を受けに来ない高齢者の方が閉じこもりで介護予防が必要なはずとい

う指摘があった。」というような内容でした。その特定高齢者を把握するのに基本チェ

ックリストを使うわけですけれども、その健診以外にも高齢者が日ごろよく立ち寄る場

所、例えば病院とか薬局、公民館、役所や郵便局、銀行などに配備して、地域のさまざ

まな活動とか、教室などに配付するなどして基本チェックリストに気軽に印をつけられ

る状態にしておくなど、介護予防の啓発を兼ねて基本チェックリストの活用方法につい

て研究してみてはいかがでしょうか。そして、その結果が一定の点数以上であった場合

には、地域包括支援センターにすぐに連絡が取れるようなシステムを整備し、対象者の

早期発見や掘り起こしができるようにすることも大事ではないかと思いますが、このこ

とについて見解をお聞かせください。 

  その障害者福祉に関してですけれども、香美市自立支援協議会が今からということの

ようですけれども、具体的にその活動としてはどういうふうに考えておいでるのか、も

う少し詳しくお聞きしたいと思います。 

  庁舎建設についてですけれども、住民の代表として地域審議会、住民の声を集約する

場としての地域審議会ということになろうかと思うんですが、地域審議会がどのように

住民の声を収集して審議されているのかっていうのが、地域を回って住民の方にお聞き

しますと、よくわからないというふうなことも聞きます。審議会の協議内容が十分にそ

ういった点で伝わってないのではないかと思うんですけれども、この点についてはどの

ように認識されているのかお伺いいたします。そしてまた、市として今後住民にどのよ

うな方法で説明して、意見交換を行い、協働していかれるのかについてもお聞きいたし

ます。 

  それと、新庁舎の方は土佐山田町内に建設予定ということにはなっておりますけれど

も、周辺部住民の交通手段の確保の検討など、そういったことはされたのでしょうか、

お伺いいたします。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   すいません、２回目の山崎議員のご質問にお答えします。 

  その前に、特定健診の対象者数の訂正をお願いしたいですが、平成２０年度推計の

７,０４５人というのは被保険者数が７,０４５人、推計でそうなっておりますが、対象

者数については、長期入院とか施設入所の方の人数を引いた６,８９３人が対象者数の

推計となっております。訂正をお願いします。 

  健診率を平成２４年度に６５％までにもっていかないかんということで、なかなか厳

しいとは思っております。今まで集団健診のみで実施してきておりましたが、平成２０
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年度からは個別健診ということで、個別健診も含めて実施を、併用して実施していきた

いと思っておりまして、医師会と話を進めているところです。集団健診では日が限られ

ておりましたので、その日にちょうど行けなかったとか都合が悪いという方も相当数い

たわけで、今後個別健診にすることによって率が上がっていくのではないかというよう

に思っております。それで、集団健診と個別健診の併用ですけれども、また先ほど山崎

議員が他町の例を述べられましたが、一括健診とかいう医療機関での健診のことだった

と思うんですけども、そういったことも考えながら進めていきたいというように思って

おりますので、平成２０年度の健診実績を踏まえて、また今後考えていかなければなら

ないと思います。 

  それから、ボランティアの地域の偏りについてですけれども、それぞれの旧町村でボ

ランティアの方々がおいでまして、地域の住民の方々にご協力いただいて事業を進めて

おりますので、偏りはないというようには思っております。 

  それから、送迎サービスの関係ですけれども、１回目にお答えをさせていただきまし

たように、介護予防事業に関しての送迎についてお答えしたように、今のところはでき

るだけ考えてないということで、送迎が不要だというように考えているわけではありま

せん。日常の買い物とか受診などの生活手段として、それから介護予防事業への参加手

段として、市としての交通手段の確保というのは求められておるわけですので、送迎サ

ービス、市民の交通手段の確保については市全体として検討していかなければならない

と思いますので、介護予防事業活動を通じての情報提供をそちらの方で行っていくこと

で、交通の手段の確保を行っていきたいというように考えます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   障害福祉につきまして、２回目の質問にお答えを

したいと思います。 

  （香美市自立支援）協議会の活動内容についてもう少し詳しくと、こういうお尋ねで

ございました。（香美市自立支援）協議会につきましては、個別支援というところから、

さらに国は地域づくりまでという幅広い概念で考えていますよというふうに、少し変わ

ってきたというお話を現在もさせていただきました。やはり、まずは個別支援、計画の

検証が大事だと申しましたのは、それは障害者個々のサービスが適切に行われているの

かどうなのかということ。十分にそれが行き渡っているかだけでなしに、適切になされ

ているかというふうなこともですね、非常に大事になってくるのではないかというふう

に考えております。もちろん、計画の検証も大事ですが、国の言う地域づくりにつきま

しても、やはり地域の住民の課題もございます。地域の障害者を抱える父兄の方もあっ

て、非常に大変な思いをされていることも聞かされております。そういう点で、そうい

う声も協議会の中に反映をして、いろいろと議論をしていただくことは大事ではないか

なというふうに思っております。これまで、この（香美市自立支援）協議会の立ち上げ
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につきまして、香南市、南国市から広域的な視点に立って、共同の設置をというお話が

ございました。これには、困難事例について小さな自治体で対応できるのかというお話

もありました。それから、専門性を確保するためにと、あるいは就労問題とかいうこと

についても幅広く考えていく必要があるということで、そういうご提案がございますけ

れども、私の方としましては、そういう広域的な視点は非常に大事なことであるけれど

も、組織を１つにするということではなく、共同開催という形で勉強はできるのではな

いかということでお話をさせていただきました。その結果を７月２９日の計画策定委員

会の構成メンバーの方々にお話をしまして、議論をしていただいたわけであります。 

まずは、香美市の（自立支援）協議会がなぜ必要かというふうに考えたかといいます

と、先ほども申しましたように、個別のその障害者のサービスがきちんと行き渡ってい

るのかどうかということが非常に大事だというふうに思っています。障害者自立支援法

ができました。しかし、なかなか問題があるということについては、皆さんが議論され

ております。当事者も困っておりますし、父兄も困っているし、施設も困っている。行

政も、そして関連するところもみんな困っている、そういう法律であります。しかし、

何を置いても、その障害者当事者のサービスがきちんといってるかどうかということは、

やはりそこの、その自治体が知らずして共同開催でやっていく、共同体としてやってい

って、困難事例だけをやればいいということにはならないというふうに思います。やは

り、個々の、一人一人のやっぱりサービスがどうなったのかということをきちんと見て

いく必要がある。さらには、現在その障害（認定）を受けてサービスを受けている方に

ついてはですね、適切にサービスの橋渡しをすることを目的にしましたけれども、これ

から新たな（障害）認定を受ける方については、どの基準のサービスが適切かどうかと

いうのは、非常にわかりづらいわけです。そこのところをしっかりと押さえていかなき

ゃならないということがありますので、やはり責任のある立場で、市がこの（香美市自

立支援）協議会を市の中に立ち上げるということが大事だということで、やってきてお

ります。そういうことから、この協議会の活動につきましては、個別支援を中心に進め

てまいりたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   庁舎建設担当参事、前田哲雄君。 

○庁舎建設担当参事（前田哲雄君）   山崎議員さんの庁舎建設について、２回目の質

問にお答えします。 

  まず、各建設委員会等の審議内容がわかりづらいと、伝わりにくいということに関す

るご指摘でございますけれども、確かにそのとおりだというふうに思っております。と

申しますのも、なかなか広報で、広報活動がうまくできて、いまのところ８月に１回広

報を出しましたでしょうか。（それ）だけで、なかなか市民の方に直接訴えかける情報

が少ないというのは認識はしております。そこの部分につきましては、このたび建設委

員会の方から中間報告という形で、今まで協議した内容を取りまとめて、今までの経過
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も含めて取りまとめた、住民の方に提供できるような内容として中間報告をいただきま

したので、今度はそのことをまた１０月ごろに記事として（広報に）載せますけれども、

そういう形で、あれを、今までの少ない面はそういう形でまとめて提供していきたいと

いうふうに考えておりますし、また、中間報告を具体的に知りたいという方がございま

したら、その中間報告もお渡しできるようになっておりますので、そういう形で今後は

ですね極力広報の方にも力を入れていきたいというふうに考えております。 

  それから、住民との意見交換ということでございますけれども、住民との意見交換に

つきましては、十分に今現在、意見交換をさせていただきゆうと。構成員もその１２名

中、建設に関する委員会であれば１２名中９名が一般住民の代表の方ですので、十分住

民の方とは意見交換をさせていただきゆう。ただ、この庁舎建設という課題は、一般の

方から直接意見をいろいろお聞きするとかいうことではなくて、そこは少し違うと思い

ます。それはどういうことかと言いましたら、庁舎建設というのは、建物を建てるとい

うことで、その過程の中には土佐山田町の都市計画とか建築基準法とか、いろんな具体

的な制約とか規約とか枠組みがあるわけです。そういうことを理解していただきながら、

その制約の中でどう建てるのかということを協議していただきゆうと、こういうことで

ございますので、ある一定住民と協議をするといいましても、住民の方にもある一定そ

ういう基礎的な情報、基礎的なことをご理解いただいた上でご意見をいただくと、こう

いうスタンスで今進んでいるところでございます。直接ですね、どうしても個人的に意

見を述べたいという方がおりましたら、別に事務局はそういう方から個人的な意見をお

聞きすればこういう意見もありましたという形で建設委員会の方へフィードバックして

いくことも可能ですので、それは拒んでいるわけではございませんけれども、あくまで

も庁舎建設というのは、ある一定その基本的な知識とか技術とか、そういうものを踏ま

えた上で検討していく、そういうものでありますので、住民の代表の方と相談しながら

させていただきゆうと、こういうことでございます。 

  それからまた交通便の確保とかいうことにはどういう配慮があるのかというご質問で

ございましたけれども、庁舎建設につきましては、やはり住民の利便性を第一に考えて

立地条件も考えていかないかんということで、今庁舎位置検討委員会の方では検討をし

ております。そしてまた、この９月には、本所、支所、それから分庁舎含めまして、９

月いっぱい来庁者の方のアンケート調査もしております。そのアンケート調査の中で交

通は何を使って来庁されたのかという、そういう調査をしています。それは徒歩で来ら

れたとか、バイクで来られたとか、自動車とか、そういう形で調査もしておりますので、

来客者がどういう交通手段で来られゆうかということを踏まえた上で、庁舎の位置とか

いうことも検討を、これから加えていくことになろうかと思います。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   １０番、山崎晃子君。 

○１０番（山崎晃子君）   １０番、山崎晃子です。３回目の質問をいたします。 
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  特定健診、特定保健指導について、先ほどの受診率の向上のことで答弁をいただいた

んですけれども、あともう１つ、ほかにもそれぞれの保険者が健診を受け入れる医療機

関をどのように確保していくのかという問題とか、それからその保健指導に当たる保健

師ら指導員の不足も懸念されているところがあるんですけれども、このことについての

見通しと対応策についてというところがちょっとお返事をいただけてなかったんじゃな

いかと思いますので、その点よろしくお願いします。 

  障害者福祉の方に関してですけども、この香美市、お話を聞いてると、非常にこの香

美市自立支援協議会というのは重要な役割を果たしていくというふうにますます思った

んですけれども、その個々の個別の対応とか、それから個々にまた新たなニーズなんか

も出てくるし、その計画の見直しなんかも、当然サービスの見直しは毎年行われるって

いうふうに計画書の方には書かれておったんですが、その中でやっぱり当事者の参加と

か意見集約というのはすごく大事になろうかと思うんですけれども、そうしたこの（香

美市自立）支援協議会の中に当事者が入って行っていくということにもなるのかどうか、

ちょっとそういったところを、新たなニーズへの対応とか計画の見直しの点でこの（香

美市）自立支援協議会がどういうふうなかかわりをしていくのか教えてください。 

  それから、庁舎建設に関してですけれども、これはもうそしたら一般の住民の方たち

を集めて説明会というのはもうしないということで認識しておいたらいいでしょうか。

また、ある程度決まったら説明会を開いてっていうことが可能なのかどうか。その点お

聞きいたしまして、本日の私の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山崎議員の３回目のご質問にお答えします。 

  まず、受診率向上のための医療機関の確保のことですが、個別健診、集団健診につい

ては従来頼んでいる高知県総合保健協会に委託をする予定ですけれども、個別健診につ

いては現在医療機関に申し出をしてもらっているところですので、どの医療機関が手を

上げてくれるかどうかというのは現在のところわかりませんが、郡の医師会、あるいは

香美市の医師会からは全面的に協力をしていただけるという回答はいただいております。 

  次に、保健師の対応、見通しについてですけれども、現在、保険課に保健師が１名、

それから健康づくり推進課に何名かの保健師とそれから管理栄養士がおりまして、それ

ぞれのスタッフで対応していく予定ではあります。平成２０年度どのような、どれくら

い対象者が出てくる、実際に想定はしておりますけれども実際にどれぐらい出てくるの

かによって対応を、今後、順次検討をしていかなければならないとは思っております。

現在のところは保険課の１名と健康づくり推進課の現状の保健師と管理栄養士で対応し

ていく予定です。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   庁舎建設の住民への説明ですが、行政連絡会等の中で一定の
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経過報告等はできると思います。また、同時に審議会の皆さん方。 

（サイレンにより中断） 

  審議会の委員の皆さん方にも大変お世話様になっておりますので、そうした方々によ

りまして一般市民の方のご意見等もお聞きができるというふうに思います。また、同時

に議会の方におきましても（庁舎建設）特別委員会（を議員）全員の方で構成をしてく

ださっております。議員の皆様方は３万人の住民の皆さん方の代表でございますので、

一般の皆さん方の意見もこの中でお聞きができるというふうに思っておりますので、よ

ろしくお願いをしたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   香美市自立支援協議会の構成についてお尋ねでご

ざいましたので、その点お答えをいたします。 

  設置要綱の中には障害者関係の代表ということでうたっております。参加を求めるこ

とといたしておりますが、ただ、ご承知のとおり、障害には３障害ございまして、身体

のほか知的、精神。知的、精神については当事者の参加が困難であります。理念的には

わかりますけれども、やはり家族の方とかそういう範囲でいろいろと考えていきたいと

いうふうに思っております。また、そのほか必要な委員の出席につきましては、この会

議に参加を求めることができますので、意見の反映はできるものと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   山崎晃子君の質問が終わりました。 

  暫時昼食のため、１時まで休憩をいたします。 

（午後１２時０１分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、９番、門脇二三夫君。 

○９番（門脇二三夫君）   ９番、門脇二三夫でございます。議長の許しを得ましたの

で、通告順に従いまして一般質問をさせていただきます。 

  その前に、３ページの「市有林への作業道開設について」という２行目、頭からいき

ますと「効率化を図る林道、作業が未整備となっている」というので、作業「道」が抜

けてますのでよろしくお願いをいたします。 

  それでは、最初に市有林への作業道開設についてお伺いをいたしたいと思いますが、

本来ですと市有林全体の管理計画なり利用計画があって、これに基づいた施業を行うこ

とが望ましいのですが、合併後１年半を経過したばかりで、旧３町村が使用していた森

林の地形や位置などを十分把握されてないと思いますので、できるだけ早く把握をし、

目的別に区分し、適正な森林管理が実行できるよう希望するものであります。例えば、

旧物部村当時には、楮佐古にある川崎は、手入れはするけれども伐採はせず、水田涵養
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林として残し、大栃石立、ここはふるさとの森の尾根を越えて反対側になりますけれど

も、押谷部落の飲料水の水源となっていることや、地区の希望もあって伐採跡に杉、ヒ

ノキを植林せずに広葉樹林として残し、飲料水を確保するための森づくりを行っていま

す。また、西熊の光石は自然環境保護林であるため、環境教育や自然に親しめる森とし

て、児童・生徒の体験学習や植樹等に利用しているところでもあります。そのほか、現

在は高知中部森林管理署と分収林契約を行っていて、木材生産を目的としている別府の

柿ノホテは、５年間の期間延長となっていますが、２７ヘクタールのうち９ヘクタール

は天然林、１８ヘクタールが人工林で、この天然林は国道１９５号線で唯一のもので、

別府有宮神社から落合橋までの物部川沿いに展開をしています。契約更改前に購入につ

いて（旧物部）村議会で質問をさせていただきましたが、その理由はべふ峡温泉に近く、

将来同温泉を森林セラピー基地として考えたからであります。森林セラピー施設の条件

は、温泉施設があるか。また、複数の遊歩道があるかなどですが、同地区には温泉から

中尾地区への林道、温泉から落合橋を経由し杉熊林道等が遊歩道して利用可能ですし、

それにプラスして天然林を回遊する水源の森としての価値が高いと判断したからであり

ます。いずれにしましても、第１次香美市振興計画の第２章「自然資源の保全の活用の

推進」に示されている事柄を具体的に進めるためには、最初に申し上げましたとおり市

有林をそれぞれの目的に沿って区分をし、計画的に施業することが基本となります。そ

こで、今後も継続的な木材生産を目的として利用されるであろう市有林についてお伺い

をいたすものであります。 

  物部町内の市有林面積は、直営林が５４０.０４ヘクタール、分収林が１７７.０３ヘ

クタールの合計７１７.０７ヘクタールとなっています。このうち、２００ヘクタール

以上の面積がまとまっているのは、上韮生側ではアカギュウ、クロタキ、ゲロク、川崎

の２２７.１５ヘクタール、槙山側では下り野山、瑞穂、中の川の２０９.４７ヘクター

ルであります。これらの市有林は、８月２０日、森林・林業・林産業活性化推進香美市

議会議員連盟で現地視察を実施しましたので、参加された方はご承知いただいたかと思

いますが、上韮生側のアカギュウ、クロタキほか２筆につきましては、林道、作業道が

開設をされ、列状間伐を含めた搬出間伐が行われているところであります。特に、アカ

ギュウにつきましては、（旧物部村時代に）林業の村であるということと村有林の有効

活用から作業道を延長し、間伐材を用いて大栃保育所を建設いたしました。林内からの

木材を搬出するためには、林道や作業道を利用し集材する方法と、最寄の林道、作業道

までケーブルを張って集材する方法がありますが、ケーブルでは林道、作業道側の斜面

は集材できますものの、反対側の斜面や山がなだらかな場合は、ケーブルを２段、３段

に張る必要があります。しかし、現在の木材価格から判断して、ケーブルを２段、３段

に張って集材することは経費面から不可能であり、切り捨間伐をせざるを得ないのであ

ります。また、ケーブルを高く、そして長く張れる技術者も極めて少なくなっているの

が現状であります。８月２０日に視察した通称樒尾山、具体的に申しますと下り野山、
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瑞穂、中の川に皆伐や間伐の作業効率を高めるために作業道を開設する計画があり、候

補地として２カ所選定をされているところであります。１カ所は、中の川林道を延長し、

直営林の瑞穂を縦断するものでありますが、地形的に急峻で、長期に利用するためには

多額の維持管理費が必要となります。もう１カ所の候補地は、宇筒舞林道から岩屋谷橋

を渡り、奥樒尾終点まで高知中部森林管理署の林道を利用させていただいて、この終点

から開設するもので、総延長４,５００メートルのうち国有林内を約１,０００メートル

経由する予定となっております。ここでの問題点としては、高知中部森林管理署から国

有林内の作業道については、管理署あるいは管理局と言ってもいいかと思いますが、管

理署の規格で崩落の危険性のある場所については構造物を設けるなどの条件が提示をさ

れております。この条件をクリアするためには、４メートル幅で、１メートル開設単価

は４万円ないし５万円と試算をされますので、国有林内作業道１,０００メートルに必

要な総金額は４,０００万円から５,０００万円となりますが、仮にこの規格で作業道を

開設したとすると、林道規格に準じたものであることと、同国有林は地盤がかたく、一

度開設すれば半永久的に使用可能と思われます。また、管理面では宇筒舞林道から終点

までは高知中部管理署が（管理）、それ以降の１,０００メートルのみ市の管理となり

ますので、後年度負担も最小限に抑えるのであります。今、普通林道を新設するとすれ

ば４メートル幅で、メーター当たり３０万円から４０万円の単価となりますから、市の

負担分４９％で見ますとメーター当たり約１５万円から２０万円となるため、かえって

市の負担は少なくて済みますし、森林区分によっては「林道は不可能だが作業道は可

能」とされているところもありますので、市単独での作業道開設も検討する価値もある

のではと考えているところであります。 

樒尾地区で間伐の必要な市有林面積と材積は、直営林で下り野山６２.３７ヘクター

ル、２万１,６３１立方メートル、瑞穂４０.５ヘクタール、１万８８７立方メートル、

合計しますと１０２.８７ヘクタール、材積は３万２,５１８立方メートルとなります。

また、分収林では瑞穂４７.３ヘクタール、１万８,２５８立方メートル、中の川５

９.３ヘクタール、２万１,１５４立方メートルで合計１０６.６ヘクタール、３万９,４

１２立方メートルであります。この地域の間伐率は３０％ですから、間伐立法数は、直

営林では３万２,５１８立方メートルに０.３を乗じますと約９,７７５立方メートル。

分収林３万９,４１２立方メートルは約１万１,８２３立方メートルとなりますが、市の

配分割合は５０％ですので、香美市分としては約５,１１１立方メートルが配分されま

すから、直営林とあわせますと１万５,６６６立方メートルとなり、一部ヒノキもある

もののすべて杉の３メートル材で、直径１５センチから１６センチの柱材に換算をいた

しますと、１立方メートル当たり１万円ですので、販売額は１億５,６６６万円となり

ます。搬出経費につきましては山の条件により異なりますが、私の所有林で実施した搬

出間伐では、販売額の８０％が経費でしたので、これを適用し試算をしますと手取り額

は３,１３３万円となり、それに県の補助金、１立方メートル当たり１,０００円が交付
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をされますので、１,５６６万円を加算しますと市の見込み収入額は４,６９９万円とな

り、試算上の市の負担額は、５,０００万円の場合は３００万円の負担、４,０００万円

の場合は逆に７００万円の収入となるのであります。ただし、この収入は間伐を実施を

した年度に入金となり、単年度入金ではありませんのでよろしくお願いをいたします。 

  公団（緑資源機講）との分収林契約は５０年ですので、５年から７年先に皆伐するか、

あるいは契約延長にするか確認していませんけれども、延長するとすれば生育を促すた

めの間伐が必要なことから、搬出経費の少ない作業道整備は不可欠だと考えているとこ

ろでもあります。 

  そこで、市有林を地域の方の雇用の場として活用するとともに、資源の有効利用をす

るために市単独で国有林内に管理所規格に沿った作業道１,０００メートルを開設する

考えはないかお伺いをいたします。 

  続きまして水質汚染防止対策についてであります。 

  国が１９７９年から１９９８年までの全国各地の水田、普通畑、施設、樹園地など２

万点を５年に一度調査した土壌環境基礎調査をもとに、農業生物研究機構農業環境技術

研究所土壌研究室の中井室長は「２０年の傾向として有機物が足りない土と、やり過ぎ

の土の差が大きくなる傾向にある。そして、肥沃土では水田や普通畑は平均して不足し

ている状態、野菜畑はやや過剰、茶、樹園地は特に有機物の投入が多くリン酸が増大し

ている。」としています。こうしたこともあってか、農林水産省は２００４年にまとめ

た「環境との調和の取れた作物生産活動規範」の中で「環境負荷を提言するために農業

者が最低限取り組むべき規範を定める。」との考え方を明らかにし、規範の中には自治

体が整理する施肥基準堆肥の利用計画を含めているのであります。しかし、窒素過剰に

よる水質汚染は年々深刻化をしています。環境省の２００５年地下水質測定調査結果に

よりますと、継続的に調査が必要な硝酸性窒素による汚染井戸の本数は、全国で６００

カ所以上となっておりますが、これは飲料水して利用されているものであって、農地を

含めればさらに増加をするものであります。硝酸性窒素とは、土壌中の肥料などが微生

物によって分解されてできる物質で、地球上の土壌や水、植物中に存在し、無味、無臭、

無色のために飲み水に含まれていても気がつかない。そして、水に溶けやすく土壌に保

持されにくいため、地下水や河川に溶け出しやすい。濃度の高い水を乳児が飲むとメト

ヘモグロビン血症という酸欠状態となり死につながる危険性もあるとされており、日本

の水道水基準では１リットル当たり１０ミリグラム以下に決められています。２００６

年１２月２９日の日本農業新聞によりますと１.９２倍、東京大学大学院農学生命科学

研究科、鈴木宣弘教授は「この数字をはじき出して驚いた。国内の農地で受け入れられ

る窒素の量を１とした場合、１９９７年の段階で既に農地の受け入れ限度の２倍近い窒

素が、農地や地下水、河川などに放出されたことがわかったからだ。食料を自給してい

る国ならこの数値は１に近い。しかし、日本は輸入に頼っている分だけ窒素があふれて

いる。農産物の形で輸入されている窒素はふえ続ける一方で、それを堆肥として受け入
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れる国内の農地は年々減少し、利用されない窒素はし尿や生ごみ、生活排水などを通じ

河川や地下水を汚染をする。食料を輸入に頼ったツケが国民に返ってくる構図だ。」と

結んでいます。このことから、具体的な窒素低減目標を設け、汚染防止に乗り出す地方

自治体は１道８県になっているのであります。また、岩手県のＪＡとおのでは、キュウ

リのおいしさを糖度で、安全性は硝酸性窒素で示し販売をしています。ややもすると有

機栽培は万全との考えが多くありますが、過剰施用は危険だと言えます。そこで２点お

伺いをいたします。 

  まず１点目は農産物の安全性を追求するためには、施肥基準の見直しを行い適正施用

が重要と考えますが、農業技術センターやＪＡと連携・協議した、地域に合った施用に

ついて基準づくりを行う考えはないかお伺いをいたします。 

  ２点目についてであります。先ほど来申し上げておりますように、輸入野菜によって

硝酸性窒素が導入されているわけですから、生ごみの発生量を抑えることも必要であり

ます。２００１年５月に施行された食品リサイクル法は、スーパー、コンビニ、食料店

などの食品関連業者に生ごみの発生量自体の削減を義務づける内容ですが、法律でも削

減方法は３点ありまして、１点目は生ごみの発生量自体の削減。２点目が乾燥や脱水で

ごみの量を、重さを軽くする方法。３点目がリサイクルで生ごみの量を２割以上削減す

ることを目的にしたものですけれども、この法律は業者だけを対象にしたものではなく、

消費者にも生ごみの料を減らす努力を求めているところであり、内容としましては食品

の購入、調理方法の改善で食品廃棄物の抑制に努めることとしているのであります。日

本の食品廃棄物の年間発生量は、食品リサイクル法施行当時には一般家庭から１,００

０万トン、食品メーカー、スーパーなどから９４０万トンで、３月に農林水産省が公表

をしました食品ロス統計調査結果の概要では、全国の家庭や飲食店などを対象に、食べ

残したり賞味期限が過ぎたりして捨てられてしまったものの重量を食品使用量で除し調

査をしたものであります。この内容によりますと、家庭の平均ロス率は７.７％、うち

ロス率が低いのが高齢者のいる３人以上の家族で６.５％、これは戦中・戦後の食料難

を過ごされた方がおられるので、もったいないとの意識があるのだろうと思います。ま

た、ロス率が高いのが高齢者のいない３人以上の家族で９.３％となっています。家庭

外では飲食店が３％、食品小売業が１.１％と低く、ロス率が高いのは外食産業の結婚

披露宴で２３.９％、宴会が１５.７％と目立っております。国内の年間生ごみ排出量は

約１,９４０万トンで、１人当たり１６０キロにもなっておりますが、高齢者のいる３

人以上の家庭では６.５％と平均ロス率７.７％を１.２ポイント下回っていることを考

えると、一人一人の心がけで減量することは可能だと思っています。本市では、家庭か

ら出る生ごみをリサイクル堆肥化するための電動式処理機やコンポスターに対し助成を

しているところですが、焼却による経費や炭酸ガス削減から見れば当然のことでありま

す。２００６年には、食糧自給率はカロリーベースで４０％を割り込み３９％となって

います。このことは、食糧や飼料作物の形で硝酸性窒素がより多く持ち込まれることに
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なりますので、可能な限り地下水や河川が汚染されることのないような対策が必要であ

ります。そこで、食品リサイクル法にもあるように、消費者に対し食品購入や調理の方

法の改善に対する食品廃棄物の抑制について、啓蒙と理解が得られるよう努める考えは

ないかお伺いをいたしたいと思います。 

  ３番目に有害鳥獣対策等についてであります。このことにつきましては、３点お伺い

をいたします。 

  まず１点目に、阿佐地域鳥獣害防止広域対策協議会についであります。８月９日付け

高知新聞によりますと、「鹿被害広域で防止。本県、徳島の４０人情報交換」との見出

しで、「香美市と徳島県那賀町でつくる阿佐地域鳥獣害防止広域対策協議会の主催。両

県や中国四国農政局、高知中部森林管理署、長岡郡大豊町、安芸市、徳島県三好市の関

係者が参加をした。」あとは省略をさせていただきますが、私は、こうした広域の会議

による意見交換は必要だと思っておりますし、一斉捕獲の重要性についても日ごろから

申し上げておりますので、時期を得た開催であったと評価をしているところであります。

しかし、残念なのは市議会の一般質問でも有害鳥獣対策について数名の方が取り上げら

れており、議員の皆様も高い関心を持っておられます。また、鳥獣害を受けられている

市民の方も同様で、協議会の内容について聞かれましたが、紙面以上の内容は答えるこ

とができませんでした。鳥獣被害は、農林業だけでなく多方面にわたっており、これら

を少しでも回避、改善するためには、執行部、議会が問題を共有し、一体となった取り

組みが必要であります。そこで、こうした有害鳥獣にかかわる広域的な会議を開催する

際、議会に通知をする考え方はないかお聞かせをください。なお、基本的には傍聴方式

で結構だと思っております。 

  ２点目は、駆除された鳥獣肉の活用についてであります。鹿肉は、豚肉や牛肉に比べ

カロリーは３分の１、脂肪は１０分の１以下、鉄分は９倍とヘルシーな食物として注目

をされているものの、その利用は限られています。２００６年８月、全日本養鹿協会が

全国１４０団体を調査し、回答を得た９９団体では、特定部位を切り取ったり放置をす

るケースが７割を占めたようであります。理由としましては、これは問題点でもあるわ

けですが、１番目に山中から搬出する費用と労力がかかる。２番目に食品衛生法に基づ

く食品処理業の施設に搬入する必要がある。３番目に流通ルートの確立がおくれている

などが挙げられています。しかし、有害鳥獣として駆除された鹿肉などを地域おこしに

利用する試みも見られるようになっていて、鹿肉の年間流通量は３００トンから４００

トンと言われています。東京都（西多摩郡）奥多摩町では年間３６０頭の鹿を駆除して

いるようですが、この肉を特産品にしようと３,７００万円かけて食肉加工施設を建設

し、それまでの焼却か埋葬処分してきたものを加工施設に持ち込み、地元の旅館や飲食

店に１キロ当たりロースで５,０００円、モモ肉３,０００円から４,０００円、バラ肉

２,０００円で提供しておりますけれども、需要が多く、一般の購入希望に応じきれな

いとのことであります。また、同町の観光協会では、この鹿肉を利用して埼玉県の食品
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加工会社とレトルトカレーの製作に取り組んでおり、１箱４００円で販売、高い評価を

受けているとのことで、私が調べたところでは一番の成功例で、行政と民間がスクラム

を組んで取り組んだ結果だろうと思います。本市でも、平成１８年度には５００頭以上

の鹿が駆除されていますが、廃棄処分せず有効利用を考えることが大切であり、狩猟者

の方の収入にもつながれば、狩猟者数の減少に多少でも歯どめがかかるのではないでし

ょうか。具体的な活用を促すためには、食品衛生法に基づく解体処理、加工方法、流通

ルートなどクリアする問題も多く、関係する部署との連携が大切だと考えますが、所信

についてお聞かせください。 

最後に、猪の駆除についてお伺いをいたします。 

本年度、猪の予察駆除が廃止をされ、香北町の山間部や物部町では農作物や市道、林

道への被害が増加をしているのであります。現在の方法では被害が発生してからの駆除

となるため、経営基盤の弱い山間地域の農家は死活問題となっていますし、市道や林道

では法面に生えているクズやヤマノイモなどを掘るため、法面が崩落し、通行不能とな

る場合も出てきています。市道二本松線では３月から８月にかけ、長さ約２００メート

ルにわたって法面を崩落をさせて通行ができなくなったために、管理を委託している森

林組合に除去作業を依頼をしたところであります。そして、農業者ではありませんけれ

ども、国民年金だけで生活をしているお年寄りの菜園もかなりの被害を受けております

けれども、それらについては追除けの希望も出てないというようなことがありますので、

今後ですね、本年の予察駆除が廃止となった経過と、来年への基本的な考え方について

お聞かせをいただいたらと思います。なお、９月分については予察が入っておりますの

で、申し添えておきたいと思います。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   門脇二三夫議員のご質問にお答えします。 

  まず１点目の市有林への作業道開設についてでございますが、物部町のアカギュウと

面積のまとまった市有林に対しましては、間伐等森林施業の進捗等に基づき、施業の委

託先であります森林組合と毎年度協議し、作業道の新設や路線延長を行っております。

また、公団造林につきましては契約期間を変更し、瑞穂の場合でございますと平成３４

年１１月までの契約延長となっておりまして、主伐時期も満６０年に変更になっており

ます。ご質問の樒尾山上岡地区につきましては、議員からご提案の２つのコースがござ

いますが、ともに河川沿いに、下流に林道または作業道しかございません。市有林の管

理や施業効率向上、搬出経費の削減等の効果が期待できる基盤整備の必要性につきまし

ては、市としても十分に認識しております。国有林の林内の作業道のみではなく、市有

林内の全線の作業道計画を含んだ今後の市有林の管理計画の中で、作業道の開設につい

ては検討する必要があると思われます。 

  ２点目の有害鳥獣対策について、会議開催の案内通知をということでございます。阿
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佐地域鳥獣害被害対策協議会につきましては、事業内容等につきましては、本年３月以

降の議会のたびに、行政の報告の中で毎回報告してまいりました。香美市、（徳島県）

那賀町のゆずの生産者団体を中心とし、木頭果樹研究会会長が協議会会長を務める民間

団体、協議会でございます。事務局は、事業遂行や事務処理の作成等の便宜上、香美市

林政課及び那賀町木頭支所となっております。８月８日の広域連携事業の一環として現

地研修会、講演会を行ったわけですが、ご案内もしくは招集をしましたのは、今回は協

議会内で行うという方針であったために一般参加等の呼びかけは行わず、協議会役員と

周辺市町村、本事業でネット柵を設置するゆず生産者であるのみでした。参加者の合計

は４２名でございました。講演会は、年１回ないし２回行う予定でございます。次回か

らは一般参加の呼びかけとともに、議会に対しましてもご案内をさせていただきたいと

思います。また、議員が読まれました新聞記事によりますと、協議会が情報交換会を行

ったような記載になっておりますが、そうではなく、８月８日はアドバイザーによる現

地検討会を行いまして、午後、協議会主催で協議会役員等々を対象とした講演会を開催

し終了いたしております。その後に、当市が呼びかけました近隣市町村の鳥獣被害対策

担当者等による情報交換会を開催しております。新聞紙面では、協議会が情報交換会を

行ったというふうな記載になっておりますが、そうではございませんのでよろしくお願

いします。 

  次に、捕獲鹿肉の有効活用についてでございますが、捕獲獣の食肉加工につきまして

は、北海道のエゾ鹿に代表されます。また、シシ肉加工等は進んでおります。ニホンジ

カの肉資源活用につきましては、昨年より食肉加工の企画営業活動をする方が当市を訪

れておりまして、本市でも本年４月より国内の地域事例等の調査を始めており、資料の

収集等を行ってきました。結論から言いますと、先進事例によると、独自にガイドライ

ンを作成し、トレーサビリティ、生産流通履歴と申しますが、つまり捕獲から流通まで

個体ごとの追跡可能な体制づくりが必要でございます。当市の調査項目といたしまして

は、消費需要調査、安定供給体制の確保、狩猟者の捕獲後の個体処理、処理加工施設の

検討と加工処理方法、調理方法の開発と普及、これは消費者への情報提供も含みます。

衛生管理、販売を含む運営形態の６項目としております。当市の方で資料を収集しまし

たのは宮崎県（西臼杵郡）五ヶ瀬町の特産センター、東京都（西多摩郡）奥多摩町、四

万十市、しまんとのもり組合、熊本県（球磨郡）多良木町、兵庫県丹波市等々でござい

ます。現在、猪、鹿等は牛、豚、馬などの家畜と違いまして屠畜法の対象とはなっては

おりませず、食肉として供給される際の疾病の確認や、解体する際の安全検査が十分に

行える状態にはなっておりません。このような中、北海道や島根県では独自のガイドラ

インを策定して、肉処理責任者の講習会等も開催し、安全な肉の流通を進めております。

また、四万十市では、しまんとのもり組合が雇用促進協議会と連携して、特産品製造技

術者養成講座等も開いております。食品衛生法の関係で食肉処理業、食肉販売業等の免

許が必要でございますが、市場に流通させる場合には保健所に認められた施設での解体
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が必要でございます。また、その個体を山手で解体するのではなくそのまま施設に持ち

込む必要があります。本市では、鹿の捕獲は主に山の奥山の方でされる行為でございま

して、個体を丸ごと解体施設に持ち込むにはなかなか困難性や問題もございます。その

ような中、奥多摩（町）では専用のモノレールで対処しているということでございます

が、こちらの方は比較的に生息地が限定されているようでございます。食肉加工センタ

ーの建設につきましては、奥多摩町のように３,０００万円を超えるものもあれば、３

００万円程度の費用で既存の建物を改築している施設もございます。施設の規模といた

しましては、おおむね１００平米以上あれば確保のために必要な器具や作業スペースが

取れるということでございます。施設の管理につきましては、奥多摩町、その他の事例

においても民間団体と管理委託契約を結んでおり、民間団体が運営しております。また、

宮崎県五ヶ瀬町のように特産センターがシシ肉を買い取り、一たん冷凍保存し食品加工

会社に加工を依頼し、販売する例もございます。野生獣の食肉活用として商品開発も各

地で行われておりまして、島根県では猪カレー、シシカレーが県庁食堂で販売されたり、

岡山県では猪バーグも開発されています。農林水産省も鹿肉の加工販売につきましては

積極的に推進しておりまして、国庫半額補助で未来志向型技術革新対策事業が導入され

ております。先進事例に見る大きな問題点としましては、１番、個体数の確保が困難で

あるということ。２番、衛生管理面、安全。３番、余り市場に流通していないため単価

の設定が難しいということでございます。特に個体数の確保につきましては、どの先進

地でも起きている問題でございまして、北海道では放牧場をつくったり大規模わなを仕

掛け、その中で飼育しているという事例もございます。単価の設定につきましては、個

体の買取価格にも反映するわけでございまして、買い取り価格と報償費、どちらか選択

という町村もございます。 

  次に、来年度のイノシシの予察駆除捕獲についてでございます。予察から除かれた経

過につきまして申し上げます。本年度猪の被害に対しましては、２月に開催されました

市有害鳥獣協議会において決定されました。一番の理由としましては猟友会より、猟期

に猪がいない、頭数が減っているというのが原因でございまして、捕獲依頼に基づく通

常捕獲で対応してきたという経過がございます。来年度につきましては、市の被害対策

協議会に予察対象として上程いたしたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   門脇議員の農産物への施肥基準についてお答えをいたし

ます。 

  これまでも農産物の施肥につきましては、県、生産者団体の指導員によりまして指導

されてきております。作物によってはｐｈ、ＥＣの測定に基づいた適正使用を指導し、

過剰な窒素施肥は行われていないと考えています。本年度作成されました高知県農村振

興指針において、環境保全型農業のさらなる推進、食の安全、安心確保による消費地に
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信頼される園芸産地づくりの中、適正施肥の技術開発、適正使用のための土壌診断、ま

た生産から集出荷のリスク管理のためのチェックシートの取り組みを推進しており、指

摘の課題は営農推進の場で関係機関と連携し、農業者への啓発に取り組みます。今まで

も土づくりとあわせて土壌診断結果に基づく適正施肥を推進してきましたが、現行農業

から環境保全型農業に移行、推進する方針の中で、施肥の合理化による施肥量全体の低

減を図るため、当地域においても野菜、花卉、果樹について施肥基準の検討設定が進め

られています。 

  以上、お答えをさせていただきます。 

○議長（中澤愛水君）   環境課長、阿部政敏君。 

○環境課長（阿部政敏君）   門脇議員のご質問にお答えさせてもらいます。 

  水質汚染防止についての２番目のご質問でございますが、門脇議員の質問内容と重複

する部分があるかと思いますが、食品リサイクル法は、食品メーカーやスーパーなどに

代表される食品の製造、加工や外食産業など食品関連事業者に対し、加工や調理の過程

で出たごみ、食べ残し、賞味期限切れなどで廃棄される食品ごみを肥料や飼料などの原

料として再資源化することを義務づける内容で、対象となる食品関連事業者は食品の製

造、加工、卸売、小売関係のメーカー、八百屋、百貨店、スーパー、コンビニ、レスト

ラン、食堂、ホテル、旅館業、結婚式場、受託給食業等となっております。年間１００

トン以上の食品廃棄物を排出する場合に、発生の抑制に努めなければならないことにな

っております。直接家庭から出る生ごみについては、この法律の対象とはされておりま

せんが、食品リサイクル法第４条に（事業者及び）消費者の責務として、食品の購入ま

たは調理の方法の改善により食品廃棄物等の発生の抑制に努めることがうたわれており

ます。そこで、家庭においても必要以上の食材を買わない。また、もったいないという

意識を持って食べ残りができるほど、必要以上のものを調理しないことに心がける。こ

のことは家庭から出る生ごみを減らすことにつながりますので、生ごみの排出の面から

広報等でお願いしていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ９番、門脇二三夫君。 

○９番（門脇二三夫君）   すいません、９番、門脇です。２回目の質問をさせていた

だきたいと思いますけれども、市有林への作業道につきましてですが、先ほど申しまし

たように４,５００メートルの総延長で、１,０００メートルについて市でというお話を

させていただきました。あとの３,５００メートルについては県の事業等もありますの

で、そういったもので十分抜けるのではないかという判断をしています。（物部町）瑞

穂の地形から言いまして、２,０００円とか３,０００円とか４,０００円という価格で

抜けるだろう。要は、その取りつけ道、管理署の林道から市役所の（管理となる）瑞穂

まで行く１,０００メートルを何とか早急に、市単独ででも抜く必要があるんではない

かと。先ほど試算をお示しをさせていただいたように、話の行き方によっては分収林の
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方も、基本的には作業道というのは利用者負担が原則です。ですから、例えば分収林契

約をしてます公団（緑資源機構）の方にちょっとお話をしていただいて、その負担分が、

この木の販売分が負担として回せんかなというお話もできるだろうというふうに理解を

していますので、この問題についてはぜひ林政課長さんの方で判断をしていただいて、

えいお返事が欲しいなと思ってます、実は。というのは、ペイをするという、私はペイ

をするその木の販売代金で、４,０００万円、５,０００万円投資をしても返ってくるん

じゃないかという考えでお尋ねをしてますのでよろしくお願いをしたいと思いますが。 

それから水質汚染防止につきましては、お２人の課長さんから自分の納得のいくお返

事をいただきましてありがとうございました。少し、何でこういう質問をさせていただ

いたかといいますと、皆さん、農家をやられている方はわかると思います。臭化メチル

というのがありますね。これは一般にはオゾン層を破壊するということで、カナダのモ

ントリオールで全廃法案を採択をされて、今廃止の方向にいってます。ところがこれ以

上に問題があるのが、臭素と地下水と結びつくとトリハロメタンという発がん物質にな

るんですよ。そのことは、余り表に出てません。しかし、問題はそういういろんな問題

を含めていろんなことがあっても１回しか使用されませんよ、できませんよということ

になってますので、そのあたり私もすごくその硝酸の問題については気になってますの

で質問をさせていただいたところでございます。 

それから、有害鳥獣対策ですけれども、１番目の会議の内容について、この質問をさ

せていただいたのは、実は私８月１１日に馬路村（安芸市）の西又山ブナの森、これは

教育、環境教育等に使う森ですが、行ってきました。その中で、確かに鹿の被害を防ぐ

ために木にネットを巻いてます。ネットを巻いてまして、それから帰ってきて、ある林

業に携わる方に物部町の三嶺の方の被害の調査を見せました。そしたら「根っこまで食

べちゅう。」とこう言うがです。そうじゃなしに、鹿もこういう大木やったら口が合い

ませんので、根っこの方からはぐんですよ。人間でもそうですが、スイカを丸のままは、

包丁も使わずに、割って食べたら食べれますが、丸のままは食べれんのですよ。鹿もや

っぱり根っこからかじっていく。ですからネットを張っても根っこの方へ張らんかった

ら意味がないというのが実態ながです。ほんで、私がすごく気になっちゅうので、これ

は管理署がやっちゅうがです。もう皆さんも行ったらわかりますので。それで別に管理

署の悪口を言うわけじゃないがですが、やっぱり机上でやった計画と現場とは違うとい

うのがありますので、できるだけ多くの人にいろんな情報を提供し、逆に執行部の方も

いろんな情報を仕入れるということでお尋ねをしましたので、再度お答えをいただきた

いと思います。 

それから、有害鳥獣対策の中のその鹿肉ですけれども、大体どこでも鹿の場合は失敗

してます。私もいろいろ調べました。京都府の合併する前の美山町（現、京都府南丹

市）でもやってますし、猪の場合は物部町の佐竹さんの方でもカレーをやったりしてま

すよね。要は、その鹿をどうやって処理をしていくかという。これは失敗しちゅうとい
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うことは、成功する可能性が高いということながですよ。先ほど来、林政課長の方から

施設をと、いろんなものを建てて、例えば３,７００万円（施設経費が）奥多摩がかか

りました。５００万円でやったところもありますよという。例えば業者の人にちょっと

声かけをします。例えば三谷ミート（株）さん、解体処理場を持ってますので、何かそ

ういう処理ができませんかという話を持っていくことも大切かもわかりません。極端な

言い方をしたら、四国の中でボンカレーがありますよね。ひょっと、その鹿の肉を使っ

たカレーができませんかとかいうような、やっぱり呼びかけも。笑われてもかまいませ

ん。必要じゃないかなという気がしちゅうがです。ほんで、単にそのいろんな検討をす

る中で、やっぱり地元の三谷ミートさんがあり、全農高知も解体処理の施設を持っちゅ

うはずですから、そういったところにも相談をかけて、やっぱり具体的に動いていかざ

ったらどうもいかんやないかなという気がしてますので、そのあたりもう１回答弁をお

願いします。 

以上で２回目の質問を終わらせてもらいます。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   門脇議員の２回目のご質問にお答えします。 

  １点目の市有林への作業道の開設についてでございますが、これについてよいお返事

をということでございますが、私の方では作業道もしくは林道の必要性はもう十分わか

っておりますが、即実施というお返事はできませんので、ご了承をお願いしたいと思い

ます。 

  また、公団（緑資源機構）を含んだこの作業道の４キロ余りの計画につきましては、

本年３月ごろにこの案件が出てきたわけでございます。当市の予算措置についてももう

既に完成し、他の民有林内の作業道計画がありまして、それを今物部森林組合等が実施

をしておるわけでございまして、もし今年度この公団関係の作業道をやりますと、他の

民有林内の作業道の完了が危惧されておったのも事実でございます。（後に追加説明あ

り。） 

  次に２点目ですが、会議開催の関係の２回目の質問でございます。ちょっと先ほど説

明が抜かりましたが、この情報交換会につきましては高知県東部の市町村全部にご案内

はしました。しましたけれども、議員のご説明のとおり参加した市町村は高知県では安

芸市、大豊町のみでございました。そういったことで、他の市町村の取り組み状況、被

災状況、補助内容とか、そういうことの情報交換会は今後も行っていきたいと思ってお

りますので、何とぞご協力をよろしくお願い申し上げます。 

  次に、捕獲獣肉の関係でございますが、私の方からも例に挙げましたように、宮崎県

（西臼杵郡）五ヶ瀬町などは食品加工会社に加工依頼をいたしております。簡単な方法

はこれなのかなという感じもいたしてはおります。私ども市としましては、まだ調査を

始めたばかりでございまして詳しいデータや試算までには至っておりません。今後も引

き続き調査を継続しまして、加工、商品化等も調査しながら、今まで埋設されておりま
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した有害獣を地域資源ととらえまして、有益獣となりますよう実施してまいりたいと思

っておりますので何とぞよろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   ９番、門脇二三夫君。 

○９番（門脇二三夫君）   すいません、９番、門脇です。 

  林政課長お伺いをしますが、ちょっと私の質問したがと林政課長の答えがずれちょっ

たんじゃないかなという気がするんですが、私が公団（緑資源機構）と言ってますのは

分収林の公団で、市が５０％、公団が４０％、森林組合が１０％という、その収益配分

をするようになってますね。その中で、例えば森林組合と公団の５０％がもし作業道を

抜くとすれば、負担区分で協力がお願いができるのではないですかという話を、質問を

させていただいたので、その緑資源公団が抜きゆう、その作業道を引っ張ってこいとい

う意味じゃなしに、例えばその配分の中で市が５０％は当然さっき積算したように、

１,０００万円ぐらいの金額が出るわけですよね。ところがその森林組合と公団の負担

区分を入れると１,０００万円ぐらいそこで浮くわけですね。立法数から言いますと１

万円で仮に立法売れたとすると、８掛け、５,０００万円ですから、８掛けをすると

１,０００万円が残ってくると。ほんでそれを１つはこの林道に、作業道に対してのお

願いができませんかと、そういう話も継続して続けていただいたらありがたいなという

趣旨で質問をさせていただきましたので、よろしくお願いします。 

  以上で３回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   門脇議員の３回目のご質問にお答えします。 

  質問を取り違えて大変申しわけございませんでした。公団（緑資源機構）につきまし

ては、私どももその協議等を行ったわけではございませんので、十分にお答えすること

ができませんが、相談はしてまいりたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   門脇二三夫君の質問が終わりました。 

  次に、１４番、島岡信彦君。 

○１４番（島岡信彦君）   １４番、島岡信彦。通告に従いまして一般質問を行います。 

  １点目は、社会体育関係についてですが、四国アイランドリーグについてですが、プ

ロを目指している若者が自分の技術を磨き、実力を伸ばし、夢を追い続ける場所、若者

にチャレンジの場をと設立され３年目を迎えております。この夏の市民大学においては、

四国独立リーグの設立者であります石毛氏による「野球にかける思い」と題しまして

「独立リーグの設立目的であるプロ野球を目指す若者たちを完全燃焼させるため、そし

て、社会人として育っていってほしい。」といった、本当に情熱的な思いを語ってくれ

ました。発足してから常に地域密着型のおらがまちのチーム、人と人の出会いをグラウ

ンドの内外で取り組んでおられると考えますが、リーグの開催について土佐山田スタジ

アムでは４月３試合、５月３試合、７月３試合、９月５試合が開催され、残り試合は３

試合となりましたが、関係職員の方々には本当に暑い中でご苦労様でありました。 
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  さて、来年度の開催に当たりましては、年内に球団、各球場関係者によって開かれる

と聞きますが、全日程は終えてはおりませんが、来年については今年のことも踏まえ、

また子どもの広場を休園してリーグを開催していくことを視野に入れた日程及び支援に

ついては、どのように考えを持たれておられるか。 

  次に、２点目は市営住宅についてですが、黒土住宅の建設に当たりましては、当初の

設計段階から入居する方々とワークショップ形式を取られ、高知市内等の住宅なども視

察された経緯もあるが、入居する方々も満足するに値する住宅が完成すると思われます。

黒土団地（のある）地域については、以前より不法投棄、ステーション等についても分

別収集などが徹底されていない面もあり、担当課の職員の方々が苦慮されているのでは

と思います。その反面、新しくできました黒土団地Ａ棟の今年の町内一斉清掃時のこと

でありますが、住民の方々は町内一斉清掃が中止されたにもかかわらず１５～６人が出

てまいりまして、周辺の清掃する姿を見たとき、だれかがやるだろう、それは行政の仕

事だと無関心でいるのではなく、住民一人一人が自分たちのことをみずからが考え、み

んなで一緒によりよくしていく。そして行政と連携・協働しながら地域づくりを進めて

いくことの大切さを感じました。現在、建築中であります黒土２号団地Ｄブロック、２

４世帯の入居に伴いまして住民自治組織が必要であると考えますが、行政としての取り

組みはどうですか。 

  次に３点目で、教育関係であります。 

  ８月３１日付けの高知新聞夕刊の記事におきまして、総務、文部科学、農林水産の３

省は、小学生に農家などで１週間程度の宿泊体験をしてもらう子ども農山漁村交流プロ

ジェクトを２００８年度からスタートすると発表しました。２０１２年度までに対象を、

全国的に２万３,０００の小学校すべてに順次拡大していく計画で、文科省は活動を事

業の一環として位置づけ、子どもの自立心、社会性をはぐくむ教育効果と同時に、過疎

化や高齢化が進んでいる地域活性化に役立てようとするねらいもあります。「来年度は

都道府県ごとにそれぞれ１０校をモデル校に指定。１校から１学年ずつ児童が参加し、

農業や漁業を営む家庭などに宿泊しさまざまな体験をする。受け入れ側の農山漁村につ

いては、初年度に農水省が全国４０カ所のモデル地域を選定。今後５カ年で５００カ所

まで拡大」とありました。本市においては第一次産業も盛んであり、山林などに囲まれ

た豊かな環境であることなど、状況を考えると、このプロジェクトの受け入れを積極的

に推進してはどうかであります。 

  これで第１回目を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   生涯学習課長、凢内一秀君。 

○生涯学習課長（凢内一秀君）   島岡議員の１点目、社会体育関係ということで、土

佐山田スタジアムでのアイランドリーグの試合の関係についてお答えをいたします。 

  本年度につきましては、土佐山田スタジアムでアイランドリーグの試合につきまして

は、ただいまおっしゃられましたように計１４試合が組まれました。今週末、９月１５
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日、１６日、１７日の３連戦が最後となっております。それで、ご質問の中にありまし

た調整会議につきましては、よさこいリーグ、以前プロの２軍ですか、やっておったと

きに呼ばれて参加をしていたようですが、現在については呼ばれてはおらないところで

す。しかしながら、土佐山田スタジアムでの試合開催可能日などについては、連絡を取

り合って調整をしているところです。それで、お話にありましたアイランドリーグの試

合開催日には、隣の子どもの広場を休園をしております。事前に休園日につきましては

建設の方から広報掲載や、また市内学校にチラシを配付、そして、１～２カ月前には公

園の方に張り紙をしたりしてお知らせをしていますが、知らずに来園する方もおいでま

して、迷惑をかけているという状況もあるところです。そんな中で、来年度、球場の使

用につきましては、既に予約もどんどん入っておりますので、その間の空いた日にアイ

ランドリーグの試合を組むというようになっております。そんな中、球場等の調整会議

において日程が組まれるわけですが、どこに組まれるかわからない状況というものもあ

りますので、お互いが大変兼ね合いが難しいとは思いますが、日程的によりよい日程が

組めるように、機会がありましたら話もしていきたいというふうに思っております。 

  また、支援体制につきましては、現在建設都計課並びに教育委員会の職員によりまし

て、市道の通行管理並びに駐車場の整備等を行っております。今後の支援につきまして

は、いつまでも職員でやっていくということも難しい面もあろうかと思います。今後、

球団側のボランティアさん等にもお願いすることも、検討が必要になってくるんではな

いかというふうにも思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   島岡議員の市営住宅につきましての質問にお答えいたし

ます。 

  １０月末完成予定の黒土２号団地ＤブロックＣ棟でございますが、その入居に伴い自

治会組織をつくる予定はどうかというご質問でございますが、自治会組織につきまして

は、平成１５年度に完成しましたラ・メゾン桜、それから平成１７年度に完成しました

黒土２号団地Ａ棟でも自治会組織を立ち上げておりまして、今回のＤブロックＣ棟につ

きましても同様に立ち上げを予定しているところでございます。現在、Ｃ棟入居者への

説明会を行っているところでございますが、説明会の中で自治会組織の立ち上げと、そ

れから会長さんの選出をお願いしながら進めているところでございます。そのような予

定ですので、よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   島岡議員の、せっかく教育関係でご質問いただいたです

けど、３省合同ということで私の方で知っている情報についてお答えをさせていただき

ます。お答えが非常に質問と重複する部分もあろうと思います。情報としては、島岡議

員が持っている程度の、まだ情報しか持っておりませんが、お答えをさせていただきま

す。 
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  子ども農山漁村交流プロジェクトは、全国１２０万人、自然の中での体験活動の推進

として、総務省、文部科学省、農林水産省の３省が連携して取り組む事業として企画を

されています。事業の具体的内容は、子どもたちの学ぶ意欲や自立心、思いやりの心、

規範意識などをはぐくみ、力強い子どもの成長を支える教育活動として、小学校におけ

る農山漁村での長期宿泊体験活動を推進するものです。全国２万３,０００校で体験活

動を展開することを目指し、今後５年間で５００カ所による農山漁村における宿泊体験

の受け入れ態勢の整備を進めるものです。取り組みは、モデル的に実施し、課題への対

策、ノウハウの蓄積、セミナーなどによる情報共有を行い、国民各層への機運情勢を図

り、関係各機関での情報共有を行い、地域の自立的な活動につなげることを基本方針と

しており、３省で関連事業を２００８年度予算の概算要求に盛り込んでいます。香美市

においても、地域での受け入れ態勢が整えば既存の施設の活用や、理解いただく農家な

どに宿泊しながら、農林業の体験活動や地域の行事に参加できると考えます。過疎化や

高齢化が進む農村地域の活性化に結びつくものと考えております。しかしながら、まだ

明確な詳細が見えておりません。事業提案については、国・県の動向に注視し、教育委

員会など関係部局と連携しながら検討・協議をしていきたいと考えております。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   島岡議員さんのご質問にお答えさせていただきます。 

  今、農政課の方からもお答えをしましたように、子ども農山漁村交流プロジェクト事

業は大変魅力のある事業だと考えます。子どもたちの学ぶ意欲や自立心などを育て、力

強い子どもたちの成長を支える教育活動であるからです。今、香美市で取り組んでおり

ます、３年目となりました食育につきましても、本年度はより農政課と連携を密にしな

がら、またＪＡ土佐香美と連携を図りながら進めております。また、この示されました

事業に機会、これよりは簡単なものと思いますが、山や海での体験学習というのも大変

重要な学習でございまして、先ほどもご説明をある議員さんにさせていただきましたよ

うに、現在では大栃小・中学校、繁藤小・中学校が豊かな体験活動推進事業の指定を受

けまして、塩の道や国見山、柏島などの体験学習を実施しております。また、従来から

継続しまして、楠目小学校は山や海の体験活動を充実しておりますし、香北中の梶ヶ森

登山などもあります。こういった教育活動の中で特に、最近は少し簡単にはなりました

けれども、体験活動を重視してきました楠目小学校の子どもたちは、自立心が富み、力

強い子どもたちに育っているのではないか。ある部分こういった活動の実証済みといい

ますか、子どもたちの教育が育っているのではないかととらえております。 

  また、この受け入れ態勢につきましては、関係課と連携を図りやっていただかなけれ

ばなりませんが、皆さんご承知のように物部町や香北町の地域、あるいは甫喜ヶ峰（森

林公園）、（土佐山田町）大平の施設（高知県立森林研修センター）等もあります。香

美市のピーアールのためにも受け入れの態勢ができれば、研究をしていけばいいのでは

ないかと考えております。 
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○議長（中澤愛水君）   １４番、島岡信彦君。 

○１４番（島岡信彦君）   １４番、島岡信彦。２回目の質問をいたします。 

  まず、アイランドリーグですが、子どもの広場、決してアイランドリーグを盛り下げ

ることはいたしませんが、子どもの広場を休園してということで、ちょっと４月、５月

の子どもの広場の入園者数を調べてまいりました。ほんで平成１８年（４月）が１万

５,０００人、平成１９年が１万５,１２６人、５月が。４月が１万３,８４０人。その

反面、子どもの広場の７月、８月の入園者数でありますが、７月が４,５１１人、８月

から５,０１１人。夏になると極端に子どもの広場の（利用が）現状では少なくなって

おります。そして、四国アイランドリーグの社長であります鍵山社長、ほんでまた高知

ファイティングドッグスの社長でありますね。７月１５日の高知新聞の記事、高知は社

長が鍵山さんですが、「入場者が厳しい状態が続いてます。」という問いに「金曜日、

土曜日の入場者数が伸びていない。真夏はせめて屋根のある球場が欲しいが、春野町と

（香美市）土佐山田町ぐらいですね。」と答えておりますね。ということは「７月、８

月にアイランドリーグとしては、屋根のある球場でやったらお客さんにとってプラスと

いうことです。」と社長は答えちゅうがです。ということは、うちは４月、５月に６戦

もやっておられる。夏は７月が３試合で８月は全く試合をしておりません。 

  ほんで生涯学習課長にお伺いしますが、そのことも含めまして７月、８月（正しくは

４月、５月）は子どもの広場の開園を優先させ、ほんで６、７、８月にリーグを開催し

てもらうことが、ここの球団社長も言っておられることと両方がプラスになることじゃ

ないですか。そして、子どもの広場の日曜日の開園については、３連戦というのは、

金・土・日（曜日）、金・土・日（曜日）とやるのは結構きついので、日曜日には子ど

もの広場の入園者数が１,０００人とか８００人とかそれぐらいの数字になりますので、

金・土（曜日）の連戦にしていただき、日曜日に子どもの広場を休園しなくてもいい方

法を取るべきじゃないでしょうか。ひとつもう１回、これをほんで、４月、５月（の試

合）を球団が言うように夏に、７、８月にもってきてもらうということを。もう一度、

球団社長が言っております。屋根のある球場でやりたいと。春野町は全く使えませんの

で、７、８月は。高校野球で。それをもう一度。 

  それと黒土住宅についてでありますが、先ほど財政課長が言われるには、ほいたら

ラ・メゾン桜が自治会をつくった。ほんで今度新しく北へ、今Ａ棟がありますわね。ほ

んで、今Ｃ棟をつくってますわ。ほんでＣ棟へも自治会をつくると。ほんで真ん中へＢ

棟です。ほんでＢ棟は、たしか計画では２階部分と３階部分をつなぐ計画だと思います

が、その辺ほいたら自治会は全部ずつ、Ａ棟、Ｂ棟、Ｃ棟全部に自治会をつくるのか。

Ｂ棟とＣ棟を結ぶのであれば、何かその因果関係があるのか。もう一度。 

  ３点目ですが、その、今教育長が言われました、こういうのは国の補助事業を有効的

に活用するといったことが一番重要でありますので、香美市の特色を生かす。ほんで廃

校とか、このハードの部分では廃校を修理したりとか施設的な整備面もありますので。
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教育長は政策調整会議等でも入っておられると思いますき、そういった場でまた議論を

深めていくことなどは考えておりませんか。 

  以上。 

○議長（中澤愛水君）   生涯学習課長、凢内一秀君。 

○生涯学習課長（凢内一秀君）   島岡議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  確かに、本年度につきましても４月、５月、大変子どもさん、おいでる方が大変多ご

ざいました。また天気もよかったですので、お断りした数も大変ありました。そして、

大変ありがたいご意見で、３連戦はやめていただいて金・土（曜日）２連戦ということ

で、暑い中の２連戦については私たち職員もなかなか大変で、大変温かいご意見ではと

は思いますが、球場の使用につきましては先ほども申しましたように、ほかの球場との

調整もございます。それから、７月、８月には少年野球の試合、香美市の少年野球大会

もありますが、そのほかにもいろんな事業が入ってきております。その辺につきまして、

球場の使用というものがいろいろ込み合っておる状況もございますので、なお球団の方

とも連絡を取り合いながら、提案もさせていただけたらというふうに思いますのでよろ

しくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   島岡議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  市営住宅の自治会組織の件でございますが、議員が言われましたように黒土２号団地

は、その建てかえによりまして今Ａ棟が建っておりまして、Ｃ棟を建設中。そして、ま

た後年度Ｂ棟が建つ予定となっておりまして計３棟となります。確かに、１つの団地で

すので、３棟ありましても統一的な会長を置いて、それから、例えばそれぞれの棟に班

長とかいう方法も考えられます。今、説明会ではそのＣ棟にも会長を置いてほしいとい

うふうなお話をして進めておりますが、その、もうＡ棟に入居されている方、それから

今後入居される方、そういう方たちの意見も聞きながら、一番えいと思われる自治会組

織をつくり上げていきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   島岡議員さんの２回目のご質問にお答えいたします。 

  国や県の事業に乗って教育活動を推進することは大変重要なことだと押さえています。

そしてまた地域の活性化も、こういった事業を取り入れてやることも大事ではなかろう

かと考えます。農政課を初めほかの課とも、教育委員会内にとどまらず連携を図りなが

ら、皆さんにご指導いただいて進んでまいりたいと考えております。どうかよろしくお

願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   島岡信彦君の質問が終わりました。 

  次に、１５番、依光美代子君。 

○１５番（依光美代子君）   １５番、依光美代子でございます。通告に従って３点質
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問をさせていただきます。 

  最初に、選挙の開票事務についてお伺いをいたします。 

  今年春の高知県議会議員選挙から投票所の閉鎖時間を繰り上げ、開票開始時間を（午

後）８時とし、開票事務改革を行うことで開票作業はスムーズに短時間で終了しました。

時間外手当だけでも当初予算より３００万円も削減をされ、人件費では約４７０万円の

大幅な削減効果がありました。７月の参議院選挙については、投票用紙読取分類器も購

入し、選挙区では候補者は３名でしたので、開票作業はスムーズに終了しました。しか

し、比例代表の開票には多くの政党名と候補者名があり、大変ご苦労をされたようです

ね。事前にリハーサルや打ち合わせはしましたか。何人の職員で対応しましたか。人件

費は試算どおりにできましたか。また、選挙後の高知新聞報道によると高知県の開票効

率は１.１で全国４５位でしたが、本市の開票効率はどのぐらいでしたか。今回の選挙

終了後に開票事務改革を行い、どうであったのかの総括はしましたか。よかった点と反

省点を聞かせてください。また、１１月の知事選挙にはどのように生かしていくのかお

尋ねをいたします。 

  ２点目に、橋梁についてお尋ねをいたします。 

  昨年１２月議会で、橋の耐震診断が必要ではないかとの質問をさせていただきました。

そのとき、「平成１９年度の交付金事業で橋梁の長寿命化計画を立てたい。」との答弁

をいただきましたが、いつから取り組むのでしょうか。お尋ねをいたします。 

  今年に入り、５月から毎月のように中国を初め国内外で橋梁の強度不足や鋼材の腐食、

金属疲労による橋の事故が起きております。６月には「三重県の木曽川大橋で橋梁の鋼

材腐食が見つかり、その数時間後に大型ダンプが通過後にその腐食部分が大きく破断し、

通行を遮断した。」との報道がありました。先月には、アメリカ、ミネソタ州で予想も

しない突然の大規模な高速道路の大橋の崩落がありました。国土交通省は、木曽川大橋

の腐食をきっかけに同じ構造の橋を調べたところ、数カ所で問題点が見つかっておりま

す。本市には、１５メートル以上の橋が５３、これは１２月議会のときにご答弁いただ

いておりましたが、５３。それ以外にも多くの管理下の橋があると思います。本市が管

理する橋は何カ所ですか。そのうち、建設後５０年を経過した橋は何カ所ありますか。

木曽川大橋の鋼材の破断は、建設後４４年で起きております。ミシシッピー川の橋は４

０年であのような大惨事が起きたのです。本市では、橋梁の鋼材の腐食や、金属疲労や、

橋の老化を含め問題点はないですか。定期点検を行っていますか。お尋ねをいたします。 

  最後に、ごみ行政についてお尋ねをいたします。 

  このごみについては、平成１３年度よりより細かな分別収集に取り組むことで、可燃

ごみの減量化に努めております。香南清掃組合の構成自治体全体でこの分別強化により、

既に１０％強の可燃ごみ削減が達成されております。しかし、構成自治体では、それぞ

れが厳しい財政状況の中運営しておりますので、香南清掃組合における一般廃棄物処理

に係る小委員会では、構成自治体の負担軽減のため、収集及び処理費用の削減効果を上
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げるため、いかに取り組めばよいかの検討会を行い、立案し、関係３市（香美市、香南

市、南国市）に提言したのです。その内容は、可燃ごみの最終処分費用が全収集処分費

用の６割を超える現状において、可燃ごみの排出量を削減することが最も効果的、効率

的に解決する手段であると判断をしたのです。その判断に至るに当たっては、工科大に

も協力をしていただき、財務分析、ごみ全体の分析、特に可燃ごみにおいては組成分析

までを行いました。そうした分析をもとに、今後さらに廃棄物収集、処理費用を削減し

ていくためには、さらなる可燃ごみ排出量削減が必要との結論に至ったのです。それを

実効性あるものにするために、住民の意識や意見を把握するため住民のニーズ調査もあ

わせて行いました。その可燃ごみをどのようにすればごみが削減でき、経費もどれだけ

削減できるのかを提示し、特に可燃ごみのうち紙、布類が最も多いことがわかり、これ

を分別することで効果があるとの判断をしたのです。この紙類の収集に常設の回収箱の

設置を検討しました。仮に、３市内の中の量販店１８カ所、この量販店の設置というの

はいろんな問題もあり、なかなか厳しいとは思います。公民館１００カ所、従来のごみ

ステーション３６８カ所に設置した場合、初年度には設置費用１,０２６万円が発生い

たしますが、収集頻度を増加させるコスト、年間約４,５００万円よりも、回収箱の設

置が経費もかからず効果を上げることができます。これにより、紙類を約８９０トン削

減できます。この数値は住民のアンケート調査をもとにシミュレーションしたものです

が、この半分の試算をしてみても効果は大きいと思います。可燃ごみを削減すると焼却

量も減少し、この試算によると二酸化炭素の排出量を年間約３,９００トンも削減でき、

地球温暖化防止にも大きく役に立ちます。そして、炉の傷みも少なくなります。維持補

修費も抑制でき、耐用年数の長期化も可能となります。やがて必要になる新しい焼却施

設もコンパクトになり、投資資本も小さくて済みます。その費用対効果は大きいと思わ

れます。なぜ取り組みをしないのですか。 

こういったデータのもと、小委員会では効率のよい廃棄物処理施策を立案し、実施す

るための資料、その提言と一緒になぜその提言に当たるかという、いろんなそれまでの

経過、分析調査とかそういうものを一緒に添えて出されていると思います。そういった

資料とともに関係３市に提言を、昨年７月２４日に行いました。その回答は今年の３月

１５日でした。なぜこれだけの日数が必要であったのか。また、その間どのような議論

をしてきたのか、それぞれについて聞かせてください。 

続いて、市長にお尋ねをいたします。市長は、香南清掃組合の副組合長でありますが、

このことについて組合議会では議論しなかったのでしょうか。議論をしておれば、その

過程を教えていただきたい。 

以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   依光議員の参議院議員選挙についてについてお答えをい

たします。 
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  まず、参議院議員選挙の開票につきまして何人の職員で対応したかということでござ

いますが、市役所職員が６０名、それから分類器の整備１名で、６１人で対応しており

ます。（後に人件費について追加答弁あり。） 

  それから、本市の開票効率ということでございますが、早稲田大学のマニフェスト研

究所の資料に基づきますと、選挙区で、これは開票の事務従事者が１人１分間で処理で

きる枚数というところでございますが、選挙区の方では２.５７、それから比例代表の

方では０.８６ということになっております。高知県の場合、これ両方合わせてという

ことになりますが、１.１と比較しますと、総合で香美市は１.７２となっておりまして、

全国１,９７１市町村中６８２番ということでございます。細かく言いますと、高知県

選挙区の方でいきますと、香美市がトップでございます。県全体でもトップ。それから、

比例代表の方につきましては、県全体では７番目ということでございます。ほんで全国

で６８２番ということになっております。 

  それから、事前の打ち合わせやリハーサルにつきましてという問いでございますが、

開票事務従事者に対し開票のリハーサルを行いました。これは午後６時から全員を集め

て、その中で同じように設定をしまして、その中で流れを一つ一つ追ってですねリハー

サルをこなしております。それからまた当日、開票立会人につきましても一応事前に集

まっていただきまして、開票の流れ等につきまして説明と協力をお願いをしております。 

それから、開票事務改革。よかった点、それから反省点ということでございますが、

よかった点でございますが、今回から開被台、通常の机の上に暗幕を引きまして、それ

で作業をしておりましたが、ちょっと腰へ一番負担のかかる高さになっておりますので、

２０センチかさ上げをしまして、腰の負担にならないような高さで開票作業をやってお

ります。それから、選挙区に関しましては、県議選からの引き続きとなりスムーズに進

行ができたと。 

それから、投票所の資料。今回からでありますが、今までチェックをかける資料がば

らばらになっておりました。それを１つのファイルに順番に並べて、見やすくまとめる

ということで、投票所から投票箱を送致していただいたときにその開票所で受け取りを

する受け取り作業がスムーズに行えました。そのことによりまして、当初、午後８時半

から開票開始の予定をしておりましたが、その作業がうまく早く終了いたしましたので、

その時点で選挙管理委員会を現場で開催をいたしました。それによりまして、３０分早

く、午後８時から開票開始ができるということで午後８時までに告示行為を行いまして、

それから午後８時から開票開始ということで、３０分開票時間を繰り上げることができ

たということでございます。 

そこで反省点なんですが、高知県選挙区の場合につきましてはスムーズに対応ができ

たということでありますが、比例代表のその疑問表について政党候補者が多く判断基準

が十分に統一されてなかったというか、実は１５９名の比例代表名簿の登載者がござい

ましたので、その氏名が非常に似通った氏名の方もおいでますし、なかなかその判断基
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準が１枚１枚、その疑問票の中で判断するのに非常に時間がかかったということがござ

います。これは、今後この比例区につきましては十分に検討して、かちっとたマニュア

ルづくりと、事前に十分に研修等もやっていかないかんというふうな反省をしておりま

す。 

それから、最後でございますが、次の知事選にどのように生かすのかということでご

ざいますが、県議選、参議選と同じような開票作業で進行したいというふうに思います。

疑問票につきましては、やはりより一層判断基準を明確にして早期終了に向けて改革を

さらに続けていくということで対応したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   依光議員の橋梁につきましてお答えを申し上げたい

と思います。 

  橋の長寿命化計画につきましては、前提条件としまして橋梁の健全度の把握、事前点

検ができているかということがもとになります。この健全度の把握につきましては、今

後県などの実施をします研修会等へ職員を派遣をしまして情報あるいはノウハウを取得

し、平成２５年度までの計画策定につなげていきたいと考えております。この平成２５

年度と申しますのは、平成２６年度以降はこの長寿命化計画を立ててないと補助対象に

ならないよということでございますので、平成２５年度までに市町村は長寿命化計画を

立てるということになります。 

  本市での橋梁の問題点はないかというご質問でございます。私ども職員が点検して危

ないというふうに思いますものは、本当に危ない状態であろうというふうに思います。

１５メートル以上の橋を昨年から点検をいたしてございますが、コンクリートのひび割

れ、鉄筋の露出、舗装の割れ等の初歩的な調査で終わっております。現在の職員ではわ

からないような部分の危険箇所につきましても発見ができるよう、今後点検実施要領の

研修会に参加をし、点検を実施できるようにしたいというふうに考えてございます。 

  それから、建設都計課で管理をします香美市内の橋は３７９橋ございます。橋梁台帳

に建設年次が記載されていない橋梁もございますので実数には当たらないかもわかりま

せんが、５０年を経過した橋は、橋梁台帳に建設年次が載っております橋だけで申しま

すと１８橋ございます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   環境課長、阿部政敏君。 

○環境課長（阿部政敏君）   依光議員のごみ行政につきましてお答えさせていただき

ます。 

  香南清掃組合におけます一般廃棄物に係る小委員会の検討業務報告につきましては、

組合事務局より組合構成３市（香美市、香南市、南国市）の環境業務担当課で組織しま

す環境行政連絡協議会にありました。３市がそれぞれ報告書の提言につきまして取りま

とめをしたものを当協議会で意見調整し、３市の市長名で回答したものであります。回
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答までに時間が経過したかもしれませんが、何回か協議を重ねております。報告書には

「香南清掃組合のみの歳出削減でなく、構成３市が行う収集から最終処分、あるいは資

源化にも及びますが、（それ）の全過程を通じまして最も効果的、効率的な一般廃棄物

処理施策を立案、実施することが必要である。」とあります。業務報告書の提言に対し

ます３市で取りまとめました回答について、４項目、この場で述べさせてもらいたいと

思います。 

  提言の１つ目でありますが「さらなるごみ減量化に向け、収集コストの増にならない

常設回収設置箱を検討すること。常設回収箱は、生ごみについては臭気等で不安視する

方があることを考慮し、紙、容器包装プラスチックからスタートすることがよいと思え

る。」また、場所についても「アンケート結果を考慮し、量販店等を検討すべきであ

る。」ということでございます。これについての回答としましては「具体的に量販店等

を考慮すべきである。」といただいていますが、量販店に施設の設置や管理費用等の新

たな負担を求めることとなり、場所の提供や費用負担に理解と協力が得られるのか。特

に分別が徹底されていない状態で排出された場合、不衛生的であり、分別の指導や分別

のやり直しなどについての責任の所在などの調整は容易でないと考えます。また、出さ

れた資源ごみが当該設置量販店から購入した商品の容器包装でない場合などの課題も多

く、具体的な設置ルールを確立することは困難であると考えます。さらに、一般廃棄物

の収集運搬は市の業務となり新たな費用負担が必要となるため、費用対効果からもどれ

だけの効果が見込まれるのか疑問です。こうしたことを考慮すると、現在ステーション

方式で行っている分別収集方法の徹底がより効果的であると考えます。 

  次に２つ目の提言でございますが「生ごみ処理については、業務報告書の提言を受け

１００世帯程度のモデル事業として開始すること。事業場所、地区等の選定については、

住民並びに自治体の積極的な協力を得られることが不可欠であり、意義の周知並びに有

効性や問題点を整理し、生ごみ分別による資源化拡大に向けての指標も得られるように

すること。」これについての回答でありますが、生ごみの処理については意見が分かれ

ています。南国市は「生ごみ処理機の普及により」、香南市と香美市は「平成１９年度

に香南清掃組合で一般家庭からの排出方法や排出場所及び処理方法について、香南清掃

組合議会議員の方と３市の担当者による先進地視察なども踏まえた調査研究を開始し、

平成１９年度中に香南清掃組合でモデル地区を決めて、平成２０年度から実施したい。

このため、業務報告書の提言などを踏まえて香南清掃組合としての生ごみ処理基本方針

を示していただきたい。」 

  次に（提言）３つ目ですが「複雑化するごみの性状に向けＥＰＲ」、これ拡大生産者

責任といいますが「を含む規制強化を国に要望したことを構成市へ働きかけること。」

この回答ですが「容器包装リサイクル法等の特別法の改正を国に要望する必要がありま

す。」具体的には「３市の議会で環境大臣等に意見書を提出するよう働きかけを行いま

す。」ということです。 
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  次、提言４つ目ですが「分別収集の徹底強化を図り、３市統一の分別収集体系を確立

するとともに、将来的には収集経費削減に向け収集業務の組合での一体化も検討するこ

と。」についての回答ですが「市町村合併によりごみ袋の規格の統一は一部実現しまし

たが、すべてを統一するに至らなかったため引き続き協議を行います。ごみの分別収集

方式は統一の方向で協議を行いますが、統一の時期は生ごみやプラスチックのリサイク

ルシステムの確立とあわせて協議することが適切であると考えます。システムが確立す

れば分別収集体系の一本化は可能であると思います。収集業務については統一単価の基

準がなく、３市でも積算根拠、距離とかステーション数、収集重量等がありますが、異

なっているため、組合での統一は困難であると考えます。特にパッカー車には汎用性が

ないため、契約の方式によっては特に零細企業は経営が困難となり廃業に追い込まれる

状況となるなどのリスクもあり、慎重な対応が望まれるので当面は３市の理念及び責任

において決定することが適当であると考えます。」そこで、提言の中で考えられること

でございますが、香南清掃組合での焼却ごみの組成分でございますが、可燃ごみの中に

は水分が約５０％含まれております。可燃物のうち紙、布類が約６０％になっておりま

す。紙類と布類の分別収集は現在しておりますが、今後さらに紙類の焼却量を減らすと

すれば、まだ３市が導入しておりません紙製容器包装類のステーション収集方式による

分別収集が考えられるところでございます。ただ、新たな費用負担が必要となってくる

ことも考えなければならないということでございます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   依光美代子議員の香南清掃組合における一般廃棄物処理に係

る小委員会の報告の件につきまして、組合議会がどのような審査をしてきたか、審議を

してきたかというふうなお話でございます。 

  この小委員会は、いわゆるごみ焼却施設の改築等に係る特別委員会の、そうした中で

の先ほど言いました一般廃棄物に係る小委員会なわけでありまして、その提言につきま

しては、平成１８年８月３１日に特別委員会が開催をされまして、それに組合長、副組

合長が出席をし、その中で小委員会の審議経過を報告を受け、そしてその中で話し合い

をいたしております。その後、先ほど阿部環境課長の方からありましたように、人事担

当の中で話を詰め、そして１２月２６日の議会定例会の中の組合長の諸般の報告の中で

も、このいわゆる小委員会の報告についての議会としての受けとめ方、そうしたものが

諸般の報告でなされております。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   １５番、依光美代子君。 

○１５番（依光美代子君）   １５番、依光美代子でございます。２回目の質問をさせ

ていただきます。 

  最初に開票事務についてですが、開票改革を行うことですごく改善をされて、その香
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美市がトップであったということ、すごいことですよね。皆さんの努力が報われて、ま

たそのことが次への、すべてのこれ仕事につながっていくと思うがです。やはり自分た

ちが努力したことが報われ、評価され、するとすべてのそれが行政効率にもつながって

いきますので、引き続いて開票の改革の方をお願いをいたします。 

そして、比例区の方では大変疑問票があって苦慮されたということですが、疑問票と

いうのはどれぐらいあったのでしょうか。そして、また今後はそのマニュアルづくりを

考えているということですが、ぜひこの開票事務改革を行って全体的にもやはりマニュ

アルがあれば、担当がかわっても皆さんがすぐそれを見ればわかるというようになりま

すので、早いうちにそのマニュアルづくりをしていただきたいと思います。 

  そして、橋梁についてお尋ねをいたします。 

  その橋梁（の長寿命）化計画のことですが、平成２５年度までに（計画を）立てたい

ということですが、ぜひ平成２５年度まで、今から計画を立てて取り組んでいただきた

いと思います。まだ日があるからということで先送りにしていたら、やはり次へ次へと

用事がたくさんふえ、なかなか厳しいものが出てくるかと思います。そして、建築後５

０年を経過した橋が１８橋あるということですが、その橋については何らその問題点と

いうか、目に見える、目視状態で何か問題が起きているということはないんでしょうか。

それと、あとそういう橋は何かあればやっぱり一定の期間、定期的に点検を、目視だけ

でも少ない経費で済むので続けていくべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

  それと、１２月議会の答弁で「防災対策課では、その橋について自主防災組織設立時

やマップづくりのときに危険地域ということで橋を見ているが、専門家でないからわか

らないので、関係各課と協議する。」との答弁をいただいておりましたが、中井建設都

計課長の方にはいつごろご相談があったでしょうか。橋については以上、お尋ねをいた

します。 

  ごみ行政についてお尋ねをいたします。 

  それぞれご丁寧なご答弁をいただきましたが、期間がかかったのも何回か協議をして

いたからそのような月日がたったというふうに受けとめましたけど、私どもこの回答書

を見る限りでは、そういうように受けとめがなかなかできなかったんですよね。だから

ここで質問をさせていただいたわけです。この提言については、環境行政連絡協議会に

来たから、それぞれの委員さん、または担当課が持ち帰って担当課で協議をして、そし

てお返事をしたというように受けとめましたが、こういった大事なことをその担当課の

みで協議をし、回答は市長名で提出をするということでいいのでしょうか。市長はこの

判断でよいとしたのでしょうか。この回答書を見る限りでは、何か誠意というのが感じ

られないように私は受け取りました。このようなことでは今後工科大の協力が得られる

のでしょうか、非常に心配をいたします。これに取り組んでるぞというのは、かなり事

細かに資料をつけ研究をし、やられております。そういうことを本当に真剣に協議をし

たのかな。確かに量販店でするというのはそれは大変なことです。だけどここに「量販
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店」と書いてますけど、上には収集コストの大きな増にならないという中で、このつけ

ていただいた資料の中には公民館やごみステーションで、可能なところで設置を探ると

いうことで研究をやってます。その収集頻度を何回、１回にしたらどう、２回にしたら

どう、３回にしたらどうという。それから常設場所を設置したときにどうというような、

すべて財政的なシミュレーションも書き、それによって発生する二酸化炭素の量も勘案

し、すべてを数字で一目にして、目で見てわかるようにしてます。机上の空論といわれ

るかもわかりません。けれど、これは住民アンケートをもとに住民の意識調査もし、や

っております。そのことを半分と試算してもかなりの効果があるんではないかと思いま

す。 

  それと、（提言の）１番で答えた、だからこれから分別収集の方法の徹底、そういう

ことを力を入れていきたいということで３月に回答しておられます。以前にも、私この

議会で何度か言わせてもらったけど、やはり住民に、ごみ対策に処理費用にどれぐらい

要りゆうかということを知らせる。皆さんのご協力のおかげで削減ができて、これだけ

違ったよというのを毎年知らせるという啓発、そういうことをすることが。やはりあの

お知らせを出したら、その年は少なくなってるがですよね。その数カ月は、データで。

やはりそれを毎年必ず１回はするべきだと思います。まして、ここへ「分別収集徹底」

と書いてあれば、ぜひそれをやっていただきたい。そのことがまたごみの削減にもなり、

住民の意識を高めることにもつながっていくと思います。 

  それから、生ごみの方ですけれど平成１９年度中にモデル地区を決めて、平成２０年

度からモデル地区として実施したいという結論に至ってるということですけど、私の思

いではなかなかこの生ごみの堆肥化、私も県下各地かなり見せてもらったり、資料を取

り寄せたりしました。これに本当に取り組むときは、かなりの慎重を要しないと後々大

変になります。それから比べると、本市ではコンポスターやＥＭボカシを使うことを推

進しておりますので、ぜひこの推進にもっと力を入れて、せめて年に１～２回コンポス

ターを使うとこうだよととか、ＥＭボカシの使い方とか、それの活用の仕方とか、そう

いうことをやられる方が費用対効果は大きいと思います。私も以前に何度か生ごみの堆

肥化、生ごみを活用して楽しみに変えようよということでやりましたけど、そうして呼

びかけると結構人も来てくださいます。そのときに出る意見が、皆さんがその困ったと

きに「問い合わせをどこにしたらいいの。」という声を聞くんですよね。やはりそのと

きに環境課の方で、電話がかかってきたとにき、コンポスターがうちはいっぱいになっ

たけどどうしたらいい。ＥＭボカシの腐敗が、腐敗臭がしてるけどどうしたらいいとい

ったときに答えれる、最低限のマニュアルをつくってできたらもっと推進していけるの

ではないかと思います。ぜひその辺も検討をお願いしたいと思います。 

  それと、このままの状態が続いていけば香南清掃組合のごみ処理基本計画のごみ減量

の目標がありますよね。それが達成できますか。それとも何か環境課長の中で減量に対

して、何か達成するための私案があればそれを聞かせていただきたいと思います。 
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  もう１点、その容器リサイクル法に対しての意見書を提出するようにということで、

何か６月議会に予定したけど無理だったから９月議会にっていうふうなことを聞いてま

したけど、今議会には提出をされておりませんけどいつを予定をしてるんでしょうか。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   依光議員の参議院議員選挙の開票について、２回目のご

質問にお答えをいたします。 

  疑問票はどれぐらいあったのかということでございますが、これはちょっと計算がで

きません。無効票数は５８６ですが、その疑問票へ流れてきた票の中で無効票になる票

もあれば有効になる票もあるということでございますので、その疑問票が大体どれぐら

いがあったかということは、５８６票より余計あったということになります。 

  それからもう１点、マニュアルづくりを早くということでございますが、このマニュ

アルといいますか当日基準ということにつきましては、基本的に選挙ごとにつくります。

というのは、その候補者あるいは比例の政党数、それから届け出の名簿登録者、これに

基づきましてそれぞれつくるということ。ほんでそれに対しまして国政選挙、あるいは

県レベルの選挙であれば、国・県の取り扱いの基準も流されてきます。それと市町村の

判断をする。そういうものも含めまして基準をつくっていくということになります。と

いうのは、やはり完全に記載された票であれば有効、無効の判定はすぐできますが、な

かなか完璧に書かれておる記載ばかりではないわけですので、それが疑問票の中で一定

どちらになるか判断をさせていただくことになりますので、それぞれの選挙についてそ

ういう判断基準をつくっていくという形になりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   依光議員の２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  期間があるからゆっくりということでなく早くということでございます。まず、健全

度の把握ということで、計画を策定の前にしなければならない資料集め等がございます。

これのノウハウが全くございませんので、まだ県からも研修会等の実施のお知らせもい

ただいておりませんし、それを受講した後に点検マニュアル等の作成をして、なるべく

早く計画を策定できるよう努めてまいりたいというふうに思います。 

  それから、５０年たった橋が１８橋ある、問題点がないかということでございます。

昨年からぼつぼつ、ぼつぼつといいますか何橋か実施をしてございます。例えば町田橋、

長大橋でございますが町田橋とか、それから秦山公園の北側に、土生川の手前に、土生

川を渡って向こうっかわへ行きます。土生川へかかっております橋とか何橋か点検をし

ましたけれども、目立った危険箇所としてはなかったというふうに聞いております。た

だ、例えば町田橋にしましても、建設当時からもさびでさびをとめるという工法でござ

いまして、最初からさびているという状況でございますので、どのさびが本当にその橋

に対して悪いのかというようなことにつきましても、今後そのような情報を得て（計
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画）策定に向けていきたいというふうに考えてございます。 

  それから、防災マップづくりに関して橋の危険箇所ということでございます。マップ

づくりと危険箇所としての橋につきましても、また先ほど申し上げましたとおり点検要

領、あるいはマニュアルというものを備えてございません。もし相談がございましても

判断しかねる部分があろうかというふうに存じております。早急にマニュアル作成に向

けて県等の研修会に参加をし、実施をしていきたいというふうに考えておりますのでよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（中澤愛水君）   環境課長、阿部政敏君。 

○環境課長（阿部政敏君）   依光議員の２回目のご質問にお答えさせてもらいます。 

  ごみの分別収集におきます予算、費用ですが、これについては、実績について過去に

何回か広報でも周知させてもらったことはございます。これについてもちょっと検討し

ていきたいと考えます。 

  それと、生ごみの堆肥化につきまして、ＥＭボカシ等の活用等でありますが、これも

検討していきたいと思います。 

  それと、容器包装リサイクル法に係ります拡大生産者責任ですかね。そういう部分を

取り入れて法制化するということの意見書でございますが、これは一応３市の環境行政

連絡協議会の方で話を煮詰めて、意見書の中の内容、文言も考えなくてはなりませんの

で、再度検討するようにしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   依光美代子議員の２回目の質問にお答えをさせていただきま

す。 

  この小委員会の提言に対して回答が担当者任せで、それでえいのかというふうな趣旨

のご質問だったというふうに思いますが、十分とは言えませんけれども、全部が全部を

担当者に丸投げをしたという思いではございません。先ほど言いましたように、８月３

１日の特別委員会では組合長、副組合長も同席をしまして、その中で小委員会の審議、

経過についての報告をいただき、そして１点、１点そこで検討もいたしました。 

  そして、１２月２６日の議会の中では、ごみ減量化等に関する構成市担当部署との協

議経過という報告書を特別委員会からいただきまして、その中で８月３１日のごみ焼却、

先ほど言いました改築等に係る特別委員会の決議を受けた中での９月５日開催の、高知

県中央東部地区環境行政連絡協議会総会での協議内容、また１０月５日の同じく高知県

中央東部地区環境行政連絡協議会でのごみ袋に関する協議会での協議内容、そうしたも

のも議会の中で協議をいたしております。 

  そして、先ほど言い抜かりましたが、平成１９年第１２２回の（組合）議会の諸般の

報告の中でも、香南清掃組合における一般廃棄物に係る諸組合の報告につきまして、構

成担当課の協議によって、いわゆる回答がされてきたと。そして、その中で「平成２２
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年度のいわゆる２,０００トンの減量目標があり、そしてごみの減量が鈍化する中で、

循環型社会の構築と地球温暖化対策に向けて地域の現状等を踏まえながら、資源化、再

利用化が可能な提言がされるものと期待をしておる。」というふうな形の中で諸般の報

告もあり、（組合）議会の中でも論議をした経過があることをお答えとさせていただき

ます。 

○議長（中澤愛水君）   １５番、依光美代子君。 

○１５番（依光美代子君）   １５番、依光でございます。３回目の質問をさせていた

だきます。 

  私の聞き抜かりかもわかりませんが、選挙についてですが何人の職員で対応した、６

０名と１名ということで、人件費はそしたらその試算どおりで賄えたのでしょうか。そ

のお答えをちっょといただいてなかったので。 

  それと、橋のことについてですが、そしたら中井建設都計課長さんは防災対策課の方

からやっぱり危険箇所についてのご相談がありましたか。そうではなくて、もう建設都

計課として独自にその見回りというか、点検に昨年から、今年からとおっしゃいました

かね、行かれてるというの。その辺をちょっとお聞かせをください。なぜ私がこんなに

しつこく聞くかと申しましたら、いろんな形でこの場で執行の方がお返事をしてくださ

います。そのしてくださったお返事が言いっ放しということが何件かあるんですよね。

私は、何カ月からたったら担当課へ直接聞きに言ったりはしますけど、やはりここで答

弁をすることに対しては責任を持って取り組んでいただきたい。それを取り組むにもす

ぐできないこともあろうかと思います。それにはそれだけの、けど、やはりそこに誠意

が見受けられないと感じることが多いので、ちょっとお聞かせを。今申し上げた担当課

だけじゃなくて、全体的にそういうことがあるからちょっとどうかなということで聞か

せていただきました。 

  それと、ごみのことですが担当課本当にいろいろと、ごみについて住民のモラルがま

だまだ低い方がおってご苦労してます。それはもうよくわかります。不法投棄から始ま

って、搬出したごみが何もかも一緒に、分別がきれいにできなくてその汚れた大変な中

を取ってきて分別をせないかんという大変ご苦労がある。そのためにも、ぜひ住民の意

識を高揚さすための啓発活動というのもすごい大事になってこようかと思います。皆さ

んが少しでもスムーズにお仕事をできるためにも、その啓発の方にも力を入れていただ

きたいと思います。そして、先ほど環境課長がおっしゃってましたけど、可燃ごみの中

には水分が５０％、紙、布類が約６０％あると。その３市（香美市、香南市、南国市）

が何とか導入して紙容器包装（回収）ということも検討していきたいということですが、

ぜひその検討もお願いいたします。ぜひその公民館やごみステーション、すべてではあ

りません。常設の回収箱を置くとなれば広さとか要りますから、ぜひそういうことも前

向きに検討してみてください。いろんな長い目で見ると、結構その回収回数をふやすよ

り効率よくできている。これは試算だけでやってるから机上の空論だと思われるかもわ
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かりませんが、ぜひそういうことも。もし始めるんだったら、やはり平成１３年度の分

別収集があれだけ徹底をして効率よく実施ができたのも、その前に大変な思いをされて、

各公民館で説明会を毎晩のように何カ所も行いましたよね。それがよかったんだと思い

ます。やはりそうすることで皆さんにも、住民にも気持ちが伝わります。それからわか

らないことがあったらその場で聞けます。だから、本当に大変な労力があるけど、大変

をすると、あとで住民と協働でスムーズに効果を上げていくことができると思いますの

で、ぜひその辺よろしくお願いいたします。 

  それと、平成２２年度の目標、約２,０００トンの削減ということで現状でいくのか

どうか、少しちょっと心配をするものです。ぜひ引き続いて組合議会の方でもその検討

をお願いをいたします。 

  以上で私の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   ３回目の依光議員の質問にお答えいたします。 

  ちょっと人件費につきましては、通告の中ではちょっと私読み取れてないわけでして

ここで明確にお答えをすることはできませんが、ただ、合併してその参議院議員選挙に

ついては初めてでございますので、前回の対比のしようがないということは予算の組み

ようもなかなか難しいわけですね。その中でちょっと、やはり余分に組んでおる面がご

ざいますので、そういうこともございましてどれぐらい削減できたかという点につきま

しては、初めてのことでありますので次回からやはりその削減については対比ができる

ということでございます。なお、要った金額については後でまたご報告させていただき

ますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   依光議員の３回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  長寿命化修繕計画ということで、制度の創設ということで文書が到来をいたしました

ので、独自に調査をいたしたものでございます。試しとして職員で実施をしましたけれ

ども、先ほど申し上げましたとおり十分な調査とはなりませんでしたので、今後正確な

調査ができるようにしてまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   環境課長、阿部政敏君。 

○環境課長（阿部政敏君）   依光議員の３回目のご質問でございますが、（紙製容器

包装の回収を）一応導入するに当たりましては、そういう内容のこと（啓発活動）も検

討していきたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   依光美代子君の質問が終わりましたので、暫時１０分間休憩

をいたします。 

（午後３時１３分 休憩） 

（午後３時２５分 再開） 
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○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、２２番、西村成君。 

○２２番（西村成君）   ２２番、西村でございます。通告に従いまして一般質問を

行います。 

  ４点質問をしておりますが、すいません。３番目の質問事項が「総務」となっており

ますが「企画」に訂正をお願いしたいと思います。総務でしたら間違っておりますので。 

  それでは質問させていただきます。 

  １点目の行財政に関してでありますが、去る９月８日の高知新聞でも、総務省が７日

に発表いたしました自治体の財政健全度を示す実質公債費率の市町村の状況が報道され

ておったところでありますが、この比率が１８％以上になると、新たに地方債を発行し、

借り入れをする際に財政運営の計画を立てて国や都道府県の許可を得なければならなく、

財政の悪化を裏づけるものであるわけでありますが、全国では（比率が）１８％以上の

自治体が５０１市町村あると掲示をされておりました。高知県は３５市町村のうち１８

市町村となっておりますので、半分以上がそういった財政の悪化を裏づける状況に至っ

ておるところでございます。香美市の実質公債費率は、平成１８年度の決算で１６％で

ありますので、財政が厳しい中でも財政の悪化を裏づける団体には至っておらない状況

であります。地方分権の名のもとに平成の合併が全国的に推進をされまして、地方の財

政は今日一層厳しい状況に置かれていることはマスコミ等の報道でも明らかであります

が、そこで以上の申し述べた状況を踏まえまして、香美市も合併から１年半を経過をい

たしましたが、行財政面において市長は合併の効果をどう評価をされておられますか。

財政面あるいは事務事業面の主な点についてお伺いをいたしたいと思います。 

  また、各課においては、合併によってメリット、デメリットの影響が大なり小なり出

ていると思いますが、出ているのであればそのもろもろについて具体的な答弁を求めま

す。当然出ておらない課はいいわけですので、出ておるところについてはどういうもの

が出ておるか答弁をいただきたいと思います。 

  次に、２点目の財政でありますが、市民の一部の声として「香美市は合併をして財政

的に非常に厳しくなってきておる。北海道夕張市の二の舞になる。財政破綻をする。」

との、そうした話が声としてひとり歩きをいたしております。今日、どこの自治体も財

政が厳しい状況にあることは間違いないところでありますが、誤った情報が市民に広が

ることはまことに遺憾であります。今議会に平成１８年度香美市一般会計及び特別会計

歳入歳出決算書が議案として提出されておりますが、その決算書に、私も監査委員であ

りますけど、やりにくいわけですが、監査委員の意見書として最後の結びに「平成１８

年度香美市一般会計と特別会計をあわせた額」、これが「歳入総額は２７７億６,０８

５万８,０００円。歳出の総額が２６８億４,０１４万４,０００円で、差し引き９億

２,０７１万４,０００円の黒字決算である。」と。「地方交付税の大幅な増額が見込ま
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れ、比較的財政状況は豊だった。」と記しております。これは合併の効果もあっており

ますし、議会といたしましても行財政改革推進特別委員会を設置するなど各課の滞納状

況等について説明を受け、再三委員会審査を行い、執行部に対し法的措置も含み滞納整

理を積極的に推進するように取り組んできたところであります。また、何と言っても収

納管理課の職員全員の努力のたまものであるというふうに私は思っております。こうし

た日常の努力があったことと合併の効果もあって、さきの質問で申し上げたように実質

公債費率は１６％になっており、県下市町村の財政状況でも中間よりは上に位置すると

私は思っております。そこで、行政としても県下市町村の各種財政指標等を市の広報で

公表すると同時に香美市の各種財政指標も公表いたしまして、その比較をしてもらうよ

うにして市民に正しい情報の提供をすべきでないかと思いますが、市長の姿勢をお伺い

いたしたいと思います。 

  次に３点目、企画でありますが、合併から１年半を経過をいたしましたが、現在の課

単位の組織機構を改革いたしまして、部制として大きく統括する部長制度を取り入れて、

連携がより密にでき、事務事業の効率が上がるように他の自治体とも研究をいたしまし

て、組織機構の改革をするように検討すべきではないかと思うところであります。この

点についてお伺いをいたしたいと思います。 

  また、課の名称といたしましてもふさわしい名称に見直すべきではないか。特に挙げ

て言えば、市民が一番多く訪れる住民課などは市民課とすべきではないかと思うところ

であります。合併前の町村であればよいと思うわけでありますが、このことは市民から

も時折に聞くところでありますが、市として再考すべきではないかお伺いをいたします。 

  このことによって、議会のこの議場においても非常に執行部の方も多いわけでありま

すが、やはり統括をして密にすることは、非常に連携が大事でもありますし、課によっ

ては住民から要望がありましても、これは例えば水道課であるとか、建設都計課である

とか、公共下水が担当するとか、農政課になるとか。こういったことがあるわけであり

ますので、そういったものを１つの部として統合しておいて各課で持てば、そういうこ

ともスムーズに解決をできる、事務的なことが安易にできるんではないかというふうに

思っておるところでございます。遅くとも新庁舎の建設後には、そうした組織の機構を

改革し、一層の事務合理化を図るべきと思うわけでありますので、その見通しも含みお

伺いをいたします。 

  最後に、４点目の建設についての件でお伺いいたしますが、都市計画路線の新町西町

線については今日まで、合併前から議会でもたびたび一般質問がなされてきましたが都

市計画路線でありまして、当時の計画と現在の土地状況から問題点が解決できていない

と伺っておるところであります。いま一度この路線の今日までの経過と今後の見通しを

お伺いをいたします。 

  また、この路線は、あけぼの街道より北に多くの住宅が建築されて通勤あるいは通学

で１日も早い開通を期待されておるところでありますし、特に山田小学校の児童・生徒
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にとっては、現在西に行ってもあるいは東に行ってもかなり遠回りをして通学となって

おります。この路線ができれば直線であるので、随分便利になると思います。そのあけ

ぼの街道の近隣に（土地を）持っておる地権者の方が、山田幼稚園の直線の行き止まり

の道がございますが、あそこを使えば、私の土地だが便利だということで自分が土を盛

って歩行者が通れるような状況にしたところが、モーターが暫時通り始めたと。非常に

これは危険だということで、市の担当課長も行って注意をしてやめてもらったというこ

とがありますが、そういったように住民といたしましては、通学、通勤に困っておるの

で、うちの土地は今遊びゆうきにという気持ちで好意的にやってくれたところですけれ

ども、そういった状況にあるわけであります。 

  さらにこの路線は秦山公園線と結ばれておりますので、土佐山田スタジアムや子ども

の広場、ふれあい広場にとって、土佐山田町の中心分からの重要路線として計画当時か

ら期待をされている路線であります。 

  そこで、この新町西町線の都市計画道路の建設が、今少し時間を要するといたしまし

ても将来どうしても必要不可欠な路線であり、道路用地を早く確保する必要があると思

うところであります。交通の便のよい住宅地域でありますので、地権者方が売却しない

うちに土地開発公社等で先行取得すべきじゃないかと考えるところでありますので、市

長の決意をお伺いいたしまして１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   西村成議員の行財政につきまして、合併後の状況、行財政

についてどういうふうな状況にあるのかということのご質問でございました。 

  住民の皆様方や、また議会を初め職員のご支援、ご努力をいただきながら、早くも合

併をいたしまして１年半を迎えました。振り返ってみますと、合併前後のこの間、ご承

知のとおり三位一体の改革の名のもとに行財政のあり方が大きく変化をしてまいりまし

た。ことに交付税、補助金などの削減が具体化され、ますます都市と地方の格差を実感

しているところでございます。そうした中で本市は、財政面では、交付税におきまして

は合併算定替えや合併包括支援などによりまして一定の増を見込むことができました。

一方、市制施行に伴いまして生活保護費負担金など増加もありますが、現制度の動向を

見ますと財政効果というものは大きかったのではないかというふうに思っております。 

  財政面で若干金額を乗せまして説明をさせていただきますが、国庫補助金であります

市町村合併推進体制整備費補助金が合併後１０年間で３億円交付されますが、そのうち

の６割、１億８,０００万円が平成１８年度に交付されてきております。また、県補助

金では、新しいまちづくり支援交付金としまして平成１７年度から３年間で６億２,０

００万円交付され、平成１８年度、平成１９年度それぞれおよそ２億６００万円ずつ交

付をされております。 

  交付税では、普通交付税で５カ年間に約３億２,０００万円が、特別交付税は３年間

で約５億４,０００万円が措置され、平成１８年度はおよそ３億３,０００万円が措置さ
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れました。また、生活保護費に対する普通交付税が、合併算定替えという制度により１

億４,０００万円が多く措置をされております。 

  一方、歳出面では、平成１９年度には合併振興基金の積立金１億７,０００万円のう

ち９５％の１億６,０００万円の合併特例債を充当しております。また、積立金の運用

益を新しいまちづくりの財源として活用いたしております。また、特別職等の人件費に

つきましては、平成１８年度決算では平成１７年度決算と比べまして、特別職給与が

６,３００万円、議会議員報酬が１,９００万円それぞれ減額をいたしておりまして、合

併による財政面の効率化があらわれているというふうに思っております。 

  合併をしていなければこのような財政的なメリットはなかったわけでありまして、現

在よりも厳しい財政運営を強いられ、住民サービスの低下をもたらしていたのではない

かというふうに考えられますし、合併したからこそ将来必ず起こると言われております

南海地震への対策、地方分権時代を向かえ専門性を持つ職員の育成や、公正かつ透明な

行政運営をし市民に信頼される行政を目指すための情報公開の充実など、新たな行政需

要に対応できるものというふうに考えております。 

  次に、指標を広報へ公表をして、いわゆる県下の各市町村との比較をしてもらうこと

が大事ではないかというふうなご質問でございます。市税等自主財源は４分の１と、国

に依存度の高いことには変わりはない状況にあります。厳しい財政状況にあることには

違いございませんが、ご承知のとおり中期財政計画を樹立いたしまして健全な財政運営

に努めておるところでございます。現在のところ一部の自治体に見られるような状況に

は至っておらないということが、財政状況の中では伺えます。そうした財政状況につき

まして、常にこのことにつきましては広報等で公表もしておりますが、他の自治体との

比較につきましては、そのことを広報で公表するということにつきましては、現在高知

新聞等で公表もされており、十分住民の方も見ていただいておるとは思いますが、そう

したことにつきましても、掲載方法につきましてはなお今後検討もしていきたいという

ふうに思っております。 

  新町西町線のことにつきましては、今日までの経過等もございますので担当の方から

お答えをさせていただきます。 

○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 

○総務課長（鍵山仁志君）   西村議員の１番の行財政で、各課は合併によってメリッ

ト、デメリットの影響が出ているなら主なものについて具体的に答弁を求めるというこ

とについてお答えをいたします。 

  まず、合併のメリットにつきましては、行財政の効率化といたしまして、こうほく３

町村合併協議会で作成をいたしました財政シミュレーションに基づく職員の適正化計画

の策定、それから、財政面で言いますと、中期財政計画の策定を行っております。続き

まして広域的な視点に立ちましたまちづくりといった面では、香美市まちづくり計画に

基づく香美市振興計画の策定。それから、行政サービスの高度化、行政サービスの向上
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の面につきましては、本庁、支所での窓口の増加、これにつきましては土佐山田町、そ

れから香北町、物部町、どこでも発行業務、住民票等が受けられる、そういうメリット

でございます。それから、収納管理課や林政課といった専門性を持たせた部署の新設。

それからまた健康づくり推進課では、専門職員が集合することによって行政サービスの

向上が図られるなどの効果が上がっております。 

  デメリットにつきましてでございますが、支所窓口におきまして対応可能なサービス

と対応不可能なサービスがあるという点でございます。具体的に言いますと、外国人登

録、それから住基カード発行業務、納税証明の一部（後に「税務証明の一部」と訂正あ

り。）が件数や個人情報の保護、職務権限の取り扱いといった点から本課対応業務とな

っておるために、支所で即時対応ができないといった面がございます。これがデメリッ

トいうことです。また、地方自治体分権の推進と行財政の効率化による職員数の減員に

よりまして、事務量の適正化ができてなく事務負担が集中し、他の業務に影響が出てい

る部署もございます。具体的に言いますと、健康づくり推進課の方で事務量の増加に伴

いまして訪問時間が取れず、戸別訪問を必要と判断される対象者のみ訪問指導行ってい

るというふうな現状もございます。これらによりまして、合併によりまして行政サービ

スが低下することがないようできるだけ合併前の制度を維持しているため、事務量が増

加しているという面もございます。今後はデメリットの解消のため、その要因につきま

しての検証や、本庁、支所間の連携の強化を行い、メリットをより生かせる行財政運営

を目指していきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   西村成議員の建設関係につきまして、都市計画道

路、新町西町線の計画と見通しを問うということでございます。 

  この新町西町線は、昭和４５年の高知広域都市計画区域の線引きの決定に伴いまして、

広域市街化区域全体の幹線道路網につきまして総合的に検討され、将来の自動車台数の

伸びに伴う交通量の増加に対応するとともに、良好な市街地形成に資するため延長４６

０メートル、幅２２メートルで昭和４６年に都市計画決定を受けてございます。時が経

ちまして、平成１３年には概略設計によりまして鉄道との交差について工法検討を行い

ました。立体交差での事業費は３６億円というものが算出をされてございます。翌平成

１４年には、土佐山田町総合交通体系調査ということで、費用便益費の調査をいたしま

した。この結果、０.４３ビーマイシーといいますが、０.４３の結果が出ております。

この数字は街路事業の補助採択基準値１.５を大きく下回るため、街路の補助事業での

整備ができないということが判明をいたしてございます。平成１５年にＪＲと協議を行

いまして、１車線プラス歩道なら平面交差も可能ということで協議を受けまして、新町

西町線概略設計委託業務を行いました。その結果、延長３４０メートル、これは商店街

から国道までを除いた延長になりますが、延長３４０メートル、道幅９メートルで、事
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業費約９億３,０００万円ということで事業費が算出をされております。この結果を受

けまして、平面交差で９メートル、１０億円では可能ということになりましたので、あ

けぼの街道までの暫定整備なども検討をいたしましたけれども、昭和４６年に受けまし

た都市計画決定のままでは難しいということがわかりまして、香美市全体の中での都市

計画の見直しによります本路線の見直しの必要が出てまいりました。これらのことを踏

まえまして、現状に即した見直しを検討し、早期の事業化につなげたいというふうに考

えてございます。 

  それから、お尋ねの用地買収につきましては、事業認定というものが必要でございま

す。事業認定がないと５,０００万円の特別控除が認められないということもございま

して、見直しの道筋が確定をしてから判断をさせていただきたいというふうに考えてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   西村議員の機構改革に関連しての課の名称、あるいは部

長制設置についてのお尋ねにお答えをいたします。 

  ちょっと順序が逆になりますけども、課の名称についてまずお答えをさせていただき

ます。 

  俗な表現になりますけども、行政は生き物でありまして、行政が十分に生きる、言い

かえますと、機能するように必要に応じて組織機構の見直しをしなければならないこと

は言うまでもございません。本市におきましても、新生香美市の機構につきましては、

合併協議の段階から調整を行い、現在の組織機構が整っているということでございます

けれども、当時とは制度や市政を取り巻く状況等も変化をしておりまして、これに見合

った体制に変化をしていかなければならないことはお見込みのとおりでございますけれ

ども、いかんせん分散した庁舎機能を含めまして根本的に厳しい条件を抱えていること

もあります。ご提案の件につきましては、庁舎機能と事務事業機能は不可分密接のもの

でございますので、今後新庁舎の建築に合わせての検討課題としております。この中で

は、市民の利便性とともに事務事業の効率と合理性を高めるための改編も想定をしてお

りまして、それに伴って課等の名称についても市民になおわかりやすく、親しみやすい

といったようなことも勘案をしながら命名をする必要があるかと考えております。 

  なお、部長制につきましては、より一層の組織機能の向上のためにということにつき

ましては、そういった効果をあらしめるということは一つの期待される部分でもござい

ますけれども、現在の管理職の人数を含めまして職制全体としてどうなのかという観点

と、財政面、これは人件費になるわけですけれども、そういった観点から慎重な対応が

求められる事柄であると考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   総務課長、鍵山仁志君。 
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○総務課長（鍵山仁志君）   すいません、先ほどの答弁の中で支所の窓口におきまし

て対応不可能なサービスがあるという面で、「納税証明の一部」というふうに答弁いた

しましたが、これは間違いでございまして、「税務証明の一部」に発行できない部分が

あるということでございます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   合併のメリット、デメリットについて、各担当課で答弁があ

りましたらお願いしたいです。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

  暫時、４時から時間の延長を行います。 

○建設都計課長（中井 潤君）   合併のメリット、デメリットにつきまして、各課そ

れぞれにあればということでございます。思いつくままに書かせていただきました。 

  合併をしましたことによってのメリットでございますけれども、旧土佐山田町は過疎

地域ではなかったのでございますが、香美市になりまして全域みなし過疎ということで、

過疎債が使えるということになって事業にも生かしてございます。それから、香北町、

物部町の建築物に際しまして、合併前は建築士不在のため専門的なチェックということ

ができておりませんでしたけども、合併によりまして当課におります一級建築士への相

談、あるいはチェックができるようになったということでございます。ただ、担当者に

は多大な業務依頼がありまして、断る場合もあるということでございます。 

  それから、デメリットとしまして考えられることは、支所と本庁との業務分担と申し

ますか、補助金、交付金、起債事業は本課扱いをするということで合併協議をされてご

ざいます。しかし、実質的には現場での業務は支所で行っていただいているということ

でございます。土佐山田町の場合には本課が行っておりますが。ただ、書類は本課扱い

の一本化ということでございまして、検査業務、あるいは確認等広範囲となりまして、

時期が重なって検査日が取りにくい場合があるというようなことが起こっております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ２２番、西村成君。 

○２２番（西村成君）   １点目の行財政ですが、メリット、デメリットについては

総務課長と建設都計課長で、あとはおおむねないと思いますので、また起きたときには

見よって言わせていただきます。 

  それでは、今建設都計課長（から）もありましたが、デメリットも一部あるというこ

とです。これは合併協議会で決められたことであるわけですね。それはその当時のとお

りに進めておると思います。これもやっぱり、合併協議会でも決めたことについても、

それは事務担当と打ち合わせをした、幹事会でやったことがあるわけですので、どうし

てもデメリットになる部分については今後見直しをしていく必要が、いかに合併協議会

で決めておっても、市民のためになる方向でいくなら見直しをする必要があると思いま

すので、その点は執行部で今後検討されていくように、私の方から質問をいたしておき



 

－77－ 

たいと思います。 

  それから、（広報での）公表の件ですが、それぞれの指標の件ですが、市長から検討

をしていくと、高知新聞等でも公表されておる。そのとおりでありますけれども、やは

り市民に誤解を招くのはやっぱりそういった正しい情報が市民に伝わっておらないと。

そういうことを言われる方は広報もほとんど見ておらないかもわかりません、事実。た

だ、端的に考えて、そういう話で言われておるかもわかりませんけれども、それはそれ

として、やはり高知新聞でも各県下の市町村の指標について出るときがあります。議員

の歳費とか、首長の歳費とか、そういったものも出ますけれども、やはりそれが出たと

きには私はそう思って質問しておりますので、この質問をして、そのことについてやは

り広報で正しい、ほんで高知県の３５市町村のその指標をそれぞれ出していただいて、

それに現在の香美市の指標をひっつけないと、それぞれ別個に月をまたいでするとか出

ますと市民はなかなか広報を、丁寧にとじておられる方もおいでるでしょうけどもそう

いった方は少ないかもわかりませんので、やはり同時に見れるような形で情報というも

のは提供すべきだと思いますので。そういった、せっかく執行部も皆さん方も努力され

て、先ほど私が収納管理課と言いましたが、そういった努力をされているわけですので。

そういった点は正しい情報を市民にお伝えするということが大事でありますので、その

点についてはなお今言われたことについて再度検討を。そういって載せるでしたら、そ

ういった形で載せていただきたいと。県下の３５市町村の指標を載せて、今度次に、別

に香美市のを載せるじゃなしに同時にやはり載せないと、その比較をして正しい情報を

市民に受け取ってもらうことはできないわけですので、そういった点でお願いをいたし

たいと思いますので、再度ご答弁をお願いいたしたいと思います。 

  それから、その財政に関して、やはり行財政の中で市長からそれぞれ数字を挙げてご

説明いただきました。私が聞き漏らしたかもわかりませんけど、もう１つは平成１８年

度の財政調整基金の取り崩しを、計画を８億円ぐらいでしたかね、しておりました。私

は知っておりますけんど、市民はそれは知らないわけですね。そういった計画があった

けれども、それは今言われたような、先ほど市長から答弁があったような補助金等の問

題で取り崩しをする必要がなくなったということを、これはやっぱり知らすべきだと。

最初の予算ではそういう財政調整基金も取り崩しをしなきゃならんということで計画し

ておったわけですので、それがやっぱり先ほど市長から答弁があったような数字があっ

て、必要でなくなったということを正しく、やっぱり予算に基づいて現状を報告してお

くということが大事と思いますので、その点を答弁がなかったと思いますので、ちょっ

と私が聞き漏らしちょったらいけませんが、お願いをしたいと思います。 

  それから、３点目の課等の見直し、それから組織機構改革ですが、新庁舎ができたら

ということでございますが、やはりそれぞれ庁舎が建ってもすぐということはできませ

んので、事前にそういったことは研究しながら調査をしていく必要があると思いますの

で、今からやっぱりやっておるのかもわかりませんけれども、そういった事務事業の見
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直しは、やはり組織機構の改革をしなくちゃならんと思います。先ほどちらっと私が申

し上げましたのに、各課へつながる市民の要望事項については、なかなか昔のように、

昔じゃったら今やっちょいて後で相談したらえいわということがあったらしいですけん

ど、そういったことは現在は通らないような状況でありますので、やはり市民にやっぱ

り負担のかからんように事業を、市民が困っておる問題点については、そういった統合

によってそのこともひとつ、その部の中で解決のしやすい方向に時間が短縮できるわけ

ですので、そういった点では今からよく検討していただいて、庁舎ができれば、庁舎が

建築されたときに即対応できるような形をしていただきたいと思います。 

  それから、最後の新町西町線ですが、これは計画についてお聞きをいたしましたし十

分でありますけんど、その用地の、買うにいたしましても税等の問題があります。そう

いったことも十分わかりますが、やはりこれは住宅地域でありますので、あそこにちょ

うど空いておるわけですので、ブローカーなんかは目をつけておるわけですので、もし

高額に買い上げをされられと、家が建つとなかなか後、あそこへ建てるというても立ち

退き料いろいろ要りますので、やはり私から、議員の立場から言えば、やっぱり何らか

の手立てをとって、こういう計画であるということは地権者とも協議を一定しておくと

いうことが大事であろうというふうに思いますので、その点は担当課がそういったこと

も、一応そういった計画で進めておるということの手立てをとっておくということが大

事じゃないかと思いますので、ひとつその点をお伺いいたしまして２回目の質問を終わ

ります。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   西村議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきます。 

  メリット、デメリット論につきましては、先ほど総務課の方、また建設都計課の方か

らもありました。ほかにも大なり小なり多少はあろうかと思います。しかしながら、職

員はメリット、デメリットとかいう部分でなく、やはり与えられた仕事を粛々と進めて

いきゆうという状況の中であります。ただ、そうしたデメリットにつきましては、やは

り幾ら合併協議会の中で審議をされておりましても、やはり変更すべきものは当然変更

もしていかなきゃなりません。また、大きな変更部分につきましては、地域審議会等に

お諮りをし、そうした中で説明をしながらご理解をいただくというふうになろうかとい

うふうに思っております。また、議員お気づきの点がございましたら、ひとつご忠告を

いただきたいというふうに思います。 

  指標の公表につきましてですが、先ほど言いましたように高知新聞では各県下の市町

村（の指標）を公表しております。その指標を広報への載せる場合の、どういう方法に

すればいいのかということについても検討せないかんですが、よそと比べてということ

がいろいろの見方もあるかと思います。そういうこともございますので、なお検討して

まいりたいと思います。 

  なお、せんだって県の方から実質公債費率についてのこの指標が速報という形で、平
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成１９年度でもございました。実質公債費率というのは、この平成１８年度から新たに

導入をされたわけでありまして、自治体の標準的な財政規模に占める実質的な公債費の

割合を占める指標でございまして、地方債の元利償還に加えて公営企業の公債費への一

般会計からの繰出金や、また一部事務組合の公債費への負担金なども算入しますので、

自治体の債務の実態を正確に把握するということでこの実質公債費率が導入をされてき

ております。これは平成１９年度の実質公債費率のあらわしですが、平成１６年度から

平成１８年度の３カ年平均として打ち出されて、各町村が出てきております。香美市の

位置づけも上位にあるということが、これではわかります。そのほかに指標につきまし

ては、財政力指数であるとか、経常収支比率であるとか、公債費率であるとかさまざま

な、実質公債費率であるとか、あると思います。そうした部分を、先ほど言いましたよ

うにどのような方法で皆さん方にわかっていただけるのか、なお検討もしていかなけれ

ばならないと思います。 

  それから、財調の取り崩しといいましょうか、繰り入れを当初予算ではしておったわ

けですが、８億円ぐらいが、全額財調取り崩しをするにようばんなったという状況をお

つなぎをせないかんかったですが、これがまだ抜かっておりました。そういうふうにし

まして、これ財調を取り崩すようばんなった背景には、先ほど答弁をしましたように交

付税等々あるいは合併算定替えによりますそうした処置、そうしたものの影響もあって、

合併の効果であったのではないかというふうに判断をいたしております。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   西村議員の機構改革に絡みまして、２回目のご質問にお

答えをいたします。 

  ご提案もいただきながらですけども、機構改革、あるいは行政サービスの観点から見

ましたときに、今日、そのワンストップサービスとそれからフロアとの関連というのは、

非常に大きな住民サービス、行政サービスの部分では重要な要素でございまして、こう

いったテーマを持っていろんな機会を経て先進地の視察をさせていただいたりとか、そ

れから情報の収集をしたりとか、既に取り組んでおるところでございます。こういった

ことにつきましては、それこそ新しい庁舎ができるまでに当然やらないかんことですの

で、現在そういう取り組み方をしておりますし、今後につきましても特にこの点につい

ては意を払って対応してまいりたいというふうに思っておりますので、またご指導よろ

しくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   西村議員の２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  用地の先行取得をしといた方がいいというご提案でございます。経過でも申し上げま

したとおり、２２メートルの（事業費）３６億円というのはできないというような状況

になってございます。つきましては都市計画決定の見直しが必要ということになってま

いりまして、この変更に際します合理的な理由というものが必要になってまいります。
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法線の変更、あるいは法線の縮小ということになろうかと思います。ただ、現在の都市

計画決定のまま事業認可を受けて買収ということになりますと、それは当然事業認定を

受けておりますので買収できることになろうと思いますけれども、現在そういう状況で

はありませんので、計画変更、都市計画決定の見直しというのがが先決になってこよう

と思います。今後、事前協議の基礎資料作成を行いました上で県への協議を開始し、事

前協議が整った後に住民説明会等の手続きに入らなければならないということで、若干

時間を要するようになろうと考えております。用地買収に際しましては、道筋が確定し

てからということで課としては対応したいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   西村成君の質問が終わりました。 

  お諮りをします。本日の会議はこの程度にとどめ延会にしたいと思います。これにご

異議はございませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。本日の会議はこれで延会をいたします。 

次の会議は、９月１２日午前９時から開会をいたします。 

どうもお疲れでございました。 

 

 

（午後４時０９分 延会） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２４人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告をします。２１番、西山 武君は所用のため遅刻という連絡

がありました。 

  議事日程はお手元にお配りのとおりです。 

  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして順次質問を許します。 

  １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   改めて、おはようございます。１１番、片岡でございます。

通告に従いまして一般質問を行います。 

  本年７月２４日の高知新聞に「県内消防署２３年後危機「三位一体」で交付税激減。

職員２割減も。県予測、８地域維持できず」という見出しの記事が出ていました。この

記事では「三位一体改革や人口減に伴う地方交付税の削減で、運営費をこの税に頼って

いる県内の消防署が存廃の危機にさらされてる。最悪の場合、嶺北など８地域で現在の

体制を維持できなくなる予測も。消防関係者は「住民の生命、財産を守る消防、救急は

最も重要な行政サービス」と危機感と募らせている。」このように解説をしております。

消防組織法は「消防業務を行い費用を負担する責任は市町村にある」と規定しています。

県内には市単位、単独、あるいは複数町村で構成する消防本部が１５あり、その下に１

９消防署と２３の分署、出張所が配置されています。これら消防機関の運営は、国から

全国の各市町村に分配される地方交付税の一部、消防に係る基準財政需要額で賄われて

います。ところが、三位一体改革で平成１６年度以降は交付税が減少しました。さらに

需用額の算定に（市）町村人口が関係するため、過疎化が進む本県では国勢調査が行わ

れるたびに交付税が減り続けています。こうした窮状を見透かすかのように、国は各都

道府県に消防組織の広域化、統合を指示しました。複数の本部を統合することで幹部職

員らを減らし、その分現場の人員を確保させようとしているわけであります。本県でも、

この４月に首長や消防行政関係者らでつくる検討委員会が発足し、総合、再編に向けて

議論しています。国は、消防力を低下させるような統廃合はないとしていますが、６月

の第３回検討委員会で県消防政策課が示した予測データは、関係者の間に大きな危機感

を広げるものでした。この予測によりますと県人口が約７０万人になると推計されてい

る平成４２年には、３５市町村の基準財政需要額、消防については総額９６億円になる

としています。これは平成１７年度よりも２１億円も少ないもので、雇用できる消防職

員数は平成１７年度の１,１１６名より２０８人も減り、９０８人であるとされていま

す。職員が２割も減れば、幾ら統合で幹部職員を減らしても現在の消防署、分署、出張

所の運営、維持は難しい情況になってしまいます。この推計をもとにした県消防政策課

の５段階評価によりますと、現状維持のレベル１は１５消防本部のうち高知市だけとな
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ります。室戸市、中芸、嶺北、仁淀、土佐市、高幡、幡多西部、土佐清水の８消防本部

は、現状の消防署や分署の運営が困難とされます。レベル５に分類されています。県消

防政策課は「職員給与のカットや市町村からのお金の持ち出しがふえるなどの要素が一

切ない場合の予測であり、実際は２０８人も減ることはない。」と強調しています。し

かし、県が強力に推し進めようとしている次の合併構想によれば、市町村数は３５から

６に激減し、交付税はさらに大幅に削減され、事態はなお一層深刻になることは目に見

えています。また、財政難の市町村が今後消防組織にどれだけの予算をつぎ込めるかも

疑問であります。 

  ここで質問を行います。県によると、２３年後の本市の消防署のレベルは４になると

予測をされているわけです。分署に至っては救急対応のみとなっている。このことにつ

いて執行部はどのような認識を持ち、どのような対応を今後するのか。まだ先のことと

は言いながらも、そのお考えを問うものです。 

  消防署に緊急出動の要請をしたのに、要請をした側から見れば現場への到着が遅い。

その理由に地域の地理や地名を団員それぞれ十分に熟知されているのか。香美市として

合併後、本署と分署間の職員異動があったのか。これらの職員がそれぞれの地理や地名

等を把握するために十分な手だてが講じられているのかをお伺いするものです。 

  平成１８年３月議会におきまして、執行部からの答弁では「勤務体制の異なる勤務体

制であるのに手当てについては一律に削減しておりますので、しかるべき時期に増額を

お願いしなければなりません。」との発言でありました。９月６日の高知新聞に報じら

れた「県内１４消防、１億円過払い」のニュースにあるように「香美市では平成１８年

度から年末年始の手当てを是正した。」とあるが、先の答弁にあります手当ての一律削

減とこの是正の分も含め二重の手当ての削減がなされたと理解してよろしいのか。一律

に削減された手当てについて、隊員の受けとめ方、士気に影響はないのか等の部内調査

を実施したのか。また、今後の増額の見通しについてお伺いをするものです。 

  次に、公営住宅の運営と管理について質問をします。 

  本市においては、黒土市営住宅２４戸が完成すれば、３２１戸（の市営住宅）を保有

することになります。この間、行財政改革推進特別委員会の指摘や担当部局の努力によ

り改善すべきところは改善の方向に大きく前進しつつあるとは思いますが、旧土佐山田

町にありましたあしき慣例の一部はまだ残っているのではないか。市民から公営住宅で

公平さを欠いた入居があるとの情報が寄せられている。事実であれば改善しなければな

らないが、実態の把握はされているのかお伺いをします。 

  本市では、香美市営住宅条例第２５条で「入居者は周辺の環境を乱し、または他に迷

惑を及ぼす行為をしてはならない。」とうたわれております。近隣の自治体では、公営

住宅への暴力団関係者の入居阻止、またその廃除に関し大変な努力をしております。本

市にはそういう入居の実態はあるのかどうか。この点を、その阻止についての対応策を

伺うものであります。 
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  香美市営住宅条例では、収入超過者の認定、明け渡し努力義務、高額所得者に対する

使用料等細かく条例で定められている。本市での収入超過者の実態、明け渡し請求の対

応と結果についてお尋ねをするものです。 

  いろいろな事情により、同居する人の減少により間取りの小さい市営住宅への転居を

希望する場合の対応。あわせて同居人がふえた場合の市営住宅内の転居の希望について

の対応、こういう例があったのか、またそういう要望が合った場合どういうような対応

をするのかを伺うものです。 

  ５点目としまして、香北町のコーポ太郎丸の家賃の一部に対して、合併前の旧香北町

の施策を引き継ぎ合併後も市からの持ち出しを行っている。持ち出しの金額については、

市の負担が１戸について５万２,０００円とあります。こういう、恒久的にこの方策を

とり続けるのは困難ではないか。経過も踏まえ、今後のあり方についての検討はなされ

てるのかお伺いをするものです。 

  道路管理と河川の管理について質問をします。 

  （土佐山田町）東川地区にある県道新改停車場線は、路肩崩壊のおそれがあり、７月

１６日より全面通行どめにしている。中央東土木事務所によれば「崩壊地の地主が一定

の擁壁工事を完了させた時点で通行どめを解除する。」とのことである。しかし「大雨

等の場合には、危険回避のため再び通行どめにする。」とも聞いている。地域住民の安

全確保及び生活道確保のための本市としての対応を伺うものであります。 

  ‘９８豪雨の最も被害が大きかった東川地区である。台風の時期であり、このままで

は崩壊した土砂が河川に流出することは避けられない。９月１日、同９月２日の夜間に

降りました雨によりまして土砂が河川に流出をしている。川床が高くなった場合の対策

及び土石流等の災害への市としての対策をお伺いするものであります。 

  ３つ目として「地区住民からこのままでは危ないため、安全確保の申し出がされてい

る。」と地元の方から聞きましたが、地元住民にはどのような対策を講じると市として

回答しているのかお伺いをします。 

  ４つ目として、県道２５４号、繁藤西町線から若宮温泉方面に分岐する三差路付近は、

道路が狭いため車の進入を知らせる点滅装置を設置している。しかし、現在は故障のた

め装置は作動していない。早急に改善、改修を県に求めることと、旧平山小学校への宿

泊施設の完成を機に通行量も多くなったと思います。通行の安全と利便性向上のために

道路行政の見直しを県に要求すべきではないか。 

  以上で１回目を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   １１番、片岡議員さんのご質問にお答えを申し上げます。 

  消防活動についての１点目、県によると２３年後の平成４２年、本市の消防署はレベ

ル４になるとされているというご質問でございますが、私の県からいただいた資料によ

りますと、レベル４ではなくレベル３ではないかというふうに思いますが、その点ご確
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認をまたお願いしたいと思います。県が試算をし、新聞報道をされました２０３０年、

平成４２年、２３年後になりますが、の本市の消防本部はレベル３と。本署において火

災対応、複数ですが、それと救急対応、分署においては救急対応のみという表現で将来

のサービス水準の考察ということで発表をされております。このレベル３と言いますの

は、先ほど議員さんのご質問の中にもありましたように、簡単に、端的に申し上げます

と２３年後の２０３０年、平成４２年になりますが、の人口予測をし、その推計人口か

ら基準財政需要額を推計し、また、その基準財政需要額の推計に基づく消防職員数を予

測して、その予測された職員数での消防救急業務はどれくらいのレベルかということで、

全国平均の数値と比較して運用レベルを５段階であらわしたら３になるということでご

ざいまして、単純なレベルといいますか、全国平均と（比較を）やりますと、先ほど資

料をひょっと、もうご存じだと思いますけんど、レベル５のところを、例えば土佐清水

でいきますと、単純に比較した場合にレベル２になったりするところもございますわね。

ほんで、余り詳しいバック的なデータを考慮するとかいうところではないようでござい

まして、単位費用も現在の数字をそのままそちらにもっていっての計算だというふうに

認識しております。いずれにしましても、２３年後には消防行政の業務の運用レベルが

３になるということが予測されておりますことから、消防力の強化による住民サービス

の向上、行財政の効率化を図るため、国が進めております消防広域化、つまり消防本部

の広域再編を県と協議、推進し、スケールメリットによります効率化を図らなければな

らないという考えで、現在消防の効率化の検討は行っております。県は平成１９年度中

に高知県の消防本部の広域再編についての県計画を策定して、国に上げなければなりま

せん。枠組みでございますが、先ほど出ておりましたように市町村合併（後）の６、そ

れと３、それと県警と同じように１という大きな案といいますか、考えはあります。２

３年後に推計されております香美市の人口は２万４,４１９人ということで推計されて

おりますが、自分らとしましても当然それに向けた、近々ではないにしても対応をして

いかなければならないという認識はしております。先ほど申し上げましたように消防本

部の再編という課題もございますので、消防力の強化による住民サービスの低下を防ぐ

ためのという目的を持って、県下１５消防本部が連携して取り組んでいかなければなら

ないと、こういうふうに考えております。 

  それから２点目の職員の異動によって、地理、地名等の把握についてのご質問でござ

いますが、本署、分署間の職員の異動は、今年は４月１日付けで４名異動しております。

職員が管内の地理や地名を把握しておかなければならないというのは言うまでもござい

ません。火災や救急要請を受け、出動場所を間違えますと時間的なロスも含めまして大

変な事態になるということは十分認識しております。以前は、本署の職員は土佐山田町

地域と、それと分署は香北町と物部町の地域の地名、地理的なところを覚えておれば十

分であったということでございますが、現在はすべての通報を土佐山田町の本署で受け

ることになっておりますので、受け付けに当たります職員は、香北町、物部町も含めま
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して管内全域を把握しておかなければ受け付け任務を行うことはできないということに

なっております。ちなみに、新採の職員につきましても消防学校を卒業して各所属に配

属後、おおむね３カ月の間に地理、地名についてはおおむね覚えていただくということ

で、３カ月後には受け付けの任務を補助をつけてやらすようにしております。ここ数年、

県外の出身の職員も入っておりますが、逆に県外の出身の方は地理を全く知らないとい

うところから危機感を持っておりますので、かえって短期間で覚えるというような状況

もございます。そして、新しい職員につきましては、非番等の休日には自主的に地図等

を持って管内を回るなど、職員としてその職責が十分果たせるよう各自で取り組んでお

りますし、また職員の（地理、地名の）把握の進度によりまして、消火栓等の水利の確

認、点検に当たる機会をふやすなど、そういう手だても講じております。 

  それから、３点目のご質問でございますが、一律に削減された手当てについて団員の

受けとめ方、士気に影響はないかと、調査をしたかということでございますが、私はこ

れ非常備の団員ということでございますので、非常備の団員の手当てというふうに解釈

をしておりまして、それはまったく削減したものはございません。見直しを講じたのは

団員の運営の交付金でございまして、これは消防団の直接の消火活動以外での団及び団

員の士気の高揚や、消防技術の向上を図るための消防団活動を行うのに必要な経費でご

ざいまして、旧３町村でそれぞれ取り組んできました団活動の歴史や自治体のバックア

ップにおきまして若干の温度差はございましたので、合併後４年をめどに香美市消防団

として活動を行うことを決定しておりますことから、温度差を少しでも埋めるという意

味での内容や積算根拠等、一定の平準化を図ったところでございます。この点につきま

しては、いろいろご説明も申し上げご理解をいただいておると認識しておりまして、士

気に影響はないというふうには考えております。それから、今後増額する予定というの

はいまのところ考えておりません。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   片岡議員の公営住宅の運営と管理についてのご質問にお

答えいたします。 

  まず、１番目の市民から公営住宅で公平さを欠いた入居があるとの情報が寄せられて

いるという件のご質問でございますが、公営住宅の運営につきましては香美市営住宅条

例に基づいて運営をしておりますが、過去の経過から必ずしも万全でない実態はござい

ます。いろいろ指摘もされますが、現実問題としましては一つ一つできるところを順番

に善処していくしかないと思っております。今は行財政改革推進特別委員会の指導もい

ただきながら、法や条例に基づいた運営をするよう努めておるところでございます。 

  次、２番目の暴力団関係者の公営住宅への入居阻止、排除の問題についてでございま

すが、昨日の比与森議員への答弁と同様になりますけれどお答えいたします。 

  国におきまして、この６月に暴力団に対して公営住宅への入居を認めないこと等の暴
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力団排除の基本方針を定めたところでございます。全国的に公営住宅などから暴力団を

締め出そうとする動きが広がっておりまして、高知県でも今後暴力団排除に向けた条例

改正を検討することとなっております。県下でも幾つかの市や町が条例改正を行ってお

ります。香美市では今のところ対応できておりませんが、条例改正と警察との連携を検

討しなければならないと考えております。先進市町村や県の例を参考にしていきたいと

思います。 

  次、３番目の収入超過者に対する対応についてのご質問でございますが、香美市内の

公営住宅の入居者中、平成１９年度の収入超過者は５名であります。いずれも政令で定

める金額以上でありまして、公営住宅法で定められている公営住宅明け渡しの努力義務

者となっています。該当の入居者に対しましては、平成１９年３月９日付で住宅を明け

渡すように努力する義務が発生する旨の通知をしております。ただ、努力義務の段階で

ありますので、明け渡し請求にまでは至りません。引き続き入居する場合は新家賃、そ

れ（収入）に応じた家賃を払っていただくということになります。 

  次に４番目の同居者の減少理由に、小さな間取りの住宅に転居を希望する場合の対応

についてでございますが、現在までに香美市内での例はございません。また、高知県で

も例はないとのことです。公営住宅から公営住宅への移りかえにつきましては、公営住

宅法により制限がありますが、体の理由により階段の昇降が困難な場合とか、家族人数

の増加や減少による住みかえ等については認められておりますので、入居者から申請が

あった場合は可能であります。 

  次に５番目の（香北町）コーポ太郎丸の家賃補助の施策を合併後もとり続けるのは困

難ではないかというご質問でございます。 

  コーポ太郎丸は平成１０年に建築されておりますが、３０年の償還の後、市の管理と

なるものでございます。当時の建築費用から月額の算定家賃を９万円に設定をしており

まして、月額９万円、１２戸、そして３０年で償還を行うということになってございま

す。個人からの家賃分３万８,０００円は市へ一度入金された後、高知県住宅供給公社

へ支払われております。一方、香美市から残りの５万２,０００円を補助金として、同

様に高知県住宅供給公社に支払っております。住宅の管理につきましては県公社が行っ

ておりまして、市の役割は費用面、使用料とか補助金になりますが、それから駐車場の

申請事務になっております。そして、償還が完了しますと市からの県公社への補助金は

終了しまして、家賃分は市の収入となり、ほかの市営住宅と同じ取り扱いとなります。

市のものになるということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   片岡議員の道路管理と河川への影響につきましてお

答えを申し上げます。 

  県の新改停車場線の路肩崩壊につきまして、経緯と現在の状況をおつなぎしたいと思
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います。県道新改停車場線の上部の開発につきましては、１０年ほど前から始まってい

るように聞いております。‘９８豪雨によりまして土譛線が被災をしまして、その災害

復旧工事の折に残土処理場として○○氏の所有地に残土を処分したころから始まったよ

うでございます。平成１６年には地元の方から「頻繁に残土を持ち込んで危険を感じ

る。」ということで連絡がありまして、土木事務所、そして当時の旧土佐山田町の職員

が現地を調査をいたしました。同年８月の集中豪雨によりまして県道の路肩が被災をい

たしました。その折には、県が災害復旧工事で対応をしてございます。また、下流のダ

ム湖の入口のコルゲート管が半分以上埋まったという状況になりましたので、四国電力

と○○氏が協議をしまして、○○氏個人の負担でその流入した土砂の全部ではないかと

思いますが、撤去をいたしてございます。２００６年になりまして、急速に開発が進ん

でおります。ＪＲ線路の上部を開発をし始めたために、ＪＲと市と県とが現状調査をし

まして協議を始めております。そして、今年になりましてＪＲからその○○さん個人の

開発地につきまして法定外公共物、いわゆる青線でございますが、青線の件で市へ要望

がございました。その青線のふちに空石積みで垣をして残土を盛っているというような

状況でございますので「その空石積みが崩れますと青線をふさいで土砂流出の原因にな

るんじゃないか。」と、「撤去をさせられないか。」というようなことで要望がござい

ました。この間に森林法や産業廃棄物法などいろいろ検討をいたしましたけども、要件

の範囲内の工事ということで対応できないというような判断をいたしてございます。今

年７月１４日の豪雨で、７月１５日の未明に○○氏の開発地の一部が県道に崩落をいた

しまして、土砂が道路をふさぎました。連絡を受けまして早速現地へ行き、現場で土木

事務所の職員、○○氏と協議をし「安全の確認ができるまでは通行どめにせないかん

ね。」というような話をしまして、崩落しましたコンクリートや土砂は取り除いて、県

道上部から再度崩れないようにということで、県道から引いてコンクリートを縦につけ

直すとかいうようなことで対応するというような話が整っております。それから、県道

から下へ落ちましたコンクリートや土砂も取り除くように現地で○○さんに伝えまして、

重機をおろして取り除くからという約束も取り付けております。その後、たびたび現地

で土木事務所の職員等と協議を重ね、期限を切っての通行どめの解除につきまして努力

するよう、土木事務所所長あてに文書で要請をしてございます。 

  それから、２番目の（土砂が）流出することは避けられず、川床が高くなる場合の災

害の対応はということでございます。崩落しましたコンクリートや土砂の取り除きにつ

きましては上の方からしなければできませんので、県道の上部が済んでから取り掛かる

ということになろうと思います。県道下には法定外公共物の赤線や普通河川の谷口川も

ございます。その復元、土砂の取り除きにつきましても要請をし、実行するという返事

をちょうだいしております。 

  それから、地区住民の安全の確保ということでございます。この安全の確保につきま

しても、先ほど申し上げましたとおり上から順々にしてこないと、下からいきなりする
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ということはできませんので、上からの作業待ちということになってございます。撤去

前に大雨が降る。危険を感じるということであればですね、構造改善センターの方に避

難をするということでお願いをしてございます。 

  それから次の、繁藤西町線の機器の設置でございます。この機器は、中山間道路にお

ける対向車接近表示システムという名称であるそうです。高知工科大学が県の協力を得

まして試験的に実施をしているものでございます。車両が通行するたびにセンサーで関

知をしまして、入ってきた車がありますと向こう側にライト表示をする。通過してしま

うとそのライト表示が消えるというようなものであるようでございます。その通行を関

知するセンサーに異常がございまして、原因の究明に時間がかかっております。高知工

科大学からセンサーのメーカーに原因究明の依頼をしておるようでございますが、まだ

そこの解明にまでは至っていないということで、復旧するよう連絡を入れているという

ふうにお話を聞いております。 

  また、通行の安全と利便性の向上につきましては、毎年県道改良を実施をしておりま

すが、その際に道路の拡幅や視距の改良など優先度を判断して要望してございますが、

昨今の厳しい財政状況の中要望どおりの事業着手には至っておらないということでござ

います。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   ご答弁ありがとうございます。１１番、片岡です。２回目

の質問をします。 

  消防の関係でございますけれども、県の方では４月に首長や消防関係者、行政関係者

で検討委員会をしたということで、その統合、再編に向けての一定の、まあ言うたら２

３年先に皆さんも私もどうなっているかわからんけど、わからないけれども、いろいろ

な関係で、その統廃合の関係ではこことここという形で審議というか、検討されている

のかどうか。その構想が出ておるようでしたらお願いします。 

  それから「賃金カットというか、手当てのカットはしてない。」という答弁でござい

ますけれども、それは違うと違いますか。平成１８年５月議会で、同僚の大岸議員の質

問に対して、消防長の答弁はこういうように答えちゅうですね。「しかるべき時期に見

通しを立てて増額をお願いしなければならない」ということで、その前段に「歳出削減

を図るには消防予算につきましても一定の削減はやむを得ないというふうに考えており

ます。」と。「しかし、異なる勤務体制でございますので、手当てにつきましては一律

削減をしておりますので」と。「削減しております。」とここで答えちゅうわけや。し

かるべき時期に見通しを立てて増額をお願いしたいということで、私の今の質問では、

９月６日（の高知新聞）にも出てるその年末年始の手当ても含めてよね、そら是正した

ということになれば、香美市の場合は減しちゅうというように私は理解してるんですけ

ど、そこの点をもう一度答弁をお願いします。 
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  市営住宅の関係でよね、こらもう今までの経過は、今の財政課長さんの前の財政課長

さんがやりよった時期にどういうことがあったかということも十分聞いてると思います

けれども、それら似通うたような形の入居があってるのではないかと。ほんで、何を担

保によね、それまあまあとか十分じゃないけどという、そういう情報はどこかから仕入

れた情報として持っているのかどうか。入居者の確認は、どのような形で行政としては

しゆうのか。そら年に一度収入の何か、届出か何かをして確認をしゆうと思うけど、そ

このあたりどういう確認がなされているのか。それから、行政としてはその部屋代さえ

入ってきておればね、中身を余りせんさくしないという姿勢で今まできたのではないか。

僕はこのことと暴力団入居とは大きなかかわりがあると思うわけよ。ということは、隣

の町（南国市）でもご承知のとおり大分苦労しゆうと。ここではどんなことをしちゅう

か言うたら、市長が南国警察署長との間に暴力団員の、南国市営住宅の使用制限に関す

る覚書を結んでる。１点目、これですよ。警察からの情報提供で公営住宅に暴力団がい

るかどうかを確認していると。僕はこの２問目に質問したこの香美市の実態、暴力団の

入居の実態。これはどっかからの情報、はっきりしたものを持っているとかいないとか

という何は持ってるんですか。現状は。その点を答えてもらいたいです。 

  もう１つ進んでるのは、財政課長さんも言われましたけれども、そういう条例の改正

も含めて今後考えていくという中で、市営住宅設置及び管理条例を（南国市は）改正し

ていると、既にということ。 

  もう１つは、これから香美市も大きくかかわってくる（土佐山田町）黒土団地は本年

２４戸、来年２０戸できるわけでございますけれども、そうなれば当然一般公募、公募

で入居が始まると思います。このときによね、一般公募では応募条件として（南国市

は）申込者から暴力団員かどうかの調査について同意書を取っていると。こういうこと

もはっきりとしなかったら、黒土に新しく（市営住宅が）できて、公募で入ってくると。

暴力団ですと言うて入ってくる人はおらへんわけよ。南国市の場合でも入った（応募し

た）人と使用しゆう人とは違ってきたと。使用しゆうのが暴力団であって、入って、借

った（応募した）人は別の人やったというような形が現実に出ちゅう中で、こういうや

っぱり入居のときの、応募の条件を明確にすべきであるというように思うがこの点につ

いてお答えをお願いします。 

  それから、（香北町）コーポ太郎丸のことでございますけれども、これは議員の中か

らもやはりそういうやり方では、大変あこの持ち出し分が多いじゃないかということが

言われてるんですと、こういう、県下でコーポ（太郎丸）のような条件が、近隣の市町

村でもこういう建物が実際あり得るものかどうか。それから、財政課長さんの方から３

０年したら普通の市営住宅に戻るんだというお話があってけどよね、あそこは建ててか

らどればあか。お答えがあったかもしれませんけど、もう一度。何年になったら３０年

になるのかお答えをお願いします。 

  道路管理の関係ですけど、建設都計課長さんは軽く答えてくれましたけどね、あそこ
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に鉄橋がかかってるね、赤い、あの下に。その向こうに高齢のおばさんの人がおるわけ

よ。土砂崩壊のすぐ向い側、対岸にね。この人とも私は会うたけど、雨が降ったり何ら

したら自分も年がいっちゅうし、もう気が気じゃないというか、安心しておれんという

表現を使うちゅうわけよ。この点についてもよね、僕は上から順にいかないかんと、そ

れはわかります。擁壁をして、上の山留めのをとめないかんということはわかるけど、

しかし現在崩壊してる路肩から前に、結局法面をユンボでたたいて、急な法で土砂をど

っさり積み上げちゅうわけよ。これがもう道路から流れてくる水によって、僕が言う９

月１日と２日、僕は３日の朝見に行ったけど、９月１日の夕立と２日の夕立によって、

もうとき既に河川には土砂が流れ込みゆうわけよね。これ一気にこういうことがきたら、

あの大量の、言うたら路肩に土羽をついちゅうのは、落ちた場合どういう結果になるか。

それから、下に２メートルほどのコンクリート塊を置いちゅうわね。幾つか並べちゅう

わけよ。それが川で横になり縦になったら、そら完全に土砂をここでせきとめて、水位

は完全に上がるというようなことも含めてね、僕はあそこの高齢者の方々の気持ちを十

分含んだ今後の対応をすべきじゃと思うてますわ。この点についてお答えをお願いしま

す。 

  それから、道路の行政の見直しについてでございますけれども、これは市長さん、旧

土佐山田町議会のときに旧武内元（土佐山田）町長に対して門（市長）、その当時は

（旧土佐山田町議会）議員でございましたが、１.５車線拡幅のことを、ぜひともあそ

この部分的な狭いところについては摘用をしてくれと。県にも強く申し上げてくれとい

うことの一般質問でのお願いを私もここで聞いた記憶があるんでございますけれども、

今度は全く立場がかわりまして。 

（笑い声あり） 

  県の方に申し上げをせにゃいかん立場でございますが、そこな点。１つには僕は条件

が変わったと思うんですけど、なぜならほっと平山といいますか学校のその施設の開設

によって、やはりあの道に不慣れな人たちが、やはり（県道に）侵入し出ていくという

ような条件の中で、皆さん運転するのが上手な人ばかりとも言えませんので、ぜひとも

急に（道の）狭いところを何とか拡幅するということでの努力を市長の方から、十分に

頑張ってもらいたいと思うが、その点も含めてお答えをお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   片岡議員、消防活動についての３点目、この通告では「団員

の手当て」ということで出ておりますけれども、質問の内容、先ほどの質問におきまし

ては高新の記事を引用しまして年末年始、つまり１２月２９日から１月３日までの休日

の手当ての引用をした質問をしました。これは職員と団員と、通告では団員の方であり

ますのでそこを整理して質問をしてください。 

  消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   片岡議員さんの２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  まず１点目の消防の再編についてのご質問でございますが、高知県消防広域化推進検
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討委員会というのが今現在検討をしておりまして、構成の委員さんはもうご存じだと思

いますけんど。県の方から大まかなスケジュールをいただいておりますが、８月、９月

ぐらいから、先ほど申し上げましたように県を１ブロック、３ブロック、６ブロック、

シミュレーションという形で検討をしておると思います。最終的には首長、また町村会

長とか市長会とかいろんな方々との、いわゆるご意見を聞いて原案を１月に大体策定す

るという形で進んでおるようです。先ほど申し上げましたように平成１９年度中に国の

方に県計画を上げるということで進んでおりますので、県計画を上げるところまではそ

ういう予定でございます。 

  平成２０年から５年以内に実現をというのも国の方針でございますので、市町村合併

と同じように来年以降その枠組みを、出た枠組みで検討をするなり何なりの取り組みに

進んでいくのではないかというふうに考えております。 

  それと、手当ての分でございますが、平成１８年５月にそういうことで手当てのこと

について申し上げましたのは、非常に財政的にも倹約をするという基本で消防職員の方

もいっておりまして、一般職以上に代休とか振りかえとかで手当て関係は倹約をしてお

ります。ただ、その額を削減というのは大きい数字での削減でありまして、個人の支払

いの額につきましては、その条例から外れることはございませんので。それと、先ほど

ちっょと触れのした年末年始のことにつきましては、また改めてお答えを、ご質問いた

だいておりますのでお答え申し上げます。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   片岡議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  公営住宅に関しまして、まず公営住宅への入居の仕方が、過去のいきさつはあるにせ

よ似通った入居が今もあっているのではないかというご質問だったと思いますですが、

過去、現在とのどれくらいの時点からということもあると思いますですが、今に関して

は法や条例に基づいた入居をするようにしております。そして、過去のことでもその状

況を見まして、できるところから、善処できることはしていきたい、そういうふうに考

えております。 

  それから、収入の確認ということがございましたですが、それは既に入居されている

方でも年１回、家賃の関係もありますし、収入の確認をしておりまして、それから新規

入居の方の公募の場合でも、その収入の状況は当然聞くわけですが。 

  それから、入居後にも最初の約束どおりの入居やないということも、例えば暴力団関

係者の、他人の入居等も可能性があるというご質問があったと思いますですが、そうい

う情報、そういうのが耳に入れば警察の方へも相談いたしますし、聞き合わせいたしま

すし、今の段階では暴力団関係者を排除するための条例改正にこれから取り組みたいと

思いますし、警察とも協定なりを結んで、その暴力団関係者の情報をもらうとかいうこ

との具体的なシステム構築をしたいというふうに思っております。 



 

－14－ 

  それから、コーポ太郎丸の件でございますが、平成１２年度に県公社が建築しており

ますので、３０年償還ですので（平成）４０年になると思いますですが、市のものにな

るのは。また確認をしておきたいと思います。 

  そして、この個人負担の関係、今のままでいいのかというご質問でございますが、個

人負担の額につきましては、旧香北町時代に県公社と旧香北町で近郊住宅の家賃等の調

査とか検討を行って決定したものと思われます。しかし、入居者の負担金を変更すると

なりますと、かなり手前から県公社主催の居住者への説明会などを行い、入居者の納得

も得なければならないというふうな手順が当然あると思います。県下に同様の住宅が６

カ所あるようでございますが、県に聞きますと、現在個人負担を変更したところはない

ということでございます。県下のバランス等もあり、このことに関しましてはかなり慎

重さをもって協議とかするなら、しなければならないというふうに考えます。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   片岡議員の２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  川の向かいの住民の○○さんからもたびたびお電話いただいてございます。県道の上

部の作業につきましては、先週土木事務所の職員がみえて協議をいたしました。雨が降

らずに順調に、土仕事でございますので、雨が降らずに順調に進めば今週中には通行ど

めが解除できるんじゃないろうかというようなお話をちょうだいしております。ただ、

大雨が降ったら危険が増すので、通行どめをまた大雨の間はしなきゃならないというよ

うな見通しのようでございます。県道上部の見通しがつきましたらすぐ県道下の作業に

かかってもらうよう、議会終了後に早速協議に出むきたいと、馬場さんと協議をしたい

というふうに考えております。 

  それから、道路の１.５車線的な改良ということでございます。 

  県道の改良につきましても毎年要望を上げてございます。できれば全線改良というこ

とで各路線、香美市内では県道が６線ぐらいあるんですが、それをすべてお願いをして

ございますけれども、１.５車線的な全線改良あるいは２車線での全線改良計画という

のがは、土木事務所では持ち合わせていないということでございまして、部分的な改良

で現在は対応しているということでございました。今年は繁藤西町線の途中のカーブの

是正ということで作業をしていただけるように思っております。今後も優先道といいま

すか、危険度、優先度を判断しまして、順位をつけて要望していきたいというふうに思

っています。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   片岡議員のご質問にお答えします。 

  新改北部のことにつきまして大変ご心配をいただきまして、（旧土佐山田町の）議員

時代私の地盤でございましたが、しっかりそれを受け継いでいただきまして、片岡議員
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にご心配いただいておりますこと心強く思います。ありがとうございます。 

（笑い声あり） 

  先ほど建設都計課長の方からも説明をさせていただきました。まず、これはご質問は

ございませんでしたが、新改停車場線付近のいわゆる崩壊の部分ですが、あれは ‘９８

豪雨ぐらいのときからずっときておりまして、あの当時から私も（旧土佐山田町）議員

のときに共産党さんの議員さんと一緒になって、地元の署名やらいろいろ集めて県の方、

あるいはまた町（旧土佐山田町）の方にも運動してきましたし、また、当事者でありま

すこの開発されておる当事者とも直接談判をした経緯もあります。しかし、先ほど建設

都計課長から申しましたように、１つの法的な部分の中でなかなかクリア、それをいわ

ゆる（法律の）範囲内でやるということでなかなかクリアできないという大変な思いを

しながら、さまざまな形の中で根気よくやはり対応していかなければならない。対岸に

あります○○さん、そしてその下にあります○○さん、２件の家が非常にそうした危険

にさらされるという部分がございますので私も家の真ん前ですので朝晩見えます。本当

に私の部屋の真ん前ですので距離的にはどっさりありますけんど真ん前ですので朝晩に

見てまして、そういう状況については県へもしっかりと話はさせていただいております。 

  それと、道路の改良の件ですが、当時１.５車線の改良部分のことにつきましてもか

なり町長（旧土佐山田町長）をも責め、県へも責めました。なかなかご承知のとおり切

り立った、前は新改川、後ろは山が切り立っておるということで、全部１.５車線には

なかなか難しいという部分もございます。そうした中で、私、当時現実的な考え方の中

で、１.５車線を要望してそれをやるよりは、もっと早うにやることはないろうかと思

いまして、といいましたら、当時オーバーレイをよくしますが、オーバーレイをしたと

きにはそのままへやりますので、後ろの側溝がどうしても広くなっていきます。斜めに

オーバーレイします。広いところの側溝は１メートルもあるような側溝ができてしまっ

た。それでやはり道路幅が狭くなりますので、それは理屈に合わんじゃないかというこ

とで県へも申し入れまして、後ろの側溝へ全部ふたをせえと、Ｕ字溝を入れてふたをし

たらそれが１メートル広がるし、５０センチ広がる部分も出てくるということで、それ

をほとんど全線、ちょうど今もやっています。それで少しでも１メートルでも５０セン

チでも広くなって、いわゆる普通車がすれ違えんところでもすれ違えるように若干なっ

てきました。それと同時にまた今年、建設都計課長が言いましたように部分的に山側を

切るということで、徐々に改良はしてます。私もうんと言いたいですけど、言うたがで

きんじゃてずっと言われますのでなかなかやりにくい面がありますが、ぜひまたご指導、

ご助言をいただけたらというふうに思います。 

○議長（中澤愛水君）   １１番、片岡守春君。 

○１１番（片岡守春君）   ３回目の質問をします。 

  消防に対する手当ての削減の問題についてはご答弁ありがとうございます。私たち住

民から見た場合、消防署の職員とは大変なご苦労をしちゅうと。心身の鍛錬とどんな事
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態にも身の危険をも顧みず、任務の遂行のために努力をしている。団員の手当て、諸条

件についてはよね、やはり本当に意味深長な姿勢を今後もとっていかなければならない

と思います。そういうことで私たちも団員の応援をするという気持ちでございますので、

ぜひとも担当部局の方もその点は意味深長な対応をお願いします。 

  「運営責任が市町村にある現行法では、過疎地の消防力は減退する一方である。いず

れ消防署や職員の数を減らさざるを得なくなる。消防行政のあり方そのものを考える必

要がある。」と嘆いています。これは本山（町の）嶺北消防本部の幹部でございますけ

れども、香美市も同じ嘆きを持っていると。これから先どんどんと疲弊していくであろ

うというか、人口減がどんどん進んでいくであろうという香美市であり、高知県である

わけでございますけれども、こういうことに対してやはり国土の均衡ある発展というこ

とを戦後一貫してこの自民党政治のもとで阻害をしてきたと。若者を町に引っ張って、

高度成長政策、そういう中で過疎と過密を生み出してきたという、こういう結果が長い

時間の中でこういうところまで来たわけですけれども、このまま見過ごすわけにはいか

んということで担当の市長、行政の、またはその部署の方々やはり頑張っていくと、そ

ういうことを食いとめていくということをどうしても頑張ってもらわなきゃならないと

いうように思いますけれども、この３問目の質問には市長さんにも消防に対する、全体

の消防法に対する認識をも伺いたいと思います。 

  それから、その（繁藤西町線）三差路の点滅の機械でございますけれども、この工科

大というような大変な技術を持っている人たちがこういう長きにわたっての故障が直ら

んというようなことは、大変私たちも不思議でならんけどその努力はされているのか。

それから改善の見通しはあるものなのかどうか。これは県民の税金でつけちゅう、市が

どういうふうにしちゅうのかもわかりませんけれども、そこのあたりの見通しは市とし

てはあるのかどうか。もう一度お答えをお願いします。 

  それから、市営住宅の管理の問題については、お話をいただきましたけれども、私が

隣の町（南国市）の進んでいる、そういうシャットアウトする、ガードをしっかりする

ということについて３点にわたって申し上げました。これは進んでる町（南国市）のな

にとして、ひとつ見習って、香美市としてもそういうことは絶対させないと。例えば、

あそこに大変私も無理を言うたように思うんですけども、街宣車が黒土団地へ駐車した

だけでも地元の人たちは、地元のお年よりはもう本当に安心しておれんと。毎日嫌な気

分だというような関係を私の方にも話してくれましたことから言っても、暴力団が入居

してくるということになったらそれ以上の結果が出てくるということも勘案せないかん

と思いますので、その点ひとつ財政課長さん、よろしくお願いします。 

  以上で３問、終わります。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   まず、消防関係につきましてお答えをさせていただきますが、

先ほど消防長の方からも話がございました。今、ちょうどそうした中でいわゆる消防の
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広域化ということが進んでいるというか、ちょうどそうした話があるわけです。今、消

防だけに限らず、ご承知のとおり警察庁の統合も課題、問題になってきておりますね。

そうした中で、さまざまなやっぱり動きというものがあるわけですが、やはり警察にし

ろ消防にしろ、人命を預かる大きな大変組織、機構であります。そうした中では、地方

行政にとりましても重要な部分でありますので、我々でできることにつきましては十分

対応していかなければならない。また、消防長とも一緒になって進めてまいりたいとい

うふうに思います。 

  それと、この繁藤西町線の三差路の点滅装置ですが、この装置につきましては私もこ

う前を通っておりまして、あれがついた当時からいつも故障がちでした。センサーがな

かなか難しいと思います。そして、いつも工科大生が前後でおって、その通りぐあいの

中でセンサーをいわゆる操作しながら、ずっと調査もし、また調整もずっと、もう何回

もしてました。それで、私も毎日見る中で、なかなかこのセンサーの調整がこら難しい

んだなということで。大変便利な機械です。途中、ご承知のとおり両脇に家があります

ので、そうした中でバックをなかなかしづらいところですので。それが、あれが車が入

ってきたらピカピカこっちで点滅してますので、ああ車が来ゆうと、とまりますが。少

しでもあれが機能しちょったときは、こらしょうのうがえいよと。とまったらしょうい

よいよ（車が）行きゆうきこれはいかんよと今は思うんですが、そういうことで工科大

の先生の研究の中であれが開発されてきましたので、工科大の先生が今懸命にセンサー

についての取り組みをしていただいておるということで回復もあるというふうに思って

おりますし、大変いい機械ですので、あれが本当に機能を十分し出したら、この中山間

地の多い高知県では随分と普及するんではないかというふうに大きく期待をいたしてお

ります。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   ３回目にご質問というよりは、ご要望としていただいた

と思いますですが、公営住宅からの暴力団排除の姿勢でございます。 

  暴力団排除につきまして、これから警察との協力体制を構築して、そして市としまし

ても、市も強い姿勢で取り組む。そして、公営住宅の入居者、またその周辺の住民の方

の生活の安全、平穏を確保するように努めたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   片岡守春君の質問が終わりました。 

  次に、２０番、大石綏子君。 

○２０番（大石綏子君）   はい。２０番、大石綏子でございます。通告に従いまして

一般質問をいたしますのでよろしくお願いいたします。 

  まず１点目は、子どもの水難事故防止対策についてでございます。 

  夏休みも終わりましたが、毎年のようにどこかで子どもの水難事故が起きています。

県内におきましても、川やため池で命を落とす事故がありました。現代の子どもは自然
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とのかかわりが少ないせいか危険に対して、あるいは自分の身を守るということにうと

い面があるように思います。防ぎようもない事故もあるとは思いますが、防げるもので

あればその対策はとらなければなりません。そこで、次の点についてお伺いいたします。 

  ため池等や河川には危険箇所があると思います。どの程度把握されておられるのでし

ょうか。現状をお伺いします。また、危険箇所がありましたら、その防止施策がなされ

ているかどうかもお伺いいたします。 

  ２つ目に、夏休みにおける各学校のプール、また地域にもあると思いますその他のプ

ールの利用実態と監視体制についてお伺いいたします。また、監視員の方の身分といい

ますか、どのような立場の方にお願いしているのでしょうか。監視員の方は監視員とし

て専門性をどの程度持っておられるのでしょうか。お聞きいたします。 

  次に、幼児施設や学校におきましては、危険箇所やその防止策としまして子どもへの

指導はどのように行われているのでしょうか。このことに関しまして、教育委員会とい

たしまして通達は行われているのでしょうか。お伺いいたします。 

  次、２点目でございます。未婚化、晩婚化への対応についてでございます。 

  未婚化や晩婚化問題は、人口減少社会に直結し、すべての活力に大きな影響を与える

問題です。この件につきましては、過去旧３町村はさまざまな努力を行ってきたと思い

ます。香美市になった今、未婚化や晩婚化をどのようにとらえているのでしょうか。香

美市の現況とこの問題への見解をお伺いいたします。 

  県には、平成１９年度の新規事業としまして少子化の一因である晩婚化、未婚化への

対策のため、結婚を望む若者に自分に合った相手を見つけることができる機会となる、

チャンスとなる事業を実施する市町村等への活動を支援する「こうち出会いのきっかけ

応援事業」があります。香美市にとりましては、合併を機会ととらえ、今後ますます少

子化が進む中対策の一端としまして、来年に向けましてこの事業に取り組んだらいかが

でしょうかということです。 

  ３点目は、６月議会で質問いたしました。この件につきまして「頑張る地方応援プロ

グラム」の中の地域活性化応援隊についてでございます。 

  その６月議会のお答えでは、県の説明が７月以降であり、それを受けた後に職員に周

知し今後の利用や取り組みを進めたいとのことでしたが、その後の動向につきましてお

聞きしたいと思います。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   大石議員さんの子どもの水難事故防止対策について、私の

方からお答えをさせていただきます。 

  まず、ため池等及び河川の危険箇所の把握とその現状でございます。 

  各学校がこういったことにつきましては十分認識し指導しておかなければなりません

が、その点につきまして申しわけありませんが、学校が十分認識しているとは言えない
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状況でございます。また今後指導していきたいと思っています。ただ、農政課の方によ

りまして、農業用のため池は各水利組合によって管理されております。水利構造上の危

険箇所につきましては毎年５月時に防災点検をし、点検結果は池管理者に通知し、安全

管理の指導を行っております。また、３カ年に一度の防災診断も行っており、管理者に

おいて看板の設置や立入防止柵などの設置、巡回などを行い、各管理者の判断のもと事

故防止策を行っているのが現状のようでございます。学校も農政課と連絡を取りまして、

関係機関との連携を密にし、広報紙や学校だよりなどで事故防止の啓発活動をすること

は大事でありますので、今後検討していかなければならないと考えております。 

  河川につきましては、毎年山田堰井筋土地改良区から管理施設での遊泳禁止の連絡が

入っております。それは２カ所ありまして、神母ノ木の物部川の合同堰のところと、そ

れから楠目小学校の下の山田分水池でございます。それにつきましては、地図と一緒に

毎年学校の方に知らせ、家庭へも知らせるようにいたしております。 

  次、プールの開放についてお答えをしたいと思います。 

  鏡野中学校、香北中学校、大栃中学校、中学校を除くすべての、繁藤は小・中一緒で

ございますので、小学校で夏休みにプール開放を実施しております。今年は建築関係で

大宮小学校はプールがありませんでしたので、香北Ｂ＆Ｇ海洋センターを利用いたしま

した。利用実態は、詳しく申しますと大体２０％から６０％でございますが、詳しく申

しますと大栃小学校が３５％、大宮小学校が２２％、片地小学校が３１％、佐岡小学校

が５０％、楠目小学校が２３％、舟入小学校が２８％、山田小学校が６２％、山田（小

学校）は多いときは３００人も１日に来たようでございます。なお、ここは午前、午後

２回開放しております。それから、香長小学校が５３％、繁藤小・中学校が２０％とい

うようになっています。 

  次、監視員についてでございます。 

  監視員はＰＴＡにお願いをしております。夏休みになる直前を主にしまして、心肺蘇

生講習を行いまして、それを受けていただいた保護者が１日に２人から８人、これも詳

しく申しますと、繁藤小・中と佐岡（小学校）は２名、大栃小は４名、山田小は４名か

ら８名、舟入小が３名、香長（小学校）が３名、楠目（小学校）が５名、片地（小学

校）が４名、大宮（小学校）が４名から５名というようになっておりまして、教員も日

直の者が主になりまして随時見回りをいたしております。Ｂ＆Ｇ（香北Ｂ＆Ｇ海洋セン

ター）につきましては大宮小学校が利用した関係で、今年は非常に利用者が多かったよ

うで平均６０人となりますが、大宮（小学校）もちょっと遠くになりましたので自転車

で行くのに不便をかけたりとか、子どもに不便はかけました。利用者は例年より多かっ

たようでございます。Ｂ＆Ｇの監視体制につきましては、これは決まりがございますの

で２人から４人を基本にしておりますが、財団（Ｂ＆Ｇ財団）が発行するアクアインス

トラクターという資格を有する職員が常時勤務をいたしております。臨時職員につきま

しては、元消防職員であったとか、また元監視の経験があった者とかを雇用して対応を
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いたしております。 

  次、保育園や学校への指導についてでございます。 

  園長会、校長会で安全管理の徹底を図りました。さらに家庭へは子育て支援センター

が発行しております子育てにこにこ通信、これ保育関係でございます。や、学校だより

で呼びかけております。また、直接児童や生徒には集会や学級で指導を行いました。幸

いなことにそういった水での事故はございませんでしたが、今後またみんなと連携を取

って、なおやっていきたいと思っていますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   大石議員のご質問、２点についてお答えをさせていただ

きます。 

  まず、未婚化、晩婚化の対応に関しまして「こうち出会いのきっかけ応援事業」を取

り入れたらどうかというお尋ねでございますけれども、このご質問の事業に関しまして

は、県のこども課、少子化対策チームが所管する事業でございまして、ご質問をいただ

いたことからこうした事業があるということを初めて承知したところでございます。情

報につきましては県のホームページ、ネット情報からいただいたものですけれども、こ

の事業につきましては、少子化対策の新たな取り組みといたしまして、独身男女の出会

いの機会となる文化、スポーツ、パーティー、ツアー、セミナーといったイベントなど

出会いの場を創設する事業に対しまして、１事業当たり３０万円を上限とした補助事業

でございまして、本年度は６件までの募集を計画しておったようですけれども結果とい

たしましては７件が採用されておるようでございます。応募資格は市町村もしくは複数

の市町村による協議会、あるいは民間の非営利団体が対象となっております。本年度は、

自治体としましては田野町と大川村が選定をされているようでございまして、あとの５

件は法人という状況でございます。 

  ところで、合併前にはそれぞれ旧３町村でこれに類するような事業が実施をされてき

た経過がございまして、旧物部村では結婚助成金として給付する制度が香美市になって

も引き継がれておりますけれども、かつてはこの助成金に該当する結婚世話人、いわゆ

る仲人事業でしょうか、そういったものに対しても結婚謝金を支給するという制度を設

けておられておったようなこともあるようですし、また、旧香北町では農業後継者対策

として結婚相談支援体制があったようでございます。また、旧土佐山田町におきまして

も結婚相談所が設置をされていた時期もあるなど、地域課題として取り組まれていた経

過がございますけれども、来年度に向けての取り組みについてのお尋ねですが、この事

業につきましては県との関係、これは来年度も引き続いて実際やるのかどうかというこ

ともございましょうし、また、今回私どもが初めて知ったようなこともありますので、

この情報の受発信、市としてどう対応するかということについても一定検討する必要が

ありゃせんかというふうな認識でございます。 

  次に、２つ目の頑張る地方応援プログラムの地域活性化応援隊についてですけれども、
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ご指摘の件につきましては、去る８月２９日に制度についての説明と事例紹介、それと

その個別相談会が開催をされました。このことにつきましては６月議会で答弁をいたし

ましたとおり、通知を受けた後、８月１日に全職員向けのインフォメーションで。また、

同月８日には全課長あてにメールで通知を行い積極参加をお願いしたところでございま

すけれども、残念ながら商工観光課１課のみの参加でございました。なお、この制度に

つきましては、民間の２３５名の方たちによる地域活性化伝道師と国機関等の１,７０

０名で構成をされます地域活性化応援隊の２つのジャンルで構成をされておりまして、

さまざまな分野での豊富な経験を持ってアドバイスやお手伝いをいただるということで

ございまして、先に全職員向けに発した情報にもこういった名簿、リストといいますか、

そういったものも情報として流しております。この名簿には、こうしたその１,３４０

名の方々のこれまでの取り組みの概要とか、検索しやすいようにキーワードまで掲載を

されておりますので、今後におきましても地域課題の解決や実現のためにこうした制度

や人材の活用を希望される場合は、企画課に申し出ていただければ県の所管課を通じて

おつなぎをしていくことが可能ですので、随時声をかけていただければと思います。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ２０番、大石綏子君。 

○２０番（大石綏子君）   ありがとうございました。２回目の質問でございますが、

まず、プールの監視体制につきまして十分な体制がとれているように思います。私、ち

ょっと近隣町村の方から聞きまして、その救急法とかそういう講習を受けてないままに

監視をされているとかそういうことを聞きましたので、うちはどうかなということで心

配しておりました。安心いたしました。 

  それで、ため池等ですが、防止には何と言いましても地域の大人の目が一番頼りにな

ると思います。以前でしたら家庭の中で、あるいは隣近所で昔の事故の話が出るとか、

自然に注意がされていたと思いますが、核家族や地域を知らない方もふえてきています。

そこで、区長（自治）会や民生委員・児童委員さん、婦人会等では特にそれの類似団体

ですよね。それで特に春から夏にかけまして総会もあると思いますので、そういうとこ

ろへちょっと文書など差し上げて目配りをお願いするとか、そういう方法がとれないも

のでしょうか。目配りといいましても、実際行って、見てどうこうじゃなくても、やは

りちょっと気をつけておく。現代の子どものそういう弱い面について、やっぱり大人の

目が、近隣の地域の大人の目が必要であると思います。 

  それとあわせまして、農政課と連携しということですが、連携して、核家族やその地

域外から来られた方もたくさんおいでますので、マップづくり、ため池とかそういう河

川の危険箇所の、ため池とか危険箇所がこういうふうにあるという簡単なイラストのよ

うなマップづくり。子どもに親しめる、そういったものをつくっていただけたらいいと

思いますが、念には念を入れて防止策をした方が現代の子どもを救うためには、事故が

起きない前に手だては必要かなと、そういうふうに思います。 
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  それにあわせて、ちょっとこれは私が見ました。ダムで子どもが２人、その子どもの

大きさはわかりませんがゴムボートに乗っている、そういうことを見かけましたので、

やはりこういった注意は怠らずにお願いしたいと思います。 

  それから、未婚化、晩婚化への対応についてでございますが、私もきのう、この答弁

をいただけるのが企画課長さんだと知りまして、県の方では少子化対策の一端としまし

て健康福祉部のこども課がしておりますが、どこへこの香美市へおりてきたのかなと。

そこまで本当は調べてからご質問をするのがいいとは思いましたけれども、初めて知っ

たということですが、これがどこへおりてきて、今までこの一般質問までの企画課長さ

んのところまでの、この経過ですよね。そういうものをお聞かせいただきたいと思いま

す。といいますのは、やはり少子化対策、今まで旧物部村、旧香北町、旧土佐山田町が

取り組んできましたのは、ちょっと私は意味が、意味がといいますか違うと思います。

県は、それから日本全国にとりましても特殊出生率が１.２６、２００５年、去年は少

し上がりましたけどまた今年下がっていると。高知県におきましては出生数が６,００

０人を切っております。ですから、香美市の実態がどうであるとか、そういうことをち

ゃんととらえた上で、人口減は本当に皆さんが心配しているとおり全部の活力につなが

ってまいりますので、こういう取り組みは少しずつでも、どこからでも取り組んでいか

なければならないと思います。ですから、お聞きしたいのは、こういう重要であります

し、また、その重要性をどこまで認識されて、職員の方がどこまで認識されているのか。

３０万円なんですよ。たったと言いましても３００万円、３,０００万円じゃないわけ

です。３０万円いただけてもできることがあるわけです。これは市長さんか副市長さん

にお聞きした方がいいかもしれませんけど、そういういろんな補助金が回ってきたとき

に、どこに回ってきてるかわからない。初めてご存じになったと。それではせっかくの

チャンスも逃げてしまうんじゃないか。逃がしてしまうんじゃないか。そういった各課

に何がどうおりてきてるか、そういう話し合いの場といいますか、これからどこへどう

もって上げていくのか。それは市長さんよりも副市長さんあたりがかちっと指導してい

くべきではないかと思いますけれども、それは職員の体制の問題だと思います。 

  ということで、お答えとしましては、検討する必要があるのではないかとお答えいた

だきましたので、ぜひこれは。今年は６カ所、６市町村で、これも聞くところによりま

すと７件はお金を３０万円でも、半分でもいいから欲しいからというふうなことを聞き

ました。で７件になったとか。また、この市で取り組まなくても農業関係、商工関係、

ＮＰＯですよね。そこへ投げかけをすればいいわけですから、やはりちょっとした努力

で何かのきっかけが見つかるかもしれません。また、近隣の町村でも連携しつつこうい

う問題は取り組んでいく必要がありますし、また、そういったことも出てると思います、

香南市あたりからも。合併をしましたので広くなりました。お互い、南国市、香美市、

香南市あたりと手を組み合いながら、こういうことにももう一度チャレンジしていって

いただきたいと思います。２回目お聞きしたいのは、その県の方からおりてきたこのル
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ートでもって企画課まできましたこの経緯ですよね。少子化対策がどれだけ重要である

かのその認識、そのことについてどなたかお伺いいたします。 

  ちょっとつけ加えさせていただきますと、県議会の方におきましても少子化対策特別

委員会を設置しております。また、そういうことですので、今年は県の予算、目いっぱ

い使っておりますから、来年に向けてもあるというふうにも聞いております。努力をお

願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   大石議員さんの２回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 

  先ほどの答弁で詳しく申しませんでしたが、土佐清水市で５月に事故がございました、

小学生の。その直後、危険場所の点検および安全指導の徹底ということで県から通知が

ありまして、各学校へも知らせてありました。水泳等の事故防止につきましては、県か

らまた６月にきまして、連絡はしてございました。土佐清水市の事故もありましたし、

その県外の事故もありました。私もあの県外の事故を聞いたときに、すぐ家の近くの鏡

野公園の池のことが頭に浮かびました。あそこにも柵がございますけれど、大変低くっ

て簡単に中へ入れるようになっております。そういったことで子どもが何か柵を越えて、

県外は行きよった事故といいますが、気をつけなければいけないことだと思いました。

また、香南市で６月でしたか、子どもさんが水路へ落ちて亡くなるという事件がござい

ました。そのことで、昨日も答弁させていただきましたが、８日にありました教育行政

懇談会の、たまたま私が行っておりました分科会に佐古小のＰＴＡの会長さんがおいで

ておりまして、いろいろそこでも話し合いがなされました。まだいろいろ佐古小学校で

は後へ残ってＰＴＡも苦労されておるというか、ご心配されているようでございました。

そういったことから、２回目の大石議員さんのご質問にありましたように、関係各団体

へも連絡をすると、春からいうことは大変大事なことであると思います。 

それから、いいことを教えていただきました。そのマップづくりの件でございます。

通学路につきましては各小学校がマップをつくっておりますが、この池とか河川とかこ

ういったことの危険地域につきましては、特別にまだつくっていないと思います。その

通学路の中にそういうことを書き入れておる学校もあろうかとは思いますが、なおこう

いった点につきましてきちんと対応するようにしたいと思います。私も地元ですから、

（土佐山田町）片地にため池がようけあることは、幾つか地域を回ったりしまして、地

域教材づくりに、（土佐山田町）佐岡と片地につきましてはそんな仕事もかつてしまし

たので知っておりますが、ほかは私も本当に認識不足でございます。また学校と一緒に

なって教育委員会も、また農政課とも連絡も取り合ってやっていきたいと思っておりま

す。 

それから、ダムでゴムボートに乗っておったということは、私も初めて知りました。

ありがとうございました。（土佐山田町）町田堰で泳いで危ないとかいうようなことは
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いろいろ心配をしまして、補導教員や学校が、主に中学生でございますが、中学生と卒

業生ですけれども気をつけておりました。ダムのこともありますので、なお今後一層み

んなで気を引き締めて、皆さんのお力を借りて、子どもの安全なくらしについて取り組

んでいきたいと考えております。どうもいろいろ教えてもいただきましてありがとうご

ざいました。今後ともよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   大石議員の２回目のご質問というかご指摘にお答えをし

たいと思います。 

  今回、この事業につきましては県のこども課が所管をおるということでありまして、

本市の方には幼保支援課の方に情報が伝達されておるということを今回知ったわけです

けれども、県のこども課と幼保支援課の関係の部分については、恐らく次世代育成支援

対策推進計画だったんじゃないかと思いますけど、そういった計画があるもんですから

こちらの方の課につなげてきたんじゃないろうかというふうに思います。こちらの幼保

支援課の方では、未婚、晩婚ということになってくるとどうも少子化というところと直

接結びつくかどうか違和感を持って受けとめた感があろうと思いますけれども、いずれ

にしても情報の共有というものは市の中でしっかりしていかなければならないというふ

うに思っております。本市ではデスクネッツという、情報をみんなで共有できるシステ

ムがありますので、今後につきましてはこういったものが十分に機能を発揮できるよう

なことを、みんなでもう一度確認をし合っていきたいというふうに思っておりますので

よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ２０番、大石綏子君。 

○２０番（大石綏子君）   ３回目ですが、すいません、抜かっておりましたのでちょ

っと教育長さんに。 

  全国的にも子どもの事故防止対策としまして、水の中で衣服を着て、そういうことも

ここで言うほどのことはないかもしれませんが、ちょっと抜かってたものですから、そ

ういったこともお願いしたいと思います。やっぱり随分と違うと思います。そういう今

の子どもは本当に思わぬところで、自分の身を守るということができないと思いますの

で。 

  それから、企画課長さん、これも抜かっておりまして、頑張る地方応援プログラムの

中でのその中央からの応援隊ですけれども、ないという。これからもっと、やはりまち

づくりにはまた別の視点でのアドバイスとかが必要だと思います。６月議会では市長さ

んの方から財源も伴うのでということをお聞きしましたけれども、これはアドバイザー

を呼びまして、どれくらいの期間かはわかりませんが、ちょっと具体的におわかりでし

たら教えていただきたいと思います。その期間、やはり市がその給料なり何なり見てい

かなければならないものなのかどうか。その点で財源が伴うかどうかということでしょ
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うか。やはり中央からこういう方を呼びますと、職員さんの士気を高めます。仕事に対

してスピード感も違いますし、あらゆる面でお手本になるはずです。と思いますが、過

去旧３町村それぞれ国から派遣職員さんを引っ張ってこられた経緯はどうかはわかりま

せんが、私の知っている限りは過去経験もありまして、やはり違うと思います。そうい

う点で今後の、人材はそろっているでしょうけども新しい視点で、やはりグローバル的

な視点でもっていかないとまちづくりはできないと思いますので、その点もう一度ご答

弁をお願いいたします。 

  以上終わります。ありがとうございました。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   大石議員さんの３回目のご質問にお答えいたします。 

  すみません、私もいろいろありましてきちんとお答えができていかなった部分もあり

ますので、つけ加えてお答えさせていただきます。 

  先ほど危険箇所、土佐清水市の件で通知がありまして、学校へ通知してありましたの

で、ここで名前は言いませんがいろいろ防止対策はできていないけれど把握していると

いう学校がほとんどでした。３校だけ把握できてないというところもありました。それ

から、安全マップにつきましては作成をしているというところが３校ありました。あと

は作成をしていないところがほとんどでしたから、２回目のようなお答えをさせていた

だきました。今後とも作成するようにしたいと思います。 

  着衣水泳の件ですが、今年は大栃小学校がやりました。今年は大栃小学校だけと把握

しておりますが、毎年のようにどこもやってはおります。なお指導していきたいと思い

ます。どうもありがとうございました。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 

○企画課長（濵田賢二君）   大石議員の３回目のご質問で地域活性化応援隊について

のご質問についてお答えいたします。 

  この応援隊の事業ですけども、応援の仕方というのはいろいろ想定されようかと思い

ます。例えば、こちらに職員を派遣をしていただいて、ともに仕事をしていく中で新し

いものを見出していくとか作業していくとかいうこと、いわゆる駐在型の形になります

と人件費等の負担の問題が出てきますし、それからまた時々呼んで来ていただいて見て

いただくとか、直接現地でしていただくというようなことになりますと、これもまた旅

費負担とかいうことで、一定の財政負担を伴うことにはなります。また、一方でそのア

ドバイスだけをいただくというようなことも可能ですから、そういったことであれば財

政負担を伴うということには基本的にはならないかというふうに思います。いずれにし

ましても、たくさんの方が、すぐれた人材の方が名を連ねておるわけですから、こうい

った方々を利用しないという手は一方ではないというふうにも思いますので、また改め

て庁議等を通じまして、こういった情報を重ねてお伝えしていく中で利用していただく

ような、積極的な対応をしていただきたいという、これは私も相手があることですから
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１人頑張ってもどうしようもないことなのかもわかりませんけれども、情報の出し方、

進め方がまずいということであるならば、私自身もそこら辺についてはもう少し対応を

考えていきたいというふうに考えております。そういう意味では、ご質問の趣旨、財政

負担については応援の仕方、求め方によって状況が変わってくるということでございま

すので、そういったご答弁にさせていただきます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   すいません、訂正させていただきます。 

  課長に言われました。「大栃小」でなくて、着衣水泳は「大栃中」だようでございま

す。訂正させていただきます。失礼しました。 

○議長（中澤愛水君）   大石綏子君の質問が終わりました。 

  暫時１０分間休憩をいたします。 

（午前１０時４５分 休憩） 

（午前１０時５８分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、５番、織田秀幸君。 

○５番（織田秀幸君）   ５番の織田でございます。通告に従いまして何点かお伺いを

させていただきます。どうか、わかりやすいご答弁のほどお願いをいたします。 

  まず初めに、質問書（一般質問要旨）の中でちょっと訂正がありますが、私の項目の

「片地川の状況について」、９ページのところですが、上段から４行目、「堰を管理し

ている農業委員や」とあります。その「農業委員や」いうところを消していただいて、

「土地改良区」に変えていただきたい。はい。すいません。 

  今年３月の定例会で、未来の子どもたちにきれいな川をと、そう言って一般質問を行

いました。ホタルが飛び交うきれいな川を取り戻すためにも生活雑排水の垂れ流しを防

止しようと、そういう内容でありました。昔は、川でよく遊んだ記憶はだれもが抱いて

いると、そのように思います。今の川からは想像できないような豊かさがありました。

そこに生息する生物の豊富さや量の多さだけでなく、子どもたちにとってはあらゆる生

き物の発見の場でもありました。しかし、多くの川が近代化の波の中で確実にその姿を

変えてきた。次世代の子どもたちの健やかな発育のためにも、昔のような多くの生き物

との出会いに満ちた川を取り戻したい、このように願うからであります。香美市におい

て河川のことといえばだれもが物部川を思い起こすことでありますが、物部川につきま

しては濁水問題を初めあらゆる角度から改善に向け検討がなされていますので、今回、

片地川を取り上げました。片地川といえば平成１０年９月の秋雨前線による豪雨で堤防

が決壊し、濁流は近くの老夫婦を襲い、体の不自由なおばあさんが亡くなるという痛ま

しい出来事がありました。その後、この川には４カ所の堰がつくられました。可動堰の
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立派な堰であります。上流に水をため用水路などへの取水を容易にしたり、計画的な分

流を行ったりと多目的に用いられることで、皆さんもよく知るところであります。しか

し、今やホタル橋からの眺めは一面にアシや雑草に覆われ、川底が見えず、さらにはそ

れぞれの堰につくられた魚道は全くその役目を果たしていない状態であります。河川の

管理は中央東土木（事務所）、河川課がやっていますが、早急に対応しないとこの川に

住む生物の生態系までも壊してしまうのではないか、そのように心配するからでありま

す。平成１７年までは片地小学校の児童や地域住民の協力でホタルの幼虫を放流してい

た、そのように伺っております。今は放流どころか川底はアシが生い茂り、川岸はまる

で草の山で子どもたちも寄りつけない、そういった状態になっております。この川は山

田堰より唯一下流に位置するため、以前はアユの遡上も見られたとのことでありますが、

小さな川の問題ですが、地域の人々にとっては身近な川として親しまれてまいりました。 

  以上のことから堰を管理している土地改良区の皆さんを初め、地域住民の方々にも協

力を呼びかけ、昔のように子どもが遊び、自然とのふれあいの中で多くのことを学びと

ることができる本来の片地川を取り戻したい、そのように思います。どうかその点で改

善に向けての見解をお伺いをいたします。 

  ２点目でございます。敬老会についてですが、これは昨日の千頭議員との答弁が重複

する箇所がありますが、差し支えのない範囲内で答弁のほどお願いをいたします。 

  今年もあと５日で、間もなく敬老の日を迎えます。ある地区では、開催当日に向け踊

りや歌の練習を大勢がわいわいと楽しくやっているとお聞きをしております。しかし、

またその反面、今年も開催を見送るとの地区もあり、残念がっている人もいます。聞く

ところによれば、ある人は「合併前はこんなことはなかった。」とか、参加できない人

たちは「我々はもうどうでもえいがかよ。」といったようなつぶやきを聞いております。

今日の豊かな生活を享受できるのは、戦前戦後の混乱期を乗り越え、高度成長期を働き

抜いてこられた方たち（のおかげ）であります。地域社会のため、さらには国家のため

に尽力された方々に敬意と祝意を表す習慣はすばらしいことと思います。旧土佐山田町

では、合併前は教育委員会主導で各地区公民館単位で開催されていました。はがきで参

加の有無を確認し、多くの人々が余興を交え楽しいひとときを過ごされたとのことであ

ります。合併後は各自治体単位で行い、参加した７５歳以上の方に対して１人１,５０

０円の補助があるとのことでありますが、以下の点についてお伺いをいたします。 

  まず１点目でありますが、香美市合併の前後の旧３町村の補助対象者と実質支払った

人数をお伺いいたします。 

  ２点目といたしまして、本来受給対象者は７５歳以上の全市民である、このように受

けとめておりますが、自治会単位での開催には問題があると思います。今後もこの体制

を続けていくのかどうかお伺いをいたします。 

  ３点目、自治会、大小さまざまであります。資料の中には共同開催も可、そのように

なっておりますが、会場が確保できないために開催（中止）を余儀なくされている、そ
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ういう地区もあるんではないか。世帯数の見直しを含め、見解をお伺いいたします。 

  最後４点目でありますが、参加できない方々へ記念品などの贈呈はできないか問うも

のでございます。 

  以上、１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   建設都計課長、中井 潤君。 

○建設都計課長（中井 潤君）   織田議員の片地川の状況についてというご質問にお

答えを申し上げます。 

  織田議員の言われますとおり片地川は県が管理をする河川でございまして、現在は中

央東土木事務所が維持管理に当たっております。担当者のお話では、管内の河川、道路

を含めた全般につきまして「従来のように土木事務所だけでは維持管理が困難になって

きている。」というお話でございます。近隣住民や関係者とともに清掃等の作業をする、

いわゆる協働を進めております。道路でしたらロードボランティア、河川でしたらリバ

ーボランティアに登録をしていただいて、事業計画を立てて土木事務所と協働作業を行

っているという状況であります。今年は穴内川で実施するように計画をしておりますよ

うですし、その他、多くの河川でも実施をしておりますので、土木事務所とご協議いた

だければというふうに考えます。経過と結果が良好で全市内に、市内全域の河川に波及

すれば非常にいいことだというふうに考えております。 

  また、堰につきましては、堰の管理者の意向なしには魚道の設置などの改築は困難で

あります。まず地域の機運が重要ですので片地川を地域の自然資源として、多くの人た

ちが参加できる体制を地域、農業者、行政が一体となって水辺環境を守る活動が必要と

いうふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   敬老会につきまして織田議員の質問にお答えをい

たします。 

  合併前の補助対象者とその実績というお尋ねでございましたが、平成１７年度の対象

者は５,４２７名。実績で２,９１０名でございます。ただしです、この平成１７年度の

対象となっておりましたのは土佐山田町、物部町では７０歳以上と、香北町では７５歳

（以上）、現在のものと同じです。 

  それともう１つは、香北町、物部町では記念品の配付のみでもこれを対象といたして

おりました。実績の２,９１０（名）のうち、香北町と物部町では２,２２７（名）とい

うことになっております。２,２２７（名）です。 

  ２番目に自治体単位の開催には問題があるが続けるのかと、こういうことでございま

したが、確かに自治会の役員の皆さんには大変ご負担をおかけをしております。そのこ

とはよく承知をしておりますが、事業の趣旨、目的等をひとつよくご理解いただきまし

て、大変ではございますけれども開催をお願いをしたいというふうに考えております。
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役員の皆さんには事前の打ち合わせでございますとか開催の準備、当日の催し、会計あ

るいはその補助の手続きなど多々ございますので、大変ご負担になっておりますけれど

も、どういう催しをするのかということで本当に悩みを抱えておるということもよく聞

きますが、高齢者の方に聞きますと「地元のなじみの者と歓談できて元気にさせてもら

った。」、「案内を受けて楽しみに過ごしている。」というようなお話も聞かせていた

だいております。昨年も高新の方にもそうした投稿もございましたが、これを見ますと、

やはり高齢者はささやかな集いでも十分喜んでおられるということで、敬老の趣旨が生

かされているというふうに私は考えております。ですから、役員の皆さんには肩の力を

ひとつ抜いていただいて、地元の寄り集まりというようなことでやっていただいたらと

いうふうに思いますし、また、経験を重ねることによりまして負担感を軽減させるので

はないかというふうに思っております。そのことから、いましばらくこの敬老会の開催

の様子を慎重に見守ってまいりたいというふうに考えております。 

  ３番目の自治会によっては開催のできないところがあったのだがということでござい

ますが、そのご相談を受けた町内会（自治会）につきましては高齢者の数が大変多いと

いうことで、町内に適当な集会所がないというようなことで見送らざるを得なかったと

いうお話でございました。しかし、町内会（自治会）以外のところにも施設はございま

すので、そうしたものを利用するというようなことも考えられますし、今後、町内会、

自治会の方々から新たなご提案もあるかと思っております。もちろんその際には補助事

業の趣旨、目的に照らして検討させていただきたいというふうに考えております。 

出席できない方に記念品の配付をしてはどうかというお話でございました。現在の補

助事業の趣旨、目的からいたしますと、これは補完的な方法だというふうに思っていま

す。記念品の配付も敬老の１つの手法だというふうには私は考えておりますが、事業の

趣旨、目的からすると補完的な手法だというふうに考えておりまして、したがいまして

補助総額の中で工夫をお願いをしたいというふうに思っております。補助金総額の中で

そうしたことも１つ含めて工夫を凝らしていただきたいというふうに思っています。 

以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   ５番、織田秀幸君。 

○５番（織田秀幸君）   はい。２回目の質問をさせていただきます。 

  片地川についてですが、なかなか中井建設都計課長の方も具体的にこれをやります、

あれをやりますとなかなか、管理が県の方でして、なかなか答弁しづらいところもあっ

たんではないかと思いますが、ご丁寧に答弁をしていただきましてありがとうございま

した。私は一番の問題点は何かと、せっかくのあのすばらしい４つの堰ができ、かなり

お金もかかっていると思います。そして、その堰は先ほども言いました、生態系を壊す

んじゃないかと。あそこには以前は物部川が濁ったりしたらアユが遡上、上がってきた

り、またハエとかケガニ、そういったものもたくさんいて釣りもされておった。そして、

さらにはまた以前からあそこはホタルの飛び交う、そういった名所いうんですか、地域
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でもあり、なかなかホタルも減ってきたのでということでホタル工房の皆さんたち、小

学校の生徒の皆さんが幼虫を育成してホタルの放流をしておったと、そのようにも伺っ

ております。県の方に電話をしたときに、県の担当者は「平成１７年までは幼虫の確保

はできた。」、ホタルが食べる貝がいるわけなんですけんど、そして「いろいろ多方面

からもホタルの幼虫が欲しいという、そういう要請もあって、なかなか平成１８年、こ

の平成１９年には放流はしてない。」、そういうことを言われておりますが、とにもか

くにも、やはり現状を見たら魚道は一切水が流れてないと。堰の上にはあふれて水が流

れておりますが、魚道側に一切水が流れてないということは、やはり設計段階からちょ

っと疑問点があるんじゃないかと思います。そして、まさに三位一体、少子高齢化、い

ろんな財政困難の中で、社会保障、年金、医療、介護、福祉といったそういったことに

かなりウエートをだんだんだんだんと置いていかなければならないこの香美市の現状を

考えたら、香美市の何かの財政をそこに充てるとかそういうことはなかなか厳しいと思

います。ほんで、大事なことは地域住民の皆さんの参加も得ながら、あの片地川は当初、

土地改良区の皆さんは自然環境ですかねそういうこともありまして、あそこの土手のと

ころを全部コンクリートの側壁にという、そういう話があったそうなんですけど、さっ

き言うた自然環境のそういった影響でそれはまあ取りやめになったということで、実際

運営をする側としてはコンクリートでやったら草も生えてこんであろうし、そういった

維持管理の面では楽になるわけなんですけど、先ほど言いましたそういう堰がありまし

て、今はもう草ぼうぼうになっております。要はそのアシや雑草が生えた、確かにその

アシや雑草いうんは川の浄化作用、そういう働きもするわけなんですけど、余り多過ぎ

てもう一切川底が見えんような状態のところもあったりします。香美市にも多くの河川

がありまして、もう確かにどれもこれもということは大変だろうと思いますけんども、

我々もまた地域の皆さんにも呼びかけをしながらボランティアいうんかそういう形で、

草刈りでもちょっとずつでもやれるんだったらいう、そういう思いでまた取り組みをし

ていきたいと思います。 

  そういうことで、また中井建設都計課長の方もいろいろこちらの方からまたご無理を

言うていくかもわかりませんけんど、そのときはまたご協力のほどよろしくお願いをい

たします。もう答弁の方は構いません。 

  そして、敬老会ですが、これは旧土佐山田町は７０歳以上からということで合併前は

ありました。私が聞きたかったのは、合併前は地区の公民館を対象。そしたら公民館長

が往復はがきを出して参加の有無をチェックできました。今、各自治会でということは、

地域の町内会長（自治会長）を初め班長さんがずっと回ってやっていかんといかん。そ

して、そういったところで我々の地域周辺の方も多くの自治会がようやらんと、そうい

ったことでやめたいうことも耳に入っております。そして、合併前と合併後の補助を受

けた対象に、７０歳以上であったということで正確な数は出んわけなんですけんど、そ

この一点が知りたかったわけなんで。私が言いたいのは、これは各町内会長（自治会
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長）さんにやりますか、どうですかいう、そういった事前に文書がきます。やるのであ

れば何人ぐらいの、まあ言うたら参加者の予定をしておりますかという、（問い合わせ

が）あります。そしたら当然、平成１８年度もできないいう、そういう返事があった地

区があります。そういうその地区に対してはなぜできないかという、そういうお伺いは

したかどうか。そこをひとつお聞きしたいのです。 

  そして、３点目、大小さまざまな自治会、そしてこれは開催するに当たっては、高齢

の方はべた座りいうのができんわけなんですね、いす席を設けんといかんとか。そした

らある程度集会所、公民館等を含めて広さ、そういうものが要るわけなので、そういう

ことを勘案したら小さな数世帯の自治会ありの、こっちでは３００（世帯）以上の、土

佐山田町においてもですよ、３００（世帯）以上のそういう自治会もあります。そした

ら、その３００（世帯）以上ある自治会がそこの地域の公民館でできるかどうか。先ほ

ど答弁でありましたようにどこか公民館か学校を借りたらできるやない。今、自治会単

位でやるいうことの最大のメリットは近場いうことなんです。暑い中高齢の人が楠目小

学校の体育館の方まで行くかと、なかなか厳しいものがあった。近くでやっていただけ

る、そらえいもんじゃ思いよったらうちはできんぞよと。うちの公民館ではみんな入り

切れんぞと。そういった地区もあるということでございます。言いたいことはたくさん

あります。 

  そして、この最後の４点目に参加できない方へ記念品などと、などを書いております

が、きのう議会が終わって家へ帰りました。そしたら封書が家へ届いておりました。福

祉事務所ということで封書が。あら、ひょっとこら敬老会に対して予算が余りそうなん

でプラスアルファをまたくれるんじゃないかいう、そういう思いを込めて封を開けてみ

ました。そこには市長の長文のメッセージが入っておりました。本当にすばらしい内容

で、このメッセージを紹介したら参加の高齢者の方は本当に喜ぶんではないか、そう思

ったときに、やはり大切なのは細やかな配慮、心遣い、そういうもんが大切になってく

るんではないかと。 

  そして、私はこれ市長にお伺いしますが、この記念品などということで、せんだって

ほっと平山に視察研修ということで議員、我々参加をさせていただきまして、そこには

間伐材でつくってはがきいうんですかね。１００円か１１０円か何ぼが言うてました。

こういうもんがありました。はがき１枚でも結構です。敬老会の皆さん、お元気ですか

いう、そういう形で、もし出せるのであれば参加ができてない、そういう全員に市長名

で出したら、ちょっとぐあいが悪いんであればまた福祉事務所、敬老会担当でも構いま

せんが、はがき１枚やったら５０円、そのほっと平山であったような木のはがきにした

ら切手をはったら２００円ぐらいかかるかもわからんですけど、予算内でそれをぜひや

っていただいたら。病院で、また家庭で寝たきりの老人の方もおいでになります。本当

にそういった方が香美市は我々のことを忘れてないんだと。そんな思いで喜んでいただ

けるんではないか。そのように思いますが、最後は市長の方から一言お願いをいたしま
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す。 

  以上、２回目を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   ２回目のお尋ねにつきましてお答えをしたいと思

います。 

  開催ができていないところについて、しっかりその把握をしておるかというお話でご

ざいました。率直に申し上げまして、どういう形でできなかったということを十分把握

をしていくという状況にはございません。きょうご指摘をいただきましたことから、そ

のあたりもしっかりと調べていきたいというふうに思っております。昨日も答弁させて

いただきましたように、平成１８年度からは、平成１９年度に向った場合に開催する会

場も非常に多くなってきておりますし、参加を予定される方もふえております。そうし

たことから、現在やっておりますことには十分反省するべきところもあろうかと思いま

すが、そして地域が積極的に受けとめておられるというところから、こういう形で続け

てまいりたいというふうに思います。具体的にご指摘がございました会場の中、座るこ

とのできないお年寄り、そういう方が参加のできるような状況になっているか、そうい

うところも調べたかということでございますけれども、敬老会だけではなく日常の地域

の集会にも高齢者は顔を出すわけで、そういう場合も大変不便をされておるというふう

に思いますので、敬老会だけでなく集会所の充実がどうなているのかということについ

ても、担当課とも連携をいたしまして勉強させていただきたいというふうに思います。 

  それから、地域に適切な会場がないということで開催をすることができなかったとこ

ろにつきましては、先ほどもお答えしましたように地域から新たな提案もあろうかと思

います。分割の方法でありますとか、あるいは思い切って共同開催をしてもとの公民館

のようなところでやりたいとかいうふうな提案もあろうかと思います。そういう際には

積極的に検討したいと思います。しかし、地域の中で、地域の身近なところでやるとい

う提案なんだからそれを生かせるようにやれと、こういうことでございますので、いま

少し勉強させていただきたいというふうに思います。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   織田議員の敬老会についてお答えをさせていただきます。 

  今年も敬老の日を迎え、また敬老会という１つの催しの日を迎えまして大変お世話様

になっておりますし、また議員の皆様方にもいろいろとご心配をいただいております。

大変自治会の皆さん方にはご苦労をおかけをいたしておりますし、また先ほど福祉事務

所長の方から答弁をさせていただきましたように対応が、大変自治体の皆さん方へのご

苦労というものも配慮した発言にはなっております。大変ご苦労であります。ただ、こ

こで、先ほどのご質問の中で記念品などということの中で何かできないかというふうな

ことでございました。昨日から話をさせていただいておりますように、やはり地域の中
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でお年寄りを大事にしていただく、そういう思い、気持ちというものをやはり地域の中

で持っていただくこともまた大変大事だというふうに思います。そうしたことから、地

域の方々がそういう何かいわゆる物でもなく、やはり気持ちというものも大変大事であ

ろうかというふうに思います。地域の中で考えいただいて、そして、その予算の範囲内

の中で出席をされてない方に対しても何か気持ちが、また物が伝われば地域の中でお年

寄りの位置、存在意義というか、そうしたものが大きくなるんではないかというふうに

思います。また、地域全体がお年寄りに対する尊敬の念が高まってくるのではないかと

いうふうに思います。市長の方からのそれぞれの手紙ということでございますが、そう

した方法も考えられないかもしれませんけれども、かえって気持ちがそこで通じればい

いんですがなかなかどうかなという部分もございますし、大変な貴重なご意見とはお伺

いしましたが、なおそうしたことも検討はできるかできんかわかりませんけんど１つの

ご意見としてお伺いをいたしておきます。 

○議長（中澤愛水君）   織田君、質問だけやる。 

（笑い声あり） 

○議長（中澤愛水君）   はい。織田秀幸君の質問が終わりました。 

  次に、３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番。議長のご指名ですので質問させていただきます。３

番、山﨑龍太郎、通告に従い順次質問をいたします。 

  まず、最初に地方税、国保税の滞納問題等について、今後の方向性に関して私なりの

見解を示し執行部の答弁を求めるものであります。 

  その前に若干、国民生活の実態に触れておきたいと思います。全国での国保税、料の

滞納世帯数は４８０万世帯、１０年前の６２.１％増。うち４分の１の１２２万世帯が

短期被保険者証発行世帯。３５万世帯が被保険者資格証明書発行世帯であります。貯蓄

についてですが、２割を超す世帯が貯蓄ゼロとなってます。生活保護世帯数は申請等が

厳しくなる中でも１０５万世帯に達しようとしています。倒産件数に至っては、２００

６年９,３００件と、この数値も悪化し続けております。背景には中小零細企業の業況

は依然低迷したままで、業況判断指数、ＤＩはマイナス６０からマイナス７０を推移し

ている現実がございます。そのような中、営業所得が３００万円以下の世帯が６０％に

達しようとしています。あわせて申せば、営業所得だけで生活できないので何らかの対

策を講じているという方々が、これも６０％を超えているという調査結果も出ておりま

す。実際、事業所得者で子ども２人の４人家族、売り上げ１,５００万円、所得３５０

万円の方、どれだけの税負担か粗計算してみました。所得税、住民税、国保税、介護保

険料、消費税、それにあわせ国民年金も加えますと、優に１５０万円を超える負担とな

っているわけであります。残った２００万円足らずで生活を維持していかねばならず、

実態にはかなり厳しいものがあり、少しでも予測外の事態があれば滞納世帯となってい

くおそれを含んでいるのであります。地方税、国保税を取り巻く状況は、数年来の配偶
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者特別控除の上乗せ分廃止、老年者控除の廃止、公的年金控除の縮小等々で、収入がふ

えてもいないのに所得が上昇する。あわせて定率減税の半減、廃止と、三位一体改革に

よる３兆円の税源移譲、個人住民税の１０％フラット化により税額がはね上がり、庶民

には耐えがたいものとなっているわけであります。 

  さて、滞納者が増加することは衆目の一致するところであり、特に地方は徴収と滞納

予防に力を注がねば、総務省による２００５年度個人、法人の地方税滞納残高２兆

３,０００億円を減少させることは不可能と考えるところです。俗に言う悪質滞納者に

は手が打てても、生活困窮者には法的措置をもっても打開策にならないということであ

ります。そこでお尋ねいたします。 

  １点目に、滞納者とならないためにいかなる手だてが打てているかという点です。税

条例第１８条の２、災害等による期限の延長や国民健康保険税条例第１３条の運用はな

されているかお尋ねします。あわせて、市民からの分割納付、延納の要望等が今期にお

いてどれくらい出されたものかお尋ねいたします。 

  ２点目に、滞納に陥った場合の早期の対応についてですが、督促状送付から催告書送

付までに手だてを持てないかと思うわけでありますが、滞納を放置することのデメリッ

トが十分に相手に伝わっていないと考えるところです。催告書は年２回送られると思い

ますが、滞納額の状況等から判断も行い、１回目から２回目送付までの間に訪問による

納税指導が行えないものか伺います。あわせて、催告書の様式、前もって担当課からい

ただいてまいりましたが、私はこの様式を一工夫されたらと考えますがいかがでしょう。

差し押さえや電話、またこの文面では「なお納付が困難なときは収納管理課にご相談く

ださい」云々と書かれておりますが「納付が困難なときは、できるだけ早く収納管理課

に連絡、相談を」などのようにゴシック体で目だつようにするべきと考えます。また、

もっと適切な文言も考えて追加して、放置しておくことのデメリットを教えねばならな

いと考えますがその点お尋ねいたします。 

  ３点目に、納税の猶予について伺います。地方税法第１５条には、納税の猶予の１項

があります。本市では申請等がないように伺っておりますが、国税も地方税も国保税も

要件は同じであります。「徴収猶予の要件等」を読んでみます。「地方団体の長は、納

税者が次の各号の一に該当する場合において、その該当する事実に基づき、その地方団

体の徴収金を一時に納付し、または納入することができないと認めるときは、その納付

し、または納付することができないと認められる金額を限度として、その者の申請に基

づき、１年以内の期間を限り、その徴収を猶予することができる。この場合においては、

その金額を適宜分割して納付し、または納入すべき期限を定めることを妨げない。」と。

「一、納税者がその財産につき震災、風水害、火災その他の災害を受け、または盗難に

かかったとき。二、納税者はこれらの者と生計を一にする親族が病気にかかり、または

負傷したとき。三、納税者がその事業を廃止、または休止したとき。四、納税者がその

事業につき著しい損失を受けたとき。五、前各号の一に該当する事実に類する事実があ
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ったとき」と。「特別徴収義務者」という文言もありますが、それは省きました。この

ことを私なりに次のように解釈しました。どんなときに納税の猶予が適用されるかとい

うことですが、納税者はもちろん家族が病気やけがで多大な出費があったときや、その

ため休業したときには適用の要件に入ると思います。著しい損失があるとき、またはそ

れらに類する事実があったときというのも要件に該当しますので、売り上げが大幅に落

ち込んだときなどは要件に該当すると思います。さらに類する事実があったときという

のが、仕事が大幅に減ったとか、売掛金が回収困難になったとか、売り上げが減少した

とか、取り引き先が廃業したなどは納税の猶予が適用されると思いますが、これでいい

のか、お構いなければ見解を求めます。 

  申請がオッケーとなりますと、延滞金が半額または免除となります。滞納に陥る前に

この制度の周知を行う必要があると考えますが、お尋ねいたします。 

  ４点目に、地方税法第２０条の９の５の延滞金の免除についてですが、法第２０条の

５の２の規定、市条例では第１８条の２の規定ですが、それを若干読み上げますと「災

害等による期限の延長」、（土地税法）第２０条の５の２「地方団体の長は、災害その

他やむを得ない理由により、この法律またはこれに基づく条例に定める申告、申請、請

求その他の書類の提出（不服申立てに関するものを除く。）、または納付もしくは納入

に関する期限までに、これらの行為をすることができないと認められるときは、当該地

方団体の条例の定めるところにより、当該期限を延長することができる。」ということ。

これにより「地方税の納付または納入に関する期限を延長した場合には、その地方税に

係る延滞金のうち、その延長した期間に対応する部分の金額は免除する」となっており

ます。ここでポイントとなりますのは「災害その他やむを得ない理由」というところで

あります。本市の場合、以前も質問いたしましたが、災害以外には適用を広げていない

現状があったと思いますが、納税者の立場から申せば、先ほど来申しましたが生活困窮

に至るやむを得ない理由はたくさんあるわけで、納税者、滞納者からの申請によって分

割納付中は延滞金をかけないという方向は可能と考えますが見解を求めます。 

  ５点目に、分納誓約後の納付状況についてですが、担当課としては完納に向けて粛々

と公的手続も含めて事務を行っているわけでしょうが、１００万円以上の滞納者の状況

を伺っても、入金状況は２割程度で芳しくなかったと思います。私は、先ほど申し上げ

ました分納履行中の延滞金の免除と、もう１点、家族を含めた身内の協力によって滞納

解消への方向性を探れると考えますが、現行の取り組みとあわせてお尋ねいたします。 

  ６点目に、香美市税条例第５１条１項「市民税の減免」。「（１）、貧困により生活

のため公私の扶助を受ける者。（２）、当該年において所得が皆無となったため生活が

著しく困難となった者またはこれに準ずると認められる者」の基準を具体的に伺います。 

  同じく、国民健康保険税条例第１４条１項３（号）についても伺うものです。先ほど

来申しましたように市民生活が大変になっていることは事実であり、税金が生活権を脅

かしている側面もあります。新たな滞納を発生させないためにも、税条例、国保税条例
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の減免規定はより具体的でなければなりません。あわせて施行細則の有無についてもお

尋ねするものです。 

  続きまして、小規模工事等契約希望者登録制度と随意契約について伺います。 

  小規模工事等契約希望者登録制度は、立ち上がって１年程度の制度で長い目で見守り

たいという思いもございますが、行財政改革推進特別委員会での審議も踏まえ随意契約

と比較すると余りにも扱いに差があるのではと感じるところです。制度のメリット等に

つきましては以前も述べさせていただきましたので省きますが、この間の経過を含めて

数点お尋ねいたします。 

  まず最初に、工事、修繕等の平成１８年度における小規模及び随意契約の発注実績を

種類別に件数、金額で伺います。また、平成１９年度、現在までの状況についてもお尋

ねいたします。 

  ２点目に、小規模の登録状況を業種別に伺います。あわせて業者は随時ふえていくわ

けですが、各課にどのような方法で周知されているのかお尋ねいたします。 

  ３点目に、小規模の場合は、申し込みに際して市税の納税証明書、使用料の納付済み

申立書及び使用料の納付状況調査承認書まで提出しなければなりません。かたや香美市

契約規則の随意契約には、滞納要件は何もうたわれておりません。実際問題、行財政改

革推進特別委員会での管理委託、業務委託の審議においても、随意契約についてはほと

んど調査等行われておりませんでした。工事、修繕等においても同様と思いますが、こ

のことをもって公平、公正な扱いと言えるのか。見解を伺います。関連して、小規模の

申請の簡素化、滞納問題、限度額の見直し、対象業種の拡大等についての現在の当局の

考え方をお尋ねいたします。 

  ４点目に、委託等の随意契約について伺います。委託であっても随契は随契でありま

すので、香美市契約規則第３０条（第２項第）６（号）、（限度額）５０万円が上限で

あると私は考えておりますが、また、委託契約の中で入札すべきが妥当と思われる契約

も多々存在するかと思うわけですが、この点について見解をお尋ねいたします。あわせ

て、現在まで監査等の指摘はなかったのかお尋ねして、１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   暫時昼食のため１時まで休憩をいたします。 

（午前１１時５０分 休憩） 

（午後 １時０３分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  ３番、山﨑龍太郎君の質問に対する答弁に入ります。 

  税務課長、高橋 功君。 

○税務課長（高橋 功君）   山﨑議員のご質問にお答えをいたします。 

  まず１番目、滞納者とならないために香美市税条例第１８条の２というご質問でござ

いますが、この広範囲にわたる災害等の申告という条項でございますが、現在は実施を
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しておりません。また、市民税の分割につきましては条例第４０条第２項によって、納

期限の分割については特別な事情がある限り可能でございます。 

  それと６番目、減免の基準、それと施行規則の有無ということでございますけれども、

減免についてはいろんな個人によって事情、過去の収納状況いろいろございます。ケー

ス・バイ・ケースで考えていくべきものであるというふうに考えております。施行規則

については、現在のところございません。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山﨑龍太郎議員のご質問にお答えします。 

  まず、地方税、国保税の滞納問題等についてお答えします。 

  国民健康保険税条例第１３条の運用についてですが、これについては実施しておりま

す。 

  一方、延納の申し出については、国保税では現在はありません。 

  それから、減免規定の施行細則の関係ですけれども、６番目ですが、国民健康保険税

条例第１４条第１項の３号の減免規定については、具体的な規定の設置については現在

は考えておりません。家庭の状況がそれぞれ違いますので、具体的な規定の設置は困難

と考えております。現状では申し出者との直接面談によって判断しております。 

○議長（中澤愛水君）   収納管理課長、後藤博明君。 

○収納管理課長（後藤博明君）   山﨑議員の地方税、国保税の滞納問題等についての

中で②、③、④、⑤について収納管理課の方からお答えいたします。 

  ⑤の質問につきましては、滞納に陥った場合の早期の対応ということでございますが、

まず納付書が出まして、納期限が、例えば住民税であれば６月に納付書が出まして、６

月末が納期です。それで２０日以内に督促が出ます。その時点から収納管理課の業務と

なります。当然、督促が出た後につきましてもその方々については訪宅をしております。

催告書というのはいわゆる１つの行政サービスですので、これくらいのものがあなたに

は残ってますよというお知らせをすることです。その間には再三再四訪宅をしておりま

すので、いわゆる納税指導そういった部分については十二分に、現状ではできておると

いうふうに考えております。それから、催告書の差し押さえ等、それから文字ですが、

この件につきましては、これは旧土佐山田町が使用しておった催告書をちょっと変えた

ものですが、いわゆる差し押さえ、そういった部分が強調されておると、逆に不快であ

るという苦情も出てきます。それと、質問の中にございましたが、相談は早目に収納管

理課というので、当然、封筒は「収納管理課」となっております。それを見ていただい

て、詳細を見ていただければ収納管理課の方へ相談が来る状態にはしておりますので、

その辺でご理解いただきたいと。 

  ちなみに、今現在やっておる滞納整理のフローチャートにて、これは行財政改革推進

特別委員会でも再三再四ご報告申し上げておりますが、まず督促状が出ます。その間に
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訪宅等納税指導に回ります。それから、１２月に催告書の第１回目が出ます。それから

翌年の４月にもう一度催告書が出ます。その間にも６人が３班に分かれて夜間訪宅等々

を繰り返しております。そういった部分の中で最後のはしに残ってくるのが、あとの③

番、④番、⑤番というふうに関連してきますので、この件についてご説明します。 

  まず、③納税猶予の制度の周知については、現在は考えておりません。この制度その

ものが、地方税法第１５条に規定する納税猶予については国保の事案によって全然条件

が違いますので、その法の範囲で、許される範囲で対応すべきと考えております。逆に

この（地方税法）第１５条の７という、ご存じかどうかは知りませんが「滞納処分の執

行停止」という項目がございます。これは全部放棄するという項目です。これについて

は現在検討中です。 

  それから、次の④地方税法第２０条の９の５の「延滞金の免除」です。９の５だと思

いますが、この件につきましては、地方税法第２０条の９の５の延滞金の免除は、同法

第２０条の５の２「災害等による期限の延長」の規定により納付期限を延長した期間に

ついて延滞金を免除する趣旨でございます。ですから、今現在行っております、これは

いわゆる税条例の第１８条等に該当してくると思いますが、現在収納管理課で行ってま

すそれ以外の分納とか過去を含めた滞納分を含めた分納等についての延滞金については、

もともと延滞金の趣旨であります税負担の公平の原則から免除は考えておりません。 

  次の⑤、分納誓約後の納付状況の芳しくない者の家族、身内等の協力の要請でござい

ますが、これにつきましては、税そのものは個人情報でありますので、私ども市の方か

らご家族の方、身内の方にこうこうして滞納してますよということを申し上げることは

ありません。中で、家族内で相談されて納税いただくことについては歓迎いたします。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   山﨑龍太郎議員の小規模工事等契約希望者登録制度と随

意契約についてのご質問にお答えいたします。 

  まず、１番目に平成１８年度における小規模、随意契約別の工事、修繕等の発注実績

を種類、件数、金額別に出してもらいたいということと、また、平成１９年度の現在ま

での実績も同時にというご質問にお答えいたします。 

  まず、小規模工事でございますが、平成１８年度におきましては種類としまして工事、

修繕、その他の３つにくくらせてもらいまして、平成１８年度小規模の工事は、１件、

６万９,３００円。それから、平成１９年度、現在もですが、平成１９年度におきまし

ては（小規模の工事は）３件の３１万９５０円。次に小規模工事の修繕ですが、平成１

８年度は件数５件で２５万３,７８３円。それから平成１９年度、今現在までに（小規

模の修繕は）８件で３６万６,８２７円。それから、その他、草刈り等がここに入りま

すが、平成１８年度（はその他は）１件で８万４,０００円。それから、平成１９年度

は２件で（その他は）３７万６,１２０円でございます。 
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  それから次に随意契約の方でございますが、平成１８年度は工事におきましては１８

件、５３９万７,２００円。それから、修繕におきましては１２件、２１４万６,６５１

円。それから、その他におきまして３件、９２万４,８００円。それから、次、ちょっ

と順番が、言い方がちがいますが、平成１９年度随意契約ですが工事８件、２８２万

９,７５０円。修繕１５件、２６８万８,８８０円。その他１件、１１万円ちょうどでご

ざいます。 

  次に、２番目の小規模の登録現状を業種別にということと、それから、業者は随時ふ

えていくけれど各課への周知方法はどのようにしているかというご質問ですが、小規模

登録事業者につきまして１０種の業種に分けまして、現在時点で大工工事におきまして

５業者、それからガラス工事が１業者、それから内装仕上げ工事が６業者、それから建

具工事が３業者、スクリーンの清掃が１業者、剪定が３業者、草刈りが６業者、電気工

事が１業者、それから鉄骨工事が１業者、それから測量設計を最近追加しておりますが

これはゼロ業者で、計２７業者となっております。それから、新規の業者が登録されま

すと、登録毎に香美市役所内のＬＡＮ、デスクネッツですが、それによりまして全課に

周知をいたしております。 

  それから、次に３番目でございますが、小規模工事等録制度は随意契約に比べて滞納

要件があって不公平ではないかと。また、小規模の申請の簡素化、それから限度額、対

象業種の拡大についての意見をというご質問にお答えします。 

  香美市建設工事、一般競争、指名競争でやっておりますですが、入札参加資格要綱の

中でも国税、県税及び市町村税の滞納のない証明を提出してもらうこととなっておりま

す。小規模工事につきましても、登録制度とする以上これらは求めなければならないも

ので、要綱で規定しております。申請書類につきましてですが、これも最低限必要なも

のにしていると思いますし、これらはお願いしなければならないと思っております。 

  また、限度額５０万円につきましては、小規模工事等契約希望者登録制度は平成１８

年８月に始まったばかりでありますので、今のところこれでいきたいと思います。対象

業種は電気工事、それから鉄骨工事、測量設計、これは土木建築についてですが、この

３つを新たに追加をいたしました。 

  それから、４番目の委託等の随意契約については５０万円が上限であるはずでは。ま

た、入札すべき、（入札を）当然とする契約も存在すると思うがその見解はどうかと。

それから、あわせて現在までに監査等の指摘はなかったかとうご質問でございますが、

随意契約につきましては各課で、それぞれの課で行っておりますが、その際地方自治法

施行令第１６７条の２第１項の第１号から第９号の該当箇所に当てはまる場合、香美市

契約規則第３０条第２項に規定する金額を超える場合でも随意契約できる場合がありま

す。それから、監査等の指摘はあっておりません。と認識しております。 

  以上で終わります。 

○議長（中澤愛水君）   ３番、山﨑龍太郎君。 
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○３番（山﨑龍太郎君）   ２回目を行いますが聞き取れない部分もありましたので、

もし再度聞くことになればすいませんがまたよろしくお願いいたします。 

  まず地方税、国保税等についてですけれども、非常に簡単に結論を出していただきま

してというところですが、これで食い下がって、そのまま引き下がってはいけませんの

でもう少し突っ込んでみたいとは思いますが。 

  まず、ちょっと状況について追加をしますけれども、９月９日付けの高知新聞に「生

活に不安、最低６９％」という記事が載っておりました。「内閣府の国民生活に関する

世論調査で日常生活に悩みや不安を感じている人が６９.５％にものぼり、過去最高を

更新した。」ということでありまして、さらに昨年と比べた生活観については、「低下

している」が２４.５％。現在の生活に対する満足度は「不満」が３６％と、それぞれ

２.４％、３.５％増加しており「生活実感は厳しくなっているようだ。」というふうに

載ってます。各課さまざま法にのっとりながらやられてるわけですが、国民生活が大変

になっているということについてはお気づきというふうに思います。これは市民生活に

もなってくるというふうに思いますけれども、滞納問題についてですけれども、収納管

理課の取り組みは、滞納解消に向けて住宅新築資金の問題や市営住宅の問題を初め本市

の財源のベースである各市税徴収に努力されている点は大変評価するところであります。

ただし、徴収する立場での一貫性は今後も堅持しなければならないわけですけれども、

法に定めている範囲での納税者の権利を擁護する部分も今後視野に入れて展開していく

ことが、私は肝要と考えております。なかなか厳しいという部分がありますけれども、

実際問題のところ法や条例にのっとって、極端に言ったら災害の場合、受けられた場合

どのような対応をするかというと、やはりその人のそういうふうな申請があったときに

は対応せざるを得んと思うんですわ。それで、ちょっと１点確認しておきたいと思いま

す。もし火事とかで災害があったときに、その申請に基づいて納税の猶予とか、延滞金

の免除とか出されたときには、そら対応せざるを得んと思いますが、それは納税の猶予

は対応しないというふうになるのか、そこら辺のところをまず確認させてもらいたいと

思います。 

  それと、新たな滞納を生み出さないため何が可能か。当然原課の取り組みが最も重要

であると考えますけども、１点目に関連しまして、納税通知書には課税の根拠から不服

申し立てまでいろいろ法にのっとって書かれているわけですけれども、私は「災害その

他特別な事情にて納期限に支払いが困難な場合は担当課まで相談してください。」ぐら

いの一言は入れてしかるべきと考えるところです。なぜなら、滞納を発生させないため

に市がいかなる努力をしているかということは、市民はほとんど知らないわけであって、

知っているのは滞納に陥った場合は法的措置も含めて厳しゅうなってるという点はどん

どん広まっていっています。また、減免や期限の猶予を受けるに当たってすべて申請主

義である点も知られていない現状があります。そのことを踏まえ、早く窓口まで来ても

らう努力について再度伺うものであります。 
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  国民健康保険税条例１３条の運用は実施しているという保険課長の答弁でしたが、そ

の内容を具体的に、件数等も踏まえてお願いいたします。 

  それと、②のところですけれども、私の経験上も言えることですけど滞納者及びその

予備軍の方々は、市から送付されるものは封も切ってないとか、捨ててしまってという

方も現実おられました。中身は大体予測がついてるが恐ろしいのと、横着なのと、払え

ないのと相まって放置する例もありました。そのような方々の考え方も変えていかねば

なりませんので大変というわけですけれども、だから接触は早いに越したことはないと

いうわけですがいかがでしょうか。 

  それと、随時訪宅しているというふうに答えられていましたけれども、以前行財政改

革推進特別委員会で聞いたときは、２回目の催告書を送った以降に訪宅するように聞い

たんですが今はもうそうじゃないです？それをちょっと確認します。すぐ接触されるこ

とはいいことというふうには思いますが。 

それと、様式のことですけど、催告書の。そこら辺で不評であるということでえらい

気を使われてるなというふうには考えるところですけど、差し押さえとか、それをやっ

ぱり知らせるということは、やっぱり差し押さえとか延滞金がつくとか、すぐに連絡し

てもらうやったら電話番号を大きくするとか。以前ですが、どなたかの議員が赤い紙と

か黄色の紙で送れみたいなことも言われたこともありますけど、そこまでは言いません

けんど、旧土佐山田町の様式のそのままですけれども、実際問題、やはり目立つ工夫と

いうのは大切じゃなかろうかと。封を開けざったらそれまでですけどね。封を開けても

らったときには、「あ、いかん。」というふうに思われることも、そのことが不評であ

っても、それで延滞金はかかるわ滞納は膨らむわというよりは、少々おしかりを受けて

もすぐ来庁してもらうという方向の方が私はベストと思いますが、再度その点お尋ねし

ます。 

納税（地方税法第）２０条（延滞金の免除）については考えてもないし、もっと執行

処分を含めて検討しているということで言われたわけですけれども、私は法の中で「災

害その他やむを得ない理由」というふうにうたっているわけです。法が「災害」という

てくくっちょったら別ですけど、その「やむを得ない理由」ということをうたってる以

上、そのやむを得ない理由というがは条例や細則等で明確にしておく必要があると思う

んです。今後、申請等が出てきたときには、対応もできないであろうし係争のもとにも

なる可能性もあると考えます。再度見解を求めます。 

分割納付中は延滞金をかけない（という）点は地方税法の趣旨が違うと、解釈違いだ

ということですけれども、無理ということですが、公平、公正と言いますけれども、本

人申請にて本年度プラス過年度を分納して、本税を優先に充当されている現在、支払い

継続中であるなら延滞金がかからないという点は、私は道理に合っていると考えます。

逆に言うたら、払ってない人との公平感で考えれば、頑張って払っていくという行為が

続いて、それが過年度まで含めて充当されているという部分であれば、支払う意欲を生
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むためにも延滞金の免除、半減とか減免とかそういうことについては考える余地がある

と思いますが、今後市長の判断でそこら辺のことは検討していただきたいし、実際全国

的にもそういう判断をくだしている首長もおられて、分納誓約中、履行中は延滞金をか

けないというふうな例も聞いてます。私はそれが延滞金の執行停止とかいうふうなこと

で可能と考えますが、そこのところを再度お尋ねします。 

それと、⑤番のことですけれども、個人情報保護法絡みのことを収納管理課長は答弁

されましたけれども、私は借金問題らあで対応するときに特定調整いうて、借金を返し

たりするのに借金を減額して幾らになった、それを３６回分割して払うとかいうことも

経験したことありますけど、そのときに一番先に調停員が何を言うかといったら家族の

協力のことを言うんですね、家族に協力してもうて一括で返せないかとか。それから本

人から家族に話をして、そして理解を求める。極端に言ったら家族の収入も明確にして

ということは、そういう法的な場でもやられてるわけです。地方においても、収納管理

課長の答弁では本人が言うたらええわというふうに私は聞こえたので、そうじゃなくて、

そういうふうにもっていくような、個人情報にくくられない部分であなた１人の力じゃ

無理でしょうと。家族の協力も仰いで、実際、高額滞納者で分納誓約をしている方で、

家族の協力で払ってる方もおられましたわね。そういうことが滞納をこれから大きくし

ていかない。そして、いい方向に導くというふうに私は考えてますけども、その点につ

いて今後の取り組みも踏まえてお尋ねします。 

それと減免についてですが、６番目の。いろいろ家庭の事情とかが違うとか言われて

ましたけども、違って当然ですけれども、例えば、前年所得から計算して住民税が１０

万円、国保税が３０万円かかったと。しかし、今年は病気で所得が丸っきりなくなって

減免申請を行った。そのような場合、全額免除なのか、一部免除なのかと、そういう判

断基準となる細則等は決めておいてしかるべきと思います。それを最終的にこればあに

したいき市長判断よろしくということはどうなのかなというふうに考えます。結構、全

国的にも独自の減免制度というがは進んでるわけです。もちろん国保で言ったら、法定

減免やったら国から入ってきますのでね。そら願ったりかなったりで実際運用できてる

わけですが、独自の減免というがも、やっぱりこの分になると昨年は一定よかったけれ

ども昨年の所得で課税されてきたら、今年は病気とか災害とかでだめになったというと

きに、どうするのかというときに、基準を持ち合わせてないということは私はやっぱり

改善すべき余地があると思います。東京都国分寺市らやったら、やっぱり生活保護基準

の１.５倍までを設定して、直近３カ月無収入の平均が生活保護基準の１.５倍までやっ

たら保険料を減免するとかいうふうにもなってますし、ほか、（愛知県）名古屋市なん

かやったら８項目細部にわたってそういう基準を設けて、所得が前年の１０分の８以下

になった場合には所得割額の２割から６割減免とするとか、事業を休廃止した場合には、

保険料額の６割を減額するとか、減免するとか。それから具体的な部分を今後持つ必要

があるというふうに、私は全国的な流れ、そういった当市の今後のことを考えても必要
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と思います。再度このことについて研究していく余地があるのか、ないのか、丸っきり。

ぜひそういう方向でやってもらいたいと思いますけど再度お尋ねします。 

続きまして、小規模工事等契約希望者登録制度及び随意契約についてですけれども、

少し随意契約の長所、短所をおさらいしておきたいと思いますが、随契は手続きが簡単

で事務が省略できるや信頼できる業者が選定できるとか、価格以外の評価要素を入れて

最適な業者が選定できると。短所としては競争性がない。業者が固定化するおそれがあ

る。不利な価格で決定されるおそれがあるとかいうふうなところが言えると思いますけ

れども、ちょっと確認したいんですけど、随意契約も滞納要件を持ってるということで

すかね。そういう随契するときに、滞納がないか云々については本人から提出させてい

るわけです？ちょっとそこら辺がわからなかったので再度聞きますが、随契においても

滞納要件は厳正に対処していくと、今後のことはそういう認識でいいのか。それについ

てお尋ねします。私、考えるに安易に随意契約が結ばれてないか、先ほどの実績を見ま

しても小規模はまだまだこれからということですが、額的にも全然違いますので。これ

は水道とかそういう部分は入ってないとも思いますけど、結局そこら辺のことが業者が

固定化しないように配慮はされているか。工事の特殊性や専門性が求められる部分以外

は手順を踏んでいっているのか。そこら辺大事な点ですので再度確認します。 

小規模の申請等については今後の課題でもありますが、財政課長も対象業種等は電気

工事含めて３業種ほどふえてるということも言われましたけど、ちょっと進んでる現状

をしめしておきます。ほとんどの業種がやっぱり対象になっているところがどんどんふ

えていってます。それから、限度額を随契と同じく１３０万円まで上げてるところもふ

えてってます。そして、滞納要件を問わないという例も少しずつですがふえてってます。

しかし、その場合は支払額の１０％前後を滞納分に充当させるという措置を取ってます。

申請期間は２年に一度ということにしてます。 

それと、先ほど具体的に小規模のことを言われましたけれども、その発注状況に偏り

はないのか。発注元ですわね。そこら辺について。取り組みに温度差は各課でないのか。

満遍にいってるのか。その点をお伺いして２回目を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山﨑龍太郎議員の２回目の質問にお答えします。 

  まず、国民健康保険税条例第１３条の運用についてですが、これは「納期限の延長」

という条項です。３カ月を超えない限度においてその納期限の延長をすることができる

ということでして、具体的にどういうことかというと、基本的には今は７月から納期が

始まりまして、７（月）、８（月）、９（月）、１０（月）、１１（月）、１２（月）、

１（月）というように７回の納期になっちゅうわけですが、７（月）から１月までの７

回ということで、７（月）、８（月）、９（月）、１０（月）、１１（月）、１２

（月）、１（月）ということで１月までの納期ということで、毎月、１２カ月分を７回

に割っちゅうがですので、１２カ月分を１２回に割ったらそこそこ払えるけんど、７回
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で短かったら金額が高うなるのでなかなか大変やということで納期の延長をして、７月

からやったら３カ月を超えない限度ですので、７（月）、８（月）、９（月）、１０

（月）、１１（月）、１２（月）、１（月）、２（月）、３（月）、４（月）と、４月

末までの納期の延長ということで、７月から４月までの１０回分になるということです。

７月の納期までに申し出をしていただいたら１０回分になるわけですが、どういった方

が多いかというと、社保に加入しちょった方が国保に加入されて保険料が高うなったと

いう、納付書を見てもうよう払わんという方が多いです。基本的には国保の保険料が多

い方が、言うたら分納になっちゅうわけですけれども、７回分が１０回分の分納になっ

た。考え方としてはそういうふうになったということです。延納ではないですので、納

期の延長をしたということですので。 

  それともう１つ、減免規定の施行細則の件ですけども、他の市町村の例を挙げてご質

問をいただきましたが、近隣の市町村あるいは他の市町村の状況を見て検討をさせてい

ただきたいと思うんですが、もしその規定をつくると運用でできておったものが規定に

縛られるということになってもいかんと思いますので、他の市町村の状況なり検討させ

ていただきたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   収納管理課長、後藤博明君。 

○収納管理課長（後藤博明君）   山﨑議員の２回目の質問にお答えいたします。 

  まず、催告書等の件でございますが、封を開けていただかなければ議員さんの言うと

おり何の意味もないと。ただのむだなお金でございます。いろいろ研修会の中では、封

筒を赤色にしたりとか、黄色にして効果があったとか言いますけど、それが２回、３回

続くと同じ状況になるという話も聞いております。それから、文書を大きくしても結局

は同じことであると。一番は、常にずっと延々と滞納でおる方についてはほとんど効果

がないと思います、現実は。去年３,５００件（催告書を）出してます。これは過去か

らずっと滞納しておる方に出してます。それからこの４月に平成１８年度の払い忘れと

か、初めて発生した方９４０件。これは効果がありました。これはかなりの金額がその

後に、１週間あたりに入金されてますので、いわゆるそういったふうな工夫といいます

か促しはしております。決して放置しているわけではございませんので、この間には当

然督促とか催告書を出す間にも（訪宅に）行っておりますし、催告書を出した後にも先

ほど言いましたように３班に分かれて、夜間、昼間というふうな訪宅を繰り返しており

ますので。 

  それから、非常に厳しいというような発言がございまして、こないだの高知新聞にも

取り立てを厳しくするというのでちょっと不本意な表現が出てましたけど、我々は本来

の形に戻せという指示で動いてますので、本来、地方税法、それから税条例にある形に

戻しております。ですから、今までがおかしかったがです。ですから、決して我々の中

では厳しいという形ではございません。 

  それから納税の猶予と、先ほど保険課長申しましたけど期限の延長。これは全然趣旨
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が違いますので。まずその（地方税法第）２０条の「期限延長」というのは、災害等が

起こって、例えば市中の金融機関へ支払いに行けないと、そういった場合に起こる、使

えるわけです。それから「納税の猶予」というのは、いわゆるこちらが請求履行するの

を待ってあげるという制度ですので、全然たてりが違いますのでその辺を混同しないよ

うにお願いしたいと思います。 

  それから、（地方）税法第１５条（「徴収猶予の要件等」）につきましては、これは

担保が要ります。これの件につきましては、（地方）税法第１６条（「担保の徴取」）

の５０万円を超すものについては担保が要ります。担保がないものについてはこれは適

用できません。それと、過去に滞納がある場合、これを適用しても決してその方のため

にはならない。当然５０万円を超す６０万円、毎年それぐらいの例えば住民税なりがか

かるというのであれば、そこにはいわゆる何らかのお金があるんじゃないかというふう

になります。当然、これを適用する場合は預貯金調査もしますので、それの差し押さえ、

生命保険の解除、そういった部分も当然入らなければ、それを総合的に見た部分での適

用です。ですから、先ほど申しましたように個々の事案に検討して、法の範囲で対応し

ますということでございます。その他いろいろと研究すべきところはしておりますので、

個別に相談があるようですので、あればまた来ていただければ担当、誠意を持って対応

いたします。 

  それから、現在やってます分割納付につきましてはですね、これは過去に滞納があり

まして、それを含めた部分で見ておりますので、この（地方税法第）２０条というよう

な部分については適用されない事案でございます。これについて延滞金を免除するとい

うことは本来の趣旨ではないというふうに考えております。 

  それから、先ほど家族さんの話が出ましたけれど、これをうちの徴収吏員が行って、

お父さんに相談してみなさいやとかいうようなことは決して言うべきものではありませ

ん。仮に、ご相談する方があればしてくださいということだけは言いますけど、それ以

上深く中へ入ってやるべきものではないというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   山﨑議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  随意契約についてですが、その滞納要件を随意契約をする場合にもその業者に課して

いるか、（滞納がない証明を）提出させているかというご質問だったと思いますですが、

初めに一般の入札参加資格登録者にはそういう要件が以前からありまして、それしかな

かったわけですが、小規模の制度が去年できまして、そして、それも登録制度という形

をとることになりました。その登録制度を創設するに当たって、各課、課長会等で意見

を聞いた上で滞納要件も当然つけるべきだというふうな、そういう論議の経過を踏まえ

まして小規模にも（滞納要件が）できております。そして、随意契約でありますが、随

意契約につきましては以前のままといいますか、滞納関係の書類の提出は今のところで
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は求めておりません。しかし、この随意契約についても一般の競争入札、小規模がこう

いうふうになってきたという段階になりますと、これも考えてみなければならないと思

います。これもいろいろ意見を聞いて考えてみなければならないというふうに、今思っ

ております。 

  それから、小規模の発注に偏りはないかというご質問をいただいたと思いますが、小

規模の登録業者につきましては、１回目にお答えいたしましたように各課に登録業者を

追加するたびに通知しておりますので、今まで何回も通知をしております。そして、こ

の制度に該当する場合はこれでやってもらうように指導しておりますので。そして、そ

の偏りという点では、この業種に該当するという、該当するまではこれでやるという形

でいけばその多い少ないはどうしてもあると思いますので、偏りがあると言うべきかな

いと言うべきかわかりませんですが、そういうことでございます。 

○議長（中澤愛水君）   ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番、３回目の質問をさせていただきます。 

  まず、保険課長に伺いますけれども、規定をつくると規定に縛られると。今までの運

用は結構ゆるやかにやられてたんでしょうか。私はやっぱり結構シビアに、個々の状況

かどうかわかりませんけれどもやられてたと思います。規定をつくっておいて、規定を

超す場合には市長の判断にゆだねるみたいなことでもできると私は思います。その規定

と、基準づくりということが今後なぜ大切になるかというのは、やはりあの人はオッケ

ーやったけど私はだめであったというときに、根拠資料を示すのは原課でありますわね。

そのとき、今までもそういう事例がやっぱり見聞きされてきた中で、この基準において

こうしたんだと。特殊な事情は市長が判断するというふうなことであらねばならないと

思います。このことを再度お尋ねします。 

  収納管理課長に伺いますけれども、長期の解決を図らねばいけない部分はもちろんわ

かります。それで、今年初めて（催告書を）９５０件送られたということで、送ったら

すぐ１週間以内にかなり入ってきたと。新たな滞納を防ぐということの努力もすごく、

ほかに比べると私は進んでると思うんですけど、その新たな方にやはり真摯に思っても

らうためには何が必要なのかということは、やはり催告書の様式であったりこまめな接

触であったりというふうに思うわけです。そこら辺のところが、逆に聞かせてもらえば、

ほっちょっても粛々と次の手続きへ進めていったらええわというふうに私は聞こえるわ

けです。違うなら違うと言ってもらったら結構ですけども、その点。 

  それと、地方税法、条例にのっとり本来の形に戻しているという点はもちろんそのと

おりですき、大変その部分で苦労もなされると思いますけれども、私はあくまでも納税

者の立場に立って言うときに、先ほど言ったその納税の猶予についてもやっぱり解釈が

違うわけです。「担保が要る」というふうに言われたんですけど、私は特別な事情があ

るときはという１項がありますので、そこら辺で「担保をつけることができない特別な

事情があればつける必要はない」というふうに国税通則法の第４６条にもうたわれてま
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すし、特別の事情とは担保を設定したため事業の資金繰りなどで支障が出るとか、最低

限の生活を維持する上で支障があるとかいうのが特別の事情に当てはまると思います。

そこら辺のやっぱり解釈の違いが出るということは、収納管理課長の立場と私が質問し

ている立場とはうんと違ってきますが、それが今後、対納税者との間で見解が分かれて

くるということになってきた場合に、やはりもう少しその地方税法にしても条例にして

も、解釈の仕方によって違ってくるということも研究しておく必要があるというふうに

思いますが、そこら辺のところどうでしょうか。 

  随意契約ですけれども、滞納要件、現在のところは求めていないと。今後考えていか

ねばということですが、よくこの論議をするときに、この論議だけではないんですけど

公平、公正ということを言われている中で、そこら辺のところはスピードを早める気が

あるのか。そこら辺市長の見解も聞きたいんですけども。公平、公正と言われるときに、

もちろん随契というたら特殊な仕事らもあったりもしますけれども、そこら辺でもやっ

ぱりシビアな姿勢というのは大切と思いますので、それについてお考えをお示しいただ

きたいと思います。 

  以上で質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山﨑議員の３回目のご質問にお答えします。 

  税条例の減免は現在ゆるやかではないのかというご質問だったと思うんですが、税額

を決めるときにまず４つ、所得、資産、人数、世帯とそれぞれあるわけですが、まずそ

の金額を出しておいて、なお所得に応じて２割、５割、７割の減額がありますので。そ

れぞれに応じて、所得に応じて減額をしてますので、それ以上に減免の申請をしてくる

という方はほとんどおりません。それにもかかわらず減免をしてくるというのは、先ほ

ど言われた災害にあったとか事業が失敗したとか、そういうことだと思うんですけれど

も、具体的にそれぞれの状況に応じて判断をしていかないかんと思いますので、その具

体的な状況をもう想定をして規定をつくらないかんということになってきますよね。で

すから、それぞれの状況がどうなのということを想定してつくらないかんわけですがな

かなか難しい、困難だとは思います。けど、よその市町村でそういった規定をつくって

運用しているということであれば、そういった事例も研究させてもらって検討させても

らいたいと思いますのでよろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   収納管理課長、後藤博明君。 

○収納管理課長（後藤博明君）   山﨑議員さんの質問にお答えいたします。 

  徴収猶予の件でございますが、確かに（金額が）５０万円以下（の場合）は（担保

は）必要ないです。それから特別の事情という項目があります。再三再四申し上げます。

法の範囲で対応します。それ以上のことは、先ほど申しました本来の形に戻しておりま

すので、それ以上のことはするつもりもございません。 

  それから、催告、訪宅もしないときに事務的にこちらが進めておるて言われますが、
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地方税法等それから税条例には「いつまでにこれをしなさい」というふうな義務づけが

あります。これを今までしてきてないから今の現状があるんです。ですから、このとお

りやってます。ですから、その間にちゃんと訪宅もして促してはおります。本来延滞、

これもともと延滞金の問題からなんですけど、もとは税がどうなっておるかです。例え

ば住民税が毎年２０万円かかる人については、それぞれの担税力があるという判断で課

税されております。それを納期限までに納付しないということについては、納期限まで

に納付した方に対して、９割方の方に対して我々は顔向けができません。ですから、そ

のための施策をいろんな部分でとっておるわけですので、これで例えば催告書がいって、

慌てて来る方もいます。その方についてこういう形でしなさいというふうな指導を十分

しておりますので、山﨑議員さんも至るところで相談があると思いますが、その件は一

緒に来ていただいて、相談には乗りますのでよろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山﨑龍太郎議員の随意契約者に対してなぜ滞納のない証明が

とれてないのかということですが、私も滞納、この証明が取れてないというのには何か

理由があるのかなという部分がございますが、しかしながら公平の原則から言って、ど

う見てもやっぱり取る方向で検討せにゃいかんというふうに思います。その中に、先ほ

ど言いましたようにいろいろ理由があるかもしれません。それはまだ財政課長とはよう

詰めておりませんが、なお担当課ともその辺をきちっと話し合って、やっぱり公平の原

則に基づいたやっぱりやり方というものをすべきであろうというふうに思います。 

○議長（中澤愛水君）   山﨑龍太郎君の質問が終わりました。 

  次に、１２番、久保信君。 

○１２番（久保信君）   １２番、久保信です。通告に従いまして一般質問を行い

ます。 

  まず、最初に高齢者医療でございます。 

  来年４月から７５歳以上の高齢者を対象にした新しい医療保険、後期高齢者医療制度

が発足することになりました。これにより、生活保護受給者以外の７５歳以上の高齢者

は、国保や健康保険から脱退し高齢者医療制度に加入することになります。この制度の

大きな特徴は、７５歳以上のすべての人々が保険料を支払わなくてはならないという点

でございます。現在のところ保険料額は全国平均６,２００円と推定をされていますが、

高知県の場合は７,４００円とも言われております。この制度の導入については幾つか

の問題点も明らかになっております。その１つとして掲げられるのは、保険料に対して

であります。制度開始に伴い、来年４月から後期高齢者医療の保険料が介護保険料とあ

わせて年金から天引きをされます。先ほど申し上げましたように、この制度の開始と同

時に７５歳以上のすべての高齢者は新しく、新たな負担として後期高齢者医療の保険料

を支払わなくてはならないわけであります。一方、年金受給額が１万５,０００円未満

の人については、引き落としをされる（正しくは天引きをされない）普通徴収となるわ
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けであります。これにより、この方々は毎回保険料を納めにいかなくてはなりません。

もし、滞納になると短期被保険者証の発行や保険証を取り上げられ、被保険者資格証明

書の発行となります。また、これと同時に６５歳以上の高齢者に対しても保険料が年金

から天引きされるなど、受給額の少ない高齢者にとりましてはまことに死活問題になる

ほどの厳しい内容であります。専門家の間でも問題視をされているところであります。 

  そして、もう１点はこの制度の中に、これ来年４月からでありますが、秋にかけまし

て診療報酬体系の骨格を示すと、このように言われております。医療費の包括払い、定

額制が導入をされる点であります。後期高齢者の心身の特性にふさわしい医療提供する

ための診療報酬体系にするという厚生省の方針により、病気ごとに治療の上限が決めら

れ、その範囲内でしか保険での治療が受けられないというように、医療費の抑制という

目的のみを強く打ち出した制度となっているのも大きな問題であります。 

  さらにもう１点の問題は、昭和２０年度から生活習慣病対策として特定健診、特定保

健指導が始まりましたが、７５歳以上の高齢者の健診は広域連合の任意によるとされて

いるため、国・県・市町村で行ってきた健康づくり施策から後期高齢者が外されてしま

う危険があるという点であります。近年の相次ぐ社会保障の後退などにより、高齢者の

生活は極めて厳しい状態に追い込まれています。このような状況の中で、この制度を始

めることはさらに生活困窮者を増大させることが懸念をされるところであります。この

ことは生活保護等の申請もふえるなどの可能性もあります。以上の点につきまして数点

お伺いをいたします。 

  まず１点目には、本制度についての見解をお示しをいただきたいと思います。 

  ２点目には、本制度の対象人数は何名になっているのかを伺います。あわせて、滞納

者には短期被保険者証や被保険者資格証明書の発行を行うのかお伺いをいたします。 

（一般質問通告内容の３点目は質問せず） 

  ４点目には、保険料納付率の高い後期高齢者が国保から外れることによる徴収率への

影響をどうとらえているのかお伺いをいたします。 

  ５点目には、制度の窓口業務についてでありますが、民間委託などを視野に入れてい

るのかお伺いをいたします。 

  ６点目には、広域連合組合や県との連携はどのようになっているのかお伺いをいたし

ます。 

  ７点目に、この制度は市民にほとんど周知をされておりません。１回、９月ごろでし

たか広報で知らせましたけれども、対象となるこの高齢者や家族のために制度に関する

相談窓口が必要ではないか。 

  以上の点をお伺いをいたします。 

  続きまして、この次に過疎対策と辺地対策、そしてこの災害復旧とか住宅整備、そう

いうような数々の事業があります。これらの情報の公開と入札の透明性を期するため、

市が発注した落札の事業名とか落札金額とかいうのを市の広報に発行したらどうかとい
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う点であります。 

  １つ紹介をさせていただきます。愛媛県でしたかね、東温市へ行きました。庁舎の建

設（の研修）に行きました。これは２８ぐらい載っておりまして、すべては言えません

けれどもその工事名とか、それから場所、工期、工事概要とか、そして落札業者、この

税込み落札金額というものを載せております。そこで、二、三を言わせてもらいますと、

この場所を言ってもしょうがないですので金額だけ言わせてもらいますと、この公共工

事、下水管工事、これは３,５１７万５,０００円とかいう、もう１つこの双葉、これは

自分くの（近くの）双葉ではないですろうね。双葉保育所改修工事というのも載ってお

ります。これはこの３８２万２,５００円というように少ないのでは、これは生活道路

の舗装整備ですね。２６万２,５００円と、こういうのは明記をされております、ずっ

と。こういうのは私の間違いかもしれませんけど、以前たしか旧土佐山田町の場合にや

っておったのではなかろうかというように思います。間違いかもわかりません。その点、

また私の間違いかもわかりませんけれども答弁をよろしくお願いをいたします。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   久保議員の後期高齢者医療制度についてお答えをいたし

ます。 

  まず、本制度への見解ということですが、本制度について高齢世代と現役世代の負担

を明確化しわかりやすい制度とすることが必要ということから、医療給付を行う独立の

医療制度を創設することにより財政運営の責任主体を明確化するとともに、高齢者の保

険料等支え手である現役世代の負担の明確化、公平化が図られるとのことから創設され

たものと理解をしております。高齢者の進行に伴い医療費の増大が見込まれることから、

何らかの制度の創設が必要だと思います。今回の制度創設は適当なものだと考えており

ます。 

  次に、普通徴収対象者が何人になるのか。滞納者には短期被保険者証、被保険者資格

者証明書の発行を行うのかというご質問ですが、普通徴収対象者が何名になるのかは現

在はわかりません。具体的に保険料が決まってからでないと、つまり年金から天引きで

きる人の決定がされてからでないと普通徴収対象者数は決定しません。ちなみにですが、

介護保険の保険料の普通徴収対象者は１,１４２人で全体の率からすると１１.９％で、

これから推しはかると、介護保険の保険料については６５歳以上ですので人数が違いま

すが、７５歳以上は５,５７２人なので６６０人前後の人が普通徴収対象者となると思

われます。そして、滞納者に対しては法律どおり、国保と同じように短期被保険者証や

被保険者資格証明書の発行を行う予定です。 

  次に、通告では３番目の保険料の平均額とその額を問うということでしたけれども、

これはご発言がなかったですので。 

  ４番目の保険料納付率の高い後期高齢者が国保から外れることによる収納率への影響



 

－51－ 

についてですが、高齢者は収納率が高いと思われます。国保から外れた場合の影響です

が、現在は検討していません。 

  次に、窓口業務の民間委託についてですが、収納について窓口業務の民間委託は考え

ていません。 

  次に、広域連合と県との連携についてですが、広域連合との連携は密にしていかなけ

ればならないと考えています。広域連合には、県、国保連合会、市町村のそれぞれの職

員が出向しています。香美市からも１名が出向しています。また、広域連合の専用端末

がそれぞれの市町村に配置される予定です。 

  次に制度の周知についてですが、後期高齢者医療制度については平成２０年４月から

始まる新しい制度です。対象者は７５歳以上全員で、現在老人保健医療制度として運営

されているものですが、市民への周知は図っていかなければならないと思っています。

相談窓口として改めて設置する予定はありません。保険課老人医療係が対応していく予

定です。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   久保議員の入札結果の公表についてのご質問にお答えい

たします。 

  入札結果についてその事業名、落札業者、落札金額等を市の広報に掲載してはどうか

というご質問でございます。入札の結果につきましては、現在市役所、担当は財政課で

すが、で公表をしております。直接見に来られるか電話等で問い合わせをしていただけ

れば知ることができるところでございます。しかし、広報に掲載をして広く周知させる

べきか。掲載するとすればその広報、それもあわせて今後検討してみたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   １２番、久保信君。 

○１２番（久保信君）   保険証の取り上げは、これ７５歳以上です。普通徴収の方

でありますが、実はご存じかと思いますけれども高知県健康福祉部長の方はこのように

県議会で答弁をしております。「短期被保険者証や被保険者資格証明書に当たりまして

は、できるだけ被保険者と接触する機会を確保し、納付相談、納付指導に努めるととも

に、被保険者の生活実態などを十分に把握をし、特別の事情の有無を判断すべきものと

されております。県とししましては、そのような考え方に基づき助言、指導をしてまい

りたい。」と、このように述べております。そして、これは５月２１日月曜日でありま

すが、場所はこの参議院会館で、参加者、厚労省と医政局というところで、医政局から

は森本、橋本さんという方が出席をされております。ここでも「広域連合が省令で特別

の事情は決めるが、特別の事情を判断し被保険者資格証明書を出すかどうかは、これま

で対応してきている実質市町村が判断するしかないと思っておる。」と、このように言

っております。だから、市町村が判断をすることができるわけであります。戦前、戦中、
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戦後にかけて苦労してきておるお年寄りの方々、働いてやはり苦労しておるわけですね。

こうした方々から保険証を取り上げるのは、高齢者への被保険者資格証明書の発行、

（保険証を）取り上げるということは、まさに命を切り縮めるものだと私は思います。

客観的に見て悪質なものについては、これは除いて、すべての高齢者にこの被保険者証

を、短期被保険者証なり被保険者資格証明書をすべての高齢者に渡すべきだと私はこの

ように思います。 

  そして、３つ目にはこの介護保険料は所得によりまして違うし、初めのうちは減変緩

和措置、これ２年間ですかね、激変緩和措置などもありますが、これが介護保険料と一

緒に少ない年金から引かれてはどうなるでしょうか。市としてその対策なりを考えてお

られるのかお伺いをいたします。 

  さらに２点目（入札結果の公表について）ですが、この財政課長に伺います。 

  私はこの電話でも結構だと言いましたが、また市のこの縦覧によりましてこの来る者

はそんなにおらないと実は思います。だから、家にいながら読めばすぐにわかるという

ことも１つの、もっともこの市民の皆さん方が望んでいる方向であろうというように思

います。これも情報の公開の１つであろうと位置づけて再度答弁をお願いをいたします。 

○議長（中澤愛水君）   久保議員、１点目の３は質問しませんか、通告がありますけ

れども。いいですか。はい。 

  保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   久保議員の２回目のご質問にお答えします。 

  短期被保険者証と被保険者資格証明書の発行についてですけれども、お答え同じにな

りますが法律どおり、国保と同じように発行を行う予定です。保険料の決定については、

基本的には国保とは若干違いまして人数割りと、すいません、基本料と所得割、この２

つの合計額になる予定ですので、所得のない方は所得割はゼロになるし、その基本額が

あと２割、５割、７割の減額になるということで、現在の、例えば国保税を払っている

方がどればあ払っているかわかりませんけれども、その金額がそのまま後期高齢者の保

険料になるとも限りませんけれど、安くなるかも高くなるかもわかりません。どんな金

額になるかわかりませんが、今ではちょっとどういうように市として対策をやるのかと

いうことについては今のところは言えませんので、法律どおり短期被保険者証、被保険

者資格証明書の発行を行う予定ではあります。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   久保議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  入札結果の公表につきましては、広報に載せることにつきまして検討をいたします。

それから、来年、平成２０年４月からホームページには入札結果を載せるようにしてお

ります。 

  以上です。 
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○議長（中澤愛水君）   久保信君の質問が終わりました。 

  暫時１０分間休憩をいたします。 

（午後２時２９分 休憩） 

（午後２時４２分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  次に、２番、矢野公昭君。 

○２番（矢野公昭君）   ２番、矢野でございます。通告に従いまして暫時質問をさせ

ていただきます。今回は１点だけ、消防の救急等についての質問をさせていただきます。 

  ８月３１日の高知新聞に「奈良県の妊婦が救急搬送中に受け入れ先が決まらず、車内

で死産をした。」との記事が載っておりました。患者の受け入れ拒否、たらい回しは最

近ではよく聞く話でありましてまたかとも思うわけでありますけれども、少し気になり

ましたのが、記事の内容とそれに関連した救急隊員の責務であります。まず気になった

部分を読ませていただきます。「女性を搬送した救急隊員の意図がうまく伝わらなかっ

たため、病院側に緊急事態との認識がないなど救急連絡の不手際も露呈した。近畿圏の

産婦人科診療総合援助システムに入っている大阪市都島区の総合医療センターには、午

前３時ごろ「産科はありますか。」と問い合わせがあった。緊急を要する事態だとは思

わず「初めての患者は受け入れていない。」と答えると「それなら結構です。」と引き

下がったと言う。同センターは、総合援助システムから連絡があれば受け入れるかほか

の病院を紹介することになっている。「症状がわかれば対応は違っていたし、受け入れ

ることもできた。」このように話しております。」このような記事でありますけれども、

この医療センターと救急隊員とのやりとりが正確であれば、隊員の不手際とも見ること

ができます。なぜ「正確であれば」と言ったのか。それはマスコミ報道がすべて正確だ

とは思っていないからであります。隠された部分もあるし、また、その時点では知り得

なかった事実も隠れております。地方新聞と全国新聞の違いもありましょうけれども、

９月３日の高知新聞と朝日新聞によい例が載っております。妊婦の記事も内容も含めま

して、今回の私の質問に関連がありますのでこれも紹介させていただきます。見出しは

双方とも大体同じであります。「胸に硬球。中３死亡。ＰＬ学園で野球練習中」となっ

ております。高知新聞では「同校は自動体外式除細動器、ＡＥＤは備えていたが使われ

なかったという。」このように書かれております。読者は「備えてあったのになぜ使わ

れなかった。」こんな、いろんな疑問がわいてまいります。一方、朝日新聞では「ＰＬ

学園によると心臓に電気ショックを与えて救命処置を施すＡＥＤ、自動体外式除細動器

は、体育館など３カ所に置かれグラウンドにはなかった。事故直後、約１キロ離れた体

育館に副部長が車で取りにいったが、戻ったときには救急車が到着していた。」こう書

かれております。これですと、使われなかった理由がわかります。このように同一事件

であっても新聞によりその報道内容が異なるわけで、読む新聞により読者それぞれの理
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解度も判断も違ってまいります。人間の行動、また考えを左右し先導するほどの大きな

力と、それと同時に責任を持っているマスコミには報道の自由などは存在せず、真実で

正確な報道の自由のみが存在することを報道関係者は心しておくべきだと思っておりま

す。なお、今回例に出しました高知、朝日、両新聞の立場が反対になることも当然あり

ますので、つけ加えておきます。 

  本題に戻ります。以上の観点から、医療センターと救急隊員のやりとりが事実であれ

ば、隊員の不手際ととらえることもできます。しかし、果たして医師でもない救急隊員

が１分１秒を争う患者なのか、１時間、２時間あるいは３時間、それは大丈夫な患者な

のかを即座に判断し、人間の生と死に対してどの程度までかかわる義務があるのか。ま

た、それができるのかを問うとともに、応急処置も含めて患者と接し、搬送する場合の

隊員の心構えとその研修、教育課程を問うものであります。 

  次に、患者の受け入れ拒否につきましては、医師不足も当然ありましょう。しかし、

医療機関側から見て救急車で搬送されてくる患者イコール緊急患者ではないとの認識が

あり、それが今回の不幸な出来事に起因しているのは、医療センターと隊員のやりとり

を見ても明らかであります。その背景には、救急車を利用される方の中には残念ながら

緊急を要しない方も含まれているという現状があります。当市の場合、今年１月から８

月２０日までの救急出動回数１,０２３回、年間で単純に計算してみますと、約１,５０

０～１,６００回の出動回数となります。過去も含めまして隊員の方々から見まして、

これくらいであれば救急車を利用しなくてもいいんではないかと思われる方はいました

でしょうか。そして、搬送の必要がないと認めた場合の対応はどのようにしているのか

あわせて問うものであります。 

  また、当市では５７名の隊員のうち救急救命士１４名、これは年１名程度順次ふやし

ていくとこのように聞いておりますけれども、そして救急車は予備も含めて３台、年間

出動、救急出動回数が１,５００～１,６００回、このような状態の中で医療機関との連

携も含め、地域住民の安心という面から当市の救急体制の現状をどのように把握してい

るのか、消防長に問うものであります。 

  以上１回目の質問といたします。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   ２番、矢野議員さんのご質問にお答え申し上げます。 

  まず１点目の職員の研修、教育課程、また救急隊員の心構えということについて申し

上げます。 

  救急隊員の研修、教育課程につきましては、消防職員は採用後すぐ消防学校の方で教

育訓練の基準に沿った初任研修というのを入校して受けます。これが研修時間として８

００時間で、約６カ月で受けることになります。この初任教育の中で救急に関する研修

につきましては、実務教育ということで約５０時間の研修を受けております。そして、

消防学校を卒業し所属部署に配属となりまして、おおむね３週間ないし１カ月後に再び
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消防学校の方に入校することになっております。ここで救急科という専門のところで教

育を受けるわけでございますが、この研修時間が大体２５０時間、約２カ月を修めてお

ります。これを終了し初めて救急現場での救急活動を行うことが可能となるわけでござ

います。これは消防の施行令とかのいろいろ決まりごとがありまして、必ずこの時間は、

当然受けることになっております。また、日常の業務の訓練の中でも救急シミュレーシ

ョンとして仮想の救急現場での活動訓練、また救急に関しての勉強会や筆記試験も実施

しております。また、病院での症例の検討会や各種の講習へ参加することによりまして、

救急活動に必要な知識や技術、また接遇などの習得に努めているところでございます。

さらに救急救命士の資格を取得するためには、救急活動が可能となってから後、救急業

務に５年以上、または救急業務に２,０００時間以上従事したという証明を持って指定

研修機関、東京都と福岡県にございますが、そこで６カ月間救急専門の教育を受け、こ

の中で病院実習が８０時間含まれておりますが、この研修を受けた後に救急救命士の国

家試験を受けて合格しなければなりません。また、合格後、再び病院実習というのが１

６０時間ございまして、これを経て初めて救急救命士として救急現場での救急業務を行

うことができるということになっております。現在は、その後に気管挿管というのとま

だ薬剤投与という新たな救急法の改正がありまして、順次そういう教育を受け、病院実

習を受け、業務に生かせるような努力はしております。さらに救急救命士となってから

も２年間に１２８時間以上の病院実習等実習を行いまして、知識や技術の維持、向上と、

医師を初め医療関係のスタッフとの信頼関係を構築するように努めております。 

  救急搬送と救急業務に当たっての救急隊員の心構えといいますのは、やはり救命業務

でございますので、これまでの教育、研修、実習等を通じてそれぞれが培ってきました

知識、技術、接遇等の技能をあらゆる局面においても十分発揮できるように、常に心身

とそして資機材等の準備を万全にしておくことだと思います。救急救命活動といいまし

ても、やはり市民の方、人と接する業務でございますので、基本的には接遇ということ

に尽きるのではないかと私は考えております。また、あわせて救急患者さんの状況、先

ほどの例にもございましたように、症状だけではなくかかりつけの病院の有無と、そう

いったことを速やかに把握し、判断し、搬送先の病院の選択決定という、瞬時のうちに

そういったことを判断できるという能力も必要になってきます。それと医療機関との信

頼関係、また連絡、連携が最も重要ではないかというふうに思います。 

  ２点目の今年１月から８月までに１,０２３回の救急出動があったが、そのうち救急

を要しないと思われる患者数ということでございますが、救急要請を受けまして救急出

動した救急患者を隊員が見て緊急を要しないと判断することは、救急活動の段階では非

常に困難であるということでございます。医療機関へ搬送後、検査等、レントゲン等も

含めまして行い、後日重症度や疾病、傷病名などが記載されました書類の送付を受けま

して初めて確定されることになっております。結果の数値でございますが、参考までに

昨年の救急搬送を（調査）いたしました。昨年は１,４８９人でございますが、この内
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訳を申し上げますと死亡が２８人で１.９％、重症が２３７人で１５.９％、中等症が５

０２人で３３.７％で、軽症が７２２人で４８.５％ということで、結果としまして約半

数の傷病者が軽症ということになっておりますが、救急活動の場合いろんな条件もござ

いますので、一見緊急度が低いように感じられましても搬送中に急変すること等もある

ことから、救急業務としましては迅速に病状に適した医療機関に搬送し医師にゆだねる

ということが傷病者にとりまして最も最善であるというふうに考えておりますので、ご

質問の緊急を要しないと思われる患者数につきましては把握をしておりません。ご理解

をいただきたいと思います。 

  ３点目の当市の隊員数５７名、救命士が１４名で救急車が３台ということでの年間の

出動回数、それから医療機関との連携等のご質問でございますが、５７名というのは香

美市消防の全職員でございまして、自分と消防主任も含んでおります。本部に１０名と

本署の各隊が１６名ずつと分署が１５名ということになっております。救急救命士の資

格者、取得者は１４名でございますが、このうち次長、署長と予防主任の３名は日勤の

業務でございますので、通常では救急業務には当たりません。年間の救急出動件数につ

きましては、過去３年を申し上げますと平成１６年が１,５２９件、平成１７年が１,６

３０件で、平成１８年が１,５１６件というふうになっております。医療機関との連携

等につきましては、先ほども申し上げましたが病院での症例の検討会、医師と救命士と

一緒に何度かやっておりますが、また、病院での実習等を通じて医師や医療機関のスタ

ッフと顔の見える信頼関係を構築するようにし、円滑な救急活動が行えるように努めて

いるところでございます。当然のことながら、救急搬送中におきましても救急隊員は医

療機関との連絡を密にし、医師からの指導や指示、助言を受け、車内でも救急処置を行

っている状況でございます。香美市消防本部の救急体制につきましても、今後も引き続

き市民の皆さんの救急要請には最大限おこたえできるように努めてまいりたいというふ

うに考えておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   ２番、矢野公昭君。 

○２番（矢野公昭君）   ２番。矢野、２回目の質問をさせていただきます。 

  説明で大体はわかりましたけれども、救急出動の場合に３人体制で出動すると、この

ように聞いております。その中、１名が救命士が同行すると、このように聞いておりま

すけれども、救急救命士が同行しない場合があるのかどうか。そして、その救急救命士

が同行しない場合があればその理由、そしてまた救急車内で患者さんと対応するときの

対応の仕方が、救命士が乗っておる場合とおらない場合とでは何か違いがあるのかとい

うことが１点。 

  そして、香美市の消防職員の服務規程、これの第５章で「救急勤務の状態」、その中

の第４０条の中の第２項に「現場に到着をした救急隊は、その傷病者に対して必要であ

る応急処置を施し、そして最寄の医療機関に搬送しなければならない。」とあります。

そして、その第３項には「前項の場合において傷病者の傷病の状態が軽症であり、搬送
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する必要がないと認める場合、そしてまた傷病者が搬送を拒否した場合には搬送しない

ものとする。」と、このように載っておりますけれども、先ほど消防長に答えていただ

きました「救急車の出動命令が」、命令というか「要望があったときには人道上からも

すべて搬送する。」（答弁は「一見緊急度が低いように感じられましても搬送中に急変

すること等もあることから、救急業務としましては迅速に病状に適した医療機関に搬送

し医師にゆだねるということが傷病者にとりましてもっとも最善であるというふうに考

えておりますので」）と、このようにお答えがありましたけれども、確かに私ども市民

の側から見てみますと救急車を呼ぶのにはそれなりの理由があって皆呼んでおります。

その中で重症であろうが軽症であろうが搬送してくれるということは非常にありがたく

安心ができるわけでありますが、ただ、規程の中にそのようなことを明記してあります

が、その点。なぜこれを言いますかといいますと。 

（笑い声あり） 

  言いますかといいますとというのはおかしいですね。言うのかというのに直します。 

  実は、先ほどのきょうの、今回の質問の趣旨であります患者のいわゆる受け入れ拒否、

これがいわゆる救急車で運ばれてくる患者イコール緊急患者ではないと。これが医療機

関側にあるとすれば、私はあると思っておりますが、今は順調にこの香美市の患者さん

を運んでおりましょうけれども、これから先香美市も高齢化になり救急出動の数も多く

なってくると思います。そういう中で軽症の患者を、規程にもありますが、軽症の患者

さんを運んでいることが、これから先にもしかして重症の緊急を要する患者さんの受け

入れ拒否になりはしないかと、このような心配もするわけでありますがこの辺、この規

程に載っておることと全部運んでいるということとはちょっと整合性がとれないと、こ

のように思っておりますが、確かに先ほど消防長からも答弁がありましたように市民感

情、そして消防署員からすれば当然運んでいくのが、これが義務でありましょうけれど

も、そのようないろんな、私先ほど申しましたような受け入れ拒否とか心配があります

けれども、そのようなことについての消防長の見解を問うものであります。 

  以上、２回目とします。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   矢野議員さんの２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  救急の出動の場合の救急隊員の人数でございますが、３名で、１名救急救命士が同乗

するというのは基本的に努力はしておりますが１００％ではないという。先ほども申し

上げましたように救急救命士の資格者が、ずっと人数的に１１名ぐらいになっておりま

して、あともう３名ぐらい資格を取りますとほぼ完璧にいけると思いますが、やっぱり

休暇とかいろんな面がございますので、１００％は（救急車に）乗れてないということ

です。事前にその、事前にといいますか、症状も聞いてということでやっておりますの

で、これまでに支障があったことはございませんし、救急救命士でなくても救急隊員で

も相当の技術的なところは高いというふうに考えております。 
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  それと、すべてを搬送するという点でございますが、先ほど申し上げましたように傷

病者にとりましては、すべてを搬送するというのを消防行政の方としまして可能な限り

やっております。それと、搬送拒否といいますか、ご本人がどうしても拒否をするとい

う場合には、手段としまして拒否の署名をいただいて、その現場へ行った後そこでそう

いう判断をして搬送しなかったというのは過去にもあります。どうしても拒否する場合

には、無理やり連れていくということはしておりません。それ以外はなるだけ搬送する

ようにしております。それと、最近、災害なんかのところでトリアージとかいう言葉を

よくお聞きすると思いますけんど、同時に複数人がけがとか搬送する必要があったとき

には重症度から判断を、できるだけ判断をして、本来なら医師がするべきやと思います

けんど、可能な範囲で判断をして順番にする。 

  それと、今のところ搬送した後で予備車ということで（救急車が）１台おりまして、

土佐山田町の方にも２台ございます。２台が同時に出るときもありますし、どうしても

いかん場合には協定をしておりまして、香南市の救急車を要請するときもあります。逆

に香南市の方で重なった場合には応援に出るときもあります。ということで近隣町村、

消防本部では協定をしておりまして、緊急の場合にはそういった形で対応するというこ

とにしておりますので。南国市さん、本庁の方とこちらに近い方にもありますし、そう

いった形での対応をしているというような状況です。 

○議長（中澤愛水君）   矢野公昭君の質問が終わりました。 

  大岸さん、１回目の質問だけになりますけれども、時間的に。 

  はい。そしたら次に、４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４番、大岸眞弓です。 

  質問に先立ちまして、１カ所通告に訂正箇所がございます。最初の医療改革関連法の

中の③ですが、この病院の数を、医療機関の数を「３つ」を「５つ」に訂正してくださ

い。それでは、質問に入ります。 

  まず、医療改革関連法と療養病床削減問題についてです。 

  日本の医療制度が今ほど崩壊の危機に瀕しているときはありません。今回、私は医療

改革関連法の全体の流れも見ながら療養病床削減問題を中心に、住民こそが主人公の立

場で質問を行います。ご答弁をよろしくお願いをいたします。 

  小泉内閣は、昨年６月に高齢者の窓口負担や前期高齢者の療養病床、入院患者の食費、

居住費の負担増、また、国保加入の６５歳以上の高齢者は年金から国保料を天引きされ

ることなどを盛り込んだ１２本の医療改革関連法を成立させました。資料の１枚目にそ

の１２本の内容が列挙されておりますので、主だったものにはアンダーラインを引いて

います。それをごらんになってください。この１２本のうち、老人保健法関連で後期高

齢者医療制度と医療型療養病床の削減、また介護保険法関連では介護型療養病床の全廃

があり、この２本が医療改革の柱と位置づけられています。そのほか特徴的なものが保

険者に特定健診、特定保健指導が義務づけられ、これはきのう山崎晃子議員が質問をし
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ましたが、これのことです。県には医療費適正化計画の義務づけ。その他薬事法関連で

は、医薬品が区分によって薬剤師が不在でも薬の販売が可能になる規制緩和も行われま

した。改変の内容としては、取りまとめたものが２枚目の資料の右下の囲みの中に大き

い文字になって載っておりますので、こちらもごらんになりながらお聞きください。 

  おわかりのように療養病床の削減は、左側に医療改革関連の療養病床廃止の関連の年

表がその手のものと一緒にタイムラグが載っておりますが、こういうタイムスケジュー

ルでやろうとしているわけですね。それで、療養病床の削減の方は昨年の７月から報酬

単価の引き下げなどになって、既に始まっております。療養病床というのは、主に長期

にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床です。資料の２枚目の上にその

系統図がありますが、医療保険で対応するといいますか、医療保険からお金が出るとい

いますかそういう医療療養病床と、介護保険の方からお金の出る介護療養病床がありま

す。国は、医療の必要度が低いとみなした患者を病院から老健施設などへ転出させ、全

国２５万床ある医療型療養病床を２０１２年の３月までに１５万床に減らし、介護型の

療養病床１３万床は全廃することを決定しております。必要度は病状による医療区分と、

日常活動動作のＡＤＬ区分で分けられまして、３枚目にその区分１、２、３の病状と病

名が載っておりますが、こういう分け方になっております。この医療区分２、３は重症

とみなされて療養病床に残ることはできますが、区分１の方が転出、病院から出て転出

をしなければならなくなってます。この区分分けにつきまして、医療の現場では、例え

ば脳こうそくの後遺症などで重度の意識障害がある人や、管で栄養を取らなければいけ

ない重症患者も区分１とされてしまうことや、この区分２のところに、医療処置の中に

喀痰吸引といいまして、自分でのどの力で痰を切ることのできない人は、絡みますので

吸引をするわけですが、そういう処置ですが、この喀痰吸引が１日８回なら区分２で、

７回以下なら区分１と、こういう科学的には余り根拠のないような分け方でございまし

て、点数抑制だけが目的と思われるような区分に戸惑いと怒りの声が上がっています。

急性期を過ぎた長期入院患者を一律に社会的入院とみなして、点数を操作して病院を締

め上げ、療養病床を削減しようというのは、余りに現状を無視した乱暴なやり方ではな

いでしょうか。高知県は療養病床が、私の持っておるデータですが現在８,１５６床と

人口比では全国トップです。最も影響を受ける県となっております。その県の調査では

医療区分１の割合が５,０００床で、これが転換の対象になりますが、区分１の患者の

６１％が低所得者、介護４、５の人が半数以上を占めているという現状があります。資

料の３枚目の上に病床削減の高齢者の行き先と、２０１２年までにどのように移行させ

るかというイメージ図があります。最終的には新療養病床とか、特別養護老人ホームや

老人保健施設、あるいは自宅にというふうになるわけなんですけれども、しかしながら、

独居で介護４とか５の方で、区分１の低所得者の高齢者はどこに行けばいいでしょうか。

また、昨年６月から区分１の診療報酬の点数が、入院基本料などがそれまでの６割に下

がるなど相次ぐ診療報酬の切り下げの中でもやりくりをしながら高齢者医療を支えてき
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た病院も、今回の病床削減で閉鎖するところが県内でも出てきております。それで、介

護療養病床も全廃となると、医療、介護から高齢者をますます遠ざけるとんでもない医

療改悪と言わざるを得ません。医療費適正化の名のもと大企業の意向に沿って国や企業

の医療費負担を軽減することが目的であり、医療保険が国民の生存権を確保するという

ことを目的とした社会保障の名から遠ざかっていると感じるところです。 

  以上、述べまして順次お尋ねします。 

  まず、１点目に前回、山岡議員の質問に保険課長は「行き場のない高齢者が出る。」

と答弁をされました。一連の医療改革関連法が自治体と市民に与える影響について、ま

た、住民に一番身近な基礎自治体が法と現状との溝をどう埋めていくのかが今問われて

いると思います。自治体の果たす役割についてどのような認識をお持ちなのかお聞きを

いたします。 

  次に「医療制度改革等対策本部を、そしてまた療養病床検討部会などを５月に立ち上

げた。」とさきの議会で報告がありました。その人員数、構成メンバー、事務内容など

についてお聞きをします。 

  次に、香美市にも療養病床を有する医療機関が５つあり、全部で、私の手持ちのデー

タでは４０３床ありますが、医療区分などの実態が既に把握できていますでしょうか。

その受け皿が最も課題となるところですが、具体的に検討が進んでいるのかどうか。ま

た、国の示す２０１２年度までに移行可能との見通しが立ったでしょうか、お尋ねをし

ます。 

  次に、県が国から義務づけられた医療計画、医療対策協議会等により医療機関へのヒ

アリングなどを行っていると思いますが、県との連携はどのように行っていかれるのか

お尋ねします。 

  次に、後期高齢者医療制度の創設に当たり、その事務などに一般会計から３,０００

万円の持ち出しがあることがさきの議会で明らかにされました。これは補助金等での手

当てはないということだったと思うんですが、この療養病床削減の問題ではどういうふ

うになりますでしょうか。何らかの持ち出しがあれば、新たに発生するのであればお聞

きをいたします。 

  次に、この問題で医療機関や患者の一体的な相談窓口が必要ではないでしょうか。自

分の力ではどうしようもない、身寄りもない、大変困る方が出てくると思われます。こ

の点をお伺いをいたします。 

  続いて広域連合組合議会についてお聞きします。 

  後期高齢者医療制度の運営に当たる広域連合組合議会が発足しました。大きな制度改

編ですが、実施が来年４月と迫っている上、高知県の場合、議員定数が１０名と他県か

ら比べごく小数です。また、ほとんどの住民にはこの制度が周知されていません。新た

な負担増も発生し、始まってから戸惑う高齢者も多いと思われます。 

  そこでお尋ねします。この制度の運営に責任を持つ広域連合組合に被保険者の声や実
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態が反映されるシステムづくりが必要ではないてじょうか。自治体としてこうしたこと

にどこまでかかわれるでしょうか、お聞きをいたします。 

  続きまして、国保調整交付金についてです。 

  ６月２８日の高知新聞記事によると、厚生労働省の計算ミスにより平成５年から１３

年間にわたり国が市町村に配分する国民健康保険の特別調整交付金を本来の額より払い

過ぎたり、逆に少なく配分されていた自治体があることがわかりました。平成１７年度

分では全国で６０５の自治体がこれに該当し、そのうち少なく交付されて可能性の高い

自治体数が３７０市町村で、本県では１４市町村が該当、その中に旧土佐山田町が入っ

ておりました。調整交付金の事務が余りに煩雑なため申請を放置していた自治体もあり、

それはそれで問題ですけれども、手続きを踏んできちんと計算し申請したものには当然

交付されなければなりません。調整交付金は国保税額の算定にも反映するため、保険者

である自治体や国保加入者にも影響する問題です。 

そこでまず１点目にお尋ねします。厚生労働省は自治体名は公表したものの、詳細は

調査中とのことです。その後、香美市に対して経過説明や不足金額などの説明があった

のでしょうか。平成１９年度以降の調整交付金で調整するとの方針ですが、具体的な通

達などがあったのかどうかをお尋ねします。 

次に、特別調整交付金の申請は、１枚１枚のレセプトをきちんと調査しなければ正確

な数字をつかむことができず、調査しても交付金交付の基準に届かないこともあるため、

県の国保連合会から提供される疾病分類表や給付一覧表で判断したり、結核、精神疾患

のレセプトの抜き出しを委託する自治体もあるとのことです。しかし、病名が書かれて

いなくても結核や精神疾患の薬が使われていると交付金対象になることなど、やはり専

門知識を持った者がレセプトを単念にチェックするしかなく、ある自治体の担当者は

「申請までにこれほど手間や経費のかかる交付金はほかにない。」と言っています。し

かし、疾病分類表で長年基準以下だと自分で判断し国に申請をしていなかった高知市が、

県の再三の指導でレセプト調査をしたところ平成１８年度は５億３,０００万円の交付

金を得ており、ほかに須崎市、四万十市、いの町なども同様に、新たに交付金を得てい

ます。こうした交付金の動向は被保険者にもはね返ってきますので、おろそかにできな

いのではないでしょうか。 

そこでお尋ねします。旧土佐山田町時代はレセプト調査をきちんと行っていたという

ことですが、現在香美市では調整交付金に係る事務を何人体制で行っているでしょうか。

大変な事務ですけれども、レセプト点検は正確に行わなくてはなりません。ただ、今回

のことで自治体の担当者は膨大な上に複雑過ぎる国保財政の事務や、正しい金額を自治

体がチェックできにくいシステムなどに嘆きの声を上げています。申請をあきらめたり、

必要以上に少ない財政の中でやりくりして被保険者にしわ寄せがいかないよう、今後の

事務のあり方についてどのように認識をされているかお尋ねをします。 

続いて、消防の休日手当過払い問題についてです。 
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県内の消防局、消防本部で、年末年始の休日勤務手当を定めた条例解釈の誤りなどで

過払いしていたことが明らかになりました。香美市は最も少ない額ながら、４２人分、

９９万円の過払いとなっていることが新聞報道にありました。該当する消防局、消防本

部では、関係条例のわかりにくさから条例違反の認識はなかったということですが、一

方ではルール違反であるとの指摘もあります。背景には、各消防署とも国の消防力より

も少ない職員数で２４時間勤務体制をやりくりしており、代休が設定しにくい実情など

があるようです。今回の件に関してはどことも対応に苦慮されておりますが、いずれに

しても住民の生命、財産を火事や災害などから守り、また、救急搬送などで働く最前線

の消防職員の処遇の安定を欠かすことはできません。以上のことを踏まえ、一連の経過

と今後の対応についてお伺いをするものです。 

続いて、軽自動車税の減免についてお聞きをいたします。 

身体に障害を有する方の軽自動車税の減免について、市の条例では具体的な等級の明

示が、私が持っていた条例例規集が平成１８年度の分でして、平成１９年度のが出てる

と知りませんでして、税務課長のご指摘で見てみましたら平成１９年度にきちんと、平

成１８年度と違いまして表になって載っておりました。「明示がない」というのは「明

示があった」と訂正しますが、聞く内容は同じですので質問をさせていただきます。 

減免につきましては、県の福祉のしおりには「原則３級以上」と、軽自動車税の減免、

障害者の方の減免が「原則３級以上」とされているわけです。ご本人の所有で、ご本人

が運転される場合は６級までオッケーと。それはわかりますが、ただ、こういう場合は

どうなんでしょうか。ある市民の方が障害４級で、両下肢がご不自由で室内でも２本の

つえがなければ歩行できない状態です。ちなみに要介護度が２、７０歳を超した高齢者

の方です。それで、毎日の整形外科への通院が、それまでご本人の運転で行っていたわ

けですがだんだん体の不自由度が進行してくる、そして、加齢も進むということで運転

が不可能になりまして、今はご主人が付き添いを兼ねて送り迎えをされています。毎日

の通院です。車の名義は障害者本人のもので、このように身体的な機能の後退とか障害

で本人が運転できないから障害者であるのに、本人が運転していなければ税の減免対象

から等級によって外されるというのは、何が根拠になっておるのか納得のいかない話だ

と思って質問をいたします。軽自動車税というのは、減免は市町村の裁量範囲にありま

すので、申請のあった障害者の減免についてはもちろんガイドラインに沿って法令遵守

でやることは当然のことなんですけれども、やはり申請に来られた障害者の方について

は、一度事情をよく精査しまして、個々のケースに合った柔軟な対応をすべきではない

でしょうか。お尋ねをします。 

次に、障害者の軽自動車税の減免申請は支所でもできるように改善すべきではないで

しょうか。ある物部町の方が「体が不自由なのに、申請に遠い本所まで出かけなければ

いけないというのは苦痛。」というふうに訴えられました。香北町でも高齢のご夫婦か

ら同様の相談を受けました。こういった事務は支所で扱えるよう改善を求めます。前向
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きのご答弁をよろしくお願いいたします。 

続いて、業務委託契約についてです。 

現在、行財政改革推進特別委員会では、市の業務委託契約について全般的に精査を始

めたところです。いずれ全容が明らかになりましたら、行財政改革推進特別委員会とし

てもまとまった意見書が市長に付されることになっておりますが、私は３月議会でもこ

の問題を取り上げた経過がありますので、この間新たに明らかになったものも含め、特

徴だったものに絞って再度執行部の見解と対応策についてお伺いをするものです。 

まず、問題の１点目として個々の契約名を挙げることは避けますが、旧香北町、旧物

部村、旧土佐山田町とも合併前の契約をそのまま踏襲したと思われるものが残っており

まして、ばらつきが見られます。業務委託契約には契約方法、金額の算定の仕方、業務

内容など市として統一したガイドラインを設け、だれに聞かれても合理的な説明のでき

る整合性を保つ必要があるのではないでしょうか。これが１点です。 

そしてもう１点は、労働者派遣と請負の区分に問題のある偽装請負状態の契約がある

ことです。市が結んでいるのは多くは業務委託契約ですが、業務委託も民法上は請負と

みなされます。資料の４枚目につけておりますこの図ですが、これは厚生労働省の労働

局の資料からコピーしたものですが、このようにですね形式は委託契約であっても実質

は発注者の、つまり市側の従業員と受託者の従業員が混在して働いていたり、発注者の

指揮命令に従うような仕事があったり、発注者の業務に直接従事することがあったりす

ることは、偽装請負に相当するというふうな法のくくりをされております。「これが労

働者派遣に該当するので」というふうにありますが、しかし、これらの区分の判断がと

ても難しい、判読しにくいことから、労働者派遣事業と請負により行われる事業との区

分に関する基準というのが、昭和６１年労働省の告示第３７号でその判断基準が示され

ているところです。その資料にはつけておりませんけれども第１号の労務管理上の独立

のところでは「作業スケジュールの作成及び作業支持は受託者みずから行うことや、発

注者の労働者と混在せず業務を処理すること」などが決められておりまして「労働時間

上の独立」のところでは「欠勤、休暇、早退等の届出は受託者が受理し、発注者への報

告及び承認は必要ないものであること」と、受託者みずからが就業規則に基づき指示、

管理を行うこととされています。発注者が休業日を決めることはあり得ません。また

「業務上の独立」のところでは、その物理的要件として「自己の責任と負担で準備し、

調達する機械、設備、もしくは機材または材料、資材により業務を処理すること」とあ

りまして「発注者のものを使用する場合は、水道水なども請負契約とは別に貸借契約で

ある。賃貸契約である双務契約を結ぶ必要がある。」という説明をしております。こう

したことから見てみますと、契約内容そのものが請負契約と言えない状態もあります。

また、香北町の学校給食の業務委託の契約内容ですが、市の職員と受託業者の職員が混

在して働いてる状況がこの前行財政改革推進特別委員会で明らかになりまして、その市

の職員の指示を受けて働き、市の車を使って配送もしてそれらの業務について委託契約
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をしております。これが直接雇用であれば全然問題がありません。以上、述べましてお

尋ねします。 

行財政改革の名のもと、香美市においてもさまざまな業務や施設管理が業務委託され

ております。委託であっても自治体の職場には社会的公正さと法令遵守が要求されると

ころです。早急な是正が求められていると思いますが、どのように取り組んでいかれる

のか具体的にお尋ねをするものです。 

１回目の質問の最後です。３００日規定についてお伺いします。 

事実上は夫婦関係が破たんをしておりましても、離婚に手間取り、長い間籍だけはそ

のままで民法上はまだ夫婦といった例は少なくありません。特に、家庭内暴力などによ

りまして夫から身を隠して暮らしている方は、離婚調停や裁判に訴えることも困難で、

膠着したまま数年を経過すること珍しくありません。こうした時期に新しいパートナー

ができてその人との間に子どもができる、新しい家庭ができるということはよくあるこ

とです。ところが民法第７７２条では、その１（第１項）に「妻が婚姻中に懐胎した子

は、夫の子と推定する。」その２（第２項）に、前段は中略しまして「婚姻の解消もし

くは取り消しの日から３００日以内に生まれた子は、婚姻中に懐胎したものと推定す

る。」この規定によりまして、さきに述べたような状態であれ何であり、離婚後３００

日以内で生まれた子は出生届を出すと自動的に前夫の子として戸籍に記載されてしまい

ます。当事者の意思にかかわりなく事実と違う戸籍に入れられることになるわけです。

こうした場合、前夫の子どもではないと覆すためには家庭裁判所に申し立てるしか方法

がありませんが、それは前夫の協力が必要なため大変な労力が妻側に強いられることに

なります。ほかにも出生届さえ出せず、戸籍や住民票のない子どもも存在しています。

それは子どもの人生を大きく左右する人権問題でもあります。もう１つ、女性のみ離婚

後６カ月を経過しなければ再婚できないことを規定づけた民法第７３３条もさまざまな

矛盾が生じるため、この第７７２条とともに見直しを求める声が起こっているところで

す。 

そこでお尋ねします。これまでは戸籍や住民票がない子どもは児童手当や医療費助成

を受けることができませんでした。厚生労働省は３月に「戸籍や住民票がなくても児童

手当や児童扶養手当を支給したり、保育所に入ることは可能」との通知を都道府県に出

しています。民法の古いしがらみにより、女性やまして何ら罪のない子どもが不利益を

受けることはあってはなりません。これらについて市の窓口ではどのような対応になっ

ているでしょうか。お尋ねをしまして、私の１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   大岸議員、１回目の答弁だけで終わりたいんですが、よろし

ゅうございますか。 

  保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   大岸議員の１回目のご質問にお答えします。 

  まず、医療改革関連法と療養病床の削減問題についてですが、まず、１番の自治体と
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市民に与える影響の関係ですけれども、基本的には医療機関の経営方針によるものと考

えております。介護療養病床が平成２３年度で廃止になった場合、在宅に戻れる方はわ

ずかだと思われますので、ほとんどの方は何らかの施設に入らなければならないと考え

ています。そこで、介護療養病床に入院の患者が老人保健施設等に移った場合は影響は

ないと思われますが、医療療養病床に移った場合は医療費が影響を受けると思われます。

また、医療療養病床から介護保険の施設に転換される場合は、医療費は減となり介護給

付費が増となります。このときは次期の介護保険事業計画を検討するときにそれも含め

て検討しなければならなくなると考えます。介護保険部分として受け皿整備をする場合

は、この介護保険事業計画に盛り込む必要があり介護保険料に影響するものと考えます。

このように介護給付に影響を受けるものについては、次期の介護保険事業計画を検討す

るときに検討する必要があり、医療費については結果としての増減により保険料に影響

してくると考えます。香美市としては、介護保険事業については一定の施設整備は必要

と考えておりますが、介護保険法のもともとのねらいは施設から在宅へという大きな流

れを想定したものであることから、基本的には在宅介護を中心に事業展開を考えており、

施設については抑制をしていきたいと思っています。 

  次に、医療制度改革等対策本部の人数、構成メンバー等についてですが、（後に事務

内容について追加説明あり）市長を本部長に副本部長は副市長と教育長、対策本部員と

して香北支所長、物部支所長、総務課長、財政課長、企画課長、健康づくり推進課長、

福祉事務所長、生涯学習課長、保険課長で、合計で１２名です。部会を２つ設置してお

りまして、特定健診、介護予防を検討する部会と、療養病床問題を検討する部会とに分

かれています。 

  次に、療養病床を有する医療機関の関係ですが、県とのヒアリング等も行っておりま

して、この通告の３番と４番を一括してお答えをさせていただきたいと思います。香美

市の療養病床を有する医療機関はご質問のとおり５つありまして、確かに合計では４０

３床あるわけですが、現在、介護療養の病床について認可を受けちゅうわけですけんど

稼働してない病床が３２床、１つの病院でありますので、これが７１床です。実際に動

きゆうのが７１床。それと医療療養病床で、１つの病院が、休止している病院が１つ、

２６床分ありますので、これが合計で２７４床となっております。認可は４０３床です

が、現在の稼働が合計で３４５床ということになっております。それで、先日県が医療

機関に対して調査を行っております。調査内容は、医療区分別利用者数、利用者の住所、

療養病床の転換、移行などです。療養病床を有する医療機関が今後どのような体制にし

ていくのかは、先ほどさきに申し上げましたように基本的には医療機関の経営方針によ

るものだと思っています。県が医療機関にヒアリングを行うというので、市として同席

をさせていただきました。出席は香美市５つの医療機関のうち４つの医療機関が出席を

しまして、２班に分かれて１医療機関ごとのヒアリングを行いました。それで２班に分

かれましたので、私は片一方の２つの医療機関のヒアリングに立ち会いました。診療報



 

－66－ 

酬の改定後、医療区分の改定がありまして、医療区分１については現況からいうと診療

報酬は下がったわけですが、現在の経営状態は厳しいところですが赤字ではない状態と

のことです。だからといって利用者の受け入れ先について具体的に検討しているわけで

もありませんし、また、患者を受け入れ拒否しているわけでもないということです。 

  それと、介護療養病床の廃止に伴う転換については、未定の医療機関が多くて医療療

養病床に転換希望の医療機関もあります。それから、医療療養病床、介護療養病床から

介護の施設に転換希望は少なくなっています。また、医療療養病床から介護保険の施設

に転換の希望もあります。転換支援策の案が国から示されたといっても、診療報酬の点

数が明確になっているわけではなく、今後、平成２３年度までに介護保険の大きな動き

がありそうなということなどから、それぞれの医療機関は現状維持、様子を見るという

医療機関が多かったように思います。今後、県とも連携をとりながら、情報を共有しな

がら進めていかなければならないと考えています。 

  次に、療養病床の削減に係る一般会計からの持ち出しについてですが、療養病床の削

減に関して今のところは一般会計からの持ち出しは発生する予定はないと思います。電

算システム等の改修などはありませんので、今のところ発生する予定はないと考えてお

ります。 

  次に、相談窓口の関係ですが、患者の相談窓口は地域包括支援センターが行っており

ます。医療機関との協議については、今後実施していきたいと考えています。 

  次に、広域連合の関係ですが、広域連合議会は市町村の首長や議会議員の選挙によっ

て選出されておりまして、市町村の首長あるいは市町村の議会議員が入っておりますの

で、代表者として入っておりますので、被保険者の声が反映されるシステムづくりには

なっていると考えております。 

  次に、国保の調整交付金についてですが、ご質問の件は特別調整交付金のことだと思

いますが、特別調整交付金の国による算定方式にミスがあり、交付額に誤りがあったと

いうことについて県から電話で間違っていたことの連絡はありましたが、正式に国から

文書などでの通知は現在のところはありません。 

  次に、調整交付金の事務の体制についてですが、香美市での体制については、調整交

付金申請事務は３人で行っております。それと、レセプト点検は３人で行っております。

合計で６人となるわけですが、現在の体制で問題ないと考えております。今後について

ですが、調整交付金申請事務は現在と同じく３人で行い、今後老人医療が平成２０年度

から後期高齢者医療広域連合に変わりますので、それでそれに伴ってレセプト点検につ

いて実施予定のため、行く行くは老人医療のレセプト点検分の１人は減となる予定でし

て、レセプト点検についての国保分、若人について現状どおり２人で行うということで

問題ないと思います。 

  以上です。 

○４番（大岸眞弓君）   保険課長、すみません。これ、事務の内容、もう検討部会と
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かそういうのの人員数とか構成メンバーは聞きましたけど、事務内容についてご答弁が

なかったように思いますが。それだけ。 

○保険課長（岡本明弘君）   事務の内容、対策本部の事務の関係ですが、部会を２つ

設置をしておりまして、その中身が特定健診、介護予防を検討するという部会と療養病

床問題を検討するという部会とに分かれているということです。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   ４番、大石議員さんの消防の休日手当過払いについてのご

質問にお答えを申し上げます。 

  新聞報道で香美市は是正をされているということで、これの経過と対応ということで

申し上げますと、経過につきましては昨年８月だったと思います。夏場に監査委員さん

から休日勤務手当の支給についての指摘を受けまして、直接このことではなかったよう

ですが、これをヒントに消防の方で条例等関係法令と支給内容等を精査をいたしました。

いろいろと突合した結果、条例等の解釈を誤っておりまして、誤って年末年始の休日勤

務手当を支給していたということが明らかになりましたので、昨年の年末、今年の年始、

いわゆる平成１８年度の年末年始についての支給につきましては、条例等規定どおり規

定に基づいた正規の支給方法に是正をしたというのが経過でございます。 

  少しご説明を申し上げますと、新聞の方にかなり詳しく書いておりましたが、ご存じ

のように年末年始の休日は１２月２９日から１月３日のでの６日間でございまして、市

の休日を定める条例の規定に基づきまして、一般職員につきましては６日間当然休日に

なります。しかし、消防の職員につきましては、祝日法による休日や年末年始の休日も

含めまして勤務を割り振っておりますので、元日も含めこの年末年始の６日間にも当然

勤務をしなければなりません。このため、隔日勤務者につきましては４週に８日間の週

休日が定められ、週休日が元日などの祝日と重なる場合には、直後の勤務日に休日勤務

手当を支給するということに人事院規則の方でなっております。また、年末年始の休日

６日間を年末年始の休日という、いわゆる６日間をもう「年末年始の休日」という表現

で条例の方も書いております。それを解釈を誤ったということで、赤丸は１月１日の元

旦のみでございますので、そのほかの５日間につきましてはそれは該当しないというこ

とでございまして、それを誤解をして６日間を休日勤務手当、直後の勤務日に休日勤務

手当を支給するという解釈での対応をしておったところでございます。条例等遵守すべ

き立場の我々が条例の解釈を誤って事務をしていたということが判明いたしましたので、

速やかに是正をしたと、是正をするのが当然であるということでございまして、組合の

時点でのこととはいいましても手当を支給していたということに対しましては、おわび

を申し上げたいというふうに存じます。 

  それから、新聞報道で出ておりました過払いの額につきましては、香美市９９万円と

いうことで出ておりましたが、精査をいたしました結果１００万７,０００円で、延べ

の人数が４２名出ておりましたが４３名ということが判明をいたしました。なお、退職
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者には該当者はおりません。年度別に申し上げますと、平成１４年度、平成１５年度、

５年間をさかのぼって調査をいたしまして、平成１４年度、平成１５年度は代休で対応

しておりますので休日勤務手当の支給は一切しておりません。平成１６年度と平成１７

年度の２年間の分が１００万７,０００円と、先ほど申し上げましたとおりです。平成

１８年度は先ほど申し上げましたように是正をいたしましたので、一切支給はしていな

いということでございます。 

  今後の対応といたしましては、先日市長等も交えて返還の方向で職員には説明し、理

解を求めるということにしておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   暫時４時から時間の延長を行います。 

  税務課長、高橋 功君。 

○税務課長（高橋 功君）   大岸議員の軽自動車の減免というご質問についてお答え

をいたします。 

  軽自動車の減免につきましては、大岸議員がおっしゃっておりましたように「香美市

軽自動車税の身体者障害者等に対する減免取扱規定」というのを策定いたしまして、そ

れによって運用しております。この身体者障害者等に対する減免というのは、障害を持

つ方の障害の程度によって減免するという制度であります。よりまして、ほかのいろん

なおっしゃられましたような要件というのは、この、そういった要件によってつくりま

した規定の枠外でという取り扱いはできないものというふうに考えます。 

  それと支所での減免申請ということでございますが、この件につきましては両支所で

減免申請の受け付けをする方向で協議をいたします。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   先ほどの消防によりますところの休日手当のかかわりにつき

ましての答弁、消防長の方からいたしましたが、ちょうど私が平成１６年度、平成１７

年度は（旧山田消防組合）組合長でございました。改めまして私の方からこうした法令

遵守ができていなかったことをおわびを申し上げます。 

  私の方からは業務委託契約についての答弁をさせていただきます。 

  現在、各種の業務委託契約事業につきましては、議会の行財政改革推進特別委員会の

方で１件１件チェックをしていただいておりますことに感謝を申し上げます。この委託

契約につきましては、ご承知のとおり大変多岐にわたっております。合併協議の中で調

整をしてきたというふうに思っておりますが、ご指摘のような委託契約が結ばれている

ものもあるというふうにも思われます。そうしたことから整合性のとれていないものな

どを含めまして、問題や課題のあるものにつきましては今後是正をしていかなければな

らない、そういう体制を早急にとらなければならないというふうに思います。 

  なお、この行財政改革推進特別委員会の方からいただけるでありましょう指摘、提言

事項をも踏まえながら今後検討してまいりたいというふうに思っておりますので、よろ
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しくお願いをしたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   ３００日規定の改善についてお答えをいたします。 

  ご指摘のございました通達に基づきまして、児童手当、児童扶養手当につきましては、

出生証明書により支給認定する取り扱いとなっております。 

○議長（中澤愛水君）   幼保支援課長、山崎泰広君。 

○幼保支援課長（山崎泰広君）   それでは、大岸議員の３００日規定の改善について

のうち、保育所の入所についての部分についてお答えを申し上げます。 

  香美市の保育園募集要項では、原則として香美市に居住し住民登録をしていることが

要件となっておりますが、３００日規定等で住民票がない方の入所希望があった場合、

窓口と幼保支援課で連絡を取り居住している実態を確認できれば、保護者の労働、疾病

等の保育に欠ける要件を個別に確認した上で保育園への受け入れを決定することは可能

であります。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   お諮りをします。本日の会議はこの程度にとどめ延会にした

いと思います。これにご異議はありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって、本日の会議は延会することに

決定しました。本日の会議はこれで延会をします。 

次の会議は、９月１３日午前９時から開会をします。 

 

 

（午後４時０１分 延会） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２５人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程はお手元にお配りしたとおりです。 

  日程第１、一般質問を行います。通告順に従いまして順次質問を許します。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   皆さん、おはようございます。４番、大岸です。昨日に続き

まして一般質問、きょうは２回目の質問から行います。よろしくお願いいたします。 

  まず、療養病床削減問題についての２回目です。 

  自治体とか市民への影響について区分１で、見込みとしては在宅に戻れる人はわずか

で、介護施設などに移行すれば必然的に介護保険料を押し上げ、また、介護療養病床に

いる方々は医療療養病床への移行を望んでいるということで、そういうふうに移行して

いきますと、今度は医療費の増大につながって、国保や後期高齢者の保険料を結果とし

て押し上げる、そういうご答弁ではなかっかと思います。ちょっと私の取り違えかもし

れませんけども、きのうの保険課長のご答弁の中で、介護療養病床から移行するその医

療療養病床というのは、昨日質問のときに（資料を）つけて説明をしました３枚目の、

療養病床移行のイメージのところで最終的に介護２と３の方が新療養病床に行くという

ふうになっておりますが、この新療養病床ことでしょうか。それをちょっと確認をさせ

ていただきたいと思います。 

  それと、昨日ご答弁いただきました医療改革対策本部やそのほかの検討委員会を２つ、

特定診療の方と療養病床削減の問題で検討部会を立ち上げているというふうなことをお

聞きをしたわけですが、その仕事の内容についてもう少し具体的にお伺いしたかったわ

けです。ご答弁では、「会が立ち上がっている」まではお聞きいたしましたけれども、

私としてはどんなふうにそのチームで研究して、どういう方向へ行こうとしているのか。

例えば、喫緊の課題になってきます行き先のない高齢者をどういうふうに措置されよう

としてるか、そういうふうな話し合いが具体的になされているかどうかというのをお聞

きをしたかったわけです。昨年の１０月２８日に共産党の高知地区委員会と県会議員団、

緑心会との主催で医療改革関連法への対策として「高知の医療と介護について」という

シンポジウムが市内で行われました。これには、日ごろは共産党とは余り縁のない県医

師会の幹部、それから県と高知市の健康福祉部長などがパネリストになりまして、４５

０名余りの市民の方の参加がありました。その席で県の健康福祉部長がこのように発言

をされております。「その療養病床の削減問題について、社会保障制度改革の背景は少

子高齢化、特に団塊の世代が高齢層に入っていく。持続できる制度に変えていくのか、

みんなで考えるテーマがある。医療制度改革のねらいは生活習慣病の予防の対策と病気

になっても家に帰れる取り組みを強めよう。その中療養病床の再編の問題がある。」こ
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のように冒頭で述べられておりますが、私自身はそのやり方が余りに性急で乱暴という

ふうに思うわけですが、これに対しまして、現場で日ごろ高齢者医療に携わっておられ

る病院の院長がこのように逆に述べられております。「療養病床の再編、削減は、昨年

１２月に唐突に出されてきた。医療費削減のための再編は本末転倒である。再編の前に

高齢者施設などの受け皿をつくらなければいけない。一番困るのは、行き場のない入院

中の高齢者だ。今回の医療改革よりも在宅ケア整備を先にするべきであった。」それで

「だんだんとソフトランディングさせ、その後に制度改革をして病床を削減するべきだ。

突然の動きに県内の高齢者や医療関係者は戸惑っている。国は増大する高齢者の医療費

を抑制するために療養病床削減を打ち出した。今年４月からの診療報酬大幅引き下げで、

医療機関の存廃が危ぶまれている。」このように述べまして、最後の方で「厚生労働省

は「２００４年度に医療機関に支払われた医療費が、史上最高の３２兆１,０００億円

の達した。」と発表した。医療費がふえていると言われるが、日本の国内総生産に対す

る医療費の割合は、主要先進国７カ国中で最下位。小泉政権がこの間に行った医療費３

割負担、高齢者の負担増などで、医療費に占める患者負担の割合は逆に先進国中最高に

なっている。」と、このように構造改革の本質を突いた発言をされております。医療改

革関連法には、背景に「社会保障負担が増大すれば、日本社会の活力が失われる。」と

いった議論や、医療や介護をお荷物とする考えが根強くあります。しかし、医療や介護

などの社会保障が安定してこそ国民は安心して経済活動や社会活動に専念することがで

き、活力もそこから生まれてくるのではないでしょうか。自治体として、国に対しては

こうした観点からものを言うとともに、高齢者への住宅支援と、長野県（下伊那郡）泰

阜村や（下水内郡）栄村のように在宅で手厚い介護が受けられるよう、介護サービス利

用料の軽減とか、またホームヘルプサービスの充実とか、市として独自の取り組みがい

よいよ必要となってきているのではないでしょうか。昨日、自治体の果たす役割につい

ては、保険課長は「病院の経営方針によるので。」とのお話でしたので、どうしてもそ

の「在宅に変えられる人がわずか。」というふうにおっしゃいましたように、制度から

こぼれていく高齢者が出るのは目に見えていますので、そのときは自治体が最後のセー

フティネットして機能する必要があるのでこうしてお聞きをするわけです。国はこの制

度によって高齢者をできるだけ在宅でというふうに考えております。この介護を充実さ

せることにつきましては、長野県泰阜村なとばどのようにして高齢者の方が安心して老

後を送れるか、終末期を送れるかというふうに在宅手当てを大変手厚くしまして、終末

医療に係る医療費の増大を抑えまして、国保の医療費が全国でも最後から２番目、医療

費そのものですが。それから介護保険料もしても安く抑えられております。以前にご紹

介しました栄村の方は、介護をお荷物とするのではなくて、その介護で雇用を創設する。

村民の方をヘルパーさんに養成して、そのヘルパーさんに報酬が入って、それがまた地

域にも落ちていく。高齢者も幸せに老後を送れる、こういうふうなもう施策に展開をし

ていかないかんのではないかというふうに思うわけです。お尋ねをいたします。 
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  広域連合の２回目ですが「住民の代表である市長や議員が出ておりますので、住民の

声や実態は反映される。」というふうなご答弁でした。言いかえましたら、広域組合の

議員に選出されました首長や議員は、住民の声や実態を反映させるその責任を負ってい

るともとれますけれども、幾らその意志が議員にありましても、今の会のたてりとか時

間的な制約が立ちはだかると思います。保険課長にも県との連携があるということです

ので、折に触れて率直に意見を県に対しても上申していただきたいと思います。 

調整交付金の問題です。 

レセプト請求の事務の体制などについては問題なくやっていく。」というふうなご答

弁でございました。今回の調整交付金の問題というのは、沖縄県那覇市議会で発覚しま

して、厚生労働省の担当は昨年の秋には把握をしておりましたのにそのまま放置をして

いました。表面化してからの対応も遅く、自治体名は公表したものの、昨日のご答弁に

もありましたように国からは何ら責任のある回答は寄せられておりません。今、大切な

ことは国に一連の経過と説明を求めること、また、間違いを繰り返さないように、国の

ずさんな姿勢を正していくことではないでしょうか。９月８日の高知新聞に「県の市長

会が国保調整交付金の事務の簡素化や、交付金制度の要件緩和を国に要請するよう県に

求めた。」との記事が載っておりました。同時にその席で、年金未納の問題で（国保）

資格証の取り上げに対して門市長が「国の下請になってはいけない。ペナルティの仲

介事務をしないように要請する。」と、こういう勇気のあるご発言をなさっておりまし

た。こうした一連の経過を受けまして市長にもお尋ねをしたいのですが、市長には釈迦

に説法で申しわけないですけれども、普通地方公共団体の長として、市長の担任する事

務は地方自治法第１４９条に規定づけをされております。この事務を遂行する上におい

て、政府に対して意見書や質問書を付すことができるようになっております。地方自治

法第１４９条の（第）２（号）に「市長は予算を調製しこれを執行すること」、その後

（の第５号）に「会計を監督すること」という条項があります。これに照らして、厚生

労働省の計算ミスで本来ではない予算を調製したこと。これでは会計を監督する市長と

してその職務を果たせないということを根拠に、国にも意見書あるいは質問書を付すな

どの行動を起こすべきではないか。法に沿うものは国は必ず回答しなければならなくな

っておりますので、ぜひそうした行動を、できましたら不足の疑いのあったとされる他

の市町村の首長にも呼びかけまして、国に直接質問できるという固有の権限を香美市民

のために生かしていただきたいと思います。そういった行動をとられるように求めます。

これに対する見解をお伺いをいたします。 

消防問題ですが、消防職員の手当て過払いの件ではよくわかるご答弁でした。ただ、

再度お伺いをしたいのは、この問題の背景には少ない職員で２４時間体制をやりくりし

ているということや、わかりにくい条例があるということが現実にわかりました。そし

て、返還を求めるということですけれども、これは職員が偽って申請したものを支給し

たというわけではなく、職員に落ち度はありません。まず、留意をしなくてはいけない
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のは、職員の健康管理や人員配置に十分に配慮して、どんな不測の事態にも即対応でき

るように職員が安定的に勤務できるよう、職場の条件整備をする責任が市にはありはし

なでしょうか。 

まず、それを１点と、それから、返還に対しましてはこれは人事院勧告の場合などと

は違いまして、不利益不訴求の原則が一概には通らないとは思うんですけれども、例え

ば高知市のようにこの新聞記事によりますと、返還請求につきまして休日勤務手当を仮

に時間外手当で支給していたとして返還請求をすると、それでできるだけ返還額を少な

くするというふうにして、時間外勤務手当のこれからは、本年度の年末年始からは時間

外勤務手当の支給に変更する方針というふうになっておりますが、こういう配慮が考え

られませんでしょうか。それこそ職員の士気にかかわってくる問題であると思いますの

で、再度この点をお伺いをいたします。 

次に、軽自動車税の減免についてですけれども、きのうの税務課長のご答弁で、何か

ずっと私がこだわっておりますのは「障害を持つ方の程度によっての減免であるので弾

力運用はできない。」というふうなご答弁だったんですが、きのうの例では、ご自分で

運転できていたときには６級までオッケーで、身体的なに障害度がもっと進んでつらく

なって、自分で運転できなくなったので家族が運転している。そうなったら３級からで

ないと減免の対象ならないというところがどうしてもよくわかりません。合理的に納得

のできるご説明を再度お伺いをいたします。 

業務委託の問題についてですが、指摘も受けて、それから行財政改革推進特別委員会

の意見も見てというふうに、見直すべきは見直していくというふうにおっしゃいました。

ただ、今年の３月議会でも私は同様の質問をいたしましたので、具体的にその後どこま

で検討されたかお聞きをしたかったわけです。繰り返しますが、兵庫県の学校給食の民

間委託が頓挫したことは紹介をしました。どことも学校給食の民間委託というのは経費

削減を目的として行われますが、それでは保護者の合意が得られないため苦肉の策とし

て、これまで安全、安心の給食確保のため市の栄養士がつくった献立で市が食材を購入

し、調理、配送部門だけを委託すると約束して民間委託に移っていきます。旧土佐山田

町でもそうでした。しかし、この実態は業務上の独立などを定めた派遣と請負の区分基

準からして問題があるというわけです。これでいくと、例えば香北町の給食業務の委託

は配送部門だけを委託して、配送車については市が無償提供するのではなくて、受託者

と双務契約を結べば法的にはクリアをされます。もしくは直接雇用に切りかえる。その

業務委託のままそういうふうに法的な措置をとりますと、そうなると今度は多分委託金

額にはね返ってくると思います。そうしたことを考えますと、むしろ直営にした方が安

くつくのではないか。執行部としてもその研究の余地が大いにあるのではないでしょう

か。南国市のすぐれた学校給食の例などを見ましても、費用対効果は十分に期待できる

と思います。そういうふうな方向づけを研究される、その他の業務委託のこともそうで

すけれども、研究される余地がおありかどうか再度お伺いをいたします。 
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最後の３００日規定の問題ですが、出生証明書があれば厚生労働省の通達のように計

らっているというふうなご答弁でございました。ただ、法務省の通達の内容は離婚後に

妊娠したケースのみ、医師の証明書があれば３００日以内でも現夫の子として受理する

というものです。こうなりますと、きのうのような例で離婚の成立していない、例えば

児童扶養手当、母子家庭の児童に対して措置されております児童扶養手当、これなどは。

それからまた、たしか生活困窮資金、今あるかどうかわかりませんけれどもそれの貸与、

安い利子で生活資金を貸し付ける、そういう制度もあったかと思うんですけれども、離

婚をしているということが、法的にそうであるということが前提となるわけですね。で

も、夫から身を隠して生活をしておられる方、数年にわたってそういう状態の方という

のは法的には離婚状態ではないわけです。こういうのが大変引っかかることがあると思

うんですけれども、そういう場合もやはりそういうふうにみなして弾力的に、あるいは

運用する必要があるのではないかと思いますけれども、その辺は窓口で現状がどうなっ

ておられますでしょうか。再度お伺いをしまして、私の２回目の質問を終わります。よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   大岸議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  まず、介護療養病床から医療療養病床への転換について、大岸議員の資料の３枚目の

表のことについてのご質問だったと思うんですが、上の介護保険適用から大岸議員の資

料の右の上の端の新医療養病床への転換についての回答という質問だったと思うんです

が、この６年後の新療養病床についてはちょっと自分は初めてですので、現在の介護療

養病床から医療療養病床に転換という認識でございました。６年後にはこういった新し

い療養病床ができるのかどうかというのはちょっと認識不足でしたので、こういった体

系がどういう診療報酬になって、どういう体系になるのかというのはちょっとわかって

おりませんので、介護療養病床が平成２３年度で廃止になるわけですのでとりあえず医

療療養病床に転換をしたいという医療機関の意向があるということをお答えをさせてい

ただきました。 

  それと、本部会についてですが、実はまだ立ち上げたばかりで実際には動いておりま

せん。というのも基本的に医療機関の経営方針によるものだと思っておりますので、そ

の動向が余り現在のところ変化がないということで、現状維持あるいは様子を見るとい

う医療機関が現在も多いということで、医療機関との協議で話をしていかなければなら

ないと思っておりますがそこまで至っていませんので、現在のところは本部会を立ち上

げただけでまだ進んでおりません。それで、療養病床問題の検討部会の中で療養病床の

関係の調査とか施設、その病院から入院しておって退所する方についての受け皿の対策

もせないかんのじゃないろうかという思いでおるわけですが、県内、あるいは県外の医

療機関では閉鎖とか病院をやめるとかいう話も聞いておりましたけれども、現在のとこ

ろ香美市では休止とか、前から稼働してないという療養病床はありますけれどもさほど



 

－8－ 

大きな動きがないということで現在まで至っております。 

  それと次に、この制度改革について大岸議員が県外の病院院長の談話を述べられたわ

けですが、確かに自分もそう思います。やっぱり制度改革について受け皿の体制の法整

備等を整えてから診療報酬なり下げるとか、介護の廃止についての法整備をするとか、

そういったことであれば準備もできると思うんですけれども、まず制度改革ありきで強

引に進められてきておりますので逆ではないかというようには思います。というのは、

多分国が進めておるのは、なかなか介護保険にしても施設から在宅へという大きな流れ

ができ上がってないと。それから、医療についても高齢化が進んで全体として医療費が

増大しておるということで、かなり性急な気持ちで進めているのではないかというよう

に思います。そして、施設についても介護保険の施設については、前からお話をさせて

もらっているとおり旧土佐山田町の当時から抑制をしてきておりましたし、香美市にな

ってからもできるだけ抑制をしていきたいと思っております。やはり施設をつくればつ

くるほど、それは需要があるかもしれませんが介護保険料にはね返ってくるということ

になってきますので、できるだけ施設はつくらないで在宅で見てもらうということにし

ていきたいと思いますので。医療についても同じようなことが言えるのではないかと思

います。介護については確かに需要があるわけですのである一定の施設整備は必要だと

思いますが、つくればつくるほどそれは経営が成り立っていくかもしれませんが、医療

についてはそれほど、もう香美市についてはかなり施設がありますのでそれほどの需要

はないかもしれませんが、施設ができればできるほど医療費は伸びていくというふうに

は思っておりますので、医療についても抑制をしていくべきではないかというようには

考えます。 

  それと、広域連合についてですが、老人医療として今現在運営されているわけですけ

れども、広域連合の組織として別立てになりますので、市町村からすればちょっと遠い

組織になるような感じがしますけれども、県においても広域連合においても遠い組織と

いうことではなくてスムーズな運営ができるように、また、市町村においても被保険者

との接触も多くして十分に、スムーズな連携のもとに事業を進めていかなければならな

いと思っておりますのでまたよろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   大岸眞弓議員の２回目のご質問にお答えをさせていただきま

す。 

  国保の調整交付金についての話の中から、自治体としてそうした意義あるものには意

見書なり質問書なりを提出すべき、行動を起こすべきではないかというふうな話もござ

いました。この調整交付金だけではなく、療養病床の削減問題であるとか、また先日の

市長会でもお話がございました年金と国保のリンクした問題であるとか、さまざまな事

柄につきまして市長会の中でも大きな論議を今日までいたしてきております。毎回、そ

れぞれの市長会の中では各市で持っておる課題であるとかそうした問題点、そうしたも
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のを何点かお互いが提出をし、それを議論をして県に、あるいは国に提案をしまた意見

を出していくということで、１つのまとまった形の中で進めているわけではございまし

て、このいわゆる調整金の問題につきましても今年の場合、いわゆる提出をしていなか

った、レセプト点検をしていなかったところからの何カ所からか提案がございました。

確かにその問題は、複雑過ぎる点検の中でもう少しそうしたものを是正すべきではない

かというふうな意見を出すということが全会一致でも採択もされましたし、年金と国保

のリンクの関係につきましては、これは根本的に法が、そのような法が間違っていると

いうことで強く意見が出たわけです。法改正に向けて進めていこうということで、１１

団体、１１市ですが、これが歩調を合わせて短期被保険者証は出さないと、正規の方法

でいくというふうな合意もいたしました。 

  それと、療養病床の削減につきましても、今回これは出てませんでしたが、これも香

美市からも昨年提出をしまして、そして四国市長会に、あるいはまた国に対しての要請

という形で進めております。 

  そういうことで一自治体としての意見書、要望書、そうしたものも必要でございます

が、せっかく町村会なり市長会なりがあるわけでありますので、また議長会もあるわけ

でありますので、そうした国が確かに医療費の削減等々の中で大きな政策の中で進めて

いると思いますが、しかし、現場を持つ市町村にとりましては大きなギャップがあり、

また、大変な問題も課題もあるわけでありまして、そういったものを直接県に国に、や

はりそうした会の中で１つの意見集約をしながら上げていくということもまた大変大事

なことだと思います。単独でやるということにつきましてもまた慎重に考えていかなけ

ればならないというふうにも思いますが、現在そういう形で市長会の中で進めていって

おります。 

  それと、業務委託契約の是正についてでありますが、昨日答弁させていただきました

ように現在行財政改革推進特別委員会の方でも検討もしていただいて、審議をしていた

だいておりまし、また、そのご提言もいただけるものと思っております。また、同時に

内部におきましてもこれにつきましては今慎重に対応し、また研究を進めているところ

でございますのでよろしくお願いをしたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   ４番、大岸議員さんの消防の休日手当の過払いについての

２回目のご質問にお答えを申し上げます。 

  大岸議員さんの言われておりますとおりでございまして、私も職員が故意にとか悪意

的にとかということではございませんので、返還することにつきましては、（返還）し

なければならなくなったということにつきましては非常に申しわけないというふうには

思っております。しかし、ルールはルールでございますので、例規の解釈を間違って不

適切な支出をしたというのは事実でございますので、返還をしてですね真っ白くなると

いうところでございます。 
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  それと、当然職員に落ち度はないということでございまして、また、健康管理とか諸

条件かれこれにつきましては、一般職と違いまして職員組合とか労働組合は当然消防の

場合にはつくってはならないということになっておりますが、職員委員会というのがご

ざいまして、委員会でいろんなそういう勤務の諸条件とかいうのを話し合いをしていた

だいて適切な対応ができるように、それはずっと引き続きやっていっております。 

  それと、前後になりますが、時間外勤務手当でというようなお話もありましたが、休

日勤務手当というのと時間外勤務手当というのは全く別物でございますので、勤務の状

態、勤務の割り振りとか、そういういわゆる勤務そのものに影響してきますので。通常

であれば年末年始に、昨日申し上げましたとおり３６５日で勤務をきちっと割り振って

おれば、年末年始に時間外勤務手当が発生するということは通常であれば考えられない

ということでございます。週休日の方に特別に勤務をさすとか、それから（午後）１０

時以降といいますか夜中に救急があるとかいうことでの、通常の場合の時間外が発生す

るの等は当然ございますが、それ以外で勤務においての時間外での対応というのは現在

のところ発生しないのではないかというふうには考えています。 

  それと、今回こういった形できちっと返還をさせて、是正をしますが、来年以降につ

きましてはどういった形で勤務のその体系とか、そういうものについて十分精査をして

みたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   税務課長、高橋 功君。 

○税務課長（高橋 功君）   大岸議員の軽自動車税の減免についてお答えをいたしま

す。 

  軽自動車税の減免につきましては、ご存じのように県の方も自動車税の減免という制

度がございます。自動車税、軽自動車税、車種は違いますけれども、同じような身体障

害者の人に対する減免制度でございます。同じ減免制度でございますので、この車種が

違って減免制度の範囲が変わるということは適当ではないというふうに考えます。つま

り、軽自動車をお持ちの方が自動車に買いかえた場合、その場合に範囲が違っておれば、

軽自動車税のときには減免の対象になっていた方が自動車税に買いかえた場合、減免対

象にならないということが出てまいります。つまり、同じ制度でございますので、障害

の程度によって決めておるこの等級というのは、この規定によって行うのが適当である

というふうに考えます。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   ３００日問題についてお答えをしたいと思います。 

  議員の昨日の質問は、３００日問題につきまして厚労省の通達をどのように受けとめ

窓口対応がなされておるかということでございまして、厚労省の通達を尊重して窓口取

り扱いをやっておるというお話を申し上げました。この厚労省の通達は、離婚後３００
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日以内に出生した子について、出生届がなされないなどの事情によって戸籍とか住民票

の記載のない児童に関して児童福祉行政をどのようにやっていくかと、こういうことで

あります。つまり、その前提は離婚後３００日、離婚がもう前提でございますので、離

婚成立ということでございますので、議員お尋ねの離婚の成立していないものについて

は述べられておりません。したがって、市の窓口についてもそういう（離婚の）成立の

していないものについての取り扱いは現在のところ特別なものはございません。 

  児童扶養手当に関しまして少し詳しく申し上げますと、児童手当につきましては、当

該児童の養育者についてですね要件として監護をしているかどうかという要件ですね、

子どもを見ているかということ。それと生計の要件、このところに着目して個別確認を

して、そして養育者を確定して児童手当を支給すると、こういうことになっております。

児童扶養手当の方は、議員もおっしゃいますようにその出生届だけでなしに、出生証明

書によりまして対象の児童、そしてその母が確認でき、かつ国内で居住しているという

実態が確認できれば児童扶養手当の支給対象とするということでございます。その児童

出生証明について少し申し上げますと、認定請求書の添付書類としてこれをつけていた

だくわけでございますけれども、この出生証明書の中にただし書きといたしまして「確

かに離婚後に懐妊した」という医学的な根拠を書いていただくということになっており

ます。ここが議員がいわれました厚労省の通達以外に法務省の見解があるというところ

の表現がここに入っております。 

  最後に、離婚の成立のしないものについての問題が解決しないということでお尋ねで

ございましたが、この点につきましては、やはり裁判所での判断をいただいて戸籍をつ

くるというふうな手法もございますので、そういうふうな形で処理をされていることが

多く見られますので、そのことも参考にする必要があるんじゃないかというふうに思い

ます。 

○議長（中澤愛水君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   それぞれにご答弁をありがとうございました。 

  まず、療養病床の削減の問題ですけれども、現在の私が今示しました新療養病床のこ

とではない医療療養病床、現在の医療療養病床のことですが、そうなるとその介護療養

病床から医療療養病床に移るとなりましたら、区分１の方はどうなりますか。区分２と

３の方はその療養病床に残れるけれども、区分１。高知県では５,０００床の方が医療

療養病床から介護施設などへ転出というふうになってるんですが、区分１の方がその医

療療養病床に移行することができるのかというふうな疑問が起こってくるわけですが、

その点はどうでしょうか。さっきのその新療養病床の件ですけれども、もう１つ資料に

きのうつけておりますこの２枚目の療養病床廃止問題の関連年表のところで、国は転換

支援というふうに言いまして、参酌基準をつついたりいろいろしながら介護保険施設も

増設できるように、おいおいにしていくというふうなことも載っておりますけれども、

さっきご紹介しました１つの問題がですね、院長の、病院の医師会の幹部の方がその病
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院と介護施設とは医師などの必置基準が全然違いますね。例えば老健施設の定数では患

者１００人に１人の医師、看護師は１０人、介護士が２５人。とても医療が十分にでき

る体制ではないと。療養病床の削減、再編にはここにも無理がある。安心な医療には医

療体制、人員基準を拡大しなければならない。この辺も老健施設等で今後の課題になっ

てこようかと思うんですけれども、通常、一般病床では１６人の患者に医師１人なんで

すね。それが老健施設などに区分１で移ったとたんに１００人に1人の医師というふう

になってしまうので、医療が、とてもじゃないけれども十分な医療を施すことができな

いというふうな問題も抱えておりまして、この一律にその療養病床から介護施設へ移る。

それから、介護施設から医療療養病床に移るというのにもとても困難が発生してくると

思います。その医療療養病床へ区分１の方が介護から移れるのかどうか。多分移れない

と思うんですけど、その辺はどうなっておりますでしょうか。 

  そして、検討委員会、それから後期（高齢者）広域連合の組合議会の話も同様に言い

まして、その検討部会とかそういうつくったチームの中に、どこかに高齢者の代表を、

７５歳以上の方の代表を入れる必要があるのではないかというふうに思います。それで

なければ、せめてその市の持つ特別対策チームの中に老人クラブの代表とかいうふうな

方々が入りませんと、なかなか現場で起こっておることというのは、現実が反映されな

いのではないかと思うんです。そういうふうなことも考えていかないかんのではないで

しょうか。まず、保険課長もおっしゃったように制度ありきで、やはり強引に進めてい

る。幾ら国が数値目標を掲げても現実がついていかないということは、この前の介護保

険の改悪のときにも要介護１の方を要支援１と２に振り分けようとしましたけれども、

数値目標には遠く達していないわけですね。そういう現実、やはり現実が全然ついてい

っておらないという、この療養病床の削減でも後期高齢者の問題でもそういうことが起

こってくると思います。そうしたことを考えましたときに、しかし、もう一方の法律は

もう施行されるわけですので、在宅で高齢者が健やかにいられる。そこへの手当てがと

てもこれからの課題になってくると思います。長野県の例を申しましたけれどもそうい

う先進事例もありますので、なお研究をされていかれるようにしていただきたいのです

が、その点もお伺いをいたします。 

  調整交付金の問題ですが、私が、市長がおっしゃったようにさまざまなところでそう

いうふうに意見を反映させていただくというのはとても大事なことですし、末端の自治

体に住む市民としてもありがたいことであると思いますが、ここで１点問題にしたいの

は、厚生労働省がその後の対応について全然経過説明をしていないということは、これ

は見逃してはいけないと思います。そのことについてやはり経過説明を何らかの方法で

市として求めていくという点が大事ではないかと思ってお尋ねをしましたのでお願いを

いたします。 

  それと、業務管理委託の問題で申しましたのは、私も行財政改革推進特別委員会のメ

ンバーに入っておりまして、厳しいことも言ったりすることもあるわけですけれども、
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この業務委託の違法状態にも当たるような状態を訂正しなければならない、是正しなけ

ればいけないという立場から申し上げるんですけれども、しかし、これによって受託者

の仕事を奪うことは私の本意ではありません。やっぱり公の仕事にふさわしく、法を守

りながら雇用の適正化を図っていくということですので、その辺をよろしくお願いいた

します。 

  そして、消防のその過払いの件ですけれども、一律、１人当たりどれくらいに、一律

に割って出るようなものではないと思うんですけど、最高でどれぐらいの返還額になる

んでしょうか。やはり「法は法であるので。」というふうにおっしゃったんですが、で

きるだけ生活に響かないような形でですね、緩やかなせめて返還にというふうなことも

考慮に入れていただけたらと思うんですけれども、その点をお伺いします。 

  軽自動車税の減免の問題はまだよく納得できておりませんので、またもう一度整理し

まして、後で窓口の方にお伺いします。 

  それから、３００日規定の問題ですけれども、離婚が前提であると。「裁判所の判断

なども見ながら」というふうに福祉事務所長がおっしゃいましたけれども、現実になか

なか離婚にこぎつけることができないで生活に困窮をしておられる方がいらっしゃる。

そういう方がふえてきているということで、こういうことの問題が新たに発生をしてき

ておりますので、行政の窓口としましてもその辺のあたりを十分に勘案して、事情を聞

いた上で柔軟な対応をとっていただくように。あるいは命にかかわることもあるわけで

すので、その辺のことをよろしくお願いをいたします。 

  以上で私の質問をすべて終わります。どうもありがとうございました。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   大岸議員の３回目のご質問にお答えします。 

  まず「介護療養病床から医療療養病床に転換したい、希望する医療機関がある。」と

いうお答えをさせていただきまして、なかなか難しいのではないかということですが、

実は、１回目のときに「介護の療養病床については認可はされているが、設備も整って

いるけれども、稼働してない。」というお話をさせてもらったんですけれども、受け入

れ態勢は整っておりまして、設備も整っている、人員も整っているが受け入れをしてい

ないと医療機関がございます。それで、その介護療養病床はゼロと。患者数はゼロとい

う医療機関がございますので、そこが医療療養病床に転換したいという希望を出してお

ります。実際に患者がいないわけですので、介護から医療へは可能だというようには思

われます。 

  次に、対策本部に関してですが、対策本部については庁内の体制をまず整えようとい

うことで職員のみで構成をさせていただきました。その後、協議が進んで、例えば医療

機関とかそういった老人クラブとか、被保険者の代表とかいう、委員会を立ち上げたら

どうかというような話が進んだ場合には、そういった関係者に委員に入っていただいて

協議をしていかなければならないというようには考えております。そこまで至ってない
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ですので、申しわけありません。 

  次に、広域連合についてですけれども、それと同じような委員会なり協議会なりを立

ち上げる場合には、市としても被保険者の代表を入れたらどうかという意見は言ってい

かなければならないと考えております。立ち上げる、立ち上げないについては広域連合

の方針次第だというようには思います。広域連合については議会がありますので、どう

なんでしょうね。議員さんが住民の代表として入るわけですので、被保険者の声が反映

されないというようなシステムにはならないというようには思いますけれども。 

  それと次に、国保の特別調整交付金の関係ですけれども、確かに言われるように県か

ら電話での連絡があっただけですので、正式に国からは文書等ではありませんので、市

として経過説明を求めてはどうかというご意見ですが、県を通じて申し入れをしたいと

思っております。 

○議長（中澤愛水君）   消防長、竹村 清君。 

○消防長（竹村 清君）   ４番、大岸議員さんの消防の休日手当の過払いについての

３回目のご質問につきましてお答えを申し上げます。 

  返還の額についてでございますが、１人、最高が９万８,０００円です。１００円単

位の数字が若干ありますけんど、一番最低といいますか低いところが、全員ではないの

でゼロが当然おりますが、金額での一番下が１万数百円です。一番最高が９万８,００

０円で、次の２番が５万円台でございまして、あとの職員は全部５万円から下です。９

万８,０００円の職員が、ちょっと勤務の関係で偶然といいますかそれくらいの高額に

なったということです。あと、それ以外は１人を除いては５万円以下です。１番、２番

と若干の希望といいますか、などは聞くようにしております。生活、この金額ですので、

直接そんなに（影響はない）とは思いますが、影響がなるべくないような形での返還を

考えたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   お答えします。 

  母子の問題につきまして、大変困難な事例の相談を受けられております大岸議員の発

言でございますので、その点について十分深く受けとめたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   大岸眞弓君の質問が終わりました。 

次に、１番、山岡義一君。 

○１番（山岡義一君）   １番。通告に従いまして一般質問を行います。２つの質問で

ありますが、どうかご理解ある答弁をお願いしたいと思います。 

  訂正をお願いしますが、１５ページの人権行政の大きい１番の最後の方に「市長が任

命するとあるが、このとおり香美市の幹部職員は」の「このとおり」を「このことを香

美市の幹部職員は」というふうに訂正をお願いします。 

  それでは、質問でございます。 
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  地域密着型介護老人福祉施設の建設問題でございますが、第３期高齢者保健福祉計

画・介護保険事業計画に基づき「平成１８年度地域密着型サービス整備事業」として、

物部町に建設が計画されている特別養護老人ホームが（平成１９年）８月に着工とのこ

とであったが着工がおくれています。建設そのものが中止になりはしないかと心配され

るとおりでございますが、その見通しと今後の取り組みについてお伺いします。このこ

とは、９月５日の市長の諸般の報告でありましたが、重複する部分があるかと思います

がどうかよろしくお願い申し上げます。 

  次に、人権行政でございますが、第１次香美市振興計画で人権尊重の地域づくりの推

進を位置づけていますが、合併後、本市の人権行政は事業消化型になっているような気

がします。事業実施に当たっては総括で、前年度の事業の総括の上、成果を明らかにし、

次年度へのすべき方向を明らかにし、確かなものにすることが必要と考えます。市長は、

職員は与えられた仕事を粛々とやっているとのことでございますが、確かにそのことは

そのとおりでございます。かつ、人権のまちづくり審議会が開催されますが、これはよ

うやく開催されました。本当にありがとうございました。当日、委員さんの方から「当

日の資料の中に人権行政の理念と指針、行動計画が全くない。」という指摘がございま

した。また、この会は初回でございまして、市の四役がだれも出席をしていないという

意見が出されました。いまひとつ人権行政に対するしんがない、心が足りないように思

います。本市には、人権行政で先人たちが築いてきた過程があり、人権等尊重のまちづ

くりにはすばらしいその歴史があるように思います。以下、人権行政について質問をし

ます。 

  本市の人権行政の要とも言うべき香美市人権対策推進本部設置規則に、第２条の「所

掌事務」として「（１）香美市人権施策の推進に関すること。」「（２）人権侵害に関

すること。」第３条に「組織」として「本部長は市長とし、副本部長は副市長及び教育

長をもって充てる。本部員は職員の中から市長が任命する」とあるが、このことを香美

市の幹部職員は承知をしていますか。 

  ２つ目に、本部員の任命は行っていますか。 

  ３つ目に、人権課の設置はできないか。これは各方面からの要望があっておりますが、

特に事務局をふれあい交流センターが行っております。現在は、どうも障容が手薄であ

るというようでございます。人権課の設置を要望するものでございます。 

  ４番目に外国人に対する人権侵害事象が警察へ訴えがあったと聞きますが、その内容

と取り組みについてお尋ねをします。これは６月議会の答弁で生涯学習課長から「十分

把握していないので調査する。」とのことでございますが、その後どのような調査をし

たか答弁をお願いします。 

  これで１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   山岡議員のご質問にお答えします。 
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  地域密着型介護老人福祉施設の建設についてお答えをさせていただきます。 

  地域密着型介護老人福祉施設については、平成１７年度に旧物部村が公募し、事業者

が名乗り出て進められてきた施設です。第３期の介護保険事業計画書にも整備すること

で事業料を見込んでいます。この事業は平成１８年度からの繰越事業であり、今年度中

に竣工しなければ交付金がおりないことになっております。市長から諸般の報告の中で

報告させていただきましたとおり、現在の状況では非常に厳しい状況となりました。交

付金がおりない場合は、施設建設は取りやめになるのかなどの具体的な話までは事業者

とは現在のところは行っておりません。しかし、市としては必要な施設として計画書で

も位置づけられており、公募し、手を挙げた以上は進めてもらいたいと要望していくつ

もりです。 

○議長（中澤愛水君）   ふれあい交流センター所長、甲藤みち子君。 

○ふれあい交流センター所長（甲藤みち子君）   山岡議員さんの人権行政についてお

答えいたします。 

  山岡議員さんに長い間ご心労をおかけいたしておりました人権のまちづくり審議会を

先日開催いたしましたけれども、事務局の不手際で市長または副市長に出席依頼ができ

ておりませんで、大変失礼いたしましたことをまずおわび申し上げます。 

  さて、香美市においてあらゆる人権が尊重される社会づくりを進めるために、香美市

人権対策推進本部を設置することになっております。ご質問の１につきましては、過日

の課長会におきまして石川副市長からこの本部会についての所掌事務、組織の説明等が

あり、また早急の開催についての話がありましたので、このことにつきまして職員は認

識ができていると考えております。 

  ご質問２の本部委員の任命は現在まだできておりませんけれども、早急に行い、推進

本部の早い開催を考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   山岡義一議員の人権行政について人権課の設置ができないか

ということについてお答えをさせていただきます。 

  ご承知のとおり香美市では、現在第１次香美市振興計画の中で人権尊重の地域づくり

の推進を目指しまして、重点施策の１つとして取り組んでおります。人権教育や啓発を

通じ人権意識の高揚に努めていますが、その中で人権問題や、あるいはまた地域の課題、

問題、また、相談などにつきましてはふれあい交流センターを窓口にして取り組んでお

ります。今後もさらに人権問題の窓口として住民の皆さんの期待にこたえられるように、

ふれあい交流センターの位置づけを明確にしながら運営に努めてまいらなければならな

いというふうに考えております。先ほど答弁しましたように、人権対策本部につきまし

ては早急に立ち上げまして、人権問題の課題解決に努めてまいりたいというふうに思っ

ておりますのでよろしくお願いしたいと思います。 
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○議長（中澤愛水君）   生涯学習課長、凢内一秀君。 

○生涯学習課長（凢内一秀君）   山岡議員さんの人権行政につきまして、４点目、外

国人に対する人権侵害事象の内容と取り組みということでございます。 

  これは本市に研修生としてまいります外国人の方がおいでるわけですが、その方に対

しましてアパートの入居拒否ということになっております。現在、外国人の方の農業研

修生の受け入れをしております会社が香美市での受け入れに際しまして宿舎を探してい

ましたところ、入居を断られたということを聞いております。今現在につきましてはほ

かのところで入居されて生活をされておるようです。その後、警察の方にもお話をされ

ているということを聞きましたので、香美署の方にも出向きましてお話もお伺いをいた

しました。その中で受け入れ会社の方も「研修生にもよい思い出として過ごしてもらい

たい。また、地域でもお互い助け合ってやっていく気持ちを理解してほしい。」という

ことをおっしゃっておられまして、人権についても広く啓発をしてほしいという思いで

お話をされていたということを聞いております。また、せんだってその方にもお会いを

いたしましてお話もお伺いしてきまして、香美署でのお話の内容と同様で「すぐに解決

できるようなことではないが、外国人に対する偏見もなくすよう広く啓発をしてほし

い。」というお話をされておりました。今回、このことも契機としまして、人権はすべ

ての活動の基本となるものですので、そのことを再認識いたしまして、あらゆる人権に

対しまして広く啓発を進めていかなければならないと思っております。よろしくお願い

いたします。 

○議長（中澤愛水君）   １番、山岡義一君。 

○１番（山岡義一君）   ２回目の質問を行いますが、特別養護老人ホームの問題でご

ざいますが、これは、厚生労働省は交付金の再繰り越しについては財務省に協議が必要

であるということでございますが、そもそも今回は建築基準法の改正時にちょうど当た

りまして、建築基準が厳しくなり、そのプログラムソフトが普及していないことがおく

れておる問題であると思います。国も交付金の延期を認めないとも言えない部分がある

と思います。ぜひ延期に向けて頑張ってほしいと思います。いろんな陳情の方法がある

と思いますが、市長みずから厚生労働省、財務省へ出かけて陳情する方法もあると思い

ますが、そこのあたりをお尋ねしたいと思います。 

  それから、人権行政でございますが、人権の対策部会を石川副市長が全課長におろし

たということでございますが、ぜひこの本部会が本市の人権行政の要でございますので、

機能するように頑張ってください。なお、ふれあい交流センターの子どもふれあい教室、

小学生を対象とした人権教室を実施をしておりますが、この事業が学校ではできないこ

ともあり、参加した子どもたちがきょうはこんなところへ行った、またこんなことをし

たと、生き生きとした体験を聞いたことがございます。ぜひ、今後ともこのふれあい交

流センターの事業として取り組んでほしいと。なお、ふれあい交流センターの職員の労

をねぎらいたいと思います。 
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  教育長にお尋ねしますが、人権侵害事件があったわけでございますが、その対応とし

ましては、従前は、いわゆる合併前はその体制が十分にできて取り組んでいたように思

います。今後の対応の仕方についての再度お尋ねをしたいと思います。 

  以上でございます。以上で全部の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   地域密着型介護老人福祉施設の建設のおくれについてでござ

います。 

  大変心配をしておるわけでございまして、先ほど保険課長の方から、また、私の諸般

の報告の中でも述べさせていただきました。１年、なぜおくれてきたのかといいますと、

やはり先ほどご指摘がございました建築基準法の改正が６月にありまして、そうした中

でそのソフトプログラムがまだでき上がってないような状況で、いわば国がそういう方

向を勝手に打ち出して、急に推し進めておるという大きな矛盾点があるわけです。この

ことにつきましても、先日行われました市長会の中でも話を出させていただきました。

それまでに既に県の高齢者福祉課を通じまして国の方に、厚労省、それと財務省を通じ

ながら折衝をしてきておるわけですが、内容が内容でありますので、建築基準法の改正

に伴うものであるということで強く話をし、そして県の地域振興課の課長がすぐ国に、

まず。また、別の方向から掛け合いました。そして、３日ぐらい前でしたが電話がかか

りましたが「これは繰り越しである。」ということと「なかなか今、制度の中で厳しい

状況である。」というふうなお返事もいただいております。それと、私の個人的なつな

がりになるかもしれませんけれども、代議士等を通じて、２人の代議士を通じましてこ

れを強く話してあります。先日本人からも電話がかかりまして「今、財務省の方で検討

しておる。」と。これがせんだっての市長会ででもそうでしたが、またこないだの代議

士の話もそうでしたが、この建築基準法が変わったことによって、この施設だけでなく

県下にもたくさんこの事例があるようです。それと民間、これも民間になりますが、民

間、公共を通じて全国的にこの問題があるということで、かなり論議はされているよう

です。ただ、まだ経過的に向こうが見えないというふうな状況ですので、なお、またい

ろいろな手を通じながら住民の皆さん方に安心いただけるこういう施設をできるよう努

力はしていかなければならないというふうに思っております。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   山岡議員さんからご質問のありました人権行政について、

教育委員会としてお答えをさせていただきます。 

  人権教育啓発活動に教育委員会としても、その人権問題を基本として取り組んでいか

なければなりません。学校教育におきましては、いろいろ課題もないわけではありませ

んので近日中に人権教育主任会を開いて、県の講師も呼んで勉強するような計画もして

おります。そして、合併前は３地区の交流学習会と言っておりましたものが、合併しま

して、香美、香南の合同の人権学習交流会となっております。２回目を今年の夏に開い
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たわけですが、それにも大栃小学校、舟入小学校、山田小学校とあわせて１６人だった

と思いますが、子どもも参加をいたしました。舟入と山田は従来も参加していましたが、

大栃からの参加者もあったということが非常によかったと、そんなふうにも今思ってお

ります。 

  また、生涯学習課の方では、人権作文集を数年ぶりに復活しまして、学校だけでなく

一般の皆さんにもいろいろ作文と言っておりますが、俳句とか詩でもいいとかいうよう

な形で募集をかけてまとめたいとも考えております。それから、人権サークルまごころ

も大分人がふえ出したというような話も聞いております。 

  そして、幼保支援課につきましても８月２５日に、これは保育と小・中の連携ではあ

りましたけれども、学校の教職員とともに保育園の職員が一緒になって一つの講演が聞

けたということは、大変よかったと思っていますので、今後はこういったこともまた発

展さすように考えております。 

  生涯学習課も課長も変わりまして担当も変わりましたが、一生懸命にいろんな会へも

行って勉強もして取り組んでおります。私ともども県やふれあい交流センターとの連携

も密にしまして、何と言いましても人づくりの基本は人権尊重でありますので、今後と

も頑張っていきたいと思っていますのでよろしくお願いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   １番、山岡義一君。 

○１番（山岡義一君）   １番。３回目の質問を行いますが、大変に誠意ある答弁をい

ただきましてありがとうございます。特に特別養護老人ホームの問題には全県的な問題

があると、まして全国的な問題があるということでございますが、今後安心するように

ひとつご努力をお願いをお願い申し上げます。 

  また、人権問題におきましては、この間行いましたように、今後人権行政がますます

発展をするようにひとつご努力をお願い申し上げます。 

  以上で終わります。 

○議長（中澤愛水君）   山岡義一君の質問が終わりました。 

  暫時１０分間休憩をいたします。 

（午前１０時２４分 休憩） 

（午前１０時３７分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  １３番、竹平豊久君。 

○１３番（竹平豊久君）   １３番、竹平です。議長から発言の許可をいただきました

ので、通告に従いまして一般質問を行います。 

  まず最初に行政の指定金融機関についてでございます。 

  この件につきましては、平成１７年１０月に郵政民営化法が成立しまして、日本郵政

公社は平成１９年１０月から株式会社日本郵政株式会社と４つの事業会社、つまり郵便



 

－20－ 

局株式会社、郵便事業株式会社、株式会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険に民

営化、分社化されることになりまして、郵便局は郵便局株式会社に属することになりま

した。そうした中で、これまでの郵便局に対する民間企業の意識としては、巨大な国営

企業体であり、各業種とも民間企業に与える影響が大きい。いわゆる官が民を圧迫する

ということで、ある程度の規制が働き、そのこともあって行政においても余り関知しな

かったと認識するところであります。一方、個々の利用者側からすると、どこの金融機

関でも、要するに利便性が図られればよいというわけで、それぞれ使い勝手のいい身近

な金融機関を選択して口座を開設し利用しているのは周知のとおりであります。そうし

た中で、行政が利用者側に立って一考を要することとして、行政または行政を経由して

入出金されます公金の事務処理のあり方であります。つまり、行政の取り扱う公金に限

っては、行政が指定する金融機関または代理機関でしか入出金ができないわけです。こ

のことは、指定金融機関外、この場合郵便局になるわけでございますが、この口座しか

開設していない住民の方々は、市役所から出入金に関係して連絡があったとき最寄の本

所や支所に出向いて受け取ることになるわけでございますが、市内中心部はともかくと

して中山間地域では場所によってかなりの距離や時間、費用を要するところも存在をし

ております。余談になりますが、春、物部町の方に聞いた冗談のような本当の話といた

しまして、公金を受け取る際、この場合、還付金であったようですが、種類によっては

物部支所で受け取ることができず本所まで出向かないといけない場合があると。この方

はそういったことで市営バス、ＪＲバスを乗り継いで本所まで出向いて受け取ったもの

の「その往復のバス代や昼食代でそのほとんどが消えた。」と、こういったお話もある

わけでございます。 

  こうしたことを解消する１つの手だてとして、現在の香美市内の郵便局の所在地を中

山間地域と見比べてみますと、物部支所管内にまず岡ノ内、安丸、大栃の３局、香北支

所管内に美良布、永野の２局、それに簡易局といたしまして、猪野々、府内、五百蔵、

西川の４局、本所管内に山田、百石、神母ノ木、新改、繁藤の５局、それぞれありまし

て営業を行っております。これからもおわかりのように支所周辺、山間地に位置してお

り、逆に言うと郵便局にしか口座を開設していない地域の方々がこれらの局を利活用で

きれば、先ほどの冗談話ではございませんが時間や費用の負担がかなり軽減されるとい

うふうに考えるわけでございます。ほかの金融機関への影響も考えないこともないわけ

ですが、そこはそれぞれの金融機関として、また、私自身の経験でもありますが、そう

いった面では競争原理が働き営業活動がなされるはずであり、特にこの場合はそうした

ことへの考慮や配慮よりも地域住民の利便性向上に寄与することを優先すると考えるべ

きであり、現に郵便局を指定金融機関として地域住民の利便性を図っているいの町の例

もございます。また、利便性に関しましては、香美市でも先月に物部支所庁舎内に大栃

郵便局も開局されまして、ワンストップサービスということで地域住民にも喜ばれてい

ることを考え合わせ、実施に向けての取り組みを期待するものでございますが、その点
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についての見解をお聞きをいたします。 

  次に、行政機構についてでございます。 

  この件につきましては、平成１９年度も９月に入りまして、民間企業で言えば上半期

仮決算の時期を迎えたところでありますが、本市の平成１９年度行政運営方針について

は、要約いたしますと国庫支出差金の削減や廃止、地方交付税総額抑制等によりまして

財源確保が厳しい状況の中で、中期財政計画との整合性を含めその限られた財源をもと

に予算編成を行い、重点施策として防災対策基盤整備、地域に根差した産業の育成、少

子高齢化対策、地域福祉の充実、住環境整備といった住民サービスに直結する各事業を

掲げ、重点事項と位置づけまして鋭意事業を展開中であると認識するところでございま

すが、そうした中におきまして上期のこれまでの業務状況の進捗度合いですね。それと

掲げた目標の到達度、これに対する所感、そして、その状況下において下期に向けての

取り組み方策を出さなければならないと思われますが、その中で事業を推進していく上

で基本となる組織機構のありよう、特に本支所間の業務体制や権限について、現在、そ

して今後の姿勢についてそれぞれの所見を聞くところでございます。 

香美市の行政管轄区域は、面積５３８平方キロと広大な中で住民福祉サービスを行っ

ていく上で、求められるのはまず組織機構体制が内実ともに順調に機能しているかにか

かっていると考えるところでございます。現在の機構体制は、本所のもと香北支所、物

部支所、繁藤出張所ということで、各所とも地域に密着した頼れる、また、身近な機関

といたしまして地域住民の利便性を向上した配置体制をとって、住民負託に対応すべく

日々業務を遂行していることは承知するところでございますが、体制はとれているもの

の住民サイドの視点からするとき、その内実はどうであるかということであります。つ

まり、住民側からすると、体制よりも中身の部分や内容に目がいくものであります。普

通、事業経営や運営手法として一般的に言われるのが、人、物、金ということがありま

して、このバランスがうまくとれて事業者、利用者の満足度が保てるということがござ

いますが、このことを行政に当てはめますと、人は職員であり、それを統括するのが機

構であり、物は事業運営を推進していくための施設やもろもろの備品、装備品というこ

とであり、金は運営活動資金、行政で言えば予算ということになるわけです。そうした

中で、中身や内容としてはやはり人と金とになりますが、その点につきまして考察をす

るときにですね、経費の削減や事務作業の効率化、また、利用度や必要度に応じて業務

分担や分野の整理統合を行い、機構体系を積み上げ業務を行っていると推測するもので

ございますが、そうした中で特に支所職員が減員となった中、住民サービスの低下を来

さないよう、また、業務運営に支障がないよう工夫を凝らし、通常業務や相談事は特別

な内容でない限り支所対応がなされておりまして、それ自体はさほど問題はございませ

んが、職員や予算を含めた機構のありようについて若干感じるのが本支所間の報告、連

絡、相談、決裁に関してでございます。現実に即して申し上げますと、支所管内で課題、

特に現業部門になりますが、そういったことが挙がったときの手続きの流れといたしま
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しては、まず住民から支所担当課、支所長、本課、副市長、市長と順次その都度報告、

連絡、相談を伴いながら上がっていき決裁となり、その後その指示内容が担当課までお

りてくるということになっていくと思いますが、これは組織機関として遵守しなければ

ならない大原則でありこれを逸脱することはあり得ない中にありましても、地域の代表

者から漏れ聞こえる話といたしまして行政の動向が見えづらいということがございます。

平口に申しますと「あの件はどうなりよる。」と。「できる、できんは別にしても何の

動きがないが。」という言葉でございます。例えば、安心して暮らせるという観点から

市単独事業として行っている中山間地を走っている市道、農道、林道に対する維持修繕

や安全施設に対する取り組み状況を見るとき、その必要性や費用積算はそれを管轄する

現場、つまり支所が一番承知をするところでございまして、それとともに集落間を結ぶ

生活道としての意味合いもあり、必要に応じて開設した道であることも深く認識してい

ただいて対処しなければならない中で、現在の対処方法を横目で見ると、必ずしも迅速

対応がなされているとは言いがたい面があります。これは端的に言うと、現状、大方の

業務において本所に集中をして支所独自の特性を生かした業務体制になっていないこと

に起因するのではないかというふうに考えるところでございます。地域の出先機関とし

て住民と直接向き合って業務をこなしていきながら、十分な応答が早い段階でできない

のは双方とも消化不良に陥るんじゃないかと思うところでございます。 

こうしたことにつきまして、改善する１つの手法として考えられるのが、予算を含め

状況の範囲や限度の設定を行い、それに適合する事案については支所長の決裁で処理し、

その上で本所へ順次報告、連絡の形で上げていく仕組みづくりができないかでございま

す。現に、私どもが旧物部村の折に合併新市の視察の研修ということで訪問をいたしま

した岐阜県飛騨市では、支所の裁量で決裁できる独自の予算制度枠を設置をしておりま

して、支所が担当する事業分野の充実につながっているという話もお聞きをしておりま

す。先ほど申し上げました「どうなりよる」という思いを払拭するためにも、支所の予

算枠、決裁枠の範囲の設定をし業務処理を推進することで事業の迅速化になり、ひいて

は支所管内地域に漫然とした思いであります住民の声が届きにくい、あるいは置き去り

にされるといった意識も少なくなり、支所の役割や機能の充実にもつながっていくと考

えるわけでございます。行政全般の業務範囲は多岐にわたっておりまして、常に地域の

動向や状況に気配り、目配りしながら業務展開は苦労があるのは十分に承知するところ

ではございますが、特に指揮命令系統を改編するということにつきましては行政運営の

根底にもかかわることで、慎重に対処しなければならないことは十分に認識するもので

ございますが、指揮命令系統が確立され組織機構が順調に動いてこそもろもろの課題解

決がなされていると思いますので、何事においても状況把握に努め、目指すビジョンと

対比する姿勢、つまり原則を踏襲しながらも固定化はなく弾力的に状況を見きわめる意

識と姿勢が組織機構の活性化と確率がなされ、ひいてはよりよい香美市行政につながる

と考えるわけでございますが、そうした点について所見をお聞きをいたします。 
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次に、地域密着型介護老人福祉施設についてでございます。これは、先ほど山岡議員

さんの方からもご質問があり、それぞれの答弁がございましたが、若干角度を変えまし

て質問をさせていただきます。 

この件につきましては、さきの諸般の報告で経過内容の説明がございましたが、その

経過を含め直近の情勢、つまり行政の姿勢や指導方策がなお判然としないところがある

ので聞くわけでございます。すなわち、私どもの情報としてあるのは６月の議会答弁を

初め、責任ある立場の人からそのお答えといたしまして８月を目途に着工をということ

で、それを根拠に地域住民の方々などに説明を行ってきた経過がございます。そうした

中、さきの報告どおり事情が生じたための理由で現在に至っているということがありま

すが、この間の動向や姿勢、対処策が見えづらい点にあります。ここに至るまでの経過

はご存じのとおり、事業者である土佐香美福祉会、香美市保険課、物部支所、建設地周

辺の住民の方々、関係する自治会長、地元議員を含めて建設に係る説明や質疑、応答を

行い、その都度情報を共有し設置に向けて協議がなされてきたわけでございます。そし

て、当初の建設実施時期がおくれたことから先ほどの質問が出され、それに対する答弁

があって現在に至っておるところでございます。そうした状況下、その経過報告を聞く

につけて、この件に関しては大きなポイントが５つあると考えるところでございます。 

まず１点目は、これは一番重要なことであるとともに、建設に向けての出発点である

地元との最終合意はできているかという点でございます。報告内容に基づいて工事着工

のおくれを要約してみますと、地元近隣住民との説明会で日照権の問題が生じ、そのこ

とから計画変更案の作成、厚労省との交付金に係る施設整備の見解、国交省からの建築

基準法の一部改正の通達、それに伴う計算プログラムソフトの入手難の要因が重なり建

築確認申請のおくれとなり、当初答弁をしていた８月中旬の着工がおくれ、現在の見通

しといたしまして着工は１２月になり、完成は５月末ということの中で、冒頭申し上げ

ました地元住民との話し合いをなされ最終合意はできているのかということであります。

この住民の方々の思いとしては「協力の意思はある。」というように聞いてはおります

が、なおまだ合意がされていないのであれば当事者間での合意に至る状況にあるのか。

また、最終合意がなくても先ほどの工期の予定どおりの着工する予定であるのか。その

見通しと対策の見解はどういうふうにお持ちか、その点をお聞きします。 

２点目といたしまして、厚労省との施設整備確認では全室個室ユニットが原則との見

解ではございましたが、これに基づきました説明や周知の状況についてでございます。

つまり、このことについては地元関係者との話し合いの中で、要望として入居費用の負

担の面、また物部町に建設されるということで、地元民の入居がしづらいことにならな

いよう入居者数はともかくユニット数については低所得者の方々にも配慮する上におい

て、多床室をも用意する内容になっていたと承知するところでございまして、さきの報

告内容であるならば大幅なこれは変更でございまして、その部分を今までに説明を行っ

てきた地元関係者に説明なり周知する必要があるのではないかと考えるところでござい
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ます。地元自治会、また近隣住民の協力姿勢を思うとき、そうした心情的な配慮からも

これは大事なことではないかというふうに考えるところでございます。要はですね、建

設に向けて協力していただく方々に対しての社会通念上の礼儀としてでもあるというふ

うに考えます。この点についてもお聞きをいたします。 

次、３点目といたしまして、行政の支援についてでございます。これは先ほど山岡議

員さんからの質問で市長からの答弁がございました。この点につきましては、これまで

のいわゆる取り組み姿勢、それから現在の状況、それから対処策というふうに、今一度

これは市長の考えをお聞きするために、なお、再度質問として組み立てました。これは

行政の姿勢ということでございまして、計画された事業が年度内に完成しないのであれ

ば、香美市並びに市長の責任もかかわる要素を含んでいると私は大変危惧をしておりま

す。つまり、この建設計画に当たっては香美市長名で国、この場合は厚生労働省になり

ますが、この機関に対し交付金の申請がなされ事業認可を受け交付を受けているのは周

知のとおりでございますが、事業実施のおくれにより交付金を含めた関係予算は繰越明

許費に計上されているということがありますが、この繰越明許費というのは私の認識す

るところでは特段の事情、例えば災害が起こったとか、その事業実施地域での重大な欠

落が生じたなどいわゆる通常想定されない事態が発生したときにおいて、その都度遅延

等の理由をつけて説明を行い、認められた結果の性質であるいうふうに考えておりまし

て、この解釈が違っておりましたら取り消しをいたします。こうしたことがございまし

てもいつまでも計上したまま認められるわけはないはずで、特に国からの交付金ともな

れば香美市行政の姿勢をも問われかねないのではないかというふうに心配するところで

ございます。報告内容によりますと５月完成ということで、既に現実問題となっている

中でどう対処していくかでございます。すなわち交付金等関係予算については、香美市

が都市計画の一環としてその必要性を認めて立てた事業であることを考え合わせるとき、

当事者意識に立って強力に指導する立場にあることをも深く認識べきであるというふう

に考えるわけでございます。 

次、４点目といたしまして、ここに至るまでの行政努力、指導はどうであったのかに

ついてであります。通常、事業計画が持ち上がった時点で事務作業を含む作業工程を作

成し、その都度都度に適時対策をとって作業を進め事業認可に基づいた期限内に終了す

るのが基本であるのは、これはどこの世界でも共通するものでございますが、これを念

頭に説明の内容に沿って考察をいたしますとき、その作業工程そのものが存在したのか

ということを思うものでございます。つまり、３月時点で地元との協議で合意がなされ

たとするとき、４月、５月の空白期間がございますし、また６月に建築基準法の一部改

正の通達を受けたとありますが、その通達は６月まで承知をしていなかったということ

になりますが、こうした特に法令の改廃に関する事業については常にその動向をチェッ

クし事前事前に把握する体制でないと、後になって困惑することになるのは他の事例を

出すまでもなく現実に起こっており、対応に苦慮していることは承知のことであろうと
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思うわけでございます。その点につきましてあらん限りの努力や指導を行ってきた結果

がこうであったと言えるのか、そこのところをお聞きします。 

５点目といたしまして、議会の対応でございます。この施設に関係しての議案を採択

したのは、その必要性の提案理由の説明を受けまして、そのことを踏まえ議会としても

早期の着工、完成を願い、委員会、本会議で全会一致で可決された議案となったわけで

ございますが、ここに至ってのその経過や事情について諸般の報告という形で説明がな

されましたが、繰越明許費に計上した事業であることを考え合わすときもう少し事前に

詳細な事情説明を行ってもよかったのではないかと考えるところでございます。 

以上の５点について直近の情勢とあわせまして、今後の対処策の考えについてお聞き

します。 

次、最後になりますが、４項目目の高校統合及び教育ビジョンについてでございます。 

教育行政につきましては、香美市の平成１９年度教育行政方針について要約をいたし

ますと、心豊かな人づくり、人権尊重を核としたまちづくりの推進、また国際化、情報

化、高齢化等の社会変化に対応し得る能力を身につけるとともに、健康で調和のとれた

人間形成として自己表現が図れるように生涯学習の観点をも加味したそれぞれの条件整

備を行い、学びを楽しむ人々が育つ風土づくりに努めるといった、まことに意欲的で積

極的な内容に満ちた方針となっております。また、学校教育の方針についても同様の方

針であり、その方針に沿った重点目標３項目、そして具体的な活動１２項目を明記し、

児童・生徒一人一人が個性を伸ばし、豊かな人間性や社会性をはぐくむ教育活動の展開

を図っていくことといたしまして取り組み方針を掲げている中で、現状に立ち返って市

教委の当面を含む教育指導体制や視点について２点ほどお聞きいたします。 

まず１点目といたしまして、既にご承知のとおり、さきの県教委の決定のとおり市内

に２校ある高校の１校、大栃高校が平成２０年度募集を停止し、平成２２年度に廃校と

いうことで市内山田高校へ統合されます。この統合協議に際しまして、取り組み方針の

１つとして統合ということを前提としたとき、統合先の山田高校の教育姿勢や方針へ付

加することといたしまして、大栃高校がこれまで、また現在も行っております体験学習、

野外学習、週熟度別カリキュラムといった特性、特色を生かした学校活動や運営手法を

継承していくということがございましたが、特に入学後の生徒については１人の落伍者

も出さないよう教育指導を行っていくという強い教育方針のもと取り組んできているの

は周知のとおりでございます。こうした経緯を踏まえまして現在に至っている中で、今

９月になりまして市内各中学校では、進学を希望する生徒にあっては既に募集要領も出

された中でその終盤段階中で、来年１月以降順次進路決定がなされるわけでございます。

そこで、そうした現在の状況の中で聞くところでございますが、進路指導等について市

教委の各中学校に対する取り組み姿勢でございます。結論から申しますと、この進路指

導の中で特に大栃高校の統合先である山田高校に関してのことになります。平成２０年

度山田高校の募集定員は、募集要領にございましたように普通科１６０名、商業科４０
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名、そのうち前期選抜が８０名、商業科同じく２０名、それから定時制４０名で、この

山田高校の募集要領に照らして市内各中学校に対しての内容説明とあわせて、これは特

に大事なことになりますが山田高校を希望する生徒、保護者に説明するための材料の１

つとして、また、統合という特殊事情の中での山田高校及び県教委に対しての、先ほど

述べました大栃高校の特色、特性を生かした教育配慮について要望や申し入れ働きかけ

を行ってきたのか。行ってきたのでありましたらその具体的な内容とあわせまして、こ

れまで３中学校からの大栃高校への入学者の状況はもちろん把握していると思いますの

で、その状況のもと県教委及び山田高校の姿勢や対応策について市教委はどのような認

識を持っているか。また、その上で現段階の対応策はどのようなことを考えているのか

お聞きいたします。 

２点目といたしましては、統合というある意味希望校の選択肢が狭まった中での今後

の対応策が重要となりますが、冒頭申し上げました香美市教委が策定をしております教

育行政方針や教育目標、教育活動に沿えばその指導方針で数値ベースを下げることなく

従前のパーセントは維持、確保できると認識するところでありますものの、なお市教委

として各学校長に対しての指示方策や教育ビジョン、つまり学校運営の方策について行

動をとっていると思いますが、とっているのであればどのようなものであるかその点に

ついてお聞きをいたします。 

以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   収入役、明石 猛君。 

○収入役（明石 猛君）   １３番、竹平議員の１点目、行政の指定金融機関について

の質問にお答えをさせていただきます。 

  現在、香美市の指定金融機関は株式会社四国銀行でございます。平成１８年３月１日

の香美市発足と同時に指定をいたしております。また、日本郵政公社でございますが、

これも同日付で収納代理金融機関に指定をいたしております。先ほどのご質問の中で、

住民の利便性という観点から郵便局を指定金融機関にというご質問であったと思います

が、今回の郵政民営化法といいますかこれでその会社ができるわけですが、その中で郵

便局株式会社、それと株式会社ゆうちょ銀行という銀行ができるわけでございまして、

この指定金融機関の対象になるのはこの株式会社ゆうちょ銀行ということになります。

したがって、郵便局を指定金融機関ということにはならないということでございます。

ただ、先ほども言われましたように利便性の問題がございます。行政実例と株式会社ゆ

うちょ銀行が郵便局株式会社法第２条に指定される郵便局に公金を取り扱わせることに

ついてということで、結論から言いますと公金を取り扱わせることは可能ということで

ございますので。金融機関としては株式会社ゆうちょ銀行でございますが取り扱わせる

ことは可能と、こういうことでご理解をいただきたいと思います。 

  ご質問の本年１０月１日の郵政民営化後でございますが、郵政民営化法等の施行に伴

う関係政令の整備等に関する政令、略して整備政令といいますが、第９条の規定による
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地方自治法施行令の一部改正が平成１９年８月３日に交付をされまして、本年の１０月

１日から施行するということになっております。改正前の地方自治法施行令では、郵政

公社は指定金融機関から明示的に除外をされております。明らかに法的に、法に書かれ

て指定金融機関からは除外をされておるということでございます。ただ、民営化後、か

つ移行期間後の株式会社ゆうちょ銀行は、改正後の地方自治法施行令では除外の対象と

なっておりません。しかしながら、先ほども言いました整備政令の附則第１１条に規定

をします経過措置によりまして、移行期間中は指定金融機関から除外をする読みかえ規

定を置くということになっております。したがって、その読みかえ規定によりまして移

行期間中１０年間は指定金融機関からは除外ということでございます。郵政公社が指定

金融機関から除外をされてきた主な理由としましては、１点目としまして、民間金融機

関相互間で結ばれているコルレス契約、いわゆる全銀ネットと言われるものですが、こ

れに加入をしていないということで、民間金融機関と比べて機能面において不十分な面

があり、特殊な金融機関と考えられていること。それから、指定金融機関となるための

機能要件でございます、地方公共団体からの預金の受け入れができること。これは預金

の受け入れができなかったらとても指定金融機関にはなれませんので、このことについ

て日本郵政公社法で預入限度額、預け入れの限度額が、これが１,０００万円と決めら

れております。したがって預け入れが１,０００万円では、これはとても指定金融機関

というのは無理ということでございます。したがって、民営化後株式会社ゆうちょ銀行

となっても、先ほど言いましたコルレス契約への加入など機能面での改善の困難さが予

想されますし、また、郵政民営化法第１０７条の規定によりまして預入限度額が引き続

き１,０００万円と決まっていることなどから、移行期間中の１０年間は指定金融機関

から除外する読みかえ規定が置かれたものであるというふうに理解をしております。移

行期間が終わる１０年後には株式会社ゆうちょ銀行は指定金融機関となるわけでござい

ますが、ご承知のとおり指定金融機関は１つの地方公共団体ごとに１つの金融機関と限

られております。したがいまして、株式会社ゆうちょ銀行が指定金融機関の指定の選考

対象となるためには、先ほど申し上げました課題を解決することが必須条件ということ

になるわけでございます。いずれにしましても、１０年後に指定金融機関に指定をする

かどうかということが発生をするということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   竹平議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

  まず、行政機構についてでありますが、上期のこれまでの実務状況の進捗度合いや、

また目標達成度と下期へ向けての具体的な取り組み方策、また、同時にそれに合わせて

そういう機構のあり方に係る本所、支所間の業務体制や権限枠についてという内容であ

りました。香美市財務規則に基づき、当初予算成立後、予算執行方針を定め課等の長に

通達を行っております。その中で事業効果が最大限に、適切な時期にあらわれるよう事
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業別の執行計画を作成し、執行状況の進行管理に努めるよう指示しております。ご指摘

のように限られた財源をもとに積極的な予算編成を行い、防災対策基盤整備事業など各

諸施策、事業に取り組んでおりますが、進捗状況の把握に至る上半期の執行計画の提出

期限は１０月末でございまして、現在未調整の状況であります。いずれにいたしまして

も、常に原課がそれぞれの事業についての検証を行いながら問題また課題の把握に努め、

事業の進捗を図っていかなければならないというふうに考えております。 

  そうした中で、課題を抱えまして新しい香美市としての組織運営に係る支所機能及び

権限については、合併協議過程におきまして事務事業遂行上どのようにすれば機能する

のかということについて事務担当者レベルでの協議や幹事会、そして、合併協議会にお

いてそれぞれの立場で担当と相当議論をしていただきまして整備をされております。そ

れにより取り決められました形態、ルールに沿って運営をされてきておりますが、しか

しながら、この間にも現実的に想定を超した状況が生じた際には実務的に機能させるた

めに原課などでケースごとに変更しておりまして、今後につきましても適宜そうした対

応をすることとなろうというふうに思います。 

  なお、合併後一定の時間を経過した段階で、さらにより円滑な行政運営を行うため、

本庁、支所における組織や権限について改善をしていかなければならないというふうに

思います。先ほどご指摘がございましたように、やはり支所機能の充実というものは大

変でございますし、また、住民サービスが低下しないような支所機能の仕組みをつくっ

ていかなければならないというふうに思いますので、こうした期間の中で出ました課題、

そうしたものを今後改善をしていかなければならないというふうに思っております。 

  また、地域密着型介護老人福祉施設につきましては、大変この着工がおくれておるわ

けでございまして、大変ご心配をおかけをしておるわけであります。先ほど山岡議員に

も答弁をさせていただきました。今日までの行政の姿勢につきましては、担当課と事業

者との連絡調整の中で、今日まで指導もしながら進められてきておるわけでありますが、

そうした中でもこのような状況になっているわけであります。そうした報告を私自身も

受けまして、大変このことにつきましては、心配をしておるわけでありまして、県を通

じ、あるいはまたそれまでにも、先ほど言いましたように県を通じ国に対してその状況

というものをおつなぎをし、そして対応をお願いをするということでしてきておりまし

たが、私の方からもやはり早急にこの対応をしなければならないという思いの中で、先

ほど山岡議員にお話をさせていただきましたような中で、現在進めさせていただいてお

るわけであります。しかしながら、このもし財務省の方で認められない場合に交付金に

ついての、これがいわゆるおりてこないということになりますと、企業がどのような、

事業者がどのような対応をとるのかということにつきましても、今後事業者と話を進め

ていかなければならないというふうに思うわけでありますが、なお一層、やはり国に対

して現実をつないで、県の方からもつないでいただきながら建設ができるように、そう

いう努力をしていかなければならないというふうに感じております。 
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○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   竹平議員の地域密着型介護老人福祉施設の件についてお

答えをいたします。 

  まず、ご質問の第１点目の地元住民との最終合意はできているかというご質問ですが、

現在、３月に最終の説明会を行ってから、その後会がもたれておりませんので最終合意

はできておりません。 

  第２点目の個室ユニット、多床室との関係ですが、当初県は多床室が入っても構わな

いというような認識でして、私どもも多床室、あるいは夫婦室が入っても問題ないと思

っておりましたが、最近になってというか５月、６月ごろになってもう一度確認をした

ところ、基本的には個室ユニット型にするのが、全国的にもそういう方向であるという

ことで話がありまして、それはおかしいじゃないかということで県と協議をしたときに、

工事の基準で「ユニット型を基本としつつ地域の実情を勘案して」というくだりがあり

まして、そういうところから当初、市町村の判断というように県はとらえておったよう

ですが、ユニット型を基本とするということで市町村の実情がどれぐらい認められるの

かという問題ながですが、どれぐらいの割合なら構わないとかいう問題、話になってき

まして、１割ならえいじゃないろうというような話になってきつつあったわけですが、

厚生労働省に直接見解を聞いたところ「（個室）ユニット型はもう基本であって、地域

の実情という農はもう出てきた段階で検討する。」というように言われました。そうす

ると、出てきた段階というのは、もうでき上がった段階ということになってくると、そ

こで交付金がおりんということの話になってくると相当な問題になりますので、それや

ったら最初からつくるときにはもう個室ユニット型でないといかんのではないかという

結論になって、個室ユニット型にというように変更になりました。これは交付金事業で

実施されておるわけで、一般的につくる場合には多床室が入っても問題はないと思いま

すが、交付金の要綱の中にこういうように盛り込まれておりましたので、交付金事業で

実施する場合には個室ユニット型が基本であるというように確認が最終的にされたわけ

です。それで、当初、個室の動向というのも全国的な動向でしたので、多床室であって

も個室に変換できるような間取り、設計にはなっておりましたので、自分も特に問題が

ないのじゃないかというように思っておりましたが、５階が４階になり、そういった多

床室を全室個室ユニット型にしたり、それから若干中の部屋の配置も何か変えないかん

というようなことも出てきたりで設計の変更をしなければならなくなったということか

ら、今回の建築基準法等の法の改正もあって設計ができない状態になって現在に至って

おります。３月に説明会を行った後、４月ごろに３階建てにするとか４階建てにとかい

う話が業者から、何回かいろいろ揺れ動いているということでありましたので、再度検

討するということで最終的には４階建てになったわけですが、そのときに設計ができて

おって地元の住民と話が、合意ができておれば進めれたと思うんですけれども、実は同

じ事業者の行っている別の大きな施設の建設があって、そっちの方に設計者が時間を取
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られていたということからこちらの方の設計がちょっとなおざりになっていたというこ

とがあるようです。保険課としても事業者と連携をとりながら進めてはきておりました

が、今回、市長の諸般の報告ということで報告をさせていただきました。予算に計上し

ておるのでもう少し詳細な説明が必要ではなかったかということですが、そう言われれ

ばそうかなというような気もしております。香美市として事業主体になって実施してお

ればそういうようなこともあると思いますけれども、事業者が実施主体になっておりま

して、その点ちょっと香美市として十分な連携がとれてなかったのかなというような気

はしております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   竹平議員さんの高校統合及び教育ビジョンという教育問題

についてのご質問にお答えさせていただきます。 

  本年度、県の教育方針施策としましては、この土佐の教育改革も済みましたので「未

来につなげる土佐の教育１０年」という冊子によって方策が提示されました。それを受

けて、私たち香美市では合併２年目も迎えましたので香美市の教育として幼保、学校、

生涯あわせまして、こういうものをまとめまして教育行政に取り組んでおります。ご質

問のありました市内４中学校の３年生の卒業後の進路についてでございます。一人一人

が夢を抱き、自分の進む道へしっかり向かうことができるように授業改善や生徒指導、

進路指導に取り組んでいるところでございます。まず、平成２０年度、もうはや来年の

３月ですが、から大栃高校が募集停止になるという件につきまして、県へどのような対

応をとってきたかということについてお答えさせていただきます。 

  昨年度、市長とともに県教育長のところへまいりまして「大栃高校の存続を再考して

いただけないか、考え直していただけないか。」というようなことも話にまいりました。

そして「もしできないときには山田高校の体制づくりにも考慮が欲しい。」ということ

も申し上げました。また、その後、ＰＴＡと中学校の校長が同じような要望に県の教育

長のところへまいりました。しかし、山田高校をどうするかということにつきましては、

直接は県立でございますので県教育委員会と山田高校側の話し合いということになるわ

けでございますので、山田高校の校長の方にも、校長ももちろんその意思もあるわけで

すから、人事や体制づくりについて、今年度のことについて考えてもらうようにお願い

はしにまいりました。そういった中で、今年どういうふうになっておるかということで

ございます。私が山田高校の開かれた学校づくり推進委員の１人になっております。そ

の会へ出ましたときに、余り学校全体の体制は変わっていないと、今年度変わっていな

いということがわかりました。ちなみに校長も退職しましてかわっております。そうい

うことがわかりました。今後につきましてはどういうふうに、いろいろ考えていかなけ

ればならないと考えています。昨夜、橋本知事と大崎教育長のこれからの教育を考える

地域懇談会が開かれました。これは今週３回にわたって県下で開かれておりまして、昨
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夜、中部会場のがありましたので教育委員長と学校教育課の職員数名と一緒にその話を

聞きにまいりました。が、高校問題は昨夜のテーマからは外れておりました。それで高

校につきましては、高校改革課という課ももう今年からなくなっております。というの

は、やはり再編計画が示されて、もう着々とその方向で進んでいるというような考えで

はないかと思います。山田高校につきまして、言いましたように部活をどうするとか、

大栃高校の農園とかそういったものをどうするかとか。それから新しい課をどのように

するかとかいうような話も全然変わっておりませんので、県教育長もかわりますので、

またかわった時点で。遅いと言われるかもわかりませんが、大栃高校や山田高校とも連

携をとった上で私たちの要望、市としてのお願いには行きたいと思っております。行か

なければいけないと思っております。 

学校に対する、中学生に対する教育ビジョンでございます。 

ここ数年中学生は文武両道を基本に教育をすると、してほしいということをもうずっ

と、この３～４年申しています。学力が低いと。例えば旧土佐山田町時代でございまし

たら、鏡野（中学校）へ行っても学力がつかんとかいうようなことの風評もありました

し、そういうことを基本にして合併後も４つの中学校には示し、教育に取り組んでもら

っております。この県下でも、示されたこの中にも中学校問題は大きく取り上げられて

おります。それにも沿いまして、そしたらどういうような中学校が教育をするかという

ことになりますが、柱が３つあると思います。１つ目は子どもの実態をよく把握すると

いうこと。２つ目は授業の改善に取り組むということ。３つ目は組織として機能する学

校づくり、職場づくりをするということ。県では外部評価の導入というのも入れていま

すが、うちはその指定を受けていますので、以上申しました３つを中心にいろいろ学校

とは話し合っております。中学校３年生は外れておりますが、８月にも校長会でＣＲＴ

の中１と中２の分析を行いました。これは全部の小・中学校を行ったわけです。今月の

広報香美にも市の平均は載せてございますが、もうここ数年来、小学校はどこも上昇傾

向にあります。いわゆるＣＲＴが学力すべてではありませんが、点数であらわれる学力

については上昇をしております。が、中学校はどうも思わしくありません。これは現在

でも繁藤中学校は人数が少ないですので、１人、２人という学年もありますので別にし

ましても、鏡野、香北、大栃がほとんど変わりません。よかったり悪かったりで、３校

のどこがよいとかいうことは言えないような、似たような状況で、どうしても全国的に

比べてよくありません。どういうようにしていったらいいかということも考えまして、

先日、厳しいとは思いましたが教頭会で全部の授業の取り組みを書いたものを持ってき

てもらいまして、発表をし合いました。そして、今指導主事がそれを一覧表にしており

ます。一覧表にすると自分学校のすぐれているところ、抜けているところがわかるから

またそれで研究をしようと思っておるんですが、そういうようなことでやっておるのが

現状でございます。過去２年間、大栃高校へは平成１７年度に香美市で１１人、平成１

８年度で１４人の者が大栃高校へ入学をいたしております。大栃高校問題もありますが、
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中学生に自分の希望する進路に向って、特に中学校３年生はもうはやのことでございま

すので、自分の夢を達成できるように、自分の進むべき道へしっかり向かえるように、

９月から頑張るように学校と話し合い、やっていきたい、やっていっているという状況

でございます。 

以上です。 

○議長（中澤愛水君）   １３番、竹平豊久君。 

○１３番（竹平豊久君）   １３番、竹平です。２回目の質問を行います。 

  先ほど収入役からお答えがございましたが、私の方がちょっと問いかけがまずかった

かと思われます。この指定金融機関についてですが、今、もちろん市の指定金融機関が

四国銀行であると。それから農業協同組合とかほかの金融機関はいわゆる指定代理金融

機関ということは承知しております。私が申しましたのは、そういったいわゆる現状郵

便局でこの取り扱い業務、いわゆる指定代理金融機関でも指定金融機関でもいいんです

が、それができるようにという意味で、郵便局をもということで、殊さら指定金融機関

ということにこだわったわけではございません。先ほど収入役からの答弁にもございま

して、収納代理機関でそのことはもう現状クリアできてますよということであれば、も

うそれでもう結構です。もしそういうことで体制がとれてなかったら、そういったいわ

ゆる住民の利便性向上のためにも努力をしていただきたいというふうに思うわけでござ

います。 

  それから、行政機構について、先ほど市長から一定現状を踏まえて前向きな取り組み

といいますか、いわゆるこの中で、答弁の中で合併協ということの兼ね合いもあってと

いうこともございましたが、要するにその合併協、それから最初申しましたようなその

組織機構としてのあり方、原則が、これはもう当然遵守しなればならないのは承知する

ところでございますが、これも今現在いろいろとめまぐるしく情勢が変わっております

ので、そういった段階で殊さら私が言うのはいわゆるそういったことが固定化といいま

すか、いうことでなくして、もうその都度現場あるいは市長自身がこれはちょっととい

うようなふうに体感なり感触を得たら、そこのところをどういうふうにやったらえいか

という、そういった機構、あるいは職責の体制、そういったものの見直しに取り組んで

いただきたいということを申し上げたところでございまして、ちなみに一昨日も西村議

員さんの方からもこうした機構、それから職制のあり方についての質問もございました

が、そのときの答弁によりますと「前向きに検討はしていくが財政とかいろいろな面が

ある。」とは申しましたが、とにかくよりよい香美市政を進めていくためには、できる

ところからやっていくという姿勢を常に持ち続けていただきたいと思うところでござい

ます。 

  それから、地域密着型介護老人福祉施設についてでございますが、これは現在進行形

ということで私も余りきつくは申したくはございませんが、若干私の質問に対してのち

ょっと答弁にずれを感じるというところがございます。いわゆる先ほど言いました、特
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に２点目のその計画変更、ユニット数の変更なんかについては、保険課長はいわゆる内

容について説明がございましたが、その内容を私が問いかけたのはそういった大幅な変

更があるのであれば、そういった内容を地元の方々にお話しする必要があるのではない

ですかということなんです。ですから、そこなあたりをよろしくお願いしたいと同時に、

これは絶対大幅な変更ということで私当初指摘しておりますので事あるごとに、事ある

ごとというのはこういった計画が進ごとに説明を行っていくべきではないかということ

です。これは地元もいわゆるこういった施設は非常に期待を持っておるわけでございま

すので、そういったもろもろの事情をつぶさに細やかに説明をしていただければ十分に

納得、理解はできるものと私は考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  この件に関して確認の意味で、これも非常に大事なことですので２点ほど聞いておき

ます。 

  先ほど諸般の報告を（一般質問に）私出しましたが、この報告の冒頭にございました

いわゆる近隣住民との説明会で日照権の問題が発生したとあるが、解釈のしようではこ

の問題がなければ事業は順調に進んだとも受け取れますが、このことは通常こうした建

設計画が立案された場合、まずこういった現地調査、あるいは事前調査が行われるのは

これは常でございます。そうした段階で建設予定地の周辺事情は当然把握すべきであり

まして、今回の場合、この場所にこの高さの構造物を建てればこうした影響が出るとい

うのが、これは事業計画の段階で当然想定内のこととして対処すべきことでありまして、

このことをもって、理由づけの１つとして着工がおくれたというような言い回し表現を

したことは、建設に関して協力姿勢を持ち得ている関係者の方々に対して大変失礼と考

えるわけでございますので、その点はどのように認識されているのか。特にこれは明確

なお答えをいただきたいと思います。 

  そして、２点目といたしましては、先ほどそれぞれご答弁がございましたが、私ども

が願いますのは福祉計画の一環としてこれは立案をされたものでございまして、建設実

施に向けて地元関係者ともども側面からの協力姿勢や意思、そういったものは持ち得て

おります。したがって建設に係る今までの経過、非常に課題が出ており、それが抽出さ

れた中で、これからのこととして前向きに課題解決に向けて障害となる事案、特に先ほ

ど申し上げました建設に関する事業予算、そして入居内容の形態変更、こういったこと

の説明になろうかと思いますが、常に当事者意識に立って行政としてできる体制をとっ

ていただき、なおかつ地元住民の方々に喜ばれる施設として建設されることを期待する

ものでありますので、この点についての明確な取り組み姿勢をお聞きしたいと思います。 

  教育長、先ほど高校統合及び教育ビジョンについてご答弁をいただきました。私、若

干答弁をお聞きして、物足りなさというか、いわゆる自身の感じる危機意識といったも

のをすごく感じたわけでございます。といいますのは、先ほどの答弁によりますと山田

高校の体制、そう変わったものではないといったことと、それから県高校改革課がなく

なったと。それから、大崎教育長、当事者がまたかわったというようなことがあると、
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私ども地元から見た目によると、そしたらそういったことで統合を前提として今まで努

力してこういった方向でやっていきましょうという、いろいろ地元の方々と協議をした

結果が、ただ現在になって高校の取り組みの体制もそう変わってない。高校改革課もな

くなった。県の改革がなくなった。（県）教育長もかわったという、それからついでに

山田高校の校長もかわったと。これは私も承知をしております。こうしたことになると、

そしたら今までの統合の結果の果実はどうなったのかと。そこのあたりを今後のことと

して非常に危惧をするところでございます。今後の方針につきましては、先ほど教育長

が香美市の教育ビジョンということで、それはそれなりに取り組んでいるということで

すが、それはあくまでも基本ベースになることであって、そういったいわゆる我々がと

もに話し合ってきた、今からの統合後の高校がなくなることを前提にしたときの山田高

校の今後のあり方というふうなところがちょっと抜け落ちておるのじゃないかというふ

うに考えて、感じておるところでございます。そういったことから、先ほど教育長が若

干市内の中学校の大栃高校の方への入学、過去２年間の入学ということで数字をお示し

をいただきましたが、私もなおそういった、先ほど言いました今後の進学率確保、こう

いった観点から数値ベースに戻したときのいわゆる市内３中学校における平成１９年度

の入試状況、先ほど一部お答えいただきましたが、こうしたものは当然分析データとし

て、また状況掌握のために備えておるでしょうから、４点ほどお聞きをいたしたいと思

います。 

  まず１点目といたしまして、前期選抜、後期選抜での合格者数が何名かと。また、そ

の割合はと。そしてその割合は県平均と比較してどうかということであります。 

  そして、２点目といたしまして、後期選抜における不合格者数は。また、その割合は

どうなっておりますか。 

  それから、３点目といたしまして、もう既にご承知のとおり現在の社会的な環境から

見るときに、高校進学は社会的要件として、また、人生設計の、将来に向けての一過程

として常態化されている中で、後期選抜における不合格者の進路状況及び再募集、定時

制、通信制、私立への進学者数と最終的に高校進学を断念した中学生の数がわかってお

ればお示しいただきたいと思います。 

  それから、４点目といたしまして、平成２０年度の入試から大栃高校は募集停止とな

るわけでございますが、市内の３中学校から大栃高校への過去２年間、先ほどお聞きを

しましたが５年間の推移でもわかっておりましたら、それをお示しをいただきたいと思

います。 

  以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   収入役、明石 猛君。 

○収入役（明石 猛君）   竹平議員の２回目のご質問にお答えをいたします。 

  基本的には民営化後も同じ取り扱いということになります。ただ、それではその現状

がいいのかということになると、先ほど課題というふうに１回目のご質問のときにお答
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えをしましたけんど、その課題がやはり解決をされないと市民の方も利用しづらいとい

うことにはなります。それと、郵便局とそれから指定金融機関である四国銀行、この間

のお金のやり取りも現在は現金を取りに行く、持ってくるという、人がそういうことを

やっておりますので。それがその全銀ネットで、例えば高知銀行なんかであれば送金が

できますわね、自動的に。そこな辺が全然違うわけです。 

  それと、もう１点は市民の方が納金、お金を払う場合に指定の払い込み用紙というの

がその郵便局にはあるわけです。市の納付書ではいかんということになっております。

したがって、そのあたりも便利が悪いということ。それから、手数料につきましては、

基本的には３０円要ります。これも市が負担しますけんど、ところが高知銀行なんかの

場合はゼロです。今朝高知新聞にちょっと出ておったと思いますが四国銀行の方も、極

端に言えば３０円郵政の方へ払うやったら我々（銀行）も上げてもらわないかんという

ことになると。今後、そういう話が次第に出てくるというふうに思います。恐らく下へ

下げるという話は出てきませんので、上へ上げるという話になりゃせんかということで

ございます。ただ、民営化されるからというたって別に変わるわけではありません。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   竹平議員にお答えをします。 

  まず、組織機構のあり方であります。 

  先ほど議員からもお話しがございましたように、やはり現場に合った機能、また機構

に変えるべき点は変える必要がありはしないかという当然のことであります。ただ、そ

うした中で職員の削減問題であるとかさまざまな要因もあるわけでございますが、しか

しながらそうした一定の合併後１年半を経過した中でさまざまな課題も、クローズアッ

プされておる問題もございますので、そうしたものを加味しながらやはり将来を見据え

た機能、機構、あるいはまた機能を考えていかなければならないのではないかというふ

うに考えております。 

  次に、地域密着型介護老人施設でございますが、諸般の報告の中で日照権について、

おくれてくる１つの要因である。確かにその５階建てのものを４階にしなければならな

い、そうしたいわゆる設計変更も伴ってくるわけでありますので、日照権という問題も

１つの要因であったということは、そうであったというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   竹平議員の２回目のご質問にお答えします。 

  個室ユニット型多床室の説明が、地元説明をしなければならないのではないかという

ご質問でしたが、確かに地元の方に利用してもらう施設ですので説明はしていかなけれ

ばならないと思っております。今後、厚労省の答え、協議中ということですので、ある

いは答えが出る、あるいは財務省の最終決定がなされてから地元説明をしなければなら



 

－36－ 

ないと考えております。行政としての方向については、山岡議員のご質問でも回答をさ

せていただきました。が、交付金がおりないことが決定した場合は事業者も厳しい経営

を余儀されるわけですけれども、施設建設に前向きに検討してもらうよう要望していき

たいと考えております。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   竹平議員さんの２回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 

  確かに私も今になってというか、反省をしております。 

（サイレンのため中断） 

  県教委に対する山田高校の今後についての要望といいますか、それが今年度抜かって

おったというか、遅かったという反省をしております。昨年度は大栃高校の後援会の方

とかＰＴＡの方とか、市長さんも何回もおいでてくださって一緒になって市全体として

話し合いをし、先ほども言ったように要望もしてまいりました。今年６月だったと思い

ますが、開かれた学校づくりの会で体制が変ってないこともわかりましたので、山田高

校の方へも要望しましたけれど、その後が抜かっておったと反省をしております。ただ、

言いわけにはなりますけれど県立でありますので、やはりどういうような高校が。例え

ば、あちこちで高校がかわっているという報道があります。科のつくり方とかいろんな

ことで。山田高校は全然変わってないわけです。そういったことに対する話し合いとい

うのは、やはり校長を含めて県の側で話すわけですので、直接は私たちの及ばないとこ

ろもありますが、また今後はその反省に立って話し合いに行きたい。行かなければいけ

ないと思っています。 

  それから、２点目にご質問のありました平成１９年度の高校入試の状況についてお答

えさせていただきます。 

  香美市全体で前期は１９１人受験しまして、１０１人合格し５２.８８％の合格率で

ございます。後期は９２人が受験し、７４人が合格し８０.４３％の合格率でございま

す。これを高知県で比べますと、県全体としては前期の割合が５３．８％、後期の割合

が８３.６％でして、県と比べますと香美市の割合は少しですがよくありません。それ

を分析してみますと学校の選び方が、やはり本人を重視いたしまして、選抜方法が変わ

りましたのでやった結果でもなかろうかと思います。例えば大栃高校、山田高校への前

期の希望者は割合少ないのです。例えば山田高校へは香北中学校は５５％、約半分の者

が前期に山田高校を希望しております。大栃中学校は２５％、鏡野中学校は２９％、繁

藤中学校は２人全員の１００％が山田高校へ前期の希望をしております。大栃高校につ

きましても前期は４校あわせて４人というような希望というか合格率でもあります。希

望が少なかったと思います。 

  次、後期の選抜についての不合格者の数でございますが、後期で不合格になった者が

１８人おります。その１８人の内訳は大栃高校へ８人、別の全日制へ１人、定時制へ２
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人、各種学校へ２人、未定、行けなかった者が５人でございました。この５人というの

は一昨年度に比べて非常に数が多かったわけで、私も本当に反省をしております。一昨

年は１人でございました（後に「この１名は病気により進学をしなかった者。」と追加

説明あり）。そういった状況でございます。 

  それから、過去５年間の大栃高校への進学でございますが、古い方から申します。鏡

野が１４人、４人、１０人、９人、６人。香北が１２人、５人、６人、２人、４人。大

栃が１１人、９人、６人、０人、４人。繁藤はなしということになっております。合計

しますと、３中学校で平成１４年度は３７人、平成１５年度が１８人、平成１６年度が

２２人、平成１７年度が１１人、平成１８年度が１４人ということになっております。

その５人の行けなかった者につきまして、いろいろ私も大体、大体といいますか５人の

名前も知っておりますので、その後の生活についても話し合ってもおります。今年はど

うなるかということですが、今年も４中学校で心配をしておる子どもも数人おります。

そういった者について、本当に希望がかなうようにするにはどうしたらいいかというこ

とを真剣に考えていかなければならないと思い、話し合いをしたりもしております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   先ほど竹平議員にお答えさせていただきました物部町の施設

のことについて少しつけ加えさせていただきますが、諸般の報告で１つ日照権の問題が

（建設のおくれの）１つの要因になったと言いましたが、その前提にやはりそうした問

題を醸し出す前に、やはり地域の方々にもう少し最初の段階でそうした説明がきちっと

できていなかったのか。そうしたご理解をいただく、そして変更になるにしても、前提

にもう少しきちっとした説明をし、合意を得られる努力ができていたのかどうかという、

その辺が一番のまず１つの大きな要因であるということは当然出てこようというふうに

思います。そうしたことを諸般の報告の中で入れていなかったということは大変私自身

残念に思いますが、そうしたことを今竹平議員にお答えをさせていただきたいというふ

うに思います。 

○議長（中澤愛水君）   昼食のため午後１時まで休憩をいたします。 

（午後１２時０６分 休憩） 

（午後 １時００分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

  １３番、竹平豊久君。 

○１３番（竹平豊久君）   １３番、竹平です。３回目の質問を行います。２点ほどお

聞きします。 

  まず１点目は、先ほど言いました地域密着型介護老人福祉施設の関係でございますが、

先ほど２回目にお聞きした折に、これは最も大事な部分であり、よほど慎重に取り組ま
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ねばいけない問題といたしまして地元との合意の関係をお聞きしましたところ、割と簡

単にさらりと（合意が）できてないということでしたが、それはまさに建物を現実に建

てるのですのでこれを置きかえて言えば、合意ができてないということは、肝心の建物

の基礎部分ができてないというふうにも感じ取れるわけです。ですから、ここのところ

を先ほど言いましたように現在進行形ですので余り詰めた話はいたしませんが、少なく

ともここの部分の取り組みの姿勢ですね。それと、先ほども若干、答弁の中でもござい

ました事業者の方に対する行政としての指導の姿勢ですね。そこをかちっとしておかな

ければ後々また先ほどの１回目の質問のとおりの事態に陥るのではないかと非常に心配

するところでございますので今後のそこの対処策ですね、そこをお聞きしたいと思いま

す。 

  それから、教育関係の行政の方でございますが、先ほど教育長からご答弁をいただき

ました。最終的にその３中学校の関係で高校を希望する生徒が断念したというのは５名

おって、教育長も非常にその生徒たちに関して胸を痛めているというご答弁をいただき

ましたが、これはあくまでも平成１９年度までの大栃高校があった状況の中での数字で

ございますので、実際に平成２０年度、いわゆる今年からもう大栃高校が現実になくな

るといった場合に、先ほど数字もお聞きをいたしましたがそこのあたりのいわゆる進学

率に関して、具体的に言いますとその５名が減るのは結構ですがもしかするとその反対

側になるということになると、大変これは生徒自身のみならず保護者の方々の、これは

将来にわたって非常に影響があるというふうに思いますので、ここのあたりは今後十分

に支援策といいますか、市教委としてできるそういった対応策をとっていかなければな

らないと思いますが、その点についてお聞きしたいと思います。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   竹平議員の３回目のご質問にお答えします。 

  まず１点目は、地元との最終合意についてですが、最終合意がなされてから事業着手

となると考えておりますのでそのためには設計ができ上がってからになると思います。

きちんとした設計ができ上がってから地元への説明というように考えております。 

  それと、事業者との連携ですけれども、連携を密にしながら、指導も含めながら協議

を十分にしていきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、竹平さんの言いゆうのは、最終合意やけんどその

間に情報を共有して、地元民と。同じように理解をして、そういうものに対して理解を

とれちゅうかと、地元住民が。そういうことが十分でなかったきに５階の４階にとか変

更を途中でせないかんということもある、それを含めての質問やき。そこで、ほんで常

に住民とのそういう合意が取れていきゆうかという問題が質問の１つ、２つですので。

この辺の答弁。 

○保険課長（岡本明弘君）   ３月の説明以降、住民との接触がとれておりませんので、
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十分な説明にはなってないと思います。いろいろ、５階が４階になったりとか４階が３

階になって、３階が４階になったりとかいう変遷がありましていろいろ動いた面もあり、

また内容の変更、つまり多床室から個室ユニットに変更をしたということの説明もでき

ておりませんので、そういった説明もしなければならないと思っております。これまで

３月から相当期間がたちましたので、何らかの説明がなされてしかるべきであったと反

省しております。今後は事業者と話し合いながら、連携、協議しながら指導もしていき

たいと思っております。よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   教育長、原 初惠君。 

○教育長（原 初惠君）   竹平議員さんの３回目のご質問にお答えさせていただきま

す。 

  実は、先ほど申し抜かりましたが、一昨年度の１名の未定者というのは病気で進学を

しなかった者です。もともと（高校を）受けなかった者です。それで、一昨年は全員が

進学できたという、香美市の合併した年です、いうような状況でした。今年の５人につ

きましては、まだその前の年とかで学校へ行ってないという者もおるんです。退学した

者もおるわけですから、途中で。そういった人たちにつきまして、補導教員が主になり

まして就労のあっせんをしたりはしております。昨年度の５人、実は５人だけではない

のです。知っておるところでも退学した者もおります、２人ぐらい。そういった者も含

めまして、今仕事をしていると。７人に私が知っておる限りはなるわけですが、その７

人のうちの３人は仕事をしております。あとの４人につきましては、ちょっと家がこの

近くの者もおりますし遠い者もおりますが、この辺でいろいろしておる者もありますし、

どのような様子か余りわからない者も実はいます。過去、数年前にはこういった子ども

たちの中で教育支援センターふれんどるーむへ勉強に来まして、１年おくれて進学をし

た者もおります、数名。そういったこともありますので、また勉強をするような、その

ふれんどるーむを中心にした手だても考えていかなければいけないと思います。就労の

あっせんもしていかなければいけないと思います。 

  そして、今年度の進学、今の中３につきましても実は全員が、今までもそうです、進

学するのでなくて初めから就労を希望する者もおりました。そういった者につきまして

は励ます会といいまして、就労、中学校へ行って多少の祝い金も出して、かつて旧土佐

山田町のときは励まして仕事に送り出すというようなこともしておりました。しており

ましたけれども進学率が高くなりましたので、そういったことも今はやめております。

けれども、大きな人生の出発点ですので、中学卒業というのは。進学をするのか、その

場で仕事につくのかというようなことは十分に本人や家族とも話しまして、希望が通る

ようにいろんな面で手だてをしていく必要があると考えております。去年、私も本当に

頭を痛めました。今までその５人という数が多かったからです。ところが、これ先ほど

も言いましたように各種学校へ行く子どもが少なかったわけです。各種学校は教育費が

高うございます。この今の社会情勢を見て、なかなかそこへはよう行かんと、高知です。
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そこへはないないよう行かんという家庭も実はあるわけです。そういったことも含めま

して、家庭への支援、子どもの将来に向かって進学するのか、就労するのか、どういう

学校を選ぶのかというようなことは十分に指導し、考えていかなければいけないと思っ

ています。そういった面の体制づくりも必要でしょうし、今後とも皆さんのご協力も得

て、子どもの幸せのためにやっていきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   竹平豊久君の質問が終わりました。 

  次に、１８番、石川彰宏君。 

○１８番（石川彰宏君）   １８番、石川であります。 

  ３月１１日より始まりました一般質問も最終日を迎え、私を入れ残すところ２名とな

りました。執行部の皆様の答弁をよろしくお願いいたします。 

  それでは、議長さんの許可をいただきましたので、２点について質問させていただき

ます。６月の一般質問でも、竹内議員より市有林は年齢に応じた手入れができているか

の質問もあり、また、今回、初日に同僚議員の門脇氏より質問もあり、重複する点があ

るかもわかりませんが再度質問いたしますのでよろしく答弁をお願いいたします。 

  猛暑日が続いている中で、８月２０日に物部支所長さん、林政課長さん、物部森林組

合長さんにご案内をしていただき、市議会として初めて市有林を一部ではありましたが

視察をさせていただきました。（物部町）神池地区にある山林は、林道、作業道もでき

て間伐もできていて、林業関係に携わっている者としては山林とも言っても過言ではな

いと思われます。また、（物部町）上岡は遠方ではありましたが、成長している様子が

わかり、香美市にとってはどこの市町村にも負けない大きな財産があるということがわ

かったわけであります。 

  この大きな財産を守り育て、必要に応じ伐採するには今後どうすればいいかというこ

とであります。それぞれの行政や会社また各家庭においては将来的な計画を立て、実行

し、前進しているものと思われますが、木材価格が低迷している現在、また、財政の厳

しい中での市有林に対しての施業計画は市としては大変な無理があると思うが、水源涵

養や自然を守るため、また、全世界的に言われている二酸化炭素削減のためにも行政と

しては長期にわたる施業計画を立てなければならないと思うが、財政課、林政課として

は計画を立てているか。緑資源機構、旧の森林開発公団、森林整備公社、旧の林業公社、

観光造林との分収林契約を結んでいる山林については問題はないと思いますが、直営林

となっているものについてはどうか。特に皆伐をしているふるさとの森約４０ヘクター

ルについては、今後どのようになっているかお伺いいたしたいと思います。 

  続いて２点目でございますが、旧香北町、旧物部村を韮生郷といい、香北町でとれる

米が韮生米と言われ、この米の販売促進についてであります。 

  今、米の消費が落ち込んでおりますが、昭和３０年代には１人平均１２０キロの消費

があり、現在では５０キロを切る状態での米販売促進は大変だと思うわけでありますが、
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高知県には土佐の３大良質米として旧香北町の韮生米、旧窪川町の仁井田米、土佐町の

相川米があり、一時期韮生米は食味がよく消費者には人気がありましたが、米価が毎年

毎年下がる一方、また、転作をしなくてはならなくなり、農家としては減反を余儀なく

され、中山間地域では農地が荒廃し災害を招くようにもなっております。現在、年をと

られた方でも「まだ米づくりはできる。」と言われる方が大勢おいでになられます。土

佐山田町では農業の後継者がいなく、園芸物はできず、稲作だけが現金収入になるわけ

であります。この米づくりだけはできるという方々につくっていただき、韮生米という

地域の米を農家、ＪＡ、行政が一体となって今一度売り出してみてはどうかと思います

が、お考えをお聞きいたします。 

  １回目の質問を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   石川議員のご質問にお答えいたします。 

  財産管理につきまして市有林の今後の施業計画についてのご質問でございますが、市

にとりまして市有林の役割は何かと考えてみますと、その役割は石川議員の言われまし

たように１つには水源の涵養、それから、次に地球温暖化防止のための二酸化炭素の削

減、それから、自然の保護もあります。そして、市財政の収入源として売却益を得る目

的等が挙げられると思いますが、市有林の長期利用計画については策定されておりませ

ん。今後、市有林の計画的な施業を含む管理全般についての長期計画の必要性は考えな

ければならないと思っております。現在は合併後、財産台帳の整備をしておるところで

ございますが、長期計画、そういうものについて考えていきたいと思います。 

  それから、ふるさとの森、直営林ですか、ふるさとの森についてのご質問がございま

したですが、このふるさとの森につきましては本年９月中に分収林としての伐採、皆伐

を終了する予定でございまして、今後につきましては１１月を目途に緑資源機構、それ

から物部森林組合、そして市、その三者で分団、分収造林契約を締結したいと考えてお

ります。そのような予定をしております。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   石川議員のご質問の中で、公団造林と分収林以外の市有

林についての説明をさせていただきます。答弁をさせていただきます。 

  公団造林、分収造林以外のもので、こないだ視察しました物部町アカギュウ等につき

ましては、物部森林組合と３年間の施業委託業務契約を締結し平成２０年度まで実施す

る予定でございます。また、香南市香我美町にありますルネサスの森でございますが、

協働の森につきましては、今後５年間の施業計画を立ててともに協働して森林整備を進

めてまいります。また、市有林の中で（物部町）西熊の森自然環境保全林、あるいはそ

の不伐の森、これは香北町でございます。それぞれに協力的森林というような位置づけ

もされております。また、本年になりまして土佐山田町大法寺に大法寺の森というもの
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の協定ができております。相手方は情報交流館のネットワークでございます。森林技術

センター（後に「森林総合センター」と訂正あり）内にあります。そういったことで、

今後も市有林の管理を委託しています香美森林組合、物部森林組合等と適正な森林管理

について協議しまして、市有林ごとに水源の涵養、国土保全機能、あるいは木材生産等

市有林の目的別位置づけ等を行いまして、機能が十分に発揮できるようより計画的かつ

適正な施業を実施してまいりたいと思っております。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   石川議員の韮生米についての販売促進についてお答えを

させていただきます。 

  香美市振興計画の中で特産物のブランド維持、向上を基本方向とし、地域の特色に基

づいて競争力のある作物づくりを図るとしています。また、香美市の水田農業ビジョン

においても中山間、香北町地域において米と野菜の複合経営は、売れる米づくり、野菜

の産地化を中心的課題としています。ビジョン策定の中、過剰米に対する生産調整との

連動により、すべての部分では支援はできませんが、集落営農、また地域での合意形成

のある米づくりについて効果ある提案をしていきたいと考えております。香北町地域に

おいては、物部川の河岸段丘に広がる上韮生郷として、味のよさで定評の産地として市

場評価もあろうと考えています。競争力のある作物づくりとして産地形成を確立するた

めにも、安心で安全な高品質、良質米の安定生産を基本とした売れる米づくりを推進す

ることが重要と考えています。ブランド化、高付加価値を目指し、あわせて流通販売の

面で消費拡大を含めた宣伝活動や有利販売のある流通市場を模索する必要があり、生産

者、そしてＪＡ、行政関係機関が連携し、生産組織の発展等に取り組んでいきたいと思

っております。営農推進の中でも売れる米づくりについてはいろんな意見を出し合って

おります。また、効果のある事業は提案をしていきたいと思っております。 

○議長（中澤愛水君）   １８番、石川彰宏君。 

○１８番（石川彰宏君）   ２回目の質問をさせていただきます。 

  先ほど、財政課長さんがふるさとの森については「緑資源機構と契約をする。」とい

うことでございますが、この緑資源機構自体、皆さんもご存じのように解体されるとい

うことも言われております。ＣＯ
２
の関係で林道部門の方は解体されても造林の方は残

るとも言われておりますが、まだその結果がわかっておりませんが、もしそれが契約が

できないということになりますと４０ヘクタール、昔からよく言われるのは、切ったも

のは先祖に植えて残せということも言われておりますので、これは自然の保護の観点か

らもぜひ植えなければならないと。その植えるにつきましては、４０ヘクタール植える

となると市の持ち出しが１,２００万円から１,５００万円、これは補助金を引いての金

額です。その辺のことはどうなっておるでしょうか。これは緑資源機構があるかないか

の存続問題にもなると思いますが。 

  それと、韮生米でございますが、ご努力願いたいと思います。既に旧窪川町の仁井田
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米につきましては、一時仁井田米も物すごく落ち込みまして、これはあるグループとそ

れとお米屋さんとが協力しまして仁井田米を売り出して、現在は足らなくなり、今年な

んかも何かもう既に予約でいっぱいと、足らないような状態ということでございます。

また、嶺北地方の相川米も既に売りの攻勢で出ているようでございますので、ぜひうち

もその韮生米が他の２産地に負けないような方針を立てていただきたいと思いますが、

よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   石川議員の２回目のご質問にお答えいたします。 

  緑資源機構が解体される。申しわけありませんが私知りませんでした。その造林の機

能は残して存続するかもしれないということもお聞きしまして、それはそれで以後、皆

伐された後の次の手だては当然せないかんといかんと思いますので、林政課と協議しな

がら次の方向を見定めていきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   石川議員の２回目のご質問にお答えします。 

  緑資源との（契約）締結ができなかった場合というご心配でございますが、この緑資

源機構との（契約）締結につきましては旧物部村時代からだんだんに話を進めてきてお

りまして、（契約）締結されるものと信じておりまして、その単費で植林ということは

想定はいたしておりません。また、当地は保安林等が多ございますが、植栽義務地の植

栽義務がすべてあるというような森林ではございません。しかしながら、水源涵養とか

森林の機能等がございますので、そういったことで（契約）締結をするものでございま

す。 

  また、あと１点ですが、先ほどの答弁の中で「森林技術センター」と申しましたが、

「森林総合センター」の間違いでございますので訂正をお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   石川議員の２回目のご質問に、特に質問でなくエールを

送っていただいたとお受けして、これから１つでもその有利販売ができるとか市場との

連携、その部分については努力をしてまいります。また、ＪＡさんの方も購入は何とか

できる形をつくっていきたいという思いを一緒に話してくださっておりますので、進め

ていきたいと思っております。 

○議長（中澤愛水君）   １８番、石川彰宏君。 

○１８番（石川彰宏君）   ３回目の質問をさせていただきます。 

  今聞いたらよかったんですが、その緑資源機構との契約ですが、初日の一般質問の時

に門脇議員さんが聞かれたときの「公団との契約は延長して６０年。」と言いましたが、

もしふるさとの森を契約した場合には、今緑資源機構と契約するには８０年という数字

が出てきていると思いますが８０年で契約するんでしょうか。その辺のことをよろしく
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お願いします。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   石川議員の３回目のご質問にお答えします。 

  ８０年という石川議員のご質問でございますが、いわゆる今、森林の施業とかいろん

なことにつきましては長伐期施業というふうにすりかわっておりますので、８０年とい

うのはそういった部分の年数でございます。ただ、今度の（契約）締結についてのまだ

詳細の部分、年数とかいうことはまだ検討中でございまして、決まっておりません。 

○議長（中澤愛水君）   石川彰宏君の質問が終わりました。 

  次に、１６番、黒岩 徹君。 

○１６番（黒岩 徹君）   １６番、黒岩。今定例会の一般質問の私が１８番目で最後

の一般質問となりました。１８人目ということは、今定例会、質問事項も大変多く、既

に同僚議員の質問でご答弁いただいている場合は答弁の必要はございません。どうかよ

ろしくお願いいたします。 

  私からの一般質問は、香美市の当面する課題と中長期の政策課題であります。まず、

財政運営についてお伺いいたします。 

  香美市におかれては、合併後財政運営において香美市中期財政計画を発表され、その

計画をもって財政運営を行うとのことであります。計画は「各年度予算編成の前提」と

の計画書の結びの言葉ではありますが、財政運営の健全性、また、他の管理運営にも指

針となる点からも計画されたことに心より敬意を払うものであります。 

  さて、その計画書の前文の中に「市政等の自主財源比率は低く、交付税や国庫、県支

出金等の財源に依存しなくてはならない」とあります。自主財源確保は、香美市でなく

全国多くの地方公共団体共通の問題でもあります。それゆえに各地方団体の知恵と努力

を試され比較される問題でもあります。自主財源確保につきましては、私は現状ではこ

れ以上市民に負担を負わすべきではないと考えます。そこで、市税の安定確保、市の各

種事業など諸施策をもって市民の所得の向上を目指し、民間経済活動を活性化し、豊か

な市を目指し、市民資産を豊かにし、もって個人、法人税等の安定確保を図るべきと考

えます。この点、自主財源確保について市長のご見解を賜りたいと思います。 

  財産管理について１点お伺いいたします。 

  香美市は合併を経て大変多くの建物や市道、山林等の資産を保有することとなりまし

た。その多くなった資産管理運営は、市長以下職員の方々の目配り、気配りも大変では

ないかと拝察いたします。建物につきましては耐震構造問題、アスベスト対策と議会活

動を通じ拝聴してきたところであります。市道につきましては、その維持管理で議会議

員といたしましても直接市民の方々から声を聞くことがあります。市道の維持管理につ

きましては、どうしても地区住民の方々の協力も得ながら維持していく考えも市行政と

しては重要な問題であります。また、路肩の崩壊や落石、枯れ木の垂れなど危険箇所に

ついては素早い処置も必要であります。そこで、これらの対応は最も地区住民とつなが
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りがあり、その地区全般を対象とする各支所長の責務が重要になってまいります。そこ

で、市道及び林道の維持管理費の一部は各支所予算にする考えはないかお伺いいたしま

す。 

  次に、行政運営の中で行政連絡会についてお尋ねいたします。 

  行政連絡会は今年４月に開催されたところであります。香美市は合併いたしまして平

地も中山間地、山地、商業地区等と多様な地区で構成されております。こうしたそれぞ

れの地区との行政連絡会は、それぞれの地区の要望や行政施策もそれぞれに対応したも

のになるのではないかと考えます。そこで、行政連絡会は支所別にする考えはないかお

尋ねいたします。なお、このことは、市長より「支所別の開催を考えている。」と漏れ

賜っていたところでありますが、市長と地区長（自治会長）との行政上の連絡は地方自

治法でいう長の担任事務と解釈します私としては、議会への配慮もされておりますが、

議会への配慮よりもきめ細かく回数もふやしてはと申し添えたく質問させていただきま

した。 

  次に、インターネットのブロードバンド化についてお尋ねいたします。 

  インターネットにつきましては、国を初め各行政機関ともこれらに対応し、ホームペ

ージを持っておられますし、電子メールのやり取りなど行われているところであります。

香美市も議会を含め現状は充実されつつあると推察いたします。推察と申しましたのは、

香美市内では速度の問題で市役所のホームページにアクセスできない地区もあるためで

あります。私もその地区でありますので、市役所のホームページはアクセスしたことが

ありません。先般、庁舎建設特別委員会で報告を聞いておりますときに「庁舎建設に当

たってはそれらの機能の考えては」とのお話をお伺いしました。これらのことからも、

香美市の将来にとって高速通信網整備の必要性を感じるところであります。 

  さて、このことで現状となりますと、高知市、南国市、香美市の一部では民間会社の

高速通信網が整備されてきております。お隣の香南市におきましてはＣＡＴＶ網があり

ます。先般、ここにお聞きしますと「香南市内だれでも申し込めば加入できる。」との

お話でありました。また、大豊町では行政で事業として行うとの新聞報道であります。

そこで、香美市の行政としては市内各戸への高速通信網整備にどのように取り組むか検

討されておられるならお聞かせください。 

  医療制度についてお尋ねいたします。 

  後期高齢者医療制度につきましては、独立した医療制度を創設するとのことで、平成

２０年４月より実施であります。議会におきましてもこのことに関して連合会議会議員

選挙を実施し、議員を選出したところでありまして準備が整いつつあるところでありま

す。さて、この医療制度の対象者は高齢者であります。高齢者比率の高い地区もありま

す。香美市としてはこのことの周知徹底は早期に準備すべき必要があると考えます。ま

た、健保、国保制度に始まりました医療保険も、その後老人保健制度が加わってきたと

の歴史的経過もあります。そこでの広報活動は重要と思われます。そこで、後期高齢者
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医療制度の広報計画はどのようになっておられますか。また、その予算は後期高齢者医

療広域連合会がするのかお伺いいたします。この質問に関しまして、今月の市の広報紙

で広報活動を既に実施しておられることを知りました。議会での一般質問は議会開催前

の議会運営委員会までに作成しなくてはならないために、質問の訂正ができなかったこ

とをお許しいただきたいと思います。 

  次に、国民健康保険についてお尋ねいたします。 

  先般、新聞紙上におきまして「国民健康保険の特別調整交付金が未申請、レセプト調

査が十分でない」旨の記事がありました。レセプト点検については、議会におきまして

は教育厚生常任委員会審査を通じその調査は行われているとお聞きしておりますが、新

聞報道を受けまして、市民への説明において国保のレセプト点検及びそれに伴う補助金

申請に遺漏はないとの明解な答弁をいただきたくお尋ねいたします。 

  次に、産業政策についてお尋ねしますが、産業政策といえば工場誘致で雇用の拡大、

法人税の確保となってまいりますが、香美市の現状を見ますとこれだけの農地、森林を

目の前にしましては、農林業の振興も重要な柱であります。そこで、農政についてお伺

いいたします。 

  農政につきましては、かつて合併前には旧香北町などでも農産物振興した経過があり

ます。また、馬路村のゆずのような実例もあるところであります。これらのことからも

市の農政としまして地域の独自の産物を奨励し、ブランド化するなどのお考えはありま

しょうか。農業振興政策として香美市の特産品奨励は考えておられるかお尋ねいたしま

す。 

  最後に林政に関してお伺いいたします。 

  私の質問の通告は作業道の道幅であります。なぜそのような質問になったかと思いま

すと、木材の価格の低迷のときで大変厳しい時代であります。このような現状のときは

間伐、枝打ちとともに基盤整備の作業道整備等が林業政策になってくると思うからであ

りますし、作業道の幅をお聞きすることで市の政策の方向性が見えてくると思ったから

であります。作業道は開設するにしましても、その作業に当たるバックホーの形式は１

２０より２００の方が木のかぶ処理も能率的であります。また、作業道で木材を運搬す

るには４トントラックよりも１１トントラックが、市場までの搬出コストの削減がはか

れます。また、道幅が狭いと、伐採した木をところどころに集積してユニックでの積み

込みとなります。道幅が広いと、伐採した木を作業道に置いておけばブラップル付トラ

ックで積み込んでいけます。何よりも林業用の高性能機械は大型化してまいりました。

これらことを考えるとき、道幅は幾らになるとお考えでしょうか。また、作業道は基幹

作業道を計画して、その道から作業道を充実していくことが重要と考えます。これらの

充実は山林の基盤整備となり、将来は山林の団地化となっていくように思われます。計

画性がないと小さな作業道は使い捨てと言われることが危惧されます。これらのことか

ら、作業道整備についてその道幅と今後の整備計画はどのようにお考えかお尋ねいたし
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ます。 

  今回、私の一般質問は中長期政策についてお聞きしましたが、香美市の未来から残し

たのは負債でなく資産であったとの評価をいただけることを望みまして質問を終わりま

す。 

○議長（中澤愛水君）   市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   黒岩 徹議員の財政運営について、自主財源確保にどのよう

に取り組んでいるのかということであります。 

  本市の市税と自主財源は４分の１と国等に依存度の高い状況にあります。今後地方分

権、また地方の自立が問われている中でありまして、いかにして国、県からの支援を求

めるかということも大変大事ではございますけれども、やはりご質問のとおり限られた

予算の中で常に少子化あるいは高齢化にどう対応していくのか。また、ことに自主財源

確保に取り組みがどうつながっていくかを施策の念頭に置く必要があります。自主財源

確保には、現在、農林業を中心とした第一次産業におきましては基盤整備や環境整備、

また、伝統産業の打ち刃物など後継者問題を初め大変厳しい課題は抱えておりますが、

これらの活性化策に対して行政ができる可能な支援に努めている状況であります。また、

製造業など工業系産業が本市には少ないわけでございまして、今日でも生産人口は都会

へと流出をいたしておりますが、高知テクノパークを初め工業団地への企業誘致にも県

との連携をしながら積極的に取り組んでいるところでございます。 

  このように、今後ますます進行するでありましょう人口減少問題は自主財源に大きく

かかわってまいります。このことから人口減少に転ずることのないような施策に取り組

んでいかなければならないと思っております。今後も行財政改革推進特別委員会を初め

まちづくり推進特別委員会、また議員各位の積極的なご提案もお願いをしたいというふ

うに思います。よろしくお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   財政課長、吉村泰典君。 

○財政課長（吉村泰典君）   黒岩議員の財産管理について、市道及び林道の維持管理

費の一部は各支所予算にする考えはないかとのご質問にお答えいたします。 

  予算につきましては、それぞれ組織業務の形態に応じてつけているところでございま

す。その中で、市道の維持補修費について言いますと、例えば香北支所には合計しまし

て１,０８９万４,０００円をつけてございます。そして、林道の維持補修費につきまし

ては、香北支所で言えば２５５万円ついております。このように支所管轄区域の市道や

林道、また農道とかの維持補修予算は、各支所へも振り分けられておるわけでございま

す。しかし、どの部署でも予算が限定されたものになるのはやむを得ませんし、そうい

う中で予定外でやむを得ない支出が発生した場合は、補正や予備費、また予算流用など

で対処するようにしておりますのでよろしくお願いいたします。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   企画課長、濵田賢二君。 
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○企画課長（濵田賢二君）   黒岩議員の行政運営に係る２つのご質問についてお答え

をいたします。 

  まず、支所別での行政連絡会の開催はできないのかというご質問ですけれども、合併

後香美市では自治会数が１９２を数えております。いわゆる最小のコミュニティ組織で

ございます自治会の支えがなければ、行政運営を円滑に進めることができないことは申

すまでもございません。地域との情報伝達や意思疎通の機能を自治会に大きく期待して

いるところから、行政連絡会を年１回ではありますが開催しているところでございます。

「より密接かつ充実させるために回数増を」という声もありますが、大世帯であること

からなかなかおこたえできないのが実情でございます。そこで、ご指摘の支所別にとい

うことにつきましては、旧香北町及び旧物部村については当面支所の事業として会議を

開催するということになっております。ちなみに物部支所では春と暮れ、年２回開催を

予定してございまして、直近では１２月開催とのことでございます。また、香北支所管

内では年明けを予定しておるとのことでございます。なお、将来的な方向性といたしま

しては、現在取りまとめ中の行政改革実施計画におきまして、自治会連合組織の設立支

援の取り組みといたしまして、旧３町村間でまちまちでございます自治会の形態の一元

化を図るとともに行政と自治会間の情報交換や共通課題の解決等を目的といたしまして、

想定としましては昭和の合併前の町村単位制度の連合体の組織化につなげたいと考えて

おりまして、これが実現したならばその効果といたしまして会議開催に係る負担が相当

程度低減されますことから、会議開催の頻度を増加させることが可能であると考えてお

ります。このことにつきましてはそれぞれの自治機能のこともございますし、ある程度

時間がかかることとは思いますけれども、検討や調整を進めていかなければならないと

考えております。 

  次に、市内各戸への高速通信網整備はというお尋ねですけれども、全国各地ではイン

ターネットが高速で利用できるようにと光ファイバーやケーブルテレビなどによる高速

通信網の整備が進められておりますけれども、本市のように広い山間地でかつ住宅が点

在しております地域では、民間資本による整備が費用対効果の面からなかなか進めても

らえないというのが実情でございます。これを行政自身で、例えば地域情報通信基盤整

備事業などにより整備をすることになりますと、交付金事業等による一定の補助制度は

ありますが市自身も多額の経費負担が必要となります。１０日、１１日付けでしたか高

知新聞で紹介がされておりましたけれども、梼原町ではこの整備をするということで、

過疎債で１０億８,０００万円をかけて高速ネット網を全戸に引くというような情報が

書かれておりました。どういった事業を採用してやるのかちょっとこの中からは読み取

れませんけれども、多分この地域情報通信基盤整備事業でやるということになりますと

３分の１交付金をいただけるということになり、なおその過疎債を使うということから

いたしますと恐らく２０億円に近いぐらいのお金を持って梼原町は整備をされるんじゃ

ないかというふうに読みとっておるところですけれども、こうしたように非常に多額の
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経費負担が必要ということになってきます。もとより通信網の整備は地域間格差を埋め

る有効な１つのツールではありますし、特に本市のような中山間地が広い地域におきま

しては教育や医療、福祉面等で大きく役立つことが期待されますことから、整備につい

て強い要望があるところですけれども整備計画すら着手できていないのが実情です。が、

本来こうした民生の通信事業につきましては民間事業者によって整備されるものだと考

えますことから、なお今後も通信網の整備は通信事業者に求めてまいりたいと考えてお

ります。 

なお、ご質問の中で紹介もされました大豊町につきましては、若干ご紹介させていた

だきますけれども、これまでオフトークシステムというものを用いて情報伝達をしてお

ったようでございます。それをＩＰ告知サービスシステムに変えていくということで９

月から申し込みを受け付けるようにしておるとのことでございますけれども、この事業

につきましては幹線に県の新情報ハイウェイを活用いたしまして、個別住宅までのラス

トワンマイルに民間通信事業者の電話回線を活用したＸＤＳＬ基盤を整備してネットワ

ークを構築をするということで、全域のブロードバンド環境をそういうことで整えまし

て、これを基盤といたしましてＩＰ告知サービスとインターネットサービス等の提供が

できるように整備をするというものでございます。モデムとかＩＰ告知端末機は大豊町

からの貸与としておりまして、大豊町全体ではおよそ２,６００世帯ほどはあるようで

すけれども、それに対しまして約１,５００世帯分を準備しているとのことでございま

す。これは加入によりまして通信費がそれぞれ月５２５円かかるようですので、全戸が

なかなか加入ということにはならないような事情があるとのことです。なお、インター

ネット接続もできますけれども、それはその別途にＩＳＰ利用料と通信料が必要となる

ようでございます。また、同じようにお話にもございました香南市ですけれども、こち

らはケーブルテレビが整備をされておりますので、これへの加入で利用が可能というこ

とになるようでございます。 

以上です。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   黒岩議員の医療制度についてのご質問にお答えします。 

  まず、後期高齢者医療制度についてですが、この制度はご存じのように平成２０年４

月から始まる新しい制度で、市民への周知は図っていかなければならないと思っていま

す。広報紙でも周知については広域連合からは掲載内容や掲載依頼があっておりまして、

１０月と３月で広報に掲載してほしいという依頼があっております。ご質問の中にもあ

りましたように香美市では９月広報に掲載をいたしました。また、来年３月にも広報で

啓発予定です。今後は１１月に住民向けの説明会を実施する予定です。予算については、

一般的には県下全市町村が加入する高知県後期高齢者医療広域連合が予算措置し、チラ

シや啓発物などを作成し発行したりすると思いますが、それぞれの市町村でも地元の広

報紙に掲載するなど、独自に啓発、あるいは周知していかなければならないと思ってい
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ます。 

  次に、国保の関係ですが、旧土佐山田町では従来からレセプト点検を独自に行ってお

り、該当の特別調整交付金に関係する結核性疾病及び精神病に係る額についても、すべ

てのレセプトを点検して調査をしていましたので。合併前から特別調整交付金の申請を

しておりまして、交付を受けていました。合併して、香美市となった現在も旧土佐山田

町のときと同様にすべてのレセプトを点検しており、過誤、頻回などの調査のみばかり

でなく結核性疾病及び精神病に係る療養給付費等が多額である場合に交付を受ける特別

調整交付金申請も行っており、抜かりはないと考えております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   黒岩議員の農業振興政策特産品奨励についてお答えをさ

せていただきます。 

  香美市の主要作物は物部町地域の山間地域ではゆずを中心にギンナン、タラ、シシト

ウ、香北町地域の中山間地域はニラ、大葉、ねぎ、また野菜以外に菌床しいたけ、土佐

山田町地域はねぎ、ニラ、ショウガなどが主に栽培をされています。あえてお米のこと

については、先ほどのご答弁で割愛させていただきます。品質、生産量とも日本一を誇

るゆず産地として、また、ニラは全国生産量２位の高知県にあって、県内１、２を争う

生産地となっています。さきのお答えでも述べましたが、特産物のブランド維持向上は

農業振興の中で位置づけをしております。具体的には、水田活用において主要作物振興

としてニラ、やっこねぎ、青ねぎ、ゆず、シシトウ、オクラ、大葉、しいたけ、８品目

をしています。産地づくり交付金の活用によりまして、地域指定作物加算金として交付

し、作物増による産地づくりを支援しております。また、認定農業者を中心に担い手の

育成と確保を目指した香美市担い手育成アクションプログラム、この場においても主要

作物に取り上げ取り組んでおります。個別のメニューを申しますとたくさんの部分があ

りますが、まず農業基盤整備、農業施設整備、これらの特産物を中心とした振興のもと

進めています。また、農産物の加工推進につきましては、各地域にある直販所、また加

工施設の連携によりまして、営農推進の場や各部会の中で効果のある提案があれば取り

組んでいっております。 

○議長（中澤愛水君）   林政課長、小松清貴君。 

○林政課長（小松清貴君）   黒岩議員の作業道の整備についてのご質問にお答えしま

す。 

  まず、作業道整備につきましては、国、県の施策もしくは計画に基づいて市も整備し

ていく考えております。具体的には、作業道は林道を補完するわけですので、森の工場

と団地内の林内路網及び間伐等、継続的な施業が必要な森林など緊急性が高く、条件整

備の整った路線から優先的に整備してまいります。幅員につきましては、昭和６０年代

には国庫補助で基幹作業道の開設等がございましたが、現在はそういった事業がござい
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ませんので（幅員）４メートルの基幹作業道等については開設は難しいと思います。ま

た、近年、高知県四万十町や九州の国有林内での（幅員）２メートルの作業道の開設が

全国的に紹介され、広く認知されました。しかしながら、当市では、当市の地形条件や

高性能機械等の走行性も考慮しまして、今後も大半は補助対象となります標準規格の幅

員３メートルで計画する予定でございます。作業道は林道と違いまして切土、盛土や簡

易な工法で作設しておりまして、耐久性を保つために必要に応じて緑化や柵工等を施工

しております。また、盛土箇所には保護路肩等を最低０.５とか１メートルしていると

ころもございます。また、曲線部には林道同様に拡幅等も施工している場合もございま

す。そういったことで大型車両が通行できるような作業道の開設をしているのが現状で

ございます。このような現状で今後も実質幅員で対応していくことになろうかと思いま

す。また、香美森林組合は列状で搬出間伐をしておりますけれども、作業道に直角にス

イングヤーダーといいましてバックホーにウインチがついたような移動式の集材機械で

ございますけれども、直角に配置して集材等も行っております。また、物部森林組合に

おきましては、間伐は切り捨て間伐等が中心でございますけれども、搬出等する場合に

は作業ポイント等を活用しまして、作業拠点をもって施業が進められております。ちょ

っと休憩になりましたが、そういうことで作業道の幅員については現況の３メートルで

整備する方針であります。 

○議長（中澤愛水君）   黒岩 徹君の質問が終わりました。 

  以上で一般質問を終わります。 

  以上で本日の日程はすべて終わりました。本日はこれで散会をします。 

次の会議は、９月１４日午前９時から開会をいたします。 

 

 

（午後２時０４分 延会） 
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             業勘定）の認定について 

 日程第９ 認定第 ９号 平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（介護サ 

             ービス事業勘定）の認定について 

 日程第10 認定第１０号 平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定につい 

             て 

 日程第11 認定第１１号 平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定 

             について 

 日程第12 議案第６５号 平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」 

 日程第13 議案第６６号 平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予 

             算「第１号」 

 日程第14 議案第６７号 平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２ 

             号｣ 

 日程第15 議案第６８号 平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２ 

             号」 

 日程第16 議案第６９号 平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補 

             正予算「第２号」 

 日程第17 議案第７０号 平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」 

 日程第18 議案第７１号 平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１ 

             号」（事業勘定） 

 日程第19 議案第７２号 平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」 

            （保険事業勘定） 
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 日程第20 議案第７３号 平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」 

 日程第21 議案第７４号 政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条 

             例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第22 議案第７５号 香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正す 

             る条例の制定について 

 日程第23 議案第７６号 香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一 

             部を改正する条例の制定について 

 日程第24 議案第７７号 香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい 

             て 

 日程第25 議案第７８号 香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定につい 

             て 

 日程第26 議案第７９号 農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正す 

             る条例の制定について 

 日程第27 議案第８０号 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第28 議案第８１号 香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例 

             の一部を改正する条例の制定について 

 日程第29 議案第８２号 財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する 

             条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第30 議案第８３号 財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合調 

             整及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

             て 

 日程第31 議案第８４号 財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する 

             条例の一部を改正する条例の制定について 

 日程第32 議案第８５号 秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 日程第33 議案第８６号 佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について 

 日程第34 議案第８７号 香美市営土地改良事業の施行について 

 日程第35 議案第８８号 高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減 

             少及び高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

 日程第36 議案第８９号 高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う 

             財産処分について 

 

会議録署名議員 

 １１番、片岡守春君、１３番、竹平豊久君（会期第１日目に会期を通じ指名） 
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議事の経過 

（午前９時００分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２４人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  議事日程に入る前に報告をします。２２番、西村成君は地籍調査境界立会のため欠

席という連絡がありました。 

  議案質疑に入る前に昨日の本会議の散会後に議会運営委員会を開催しましたので、副

委員長から委員会の協議事項等について委員長報告を願います。議会運営委員会副委員

長、竹内俊夫君。 

○議会運営委員会副委員長（竹内俊夫君）   おはようございます。議長から連絡があ

ったように、委員長がちょうどきょう欠席ということで私がかわりまして委員長報告を

させていただきます。 

  昨日の本会議の散会後に議会運営委員会を開催をいたしましたので、委員会の協議事

項及び協議結果について委員長報告をいたします。 

  協議事項は意見書案第１７号、社会保険庁改革関連法案の一部改正を求める意見書の

提出についてから、意見書案第１９号、後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提

出についてまで、以上３件の取り扱いについて協議をいたしました。この件につきまし

ては、さる９月３日の議会運営委員会で協議をしたのですが、その協議以降に「調整の

上で全会一致で提出をしてはどうか。」という意見が提起されたため、昨日改めて協議

したものです。協議の結果、この３件とも今期定例会の最終日に全会一致を目指して上

程をしようということに決定をいたしました。この３件とも教育厚生常任委員会委員長

が提出者になり、他の総務常任委員会委員長及び産業建設常任委員会の委員長が賛成者

になって提出することに決定をいたしました。なお、この３件の意見書に限らず、今回

のすべての意見書案はとりあえず現在の閣僚の名前で上程をして、票決しておき、新内

閣が発足した後に新しい内閣の名前で送付することに決定をいたしました。 

  また、さる９月３日の議会運営委員会に提出されていた意見書案第１６号、専修学校

を学校教育法第１条に位置づけ、あわせて関係法令上の格差是正を求める意見書案につ

いては、その後に調整の結果、内容の一部に不備な点があるということで今回は取り下

げるということで提案があり、取り下げることに決定をいたしました。 

  以上、議会運営委員会の報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   議会運営委員会副委員長の報告を終わります。 

  議事日程は、お手元にお配りをしたとおりであります。 

  これから、議案質疑を行います。 

  なお、水道事業会計決算及び工業用水道事業会計決算の認定を除く各会計の決算の認

定議案につきましては、付託された委員会において議案精査のため継続審査になると思

われますので、議案精査のために必要な質疑のみするように。また、議案第６５号、平
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成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」については、本会議散会後連合審査会

がありますのでその時点にて質疑を行ってください。その他の案件については各常任委

員会付託となりますので、各議員は付託されていない議案についての質疑を行うように

お願いをいたします。 

  日程第１、認定第１号、平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について、

本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２、認定第２号、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳

出決算の認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３、認定第３号、平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認

定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第４、認定第４号、平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第５、認定第５号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳

入歳出決算の認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第６、認定第６号、平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第７、認定第７号、平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（事

業勘定）の認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第８、認定第８号、平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（保険事

業勘定）の認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 
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  日程第９、認定第９号、平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（介護サ

ービス事業勘定）の認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１０、認定第１０号、平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定に

ついて、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１１、認定第１１号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の

認定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１２、議案第６５号、平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」、本案

について質疑を行います。 

「進行」という声あり 

（笑い声あり） 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１３、議案第６６号、平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補

正予算「第１号」、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１４、議案第６７号、平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第

２号」、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１５、議案第６８号、平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算

「第２号」、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１６、議案第６９号、平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会

計補正予算「第２号」、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１７、議案第７０号、平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１

号」、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 
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○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１８、議案第７１号、平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第

１号」（事業勘定）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   ４番。 

  議案第７１－１５ページですが、これの歳出の７款にその「基金積立金が１,６００

万円追加」というふうにありますが、基金がずっと積み立てられていっておりますが、

こういうふうに基金額がふえる一方ですが、何か有利な運用とか、運用と言うとおかし

いですが基金額をこういうふうに積み立てていくというのはどうでしょうか。何か使え

る方法がないかどうか。保険課長、どういうふうにお考えでしょうか。これまでも健康

づくりとかいうふうにやってきたんですけれども、そのほかにお考えがないでしょうか。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   お答えします。 

  平成１８年度においては基金の取り崩しを行っております。積み立ても行っておりま

すがずっとプラスになっているわけではないですので、年度によってプラスになったり

マイナスになったりするということで、平成１８年度においては単年度収支で若干マイ

ナスにはなっておりますので取り崩しと積み立てと、積み立てはもう最後に取り崩して

残った分を半分積み立てるということですのでずっと積み立ててるわけではないです。

ある程度の基金保有額は保有しておきたいと思っていますので、現在のところは現状で

見ていきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   いつもながらのご答弁ですが、香美市は旧土佐山田町のとき

もそうでしたけど基金高は県下的にも、積立金も保有が高い方かと思うんですけれども

どうでしょうか。そんなことはないですか、基金高。ため過ぎじゃないかと思うような

感じがするんですが。国保会計というのはもうけるものじゃないと思うがですね。不測

の事態にというのはいつもご答弁聞きますけれど、それはわかりますけれど、国保、な

かなか今被保険者にとっては厳しい状況ですので、そういったこともお考えの上、基金

については、運用についてはまた新しい考え方があるんじゃないかと思いまして。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   おっしゃるとおり、県下では一番多い基金の保有高にな

っております、高知市に次いでだと思いますけれども。それは基金の保有高が多い、県

下の中では多いかもしれませんけれども、厳しい運営を余儀なくされているということ

には変わりはないですので、ほかの市町村がなお厳しいということにはなっているとは

思います。しかし、基金を取り崩すことによって国保運営が、スムーズな運営にならな

いような状態になるのであれば取り崩すべきではないと思いますので、ある程度の基金
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というのはまさかのときのためのものですので保有しておくべきだと思います。この金

額が１０億円、２０億円とかいうことになってくるとまた違うと思いますけれども、適

当な金額ではないかと思っておりますが。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第１９、議案第７２号、平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１

号」（保険事業勘定）、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２０、議案第７３号、平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」、

本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２１、議案第７４号、政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はあ

りませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２２、議案第７５号、香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２３、議案第７６号、香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませ

んか。 

４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   議案第７６－２ページですが、この第７条、いろんなその事

業がありますが、これほかにどういう事業がこれから除外をされるのか、指定管理につ

いて。その辺をお聞きしたいですが。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   すいません、もう一度。十分聞き取れませんでし

たので。 

○議長（中澤愛水君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）    ごめんなさい。今のちょっと間違いです。議案第７６－４

（ページ）でお願いします。これは２つのふれあいセンターが指定管理ということで出

てますが、ここのふれあいセンター、両方ともふれあいセンターのこれまでの使用料。

それから、こういう公民館活動的なふれあいセンターの趣旨からして使用料が少し高く
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ないかと思うんですが、特に佐古藪のふれあいセンターなんか。 

  それから、自治会内と外というふうに分かれてますが、どういう分かれ方をするんで

しょうか。自治会内、秦山ふれあいセンターの自治会内はどこからどこまでで、外がど

こからどこまでで、佐古藪の方も同様に内がどこからどこまでで、外がどこからどこま

でなのか。その点お聞きします。わかりましたでしょうか。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   お答えします。 

  ふれあいセンターは、今申し上げましたように秦山と佐古藪２カ所ございまして、こ

のふれあいセンターは国体が始まる前の時点で介護予防拠点事業をいただいて建築をさ

れたものであります。このふれあいセンターにつきましては地元の懸案事項でして、長

い経過をもってこの建築までこぎつけた経過もございます。また一部負担もしていただ

いたりした経過もあるようでございますが、そうして現在まで地元の方、自治会あるい

は部落という単位で管理をお願いをしておるところでございます。ご指摘のありました

別表２の利用料金は、現在両ふれあいセンターを管理しております部落あるいは自治会

のものをそのまま条例の中に移し込もうとしておるものでございます。ご承知のように、

公的な施設につきましてその利用料金を収受するということは認められていないわけで

ございまして、条例整備をして適切に管理をしていただくというのが趣旨でございます。 

  この自治会内とか部外となっておりますのは、自治会の外の方が利用された場合、あ

るいは部落の外の方が利用された場合ということでございますけれども、実際の利用の

状況をお伺いしますとほとんどが自治会内の利用の、しかもその料金をいただくような

内容は余りないというふうにも聞いております。 

  以上です。 

○議長（中澤愛水君）   ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   この料金が、その公民館活動的なものにこういう料金、特に

佐古藪ふれあいセンターなどは３,０００円と５,０００円。これは秦山ふれあいセンタ

ーの方は１時間単位になっておりますね。佐古藪の方は１利用に対してもう一括、くく

りでこういうふうになっておりますが、公民館活動的なものにこういう金額を設定しま

すとブレーキがかかるんじゃないかというふうな感じもするんですけれども、今までと

同じ額で間違いないですか。自治会外というのは、自治会に入っていない人じゃなくて

地域外という。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   お答えします。 

  公民館というお話でしたけれども、地元では公民館という意識もあるわけですけれど

も、建物それ自体はふれあいセンターという事業、違ったもので出てきておるわけです。

しかし、地元では公民館としての過去の歴史もございまして、この建物を復活してほし

いという要望の中でできております。しかし、この利用料金につきましては、地元で十



 

－12－ 

分話し合いをされまして実施をされていますので、これによってその言われたような支

障が出てきておるということはございませんので、私の方ではよいのではないかという

ふうに思っております。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２４、議案第７７号、香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定に

ついて、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２５、議案第７８号、香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定に

ついて、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  ４番、大岸眞弓君。 

○４番（大岸眞弓君）   議案第７８号、この県の要綱によりますと高知県ひとり親家

庭、今まで母子であったものが父子も該当するということで今回のこの条例の制定かと

思うんですが、これの財源内訳というか、どうなってますでしょうか。県がどれぐらい

で市がどれぐらいというのはわかりますでしょうか。 

○議長（中澤愛水君）   保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   個人負担分を県が２分の１、市町村が２分の１というこ

とになっております。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２６、議案第７９号、農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改

正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２７、議案第８０号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

て、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２８、議案第８１号、香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する

条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑はあり

ませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第２９、議案第８２号、財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関

する条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑は
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ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３０、議案第８３号、財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総

合調整及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑

を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３１、議案第８４号、財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関

する条例の一部を改正する条例の制定について、本案について質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３２、議案第８５号、秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について、本

案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３３、議案第８６号、佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について、

本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

  １８番、石川彰宏君。 

○１８番（石川彰宏君）   １８番、石川です。 

  この指定管理者となる団体の名称が「佐古藪部落部落長」となっておりますが、社会

学的方法として広く用いられてきておりますが、近年では被差別部落の意味を連想させ

る用語としてタブー化されておりまして放送禁止用語としている点からも、この言うた

ら「部落」という名前を「地区」とか「集落」という名前に変えるが本当ではないかと

思いますが、その点についてお伺いいたします。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   さきの答弁の方でもお答えしましたように、この

佐古藪のふれあいセンターにつきましては、建設に際しましては地元も大変負担をしま

して、この施設につきましては「その地元部落との関係を明確にする」というふうなも

のも書かれております。その中には「佐古藪部落」として、そして部落長との見解とか

いうふうな形で「佐古藪部落」という名前を全面に出されております。今回、この指定

に当たりまして地元ともお話をしましたけれども「「佐古藪部落」でこの指定管理を受

けたい。」というふうなことでございましたので、私の方としましては「自治会」とい

うふうな形の名称に変わっているということは承知しておりましたけれども、その代表

者である方が「「佐古藪部落」で。」というふうなお話でございましたので今回の提案
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になっておるところでございます。 

○議長（中澤愛水君）   ２１番、西山 武君。 

○２１番（西山 武君）   ちょっとお尋ねしますけど、指定管理者は部落長（自治会

長）となっていますが大体１年ごとに部落長がかわっておると思いますんで、この期間

が平成２４年までになってます。そのかわるたんびにこれをやるわけですか。部落長

（自治会長）がかわるたびに。 

○議長（中澤愛水君）   福祉事務所長、法光院晶一君。 

○福祉事務所長（法光院晶一君）   この指定管理となる団体の名称のところに「佐古

藪部落」とございまして、この「佐古藪部落」とその協定が結ばれることになります。

それだけではちょっと説明が不足ということで部落長（自治会）名を付記させていただ

いておりますので、これは指定管理者の団体はかわりませんので協定は有効だというふ

うに考えております。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３４、議案第８７号、香美市営土地改良事業の施行について、本案について質

疑を行います。質疑はありませんか。 

  ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   ３番。お尋ねいたします。 

  議案第８７－５ページの方に目的が書かれておるわけですが「老朽化したコンクリー

ト水路及び土水路であり云々」ということで、こういう地域は、地形が土佐山田町地区

というところでありますけれども、たくさん箇所が現実的にも見られるわけですが、議

案第８７－１０ページの方に用排水路ということで１０カ所を指定されているわけです

が、そこに至った背景、経過をまず１点目に伺うものです。 

  それと、この「自然環境云々の整備」ですが、この１１番のところ。具体的に言いま

せんが、中身は書いてますけれどもどういうことをこの場所でやっていくのか。それか

らこの場所をちょっと明確にお伺いしたいんですが。この２点をお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   ご質問にお答えをいたします。 

  提案理由につきましては平成１５年以降、また以前地域から要望のあった事業の中で

提案採択の要件に伴う事業のみを今回も計画に入れております。平成１５年、平成１６

年、平成１７年、平成１８年、この４年間の間に再度要望者の方に問いかけをさせてい

ただいて、その結果、採択基準に基づいて提案の箇所数を決定しております。 

  それから、自然体系につきましてはその水路に生息する貴重動植物と申しますか、絶

滅に近いとか、非常に少ないものを調査しましてその部分の、そういう生息する部分に

ついては自然工法、ある程度の石積みとかそういう工法を入れて設計断面をつくらない

かんと、そういう箇所です。それは物部川水系でなくって穴内川水系、鏡野川用水水系
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の中にそういう動生物がございますので、鏡野川水系の部分でございます。場所は今、

駅の北、駅北の部分でございます。 

○議長（中澤愛水君）   ３番、山﨑龍太郎君。 

○３番（山﨑龍太郎君）   大体わかりましたが、そういう中で場所とか変更の余地が

今後あるのか、その点と。 

  もう１点、議案第８７－８ページの方に受益者負担のことをうたわれて（負担は）１

０％以内ということですが、大体１０％に落ちつくというがが今までのやり方かなとも

思うんですが、そこら辺の均一性は図れるのか。その４番に「受益者分担金の借り入れ

る償還計画なし」ということを書いているのは、工事施工に伴って１０％は（負担金

を）いただくという認識でいいのか。その点をお尋ねします。 

○議長（中澤愛水君）   農政課長、宮地和彦君。 

○農政課長（宮地和彦君）   お答えをします。 

  事業計画変更については、本来ここまで煮詰めた経過がございます。事業、起点、終

点、この部分については受益者負担の同意も取りつけて進んでおります。安易に工区変

更はできません。構造上の一定の変更要素はございますが、その起点、終点の部分は変

更になりません。 

  それから、負担金についてももちろん地域の同意を取りつけた上で事業申請まで進め

ておりますので、非常に長い期間をかけてこの事業計画は立てております。 

○議長（中澤愛水君）   ほかに質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３５、議案第８８号、高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数

の減少及び高知県市町村総合事務組合規約の変更について、本案について質疑を行いま

す。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  日程第３６、議案第８９号、高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに

伴う財産処分について、本案について質疑を行います。質疑はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  以上で日程第１、認定第１号から日程第３６、議案第８９号までの質疑はすべて終わ

りました。各案件はお手元に配りました議案付託表のとおり、それぞれ所管の委員会に

付託をします。 

  お諮りをします。付託しました各案件は９月１６日までに審査を終えるよう期限をつ

けることにしたいと思います。これにご異議はありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって付託の案件は９月１６日までに
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審査を終えるよう期限をつけることに決定をしました。 

  以上で本日の日程はすべて終わりました。 

  本日はこれで散会をします。 

  次の会議は、９月１８日午前９時から開会をします。 

 

 

（午前９時４０分 散会） 
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議事の経過 

（午前９時０１分） 

○議長（中澤愛水君）   おはようございます。ただいまの出席議員は２５人です。定

足数に達していますので、これから本日の会議を開きます。 

  日程に入る前にお知らせをします。提出議案の一部に訂正がありますので説明を願い

ます。保険課長、岡本明弘君。 

○保険課長（岡本明弘君）   おはようございます。訂正をお願いします。 

  議案第７２－２４ページ、提案説明書ですが、歳出のところの説明で、１行目「１款

総務費は一般管理費を３,０００円追加しました。」とありますが、「円」の前に

「千」を入れていただいて、「３,０００千円」と訂正をお願いします。「円」の前に

「千」を加筆してください。訂正をお願いします。 

○議長（中澤愛水君）   議事日程は、お手元にお配りしたとおりです。 

  日程第１、認定第１号、平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてか

ら日程第３６、議案第８９号、高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに

伴う財産処分について、以上３６件を一括議題とします。 

  これから各常任委員会の委員長の報告を求めます。総務常任委員会委員長、前田泰祐

君。 

○総務常任委員長（前田泰祐君）   おはようございます。１９番、前田でございます。 

  第３回定例会において当総務常任委員会が付託を受けた案件は、認定第１号、認定第

２号と議案第６５号、議案第６６号、議案第７４号、議案第８０号、議案第８１号、議

案第８２号、議案第８４号、議案第８８号、議案第８９号の１１件であります。去る９

月１４日に慎重に審査をいたしましたので、その経過と結果の報告をいたします。 

  まず、認定第１号、平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定についてを議題

といたしましたが、継続審査を希望する意見が出されまして、全員賛成をもって本案は

継続審査とすることに決定しました。 

  次に、認定第２号、平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決

算の認定についても継続審査の意見がございまして、全員賛成でこの案件も閉会中の継

続審査と決定をいたしております。 

  次に、議案第６５号、平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」でありますが、

この案件は既に連合審査会で質疑が終わっておりましたので、直ちに採決を行いまして、

全員賛成によって議案第６５号は原案のとおり可決すべきものと決定をいたしました。 

  次に、議案第６６号、平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

「第１号」を議題といたしまして、執行部から説明をいただき質疑を行いました。 

  まず「競売の告示はどこに行けば見られるのか。」との質疑に対しましては、「申請

し、評価とかすべて終わり、約半年ほど経過して市役所の掲示板で確認することができ

る。また、裁判所、それから新聞に名前は出ないが内容は出る。また、高知地方裁判所
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とか、裁判所のインターネットからも告示されたものについては調べることができま

す。」という答弁がありました。次に、「街宣車が来て住宅の問題とか言っておりまし

たが、どうして街宣車が来たのか。経過、経由とかを教えてほしい。」との質疑には、

「支払いがなされていない方に対して、平成１９年度になり競売の申し立てをしたもの

である。それに対する、いわゆる反論というか話の細かい内容を聞いてみましたが、話

し合いが何とかかんとか言っておったようでありますけれども、こちらはもう貸し付け

当時から何十回も話を尽くした上での結論であり、やるべきことはやった上での競売申

請であったものでありますが、それに対する反論と思われる。」という答弁がございま

した。次に「競売の場合は、裁判所を通じて何回か裁判所へ呼び出して、和解案も調停

もということであったのか。」という質問に対しましては、「訴訟とかいった場合にな

れば、裁判所へ呼び出していわゆる判決または和解になる。それはいわゆる公判の流れ

により決まるが、一応は今回の件につきましてはすべて貸し付け時に抵当権を設定して

おり、そういったことは抜きにして競売の申し立てをした。」というお答えでありまし

た。「現在の貸付件数と競売の件数は。」との問いに対しまして、「今まで旧土佐山田

町を含めて香美市が実行した件数は１８件であり、人にしましたら１０名である。」と

いう答弁がございました後に採決を行いまして、全員賛成でもって議案第６６号は原案

のとおり可決すべきものと決定しました。 

  次に、議案第７４号、政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条例

の一部を改正する条例の制定についてを議題としました。 

  執行部から詳細な補足説明をいただきましたおかげで特段の質疑もなく、採決をいた

しました。結果、全員賛成によって議案第７４号は原案のとおり可決すべきものと決定

しました。 

  続きまして、議案第８０号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につい

てを議題とし、執行部からの補足説明の後、質疑を行いました。 

  まず「建築基本法の一部改正とはどういうことか。」という質疑に対しまして、「基

本法の一部改正とは、基準法の改正に伴う条ずれである。基準法の中の避難階というと

ころの項で改正があり、火災予防条例の方でも第２９条の３第１項第２号というところ

でこの基準法のところを使っており、その条ずれである。避難階という項は、寝室が２

階にある場合、１階、２階のうち、例えば２階も１階も道路に面している場合は２階も

避難階という場合、その寝室が２階にあるときは１階に下りるところへの階段の上には

必要ないが、そうでない通常の場合に、２階に寝室がある場合に下へ降りる階段の上に

は住宅用火災警報器の設置が要るというものである。」という答弁の後、採決をいたし

まして、全員賛成によって議案第８０号は原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

  議案第８１号、香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一部を

改正する条例の制定について、執行部から説明の後、質疑をいたしました。 

  「法的監督権は県知事にあるという意味をわかりやすく説明をしてほしい。」という
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質問に対しまして、「土地開発公社に関する法律については、もともと公有地の拡大の

推進に関する法律であり、その法律の中に権限がそれぞれ規定されている。もともとそ

の公社を指揮監督する権限というのは都道府県知事にしかないというこれまでの解釈が

誤っており、市長が持っておるということできておるわけです。そのため、市長の権限

というのは公社と人の関係の間において調整を図る機能しか持っていないということで

あり、いわゆる指揮監督ということになると少し権限が強くなるということになる。そ

こで、上法との関係で訂正をさせていただくということである。」との答弁の後、採決

を行いまして、全員賛成をもって議案第８１号は原案のとおり可決をすべきものと決定

をいたしました。 

  議案第８２号、財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一

部を改正する条例の制定についてを議題とし、執行部から説明をいただきまして質疑を

行いました。 

  まず「この事業について句読点あるというのはどういうふうな違いで改正になるの

か。」との質問に対しまして、「法例文のつくり方について、統一基準で句読点をどこ

に打つかということを統一整理しており、今回提案させてもらった。」という答弁の後

に採決をいたしまして、全員賛成によって本案は原案のとおり可決すべきものと決定し

ました。 

  次に、議案第８４号、財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条

例の一部を改正する条例の制定について、執行部から説明をいただきました後に質疑を

行ったものです。 

「この附則の中の「この条例は公布の日から施行する」とあるが、いつからです

か。」との質問がございまして、「議決をいただいた日に公布する段取りである。順調

にいくと９月１８日になる。」との答弁がございまして、ほかに質疑もなく、採決をい

たしまして、全員賛成をもって議案第８４号は原案のとおり可決すべきものと決定しま

した。 

次に、議案第８８号、高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び高知県市町村総合事務組合規約の変更についてを議題といたしました。 

この案件につきましては、特段の質疑もなく、全員賛成をもって議案第８８号は原案

のとおり可決すべきものと決定しました。 

次に、議案第８９号、高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う財

産処分についてを議題とし、執行部からは事細かな補足説明をいただきましたので、特

段の質疑もなく、全員賛成によって議案第８９号は原案のとおり可決すべきものと決定

をいたしました。 

以上で総務常任委員会の報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   教育厚生常任委員会委員長、小松紀夫君。 

○教育厚生常任委員長（小松紀夫君）   今議会におきまして、教育厚生常任委員会が
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付託を受けました案件につきまして、審査の経過と結果をご報告申し上げます。 

  付託を受けた案件は、認定第６号、認定第７号、認定第８号、認定第９号、議案第７

０号、議案第７１号、議案第７２号、議案第７５号、議案第７６号、議案第７７号、議

案第７８号、議案第８３号、議案第８５号、議案第８６号でございます。 

  認定第６号、平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について、認

定第７号、平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（事業勘定）の認定

について、認定第８号、平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（保険事業

勘定）の認定について及び認定第９号、平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出

決算（介護サービス事業勘定）の認定についてにつきましては、継続審査を希望する意

見があり、閉会中の継続審査とすることに決定いたしました。 

  次に、議案第７０号、平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」を

議題とし、執行部の補足説明の後、質疑を行いました。 

  質疑の中で「後期高齢者医療制度の開始に伴い、老人保健特別会計はいつまで続くの

か。」との問いに対し、「過誤や追加が予想されるので、２～３年は残しておかなけれ

ばならないと考えている。」との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第７１号、平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１

号」（事業勘定）を議題とし、執行部の補足説明の後、質疑を行いました。 

  質疑の中で「特定健診等実施計画策定委員会の構成は。」また「健診の件数によって

ペナルティーがあると聞くがどのような計画を立てているのか。」との問いに対し、

「委員の構成はまだ決定していない。予定としては香美市内の医師、健康づくり推進委

員等を検討している。ペナルティーについては平成２４年度以降となるので、それまで

に健診指導等を努力をしていく。」との答弁がございました。また、「基金を使った保

険事業の内容は。」との問いに対し、「基金を使った保険事業はなく、国保会計の中で

事業を実施していく。目的は健康づくり事業を実施する団体を育成するためであり、３

年間につき補助をしている。内容はウオーキングやストレッチ体操などである。」との

答弁がございました。また、「調整交付金について、国、県からの連絡やその内容

は。」との問いに対し、「県から電話連絡があっただけで、具体的な数字や内容は聞い

ていないが、県下の国保担当者会において国の担当者から「平成２０年度以降にどのよ

うに調整をするのか検討する。」との話があった。」との答弁がありました。関連をし

て「その間違っていた調整交付金がおりてきた場合は住民に還元をするのか、または基

金に繰り入れるのか。」との問いに対し、「国保の予算４０億円に対して、間違ってい

た金額はその予算に影響を与えるほどの金額ではないと考えている。現在の保険者数に

還元ができるほどではないと考えている。」との答弁がございました。また、「保健衛

生普及費のパンフレット等の内容は。」との問いに対し、「特定健診に当たっての受診
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券や封筒等である。」との答弁がございました。また、「療養給付費交付金返納金の内

容は。」との問いに対し「平成１８年度の実績による返納金である。」との答弁がござ

いました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

  次に、議案第７２号、平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」

（保険事業勘定）を議題とし、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「認定調査等費について、認定に時間がかかり過ぎると聞くがどうか。」

また、「その補正の理由は。」との問いに対し、「今回の補正は当初予算で削られた分

の復活であり、必要な額を補正した。申請から認定までの事務の流れそのものに時間が

かかるのは事実であり、３０日前後の時間を要する。認定まで３０日を超す場合には、

本人に連絡をしている。」との答弁がございました。また、「償還金の内容は。」との

問いに対し、「平成１８年度の清算によって国等に返すものである。」との答弁がござ

いました。また、「繰越金が補正後に８,０００万円余りあるがその理由は。」との問

いに対し、「第３次介護保険計画を平成１８年度から３年間で立てている。基本的に３

年間でプラスマイナスゼロとなるよう計画をしていくが、初年度である平成１８年度は

プラスとし、平成１９年度がプラスマイナスゼロ、平成２０年度に平成１８年度分のプ

ラスを相殺するようになっている。」との答弁がございました。また、「包括的支援事

業費に委託料があるが、新しい事業を始めたのか。」との問いに対し、「包括支援シス

テムの追加によるものである。」との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決定しました。 

  次に、議案第７５号、香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題とし、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「現在運行しているスクールバス、大栃・神池線を久保高井まで延長をす

る理由は。」との問いに対し、「高井地区に児童が２人転入、大西地区に１人転入、ま

た平成２０年度以降に２人就学予定の子どもがいることから、現在運行している朝１便、

夕方２便のうち夕方の１便を延長するものである。」との答弁がございました。また、

「朝の便は延長しなくても対応ができるのか。」との問いに対し、「朝は市営バスを利

用することができる。」との答弁がございました。また、「１便を延長することにより

経費は幾らかかるのか。」との問いに対し、「現在委託をしている業者との協議では、

延長することによりこれまでより５０分程度時間がかかる。最終決定はしていないが、

業者の協力をいただき、今までどおりの委託料でお願いをしたいと考えている。」との

答弁がございました。また、「スクールバスには一般の住民も乗車できるのか。」との

問いに対し、「条例によれば現行の神池までは乗車できます。一般住民の久保高井方面

については、１日４便ある市営バスを利用してもらっている。今回の改正はあくまでも
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子どもたちのためのものであり、今後は香美市内地域交通対策検討委員会で協議を重ね、

平成２１年度より新しい運行体制、賃金体制をとることになると考えている。」との答

弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第７６号、香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてを議題とし、執行部の補足説明の後、質疑をに入りまし

た。 

  質疑の中で「秦山ふれあいセンターにある自治会については、植野と宗目と理解して

よいのか。」との問いに対し、「そのとおりである。」との答弁がございました。また、

「冷暖房の使用料金体制と両施設の利用状況は。」との問いに対し、「冷暖房の使用料

については、秦山は細かな料金設定があるが、佐古藪については冷暖房設備はあります

けれども従前から使用料については定めがない。また、利用状況については、秦山は老

人クラブ等の会合が有料で行われているが、佐古藪については有料で行われる会合等は

現在ないとのことである。両施設とも県の介護予防事業による有利な補助によって建設

されたものであり、施設の目的から当初利用地域でデイサービス事業が行われていた。

その利用料金で両施設とも良好な管理が行われてきたが、介護保険制度の改正により、

現在は施設の運営に苦慮しているところもある。」との答弁がございました。また、

「両施設とも公民館的な要素があるとのことですが、指定管理者制度になじむのか。」

との問いに対し、「両施設ともに利用料金を収受していることから、条例にうたい込ん

でおかなければならない。」との答弁がございました。また、「利用料金の減免につい

てどのような条件が当てはまるのか。」との問いに対し、「利用料金は市長の事前の承

諾を得て定めている。減免の条件については指定管理者にゆだねている。」との答弁が

ございました。また、「施設の修繕や下水道への接続等についての対応は。」との問い

に対し、「軽微な修繕等については指定管理者において対応してもらうことになるが、

下水道への接続など大きな工事については市が負担することになる。また、水道光熱費

等は指定管理者の負担である。」との答弁がございました。また、「料金設定の根拠

は。」との問いに対し、「各地区によってばらつきがあり、今後の検討課題である。」

との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第７７号、香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について

を議題とし、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「公の財産管理の方法については、地方自治法上最も確実かつ有利な方法

により管理しなければならないことが規定をされているが、現行の条例は金融機関を限

定していることから最も確実かつ有利な方法での管理とは言えない。当然見直さなけれ
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ばならないと考えるが、何らかの指摘があって今回改正をするのか。」との問いに対し、

「１０月１日からの郵政民営化に伴い、条文中の「郵便局」との文言を改めなければな

らないことからの改正であるが、指摘のとおりと考える。」との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第７８号、香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定について

を議題とし、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「条例制定による医療費助成事業の改正により、助成の対象となる人数

は。」との問いに対し、「８月末現在で母子家庭数が１７９世帯で、母親が１７９人、

子どもが２８５人であり、父子家庭は５世帯で父親が５人、子どもが１２人である。」

との答弁がございました。また、「財源の内訳は県が２分の１、市が２分の１とのこと

だが、現行と比較をして市の持ち出しがふえるのか。」との問いに対し、「市の負担は

現行どおりである。」との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第８３号、財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合調整

及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題とし、執行部の補足

説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「民法第３４条により公益法人の監督権は県にあることからの条例改正と

のことだが、内容は。」との問いに対し、「法的監督権は県であり、第２条中の「市長

が財団を指揮監督する」という部分を「必要な調整を行う」に改めたものである。」と

の答弁がありました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第８５号、秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定についてを議題とし、

執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「指定管理者の名称に代表者名があるが、使用料は地区に入るのか、個人

に入るのか。」との問いに対し、「指定はあくまでも団体である。その団体と協定書を

交わし、団体から使用料の収受等の報告を受けることになっている。」との答弁があり

ました。また、「代表者の責任の所在は。」との問いに対し、「指定管理者の名称には

館長として個人名があるが、契約はあくまでも秦山ふれあいセンターという名称の団体

である。」との答弁がありました。また、「施設の火災保険等はどのようになっている

か。」との問いに対し、「公の施設であるので市が加入していると思うが、確認をして

おく。」との答弁がございました。また、「施設の管理が十分でなかったり、管理者か

ら指定の辞退があった場合の対応は。」との問いに対し、「両施設とも地域から強い要

望があった経緯から、そのようなことは想定をしていない。」との答弁がございました。
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また、「秦山ふれあいセンターについては２つの地区が使用しているが、管理運営につ

いて２つの地区に温度差はないか。」との問いに対し、「両地区の代表者と早い段階か

ら話し合いをもってきたが、温度差は感じなかった。両地区とも十分に管理運営をして

いると思っている。」との答弁がございました。また、「指定管理となった公の施設の

敷地に車を駐車した場合、使用料の収受の対象になるのか。」との問いに対し、「駐車

料を徴収する考えであると聞いている。また、公の車両についても駐車料を徴収すると

のことであるが、地元のための行事等で公の車両を公の施設に駐車する場合は、免除規

定を適用するようお願いをしたいと考えている。」との答弁がございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  次に、議案第８６号、佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定についてを議題と

し、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

  質疑の中で「指定の期間が約５年であるが、その理由は。」との問いに対し、「一般

的に指定の期間は３年か５年である。今回５年にしたのは、地元の大切な施設であるこ

とから、安定した管理を行っていただけるとの考えから５年を選択した。」との答弁が

ございました。 

  以上、質疑の後、審査の結果、本案は全員賛成をもって原案のとおり可決すべきもの

と決しました。 

  以上で教育厚生常任委員会の報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   産業建設常任委員会委員長、竹平豊久君。 

○産業建設常任委員長（竹平豊久君）   １３番、竹平です。 

産業建設常任委員会の委員長報告を行います。 

今期第３回定例会におきまして産業建設常任委員会が付託を受けた事件は、認定５件、

議案６件、継続審査となっておりました陳情１件の１２件でございます。この１２件の

事件につきまして、平成１９年６月１４日、出席委員８名で定足数に達しておりました

ので、委員会を開催し、審査を行いました。各事件について順次審査の経過と結果をご

報告します。 

まず、認定第３号、平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついてを議題とし、質疑を行いました。 

結果、本案は継続審査を希望する意見があり、閉会中の継続審査といたしました。 

次に、認定第４号、平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定

についてを議題とし、質疑を行いました。 

結果、本案は継続審査を希望する意見があり、閉会中の継続審査といたしました。 

次に、認定第５号、平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定についてを議題とし、質疑を行いました。 

結果、本案は継続審査を希望する意見があり、閉会中の継続審査といたしました。 
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次に、認定第１０号、平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定について

を議題とし、審査を行いました。まず、執行部から補足説明の後、質疑に入りました。 

出された質疑といたしまして、「不用品の内容はメーターのことか。」との問いに、

「メーターのことである。計量法により８年に１回新規交換しているもので、その都度

発生する古メーターを下取りとして売却している。年数がきたものは順次交換していく

ので、毎年変動はあるものの一定数は出てくる。」と答弁。また、「建設仮勘定の内容

説明を。」との問いに、「まだ供用開始ができていない構築物に対して事業を行った場

合、水道課で言えば昭和６１年から行っている新水源の調査委託やボーリング等の計画

に対するものがこれに当たる。その中で、会計処理の中で本年度行った構築物が一たん

この中へ増加額として入る。この構築物は現在供用しているところの改良なので、即、

本年度減額ということで引かれ年度末残高は同じになる。つまり、一たん受けた金額が

年度内に同額引かれて残高は同じになるということである。」と答弁。また、「工業用

水の利率が高いことと、未償還金残高の借入先は制度資金となっているが民間の利用の

考えは。」との問いに、「企業債のため工業用水と違って発行年月日が古いものがあり、

バブル期を境に利率が下がり現在２％ぐらいとなっているが、それでも民間から比べる

と安い。低利であるが現在は割高となっているので、財務省から利率の高いものについ

ては償還できるとの対応措置がとられておりますが条件があり、水道事業経営上赤字で

あること。また、基本料金が全国平均以上の団体であることなどの制約があり、香美市

の場合、経営上黒字であり基本料金においても１,６００円と全国平均の約３,０００円

と比べ安い中では、一応申し入れはしているものの安定経営で推移していることで適用

しないのではないかと考えている。つまり、財務省側からすると「低料金で経営をしな

がら黒字を出している団体において金利が払えないのか。」と受けとめられる。」と答

弁。また、「工事契約相手方に市内業者がいないように見受けられるが。」との問いに、

「まず、設計委託については市外業者しかいない。また、１,０００万円を超す契約に

ついては水道事業もランク付けがなされており、それに基づいて指名をしている。また、

契約条件には３６５日対応がある。これについては、今のところ市内業者は対応できな

いということで指名に入らない。排除の考えはないので、例えば共同組合を設立して規

模の拡大をしそれによって指名参加の提案もしているが、個々の会社の経営方針の違い

により足並みがそろわないので今のところこの状況になっている。」と答弁。また、

「２４時間体制ということであるが、実情はどうなのか。」との問いに、「緊急対応措

置として、土佐山田町、香北町には３０分、物部町別府は１時間内で現地に出向ける体

制であり、まずその時間内に出向き資材等の対応策をとって処置している。ちなみに片

地簡水でもそういったことがあり、対処はできておる。」との答弁。また、「その枠内

で対応できなかった件は。」との問いに、「ない。業者と同様に職員も出向き、受益者

に周知しながら業者と連携をとって行っているので、現在のところそういったことはな

い。」と答弁。また、「３,９００万円の利益は結構なことではあるが、料金収納率９
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２.１％の状況について。」との問いに、「料金はおくれて入金されてくるので、この

数字に３月の水道料金は入っていない。通年すれば９９％以上の収納率になっている。

ちなみに、現在使用水栓で料金が滞っているものは分納支払い等約束ができており、支

払いのないものについては停止措置をとっているので１件もない。」と答弁。また、

「供水停止は何件あるか。」との問いに、「月の中旬、月末の２回通知をするのが３０

件から４０件、そのうち停止するのは１０件ほどで、その内容は不在者や住所変更によ

るもので、現に住所がわかって期限内支払いのないものについては、メーター除去によ

る停止措置をとっている。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、認定第１０号は全員賛成をもって原案のとおり認定

すべきものと決定をいたしました。 

  次に、認定第１１号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定に

ついてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部の補足説明の後、質疑に入りまし

た。 

出された質疑として「工業用水の最低使用料はあったのか。」との問いに、「あった

が、使用するしないは自由で契約最低水量のうち実績は５０トンに対して２トンであっ

た。このことから企業も経営方針上、経費削減の点からこれを休止して簡易水道に切り

かえている。」と答弁。また、「工業用水と簡易水道との違いについては。」との問い

に、「工業用水には塩素が入っていない。企業はさまざまな機器を使うのでその影響を

考慮して塩素を入れていない。」と答弁。また、「工業用水を使用する、しないにかか

わらず経費は要るわけだが、維持管理面から塩素を入れて水道水に使用し、工業用水と

して使用する場合は塩素を入れないといった方法はとれないか。」との問いに、「さま

ざまな検討を加えたが工業用水の使用許可権は経済産業省であり、簡易水道は厚生労働

省の所管である。その切りかえを行う場合は一たん工業用水の廃止届が要ることと、そ

の場合は国からの借入金とか国庫償還の関係が絡んでくる。したがって現在のところ維

持費はかかるものの、水を多く使う企業を誘致、セールスしていただくよう商工観光課

にもお願いをしている。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、認定第１１号は全員賛成をもって原案のとおり認定

すべきものと決定をいたしました。 

次に、議案第６７号、平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２号」

を議題とし、審査を行いました。まず、執行部からの補足説明の後、質疑を行いました。 

結果、質疑なく、採決を行い、議案第６７号は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定をいたしました。 

次に、議案第６８号、平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２

号」についてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部の補足説明の後、質疑を行

いました。 

出された質疑として「宅地開発の場所について。」との問いに、「土佐山田町秦山町
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３丁目のあけぼの街道沿いの水田２,３００平方メートルを開発したもので、ここに下

水道管を設置する工事である。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、議案第６８号は全員賛成をもって原案のとおり可決

すべきものと決定をいたしました。 

次に、議案第６９号、平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正

予算「第２号」についてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部の補足説明の後、

質疑に入りました。 

結果、質疑なく、採決に入り、議案第６９号は全員賛成をもって原案のとおり可決す

べきものと決定をいたしました。 

次に、議案第７３号、平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」を議題と

し、審査に入りました。まず、執行部から補足説明の後、質疑を行いました。 

出された質疑として「９,９００万円の預かり金の内容について。」との問いに、

「水道課が委託を受けている下水道使用料金を水道料金と同時に集金しているので、そ

の分が一たん預かり金として入ってくるもので、下水道料金として出金していく内容の

ものである。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、全員賛成をもって議案第７３号は原案のとおり可決

すべきものと決定をいたしました。 

次に、議案第７９号、農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題とし、審査を行いました。まず、執行部から補足説明の後、

質疑を行いました。 

出された質疑として「この議案は、村づくり（交付金）についてのみの条例改正

か。」との問いに、「今まである条例の改正のもので、その部分に新規事業を導入でき

る準備をするものである。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、議案第７９号は全員賛成をもって可決すべきものと

決定をいたしました。 

次に、議案第８７号、香美市営土地改良事業の施行についてを議題とし、審査を行い

ました。まず、執行部の補足説明の後、質疑に入りました。 

出された質疑として「香美市内では、この地域だけで完結するのか。」との問いに、

「この事業は旧土佐山田町において農村振興基本計画があって、それをもとに香美市が

進めている。その中で事業対策に合う部分の１１路線の水路改修事業である。また、今

年度香美市全体の農村振興基本計画を策定しており、合併前の各地域に残された課題事

業については継続ということで有利な事業を導入していく。ただ、基本計画ですべてを

網羅しても、現実にはできるできない部分が想定をされる。この土地改良事業は地域の

同意が得られたものが採択となっている。」と答弁。また、「４年間に２億数千万円の

事業予算で設計はできていると思うが、単年度どのくらいの比率で行っていくか。」と

の問いに、「香美市長期財政計画のもと財政協議がなされ、単年度、路線の順位と変動
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はあるものの４,０００万円から５,０００万円程度の予算を予定をしている。財源につ

いては国費が５０％、県費７.５％で、残り４２.５％のうち受益者負担が１０％で、３

２.５％は起債で充当する。」と答弁。また、「市が起債をして交付税措置できる割合

は。」との問いに、「財政課と県での協議の中で、今のところ上限９０％から７０％く

らいではないかということである。」と答弁。また、「村づくり交付金は初めての事業

か。また、過去に排水路工事の実績はあるのか。」との問いに、「今回の土地改良事業

の申請は、生活雑排水を伴う用排水路ではなく、農業利用の用水であります。この事業

については、告示、採択を受けた負担金の少ない有利事業であると位置づけている。」

と答弁。また、「今までの事業での負担金と今回の事業の負担金を比べてのバランス

は。」との問いに、「負担金１０％と有利な事業となっている。本来なら農家が農業用

として利用するとき負担金は極力少なくしたいが、全体の事業枠組みからはそうもいか

ないので一定の負担をいただくということで提案をしている。」と答弁。また、「環境

保全事業のうちＬ型工法の内容について。」との問いに、「本来なら三面工法が農家に

とって維持管理の面で負担がかからないが、今、自然環境に関して国全体の取り組みが

あり、希少動植物の保護をするということで地域と話し合いを行い、部分的に底張りの

ない石積みをして環境に配慮したものがこの工法である。」と答弁。また、「受益者は

土地改良区１１カ所の者か。または今回新たに受益者ができるのか。」との問いに、

「申請者は農地受益者代表者という形で提案をしている。本来の土地改良区はあるが、

一戸一戸の幹線水路改修であるので水利組合もしくは受益地権者代表者で構成されてお

り、したがって水路によっては多いところで６０名、少ないところで１０名くらいの構

成になっている。」と答弁。また、「起債は何を想定しているのか。」との問いに、

「地方財政措置ということで、この事業名では一般公共事業債が該当する内容となって

いる。したがって、市の負担金は３２.５％であるがそのうち９０％がこの起債で充当

される。これは後年度、元利償還金の一定部分が地方交付税基準財政需要額に算入され

るという措置である。」と答弁。また、「４,０００万円から５,０００万円の予算は単

年度で終了するか。または次年度へ繰り越す場合があるのか。」との問いに、「本来、

農家に係る水どめとかの作業負担をなくするためにも、単年度の事業が効果があるので

その方向で進めたいと考えている。」と答弁。 

以上の質疑を経て、採決の結果、議案第８７号は全員賛成をもって原案のとおり可決

すべきものと決定をいたしました。 

次に、第２回定例会におきまして当委員会に付託され、審査の結果、閉会中の継続審

査となっておりました請願等第２号、市道谷相線拡張工事に関する陳情書についてを議

題とし、審査に入りました。 

本件につきましては、当委員会が議会閉会中の平成１９年７月２日に陳情のあった現

地を視察し、関係者からも事情を聞いてきた経過もあります。そのことを踏まえ協議会

も開催をし、協議会まとめを作成しました。それらをもとに審査を行いました。 
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出された意見として「本案件は、地元の要望としては理解できるものの、同じ香美市

内でももっと劣悪な路線や危険箇所がある中では、本路線についても市内全域の道路の

中の一路線ととらえるべきである。したがって、本路線を含め今後は市内全体を見回し

た交通安全確保策を講じた計画を検討していくべきである。」、に順ずる意見が大勢を

占め、審査を終了、採決を行いました。結果、請願等第２号につきましては、賛成少数

で採択しないことに決定をいたしました。なお、少数意見として「本陳情書にある（香

北町）三谷地区には、生活道として重要な道であること。また、災害危険箇所でもある

中で、何よりも地元としての執行部にも陳情はしていると思うが、議会としても賛同い

ただいた方が安心感が出る。したがって、関係議員もそういった思いで出てきた陳情で

あるということを認識をいただき採択を願うものである。」とする賛成意見があったこ

ともあわせてご報告をいたします。 

以上で、産業建設常任委員会の委員長報告を終わります。 

○議長（中澤愛水君）   常任委員会委員長の報告を終わります。 

  常任委員会委員長に対する質疑を行います。質疑はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようでありますから、討論を終わります。 

これから認定第１号から認定第９号までを一括して採決をします。 

認定第１号から認定第９号までの議案については、各常任委員会委員長から閉会中の

継続審査の申し出があります。 

お諮りをします。常任委員長からの申し出のとおり継続審査とすることにご異議あり

ませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって、認定第１号から認定第９号ま

での各案件は、閉会中の継続審査とすることに決定をいたしました。 

  これから、認定第１０号、平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定につ

いてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員起立であります。よっ

て、認定第１０号は、委員長報告のとおり認定をされました。 

  次に、認定第１１号、平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定に

ついてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は認定であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 
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（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、認定第１１号は、委員長報告のとおり認定されました。 

  次に、議案第６５号、平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」を採決しま

す。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第６５号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第６６号、平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

「第１号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第６６号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第６７号、平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２

号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第６７号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第６８号、平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２

号」を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第６８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第６９号、平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補正

予算「第２号」を採決いたします。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 
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○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第６９号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７０号、平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」を

採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７０号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７１号、平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１

号」（事業勘定）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第７１号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７２号、平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」

（保険事業勘定）を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７２号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７３号、平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」を採決し

ます。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７３号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７４号、政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条例

の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案
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第７４号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７５号、香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７５号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７６号、香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７６号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７７号、香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について

を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７７号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７８号、香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定について

を採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第７９号、農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第７９号は、委員長報告のとおり可決されました。 
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  次に、議案第８０号、香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定についてを採

決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第８０号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８１号、香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の

一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第８１号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８２号、財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８２号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８３号、財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合調整

及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第８３号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８４号、財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８４号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８５号、秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定についてを採決しま
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す。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。全員賛成であります。よって、議

案第８５号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８６号、佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定についてを採決し

ます。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８６号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８７号、香美市営土地改良事業の施行についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第８７号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８８号、高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少

及び高知県市町村総合事務組合規約の変更についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員賛成であります。よって、議案

第８８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、議案第８９号、高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う財

産処分についてを採決します。 

  本案についての委員長の報告は可決であります。本案を委員長報告のとおり決定する

ことに賛成の方は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員賛成であります。よっ

て、議案第８９号は、委員長報告のとおり可決されました。 

  次に、請願等第２号、市道谷相線拡張工事に関する陳情書についてを採決します。 

  この採決は起立によって行います。本案についての委員長の報告は不採択であります。

請願等第２号、市道谷相線拡張工事に関する陳情書についてを採択することに賛成の方
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は起立を願います。 

（賛成者起立） 

○議長（中澤愛水君）   賛成少数であります。したがって、請願等第２号は、不採択

とすることに決定をいたしました。 

  お諮りをします。日程第３８、意見書案第１３号、有害鳥獣対策の抜本強化を求める

意見書の提出についてから、日程第４３、意見書案第１９号、後期高齢者医療制度の改

善を求める意見書の提出についてまでの案件は追加案件であります。会議規則第３７条

第３項の規定により、委員会の付託を省略したいと思います。これにご異議ありません

か。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なし認めます。よって日程第３８、意見書案第１３号か

ら、日程第４３、意見書案第１９号までの案件は、委員会の付託を省略することに決定

をしました。 

  暫時１０分間休憩をいたします。 

（午前１０時０７分 休憩） 

（午前１０時１８分 再開） 

○議長（中澤愛水君）   正場に復します。 

  休憩前に引き続き会議を行います。 

  日程に入るわけでありますけれども、意見書案６案が提案をされるわけでありますけ

れども、お手元にお配りをしてあります意見書のあて先でありますけれども、安倍内閣

総理大臣以下現在の閣僚名で意見書を提出をするようになっておりますけれども、ご案

内のとおり辞職の意向が示されまして、内閣が近々新しく総辞職をし新しい内閣が発足

をする予定でありますので、きょうは現内閣で提出をしていただいて、提案をしていた

だいて、それから後日、提出するときには新しいあて先で提出をさせていただきたいと

思いますのでそのことをご了解をいただきたいと思います。議運の委員長から報告をい

ただいたとおりでありますので、その点をお含みをいただきたいと思います。 

  それでは、日程第３８、意見書案第１３号、有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書

の提出についてを議題とします。 

  提案者から提案理由の説明を求めます。１３番、竹平豊久君。 

○１３番（竹平豊久君）   １３番、竹平です。 

意見書案第１３号、有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書の提出についてを、資料

の朗読によって内容説明にかえさせていただきます。 

意見書案第１３号、有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、
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竹平豊久。賛成者、同、前田泰祐。賛成者、同、小松紀夫。 

（案文朗読） 

  以上でございます。 

【意見書案第１３号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようですから、これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１３号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を願います。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございます。全員挙手であります。よって、

意見書案第１３号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第３９、意見書案第１４号、道路整備の中期的な計画に関する意見書の提出につ

いてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。１３番、竹平豊久君。 

○１３番（竹平豊久君）   １３番、竹平です。 

意見書案第１４号、道路整備の中期的な計画に関する意見書の提出についてを、書面

の朗読で内容説明にかえさせていただきます。 

意見書案第１４号、道路整備の中期的な計画に関する意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、

竹平豊久。賛成者、同、前田泰祐。賛成者、同、小松紀夫。 

（案文朗読） 

  以上でございます。 

【意見書案第１４号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようでありますので、これで討論を終わります。 
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  これから、意見書案第１４号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございます。全員賛成であります。よって、

意見書案第１４号は、原案のとおり可決されました。 

日程第４０、意見書案第１５号、通信と金融のユニバーサルサービスを維持するため

に、郵政民営化の見直しを求める意見書の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。１９番、前田泰祐君。 

○１９番（前田泰祐君）   意見書案第１５号、通信と金融のユニバーサルサービスを

維持するために、郵政民営化の見直しを求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、

前田泰祐。賛成者、同、竹平豊久。賛成者、同、小松紀夫。 

意見書案を朗読いたしまして説明といたします。 

（案文朗読） 

  以上です。 

【意見書案第１５号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようですから、これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１５号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員挙手であります。よって、意見

書案第１５号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第４１、意見書案第１７号、社会保険庁改革関連法案の一部改正を求める意見書

の提出についてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。８番、小松紀夫君。 

○８番（小松紀夫君）   ８番。意見書案第１７号、社会保険庁改革関連法案の一部改

正を求める意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各
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大臣に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、

小松紀夫。賛成者、同、前田泰祐。賛成者、同、竹平豊久。 

意見書案の朗読をもちまして提案理由の説明とさせていただきます。 

（案文朗読） 

  以上、よろしくお願いします。 

【意見書案第１７号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようですから、これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１７号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございます。全員挙手であります。よって、意見

書案第１７号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第４２、意見書案第１８号、後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出に

ついてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。８番、小松紀夫君。 

○８番（小松紀夫君）   ８番。意見書案第１８号、後期高齢者医療制度の改善を求め

る意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係各

大臣に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、

小松紀夫。賛成者、同、前田泰祐。賛成者、同、竹平豊久。 

意見書案の朗読をもって提案理由の説明といたします。 

（案文朗読） 

  以上、よろしくお願いします。 

【意見書案第１８号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 
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  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようですから、これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１８号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員挙手であります。よっ

て、意見書案第１８号は、原案のとおり可決されました。 

  日程第４３、意見書案第１９号、後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出に

ついてを議題とします。 

  まず、提案者から提案理由の説明を求めます。８番、小松紀夫君。 

○８番（小松紀夫君）   ８番。意見書案第１９号、後期高齢者医療制度の改善を求め

る意見書の提出について。 

  地方自治法第９９条の規定により、高知県知事に対し下記の意見書を提出します。 

平成１９年９月１８日提出。香美市議会議長、中澤愛水殿。提出者、香美市議会議員、

小松紀夫。賛成者、同、前田泰祐。賛成者、同、竹平豊久。 

意見書案の朗読をもって提案理由の説明といたします。 

（案文朗読） 

  以上、よろしくお願いします。 

【意見書案第１９号 巻末に掲載】 

○議長（中澤愛水君）   説明が終わりましたので、これより質疑を行います。質疑は

ありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   質疑がないようですから、これで質疑を終わります。 

  これから討論を行います。討論はありませんか。 

「進行」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   討論がないようですから、これで討論を終わります。 

  これから、意見書案第１９号を採決いたします。 

  本案を原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中澤愛水君）   はい。ありがとうございました。全員挙手であります。よっ

て、意見書案第１９号は、原案のとおり可決されました。 

日程第４４、閉会中の所管事務の調査についてを議題とします。 

お手元にお配りしました閉会中の所管事務調査の申出書及び別表のとおり、会議規則

第９９条の規定によって、議会運営委員会及び各常任委員会並びに特別委員会から閉会

中の所管事務調査及び継続審査について申し出がありました。 
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  お諮りをします。議会運営委員会、各常任委員会及び特別委員会から申し出のとおり、

閉会中の所管事務調査及び継続審査を実施することにご異議ありませんか。 

「異議なし」という声あり 

○議長（中澤愛水君）   異議なしと認めます。よって、議会運営委員会、各常任委員

会及び特別委員会からの申し出のとおり、閉会中の所管事務調査及び継続審査を実施す

ることに決定をしました。 

  以上で今期定例会に付された事件はすべて議了しました。 

  平成１９年第３回香美市議会定例会の閉会に当たりごあいさつを申し上げます。 

本議会には、報告案件１件、決算承認案件として第１号から第１１号まで１１件、議

案第６５号から議案第８９号までの２５議案、諮問２件、継続審査案件１件、議員提出

の意見書案件６件が上程され、それぞれ慎重な審議の上、適切、妥当な決定がなされま

した。また、今議会も住民の代表として負託を受けた１８人の議員から、行財政、産業、

建設、教育、環境、市民生活、医療福祉等行財政全般につき３日間にわたっての一般質

問が行われ、多くの課題の提起とともに建設的で示唆を含んだ提言もありました。執行

部各位は、本議会での議論の経過を今後の行財政運営並びに施策の展開、香美市のまち

づくりために十分に留意し、行政の執行、業務の遂行に真剣に取り組んでいかれますよ

う申し添えておきます。 

国政においては、開会されております臨時国会での総理大臣の所信表明演説後２日後

に総理大臣が辞意を表明するという前代未聞の空白状態が続いております。今議会で議

決されました意見書も新しい内閣が成立後、あて先を変更しなければならないという異

例の意見書となりました。先行きの見えない国情の中で国政の将来予測はできませんが、

地方分権改革の急激な進行により疲弊しつつある地方の山積する課題の解決は、地方に

住む者がみずから真剣に最大限の努力と汗をかいていかなければなりません。 

４期１６年の橋本県政もこの１２月をもっていよいよ終わろうとしています。平成３

年就任以来、幾つかの県政改革を掲げてそれなりの発信はしてきましたが、モードアバ

ンセへのヤミ融資事件、坂本ダム談合疑惑、加工会社横浜水産へのヤミ補償問題、県警

不正経理問題等が発覚し、県議会１００条委員会が３回も設置され、去る平成１９年８

月２８日にはヤミ融資事件につき、最高裁で元副知事の山本被告以下３人に大変厳しい

実刑判決が確定し刑務所に収監されました。県議会の議決を無視した裁量行政、県政の

透明性とその対応に県民から強い批判も受けました。高知県は、一時沖縄県と並んで９

０万県民として、人口や経済的指標で高知県は肩を並べておりましたが、現在高知県の

人口は８０万人を切りましたし、２０３０年には５７万人になると予想されるなど大き

く衰退しつつあります。片や沖縄県は、現在１３０万人の人口が２０３０年には１４０

万人になる予想がされています。衰退する県政浮揚のため、我が香美市から攻めの姿勢

で県政を引っ張るための発信が必要であると考えます。 

議会が終わりますと、１１月には議員視察研修も予定をされておりますが、我が香美
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市にも青森県弘前市や茨城県ひたちなか市を初めとして多くの市からの視察が相次いで

おります。全国の市議会との交流を深めつつ、研修、研さんにも努めてまいりたいとも

考えております。合併後、１年６カ月を迎えた香美市議会としても、行財政改革推進特

別委員会、まちづくり推進特別委員会の活動や日常の議員活動も通じながら、財政の健

全化、産業の振興や人口定着のための施策の展開を図りつつ、市政全般、香美市の発展

に資していかなければなりません。当議会としても、議会活動の活性化を図りつつ課題

解決のため積極的な努力を重ねてまいらなければならないと考えます。各自、ご自愛の

上、ますますご精進、ご活躍をされますよう祈念を申し上げまして、平成１９年第３回

香美市定例会の閉会のあいさつといたします。 

どうもお疲れでございました。 

  次に、市長からごあいさつがあります。市長、門槇夫君。 

○市長（門槇夫君）   平成１９年第３回香美市定例会閉会に当たり、一言ごあいさ

つを申し上げます。 

  残暑厳しい９月５日に開会をいたしました今期定例会も、本日をもちまして閉会の運

びとなりました。この間、議員の皆様方には提出議案に対しまして慎重なるご審査を賜

り、ここに全議案可決いただきましたことに心から感謝を申し上げます。 

  今期開会中にいただきましたご意見、ご提言に対しましては、職員一同真摯に受けと

め今後の市政に生かしてまいります。特に一般質問でもご指摘いただきました物部町に

土佐香美福祉会が建設予定の地域密着型介護老人福祉施設の大幅なおくれに対しまして、

諸般の事情はあるにいたしましても地元の皆様にまことに申しわけなく、心から反省と

おわびを申し上げる次第であります。 

  さて、所信表明演説後、突然の辞任表明をいたしました安倍首相の後任を決める自民

党総裁選挙が２３日に行われます。国際的にも日本に対する信頼性と信用性が問われる

課題や、また、国内においては格差解消問題や年金問題など多くの課題への取り組みが

要求されています。まずは厳しい局面を乗り越えられ、そして、国民から信頼される人

物でなければならないものと考えるものであります。 

  また、本県では１１月には知事選挙が行われます。橋本知事不出馬表明後、選挙告示

まで２カ月を切ったこの時期にあっていまだに候補者が出そろわない状況にありますが、

橋本知事の意中の人であります県政策企画部長の十河 清氏は県政生え抜きであり、ま

た、最も今県下市町村の実態を熟知している方であるというふうに思われます。次期知

事として大変厳しい状況の続く高知県政であります。後を受ける知事も大変だと思われ

ますが、ぜひ立候補の表明をお願いをしたいと私自身は考えるものであります。退任さ

れます橋本知事には４期１６年間知事職としての努力と、また、ご労苦に対して心から

ねぎらいの言葉を贈りたいと思います。 

  さて、暑さ、寒さも彼岸までと言われますが、秋の彼岸の入りを間もなく迎えます。

これから一日ごとに秋の気配も強く感じられるようになります。季節の移り変わり目の
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折、議員の皆様にはお体を十分ご自愛いただきまして、市政発展のためご尽力いただき

ますようお願いをいたしまして、閉会のごあいさつといたします。 

○議長（中澤愛水君）   ありがとうございました。 

これをもって平成１９年第３回香美市議会定例会を閉会をいたします。 

どうもお疲れでございました。 

 

 

（午前１０時５８分 閉会） 
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会  期 月日（曜日） 会        議        等 

第１日 

９月５日 

(水) 

本会議 

会議録署名議員の指名、会期決定、諸般の報

告・議長の報告、市長の行政の報告並びに議
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議案精査のため 
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第４日 ８日(土) 休  会 休日、議案精査のため 
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第６日 １０日(月) 休  会 議案精査のため 

第７日 １１日(火) 本会議 一般質問 ① 

第８日 １２日(水) 本会議 一般質問 ② 

第９日 １３日(木) 本会議 一般質問 ③ 

第 10 日 １４日(金) 本会議 

議案質疑～委員会付託 

本会議散会後、連合審査会（議案第６５号） 

連合審査会終了後、各常任委員会 

  総務常任委員会の審査 

  （認定第 1・2 号、議案第 65・66・74・80・

81・82・84・88・89 号） 

  教育厚生常任委員会の審査 

  （認定第 6・7・8・9 号、議案第 70・71・

72・75・76・77・78・83・85・86 号） 

  産業建設常任委員会の審査 

  （認定第 3・4・5・10・11 号、議案第 67・

68・69・73・79・87 号） 

第 11 日 １５日(土) 休  会 議案審査整理のため 

第 12 日 １６日(日) 休  会       〃 

第 13 日 １７日(月) 休  会       〃 

第 14 日 １８日(火) 本会議 

議案採決（付託議案の報告～採決） 

追加議案の提案 

（委員会付託省略し、説明から採決まで。） 



意見書案第１３号 

 

有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係

各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

香美市議会議長 中 澤  愛 水  殿 

 

提出者 香美市議会議員   竹 平  豊 久 

 

賛成者    〃       前 田  泰 祐 

 

賛成者    〃       小 松  紀 夫 

 

有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書（案） 

 

近年、野生鳥獣の生息分布の拡大・増加とともに、農林漁業者の高齢化等に伴って、

農山漁村にあっては、野生鳥獣による農林水産業被害が深刻化しており、農林漁家が

営農の意欲を失い、農山漁村の過疎化をさらに加速化させている極めて深刻な状況と

なっています。 

 ついては、被害の深刻化・広域化に対応して、有害鳥獣対策を抜本的に強化される

よう、次のとおり要請します。 

 

記 

 

１．生息数の的確な把握に基づく対策について 

  有害鳥獣の生息数及び農林漁業被害の的確な把握と、これに基づく計画的な個

体数管理体制を確立すること。 

２．広域的な被害防止対策について 

  現在も、各地域においてそれぞれ、防護柵の設置や追い払い活動に取り組んで

いるものの、十分な効果が上がっていない現状にあることから、各地域が連携し

た広域的な被害防止対策に対する支援を行うこと。 

３．捕獲に関する規制緩和について 

  有害鳥獣による農林漁業被害に迅速に対応するため、市町村への有害鳥獣捕獲

許可権限の委譲促進、有害鳥獣捕獲目的で市町村や農林漁業者が行うわなの設置

に関する規制の緩和等を行うこと。 



４．専門家の育成・確保について 

  現場では、有害鳥獣対策についての専門家が不足していることから、対策技術

の開発・普及、専門家の育成等を推進すること。 

５．財政負担の軽減について 

  有害鳥獣対策に要する経費が市町村の負担となっていることから、関連予算の

拡充、地方財政措置の充実等を行うこと。 

６．人と野生鳥獣の棲み分けについて 

   里山整備や野生鳥獣の生息環境づくりに配慮した山づくりなど、人と野生鳥獣

の棲み分け対策を推進すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

衆 議 院 議 長  河 野 洋 平 殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月 殿 

内 閣 総 理 大 臣  安 倍 晋 三 殿 

農 林 水 産 大 臣  若 林 正 俊 殿 

環 境 大 臣  鴨 下 一 郎 殿 

内 閣 官 房 長 官  与 謝 野 馨 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１４号 

 

道路整備の中期的な計画に関する意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係

各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

提出者 香美市議会議員   竹 平  豊 久 

 

賛成者    〃       前 田  泰 祐 

 

賛成者    〃       小 松  紀 夫 

 

 

道路整備の中期的な計画に関する意見書（案） 

 

 

道路は、国民生活や経済・社会活動を支える最も基本となる社会資本であり、その

整備は県民・市民が長年にわたり熱望しているところです。 

しかし、本県では道路整備が遅れ、地場産業の発展や地域の活性化、潜在する地域

の魅力の有効活用ができないうえ、県民・市民の安全・安心の確保の面からも、緊急

医療のサービスや道路防災施設など、最低限の整備すらできていない状態です。 

また、昨年度の本県の有効求人倍率は０.４８と、全国平均１.０６の半分にも満た

ない状況にあり、最大の課題となっている雇用の場の確保のためにも、産業振興に繋

がる道路整備が強く求められているところです。 

更に、今後３０年間に５０％の確立で発生が予想される南海地震に備え、震災時の

緊急輸送・緊急医療のための「命の道」として、「四国８の字ネットワーク」の整備を

強力に推進することが大きな課題となっています。 

加えて、橋梁やトンネルをはじめとする既設の道路ストックが、今後急速に老朽化

してくるため、予防保全の観点から適切な維持・修繕が必要となってきます。 

このようなことから、道路整備の中期計画の作成にあたっては、活力ある地域づく

りの推進、安全・安心の確保、地域間格差の是正の観点から、地方の住民の切実な思

いを幅広く汲み取り、道路整備を計画的かつ着実に進めなければなりません。 

 



よって、衆・参両議院及び政府におかれては、遅れている本県市町村道の整備を促

進するため、次の事項について特段の配慮がなされるよう強く要望するものです。 

 

１．受益者負担という道路特定財源制度の趣旨に反することなく、必要な道路整備の

財源を確保すること。 

２．地域が自立するための経済産業基盤の確立とともに、緊急輸送や救急医療などの

県民の命を守るため、「四国８の字ネットワーク」の整備を強力に推進すること。 

３．高速道路から市町村道に至る道路ネットワークを南海地震の発生に備えて早期に

完成させるとともに、橋梁の耐震補強等の対策を推進すること。 

４．地方に密着し、日常の生活に直接影響を与える市町村道整備の促進を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

衆 議 院 議 長  河 野 洋 平 殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月 殿 

内 閣 総 理 大 臣  安 倍 晋 三 殿 

総 務 大 臣  増 田 寛 也 殿 

財 務 大 臣  額 賀 福 志 郎 殿 

経 済 産 業 大 臣  甘 利 明 殿 

国 土 交 通 大 臣  冬 柴 鉄 三 殿 

内 閣 官 房 長 官  与 謝 野 馨 殿 

経 済 財 政 担 当 大 臣  大 田 弘 子 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１５号 

 

通信と金融のユニバーサルサービスを維持するために、 

郵政民営化の見直しを求める意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係

各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

提出者 香美市議会議員   前 田  泰 祐 

 

賛成者    〃       竹 平  豊 久 

 

賛成者    〃       小 松  紀 夫 

 

 

通信と金融のユニバーサルサービスを維持するために、 

郵政民営化の見直しを求める意見書（案） 

 

本年１０月１日から郵政民営分社化が実施されます。民営化を前に集配局の再編が

行われ、過疎地の郵便局は配達センターと無集配局化が実施され、時間外窓口も廃止

をされました。このことによって、再編前よりも郵便物の配達に時間がかかるように

なり、選挙の投票用の入場券の配達が１日で配達できていたものが、２日から３日か

かるようになり、選挙期間の短い地方の自治体では期日前投票にも影響する事態にな

っています。 

また、病院や自治体、大学内等に設置されていたＡＴＭが、年間利用回数が２６,０

００件などの基準に満たないものは撤去されるとともに、簡易郵便局の閉鎖も相次い

でいます。 

このような中で、「無集配局となった郵便局の採算が合わないことを理由に、廃止を

されるのではないか」と、郵便局のネットワークが維持されるのかどうかということ

が強く危惧されるところです。もし身近な郵便局が無くなることになれば、通信と金

融のユニバーサルサービスの崩壊につながります。 

このたびの国会での議論で、新たに地域社会貢献基金が創設されましたが、今後こ

の確実な運用が求められるところです。一方、民営化後の送金手数料の大幅な値上げ

も発表されていることから、郵政民営化の実施を凍結せよという声が高まっています。 

 



よって、衆・参両議院及び政府におかれては、このような地方切捨て、サービス低

下を招くことになる郵政民営化については、下記の点を踏まえたうえで見直しを行う

よう強く求めるものです。 

 

記 

 

１．小泉前首相や竹中前郵政民営化担当大臣の国会答弁にあった、「万が一でも国民の

利便に支障が生じないようにしていきたい」「過疎地の郵便局はなくさない」など

の答弁や法律、附帯決議を誠実に守ること。 

２．集配拠点局再編によるサービス低下をさせないために見直しをするとともに、配

達センターの統括センターへの統合などの新たな集配局再編を行わず、時間外窓口

の復活などの措置により、住民にとって便利で身近な郵便局にすること。 

３．地域社会貢献基金などの確実な運用によって、社会福祉的な業務の維持や、郵便

局のネットワークを維持すること。 

４．分社化によって、通信と金融のユニバーサルサービスが損なわれないよう、全国

のどこの郵便局でも郵便、貯金、保険の窓口業務を維持すること。 

５．民営化によって、通信や金融のユニバーサルサービスをいかに維持していくかと

いうことを改めて幅広く検証すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

衆 議 院 議 長  河 野 洋 平 殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月 殿 

内 閣 総 理 大 臣  安 部 晋 三 殿 

総 務 大 臣  増 田 寛 哉 殿 

内 閣 官 房 長 官  与 謝 野 馨 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１７号 

 

 

社会保険庁改革関連法案の一部改正を求める意見書の提出について 

 

 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係

各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

提出者 香美市議会議員   小 松  紀 夫 

 

 

賛成者    〃       前 田  泰 祐 

 

 

賛成者    〃       竹 平  豊 久 

 

 

社会保険庁改革関連法案の一部改正を求める意見書（案） 

 

 

政府は、先の通常国会の中で、社会保険庁の分割・民営化にあわせ、国民年金保険

料を払えない国民から国民健康保険証を取り上げ、短期保険証に切り替えることを盛

り込みました。これは、「国保加入の５世帯に１世帯」が国保税（料）を払いきれない

現状にもかかわらず、年金と医療の制度の違いを無視し、制裁行政を行ったものと言

わざるを得ません。 

 法案審議の中で、制裁措置による影響は３４２万人に及ぶことも判明しています。

また、このことは、短期保険証の発行にとどまらず、将来は資格証の発行にもつなが

ることが危惧されています。 

 

 

 



 以上のことから政府におかれては、国民年金保険料の滞納については、年金制度の

中に於いて対策を講じるように、社会保険庁改革関連法案の一部改正を施行前に行う

よう強く求めるものです。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

衆 議 院 議 長  河 野 洋 平 殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月 殿 

内 閣 総 理 大 臣  安 部 晋 三 殿 

法 務 大 臣  鳩 山 邦 夫 殿 

厚 生 労 働 大 臣  舛 添 要 一 殿 

内 閣 官 房 長 官  与 謝 野 馨 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１８号 

 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、衆・参両議院議長及び内閣総理大臣並びに関係

各大臣に対し下記の意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

提出者 香美市議会議員   小 松  紀 夫 

 

 

賛成者    〃       前 田  泰 祐 

 

 

賛成者    〃       竹 平  豊 久 

 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書（案） 

 

政府は昨年６月に「療養病床の削減」や、７０歳～７４歳までの高齢者の医療費の

支払いが、１割から２割になるなどの負担増、また混合診療の拡大などと共に、後期

高齢者医療制度を新たに設けることを決めた、医療制度改革関連法を成立させました。 

 その中で、来年４月から実施されようとしている後期高齢者医療制度は、生活保護

受給者を除く７５歳以上のすべての高齢者が対象で、現在加入している保険から抜け

て強制加入とされます。７５歳以上の方は、月額１５,０００円以上の年金があれば保

険料を年金から天引きされ、介護保険料と合わせると月額１万円を超す試算も示され

ています。 

 また、年金から天引きできない人は普通徴収となり、滞納すると短期保険証や資格

証明書の発行といった、厳しい措置がとられることとなっています。もうひとつの大

きな問題点は「心身の特性にふさわしい診療報酬」の掛け声のもと、どれだけ治療し

ても一定の点数にしかならない包括・定額報酬の導入が決められており、必要なだけ

の医療が保険で受けられなくなるおそれのあることです。 

以上のことからこの制度は、療養病床の削減などとともに、病院経営者や自治体関

係者などの間で急速に不安が高まっており、なにより対象となる高齢者や、その家族

への周知がほとんどなされていないことも問題です。高齢化率の高い本市にとっても

多くの市民への負担増が予測され、制度が始まれば「生活保護受給者を増やすことに

なるのではないか」と懸念をされているところです。 



いま政府の行うべきことは、医療費の抑制を前面に打ち出した制度改定でなく、せ

めて病気のときには保険証１枚で良質の医療が、安心して受けられるよう整備するこ

とではないでしょうか。 

よって、衆・参両議院及び政府におかれては、下記のように制度内容を再検討され

るよう強く求めるものです。 

 

記 

 

１．低所得者のための保険料減免制度を創設すること。  

２．特定健診・保健指導に、引き続き国庫補助負担金を残すこと。 

３．保険料滞納者に対する保険証取り上げ・資格証明書発行を撤回すること。 

４．後期高齢者診療への別建て「診療報酬」導入を撤回すること 

５．制度への国庫負担割合を増やし、自治体や、被保険者の負担を軽減すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

衆 議 院 議 長  河 野 洋 平 殿 

参 議 院 議 長  江 田 五 月 殿 

内 閣 総 理 大 臣  安 倍 晋 三 殿 

総 務 大 臣  増 田 寛 也 殿 

法 務 大 臣  鳩 山 邦 夫 殿 

財 務 大 臣  額 賀 福 志 郎 殿 

厚 生 労 働 大 臣  舛 添 要 一 殿 

内 閣 官 房 長 官  与 謝 野 馨 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案第１９号 

 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出について 

 

地方自治法第９９条の規定により、高知県知事に対し下記の意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 提出 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

提出者 香美市議会議員   小 松  紀 夫 

 

 

賛成者    〃       前 田  泰 祐 

 

 

賛成者    〃       竹 平  豊 久 

 

 

 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書（案） 

 

 

政府は昨年６月に「療養病床の削減」や、７０歳～７４歳までの高齢者の医療費

の支払いが、１割から２割になるなどの負担増、また混合診療の拡大などと共に、後

期高齢者医療制度を新たに設けることを決めた、医療制度改革関連法を成立させまし

た。 

 その中で、来年４月から実施されようとしている後期高齢者医療制度は、政府の広

報活動もなく、県民は内容をほとんど知らされていません。 

 この制度は、７５歳以上のすべての高齢者が対象となる強制加入です。 

 制度の実施が近づくにつれ一定の年金のある高齢者は、介護保険料と合わせると月

１万円を超える保険料負担や、介護保険のように年金から天引きで徴収されることに

なります。また、低所得者にしか発生しない保険料滞納者から保険証を取り上げ、資

格証明書を発行するなどの措置とること、「心身の特性にふさわしい診療報酬」の掛け

声のもと、差別診療報酬＝包括・定額報酬の導入、７５歳以上の高齢者は特定健診も

任意事項とするなど、制度内容や運営に対する不安が急速に高まっています。 

 

 



このまま制度が施行されれば、高齢者の負担を著しく増やして生活を圧迫すること、

必要な医療も経済的な理由から断念せざるを得ない高齢者を生む事につながりかねま

せん。 

 よって、知事におかれては、制度改善のため、以下の対策を講じていただくよう強

く要望します。 

 

               記 

 

１．国が低所得者に対する措置をとらない場合、一般会計からの繰り入れによる県独

自の「保険料減免制度」「一部負担金減免制度」を創設すること。 

２．保険料滞納者に対する保険証の取り上げ・資格証明書の発行などの措置はしない

こと。 

３．特定健診・保健指導は今までどおり無料とすること。 

４．後期高齢者に対する別建て診療報酬の導入撤回を国に求めること。 

５．後期高齢者医療にかかる国庫負担を増やし、自治体や、被保険者の負担を軽くす

るよう国に求めること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。 

 

平成１９年 ９月１８日 

 

 

高 知 県 知 事  橋 本 大 二 郎 殿 

 

 

高知県香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１９年 ９月１８日 

 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

総務常任委員会委員長  前 田  泰 祐     

 

 

常任委員会の審査報告について 

 

 

  本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規

則第１０４条の規定により報告します。 

 

記 

 

１．審 査 の 年 月 日    平成１９年 ９月１４日（金） 

 

２．審査の議案等及び結果 

議 案

番 号 

議       案       名 審査結果 

認 定 

１ 

平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定について 継  続 

認 定 

２ 

平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

継  続 

６５ 平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」 可  決 

６６ 

平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算

「第１号」 

可  決 

７４ 

政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

可  決 

８０ 香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 可  決 

８１ 

香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

可  決 

８２ 

財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 

可  決 



８４ 

財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 

可  決 

８８ 

高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及

び高知県市町村総合事務組合規約の変更について 

可  決 

８９ 

高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退することに伴う財産

処分について 

可  決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１９年 ９月１８日 

 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

                教育厚生常任委員会委員長  小 松  紀 夫     

 

 

常任委員会の審査報告について 

 

 

本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規

則第１０４条の規定により報告します。 

 

記 

 

１．審 査 の 年 月 日    平成１９年 ９月１４日（金） 

 

２．審査の議案等及び結果 

議 案 

番 号 

議       案       名 審査結果 

認 定 

６ 

平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定

について 

継  続 

認 定 

７ 

平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

（事業勘定）の認定について 

継  続 

認 定 

８ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（保険

事業勘定）の認定について 

継  続 

認 定 

９ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算（介護

サービス事業勘定）の認定について 

継  続 

７０ 平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１号」 可  決 

７１ 

平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算「第１

号」（事業勘定） 

可  決 

７２ 

平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１号」

（保険事業勘定） 

可  決 

 

 



７５ 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

可  決 

７６ 

香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

可  決 

７７ 

香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

可  決 

７８ 

香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定につ

いて 

可  決 

８３ 

財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の総合

調整及び助成に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

可  決 

８５ 秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について 可  決 

８６ 佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について 可  決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１９年 ９月１８日 

 

 

香美市議会議長  中 澤  愛 水  殿 

 

 

                 産業建設常任委員会委員  竹 平  豊 久     

 

 

常任委員会の審査報告について 

 

 

本常任委員会に付託された議案を審査した結果、下記のとおり決定しましたので会議規

則第１０４条の規定により報告します。 

 

記 

 

１．審 査 の 年 月 日   平成１９年 ９月１４日（金） 

 

２．審査の議案等及び結果 

議 案 

番 号 

議       案       名 審査結果 

認 定 

３ 

平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

継  続 

認 定 

４ 

平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について 

継  続 

認 定 

５ 

平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計歳

入歳出決算の認定について 

継  続 

認 定 

１０ 

平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定につい

て 

認  定 

認 定 

１１ 

平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算の認定

について 

認  定 

６７ 平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算「第２号」 可  決 

６８ 

平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算「第２

号」 

可  決 

 

 



６９ 

平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別会計補

正予算「第２号」 

可  決 

７３ 平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」 可  決 

７９ 

農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を改正す

る条例の制定について 

可  決 

８７ 香美市営土地改良事業の施行について 可  決 

請願等 

２ 

市道谷相線拡張工事に関する陳情書について 不採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１９香美議発第７６号 

平成１９年９月１８日 

 

香美市長  門   槇 夫  殿 

 

                          香美市議会議長  中 澤  愛 水     

 

 

 

会議結果の報告について 

 

 

地方自治法第１２３条第４項の規定により平成１９年第３回香美市議会定例会の会議結

果を次のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１．会 議 の 別    定  例  会 

 

２．開 会    平成１９年 ９月 ５日 

 

３．閉 会    平成１９年 ９月１８日 

 

４．会 期    １４日間 

 

５．議 員 の 出 欠     ９月 ５日 出席 ２４人 欠席 １人 

９月１１日 出席 ２５人 欠席 ０人 

９月１２日 出席 ２５人 欠席 ０人 

９月１３日 出席 ２５人 欠席  ０人 

                         ９月１４日  出席  ２５人  欠席  ０人 

                         ９月１８日  出席  ２５人  欠席  ０人    

                              計           １４９人        １人 

 

６．議 案 の 提 出    市長提出のもの  ３６件（議案 ２５ 決算 １１） 

                        議員提出のもの    ６件（意見書 ６） 

                        請  願  等    １件（陳情  １） 

 



７．議 決 の 状 況       可     決    ３１件（予算 ９ 条例 １１  

その他 ５ 意見書 ６） 

                        継      続      ９件（決算認定 ９） 

                        認      定      ２件（決算 ２） 

                        適      任      ２件（人権擁護委員 ２） 

                        不  採  択      １件（陳情 １）                        

                    合      計    ４５件 

 

８．委員会付託の状況       総務常任委員会    １１件 

                           教育厚生常任委員会  １４件 

                           産業建設常任委員会  １２件（請願等１件含む）                  

                                   計          ３７件 

 

９．適任とした人権擁護委員 

（１）住  所    香美市土佐山田町中野１１１番地２ 

氏  名    井 上  俊 一 

（２）住  所    香美市土佐山田町１９９８番地５ 

氏  名    高 橋  梅 尾 

 

10．そ の 他    閉会中の所管事務の調査 

 

11．議 決 書 の 写      別紙のとおり 

 

12．会 議 録 の 写    作成次第後送 



１９香美議発第７５号 

平 成 １ ９ 年 ９ 月 ５ 日 

 

  香美市長   門   槇 夫   殿 

 

                          香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

議決した議案等の送付について 

 

  平成１９年第３回香美市議会定例会において議決した下記の議案等を送付します。 

 

記 

 

議案 

番号 

案                件 

議    決 

年 月 日 

議 決 の

結  果 

諮問 

１ 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて H19. 9. 5 適 任 

諮問 

２ 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 〃 〃 

 



１９香美議発第７７号 

平成１９年９月１８日 

 

  香美市長   門   槇 夫   殿 

 

                          香美市議会議長  中 澤  愛 水 

 

 

議決した議案等の送付について 

 

  平成１９年第３回香美市議会定例会において議決した下記の議案等を送付します。 

 

記 

議案 

番号 

案                件 

議    決 

年 月 日 

議 決 の

結  果 

認定 

１ 

平成１８年度香美市一般会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

H19. 9.18 継 続 

認定 

２ 

平成１８年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計

歳入歳出決算の認定について 

〃 〃 

認定 

３ 

平成１８年度香美市簡易水道事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

〃 〃 

認定 

４ 

平成１８年度香美市公共下水道事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 

〃 〃 

認定 

５ 

平成１８年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別

会計歳入歳出決算の認定について 

〃 〃 

認定 

６ 

平成１８年度香美市老人保健特別会計歳入歳出決算の

認定について 

〃 〃 

認定 

７ 

平成１８年度香美市国民健康保険特別会計歳入歳出決

算（事業勘定）の認定について 

〃 〃 

認定 

８ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算

（保険事業勘定）の認定について 

〃 〃 

認定 

９ 

平成１８年度香美市介護保険特別会計歳入歳出決算

（介護サービス事業勘定）の認定について 

〃 〃 

認定 

１０ 

平成１８年度香美市水道事業会計歳入歳出決算の認定

について 

〃 認 定 

認定 

１１ 

平成１８年度香美市工業用水道事業会計歳入歳出決算

の認定について 

〃 〃 

議案 

６５ 

平成１９年度香美市一般会計補正予算「第２号」 〃 可 決 

 

 



議案 

番号 

案                件 

議    決 

年 月 日 

議 決 の

結  果 

議案 

６６ 

平成１９年度香美市住宅新築資金等貸付事業特別会計

補正予算「第１号」 

H19. 9.18 可 決 

議案 

６７ 

平成１９年度香美市簡易水道事業特別会計補正予算

「第２号」 

〃 〃 

議案 

６８ 

平成１９年度香美市公共下水道事業特別会計補正予算

「第２号」 

〃 〃 

議案 

６９ 

平成１９年度香美市特定環境保全公共下水道事業特別

会計補正予算「第２号」 

〃 〃 

議案 

７０ 

平成１９年度香美市老人保健特別会計補正予算「第１

号」 

〃 〃 

議案 

７１ 

平成１９年度香美市国民健康保険特別会計補正予算

「第１号」（事業勘定） 

〃 〃 

議案 

７２ 

平成１９年度香美市介護保険特別会計補正予算「第１

号」（保険事業勘定） 

〃 〃 

議案 

７３ 

平成１９年度香美市水道事業会計補正予算「第１号」 〃 〃 

議案 

７４ 

政治倫理の確立のための香美市長の資産等の公開に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

７５ 

香美市通学バスの運行及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

７６ 

香美市立ふれあいセンターの設置及び管理に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

７７ 

香美市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定

について 

〃 〃 

議案 

７８ 

香美市ひとり親家庭医療費の助成に関する条例の制定

について 

〃 〃 

議案 

７９ 

農地及び農業用施設整備事業分担金徴収条例の一部を

改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

８０ 

香美市火災予防条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

〃 〃 

議案 

８１ 

香美市土地開発公社の事業の総合調整及び助成に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

８２ 

財団法人香美市開発公社の事業の総合調整及び助成に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

〃 〃 

議案 

８３ 

財団法人アンパンマンミュージアム振興財団の事業の

総合調整及び助成に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

〃 〃 



議案 

番号 

案                件 

議    決 

年 月 日 

議 決 の

結  果 

議案 

８４ 

財団法人奥物部開発公社の事業の総合調整及び助成に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

H19. 9.18 可 決 

議案 

８５ 

秦山ふれあいセンターの指定管理者の指定について 〃 〃 

議案 

８６ 

佐古藪ふれあいセンターの指定管理者の指定について 〃 〃 

議案 

８７ 

香美市営土地改良事業の施行について 〃 〃 

議案 

８８ 

高知県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の

数の減少及び高知県市町村総合事務組合規約の変更に

ついて 

〃 〃 

議案 

８９ 

高知県市町村総合事務組合から春野町が脱退すること

に伴う財産処分について 

〃 〃 

請願等 

２ 

市道谷相線拡張工事に関する陳情書について 〃 不採択 

意見書 

１３ 

有害鳥獣対策の抜本強化を求める意見書の提出につい

て 

〃 可 決 

意見書 

１４ 

通路整備の中期的な計画に関する意見書の提出につい

て 

〃 〃 

意見書 

１５ 

通信と金融のユニバーサルサービスを維持するため

に、郵政民営化の見直しを求める意見書の提出につい

て 

〃 〃 

意見書 

１７ 

社会保険庁改革関連法案の一部改正を求める意見書の

提出について 

〃 〃 

意見書 

１８ 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出につ

いて（衆・参両議院議長、総理、大臣宛） 

〃 〃 

意見書 

１９ 

後期高齢者医療制度の改善を求める意見書の提出につ

いて（高知県知事宛） 

〃 〃 

 


